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第１章 総則 

 

第１ 目的 

   行政庁の処分、行政指導及び届出に関する手続に関し共通する事項を定めるこ

とによって、行政運営における公正の確保と透明性の向上を図り、もって国民の

権利利益の保護に資することを目的とした行政手続法が、平成５年11月12日に公

布され、平成６年10月１日から施行されたことに伴い、この行政手続法の目的趣

旨にのっとり、消防法に規定する危険物に係る許認可事務において、申請等が許

認可等の要件に適合しているか判断するための具体的な基準（審査基準）及び申

請から処分までに要する標準的な期間（標準処理期間）を定めることにより、統

一的な運用を図ることを目的とする。 

第２ 凡例 

 １ 法令名等の略称  

  ⑴ 「法」とは、消防法（昭和23年法律第 186号）をいう。 

  ⑵ 「政令」とは、消防法施行令（昭和36年政令第37号）をいう。 

  ⑶ 「危政令」とは、危険物の規制に関する政令（昭和34年政令第 306号）をい

う。 

  ⑷ 「危規則」とは、危険物の規制に関する規則（昭和34年総理府令第55号）を

いう。 

  ⑸ 「危告示」とは、危険物の規制に関する技術上の細目を定める告示（昭和49

年自治省告示第99号）をいう。 

  ⑹ 「建基法」とは、建築基準法（昭和25年法律第 201号）をいう。 

⑺ 「建基令」とは、建築基準法施行令（昭和25年政令第 338号）をいう。 

⑻ 「駿伊危規則」とは、駿東伊豆消防組合危険物の規制に関する規則（令和３

年駿東伊豆消防組合規則第５号）をいう。 

  ⑼ 【   】部分は、総務省消防庁通知、通達、質疑回答等をいう。 

  ⑽ 「ＪＩＳ」とは、日本産業規格をいう。 

 ２ 行政指導部分  

本審査基準には、行政指導及び運用解釈に該当するものも含まれており、当該

部分には、注意書（＊）を付した。 
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第２章 事務処理に関する審査基準 

 

第１ 製造所等の定義 

   製造所等の定義は、次によるものとする。  

１ 製造所とは、危険物又は非危険物の原料を使用して、蒸留、精留、分留、吸収、 

抽出、分解、反応、中和、熟成等の化学変化又は混合、撹拌、分離、調合、添加、

溶解、希釈等物理変化を行い、その結果、危険物が製造される施設をいう。  

２ 貯蔵所とは、危険物をタンクの内部で貯蔵する施設、若しくは容器等に収納さ

れている危険物を屋内又は屋外で貯蔵する施設をいい、屋内貯蔵所、屋外タンク

貯蔵所、屋内タンク貯蔵所、地下タンク貯蔵所、簡易タンク貯蔵所、移動タンク

貯蔵所又は屋外貯蔵所に区分される。この場合において、当該タンクに危険物を

受け入れる行為は、当該タンクの貯蔵に伴う取扱いとする。  

また、容器に収納されている危険物を他の容器等に移し替える行為は、指定数

量未満に限り、当該貯蔵に伴う取扱いとする。 

３ 取扱所とは、危険物の製造以外の目的で１日に指定数量以上の危険物を取り扱

う施設であって、取扱形態により、給油取扱所、販売取扱所、移送取扱所又は一

般取扱所に区分される。 

  なお、移送取扱所の判定については、次によること。  

⑴ 移送取扱所に該当するもの  

配管が２以上の敷地又は事業所にわたり、かつ、その間に海、河川、道路等

の公有地又は第三者の敷地があるもの。ただし、次の⑵を除く。 

⑵ 移送取扱所に該当しないもの  

危政令第３条第３号に規定する「配管及びポンプ並びにこれらに附属する設

備（危険物を運搬する船舶からの陸上への危険物の移送については、配管及び

これに附属する設備）」が次に掲げる構造を有するものは、移送取扱所に該当

しないものであること。【昭和49年４月25日消防予第63号】 

ア 危険物の送り出し施設から受け入れ施設までの間の配管が一の道路又は第

三者（危険物の送り出し施設又は受入れ施設の存する事業所と関連し、又は

類似する事業を行なうものに限る。以下同じ。）の敷地を通過するもので、

次の（ア）、（イ）又は（ウ）を満足するもの 
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    （ア） 道路については、配管が横断するものであること。 

       

 

（イ） 第三者の敷地については、当該敷地を通過する配管の長さがおおむね 100

ｍ以下のものであること。 

   

 

（ウ） 配管が道路を横断し、かつ、第三者の敷地を通過する場合 

       

 

イ 危険物の送り出し施設又は受入れ施設が桟橋に設けられるもので、岸壁か   

らの配管（第１石油類を移送する配管の内径が 300㎜以上のものを除く。）

の長さがおおむね30ｍ以下のもの 

     

 

桟 橋  
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ウ 前ア及びイの要件を満たすもの 

    (ｱ) 

      

   

 

    (ｲ) 

      

 

    (ｳ) 

      

桟 橋  

桟 橋  

桟 橋  
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第２ 製造所等の設置又は変更許可申請 

１ 申請の方法 

製造所等の設置又は変更許可申請は、１つの製造所等ごとに１件として申請す

ること。ただし、複数の製造所等の間で共用する危険物配管、消火設備等及び警

報設備等は主たる製造所等の附属とし、共用部分以外については、それぞれの製

造所等の附属とすること。（＊） 

⑴ 製造所・一般取扱所 

原則として、棟又は一工程のプラント単位で、かつ、場所的に一体性を有す

ると認められる範囲を１件とする。【昭和37年４月６日自消丙予発第44号】 

危政令第19条第２項に規定する一般取扱所は、危険物を取り扱う区画室、設  

備、又は屋上の設備等について危規則で規定されたものをそれぞれ１件とする。 

⑵ 屋内貯蔵所 

ア １棟の貯蔵倉庫につき１件とする。  

イ 危政令第10条第３項に規定する「屋内貯蔵所の用に供する部分以外の部分  

を有する建築物に設ける屋内貯蔵所」は、１室の貯蔵倉庫につき１件とする。  

（＊） 

ウ 一の建築物に、同一の階で、かつ、隣接しないで設ける場合は、危政令第

10条第３項に規定する技術上の基準を満たした屋内貯蔵所を２以上設置する

ことができる。【平成元年７月４日消防危第64号】 

⑶ 屋外タンク貯蔵所  

１基の屋外貯蔵タンクにつき１件とする。  

なお、屋外タンク貯蔵所の共通防油堤、危険物配管設備（注入口及びポンプ

設備を含む。）及び消火配管設備（ポンプ、水源等を含む。）の変更申請は、

次によること。 

ア 共通防油堤の変更 

(ｱ) 防油堤は、その中に設置されているタンクのうち貯蔵量が最大のタンク 

（以下「代表タンク」という。）の附属とし、防油堤のみを変更するとき 

は、代表タンクの変更とする。【平成９年３月26日消防危第35号】 

（イ） タンクの新設に伴い防油堤を変更するときは、当該新設タンクの申請に

含めるものとし、完成検査後代表タンクの附属とする。（＊） 
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イ 危険物配管設備の変更 

（ア） 危険物配管設備が単独のタンクに専属するときは、当該タンクの変更と

する。（＊） 

（イ） 油槽所等で危険物配管設備が輻輳しているものについては、構内配管を

一括して代表タンクの附属とし、危険物配管設備を変更するときは、代表

タンクの変更とする。【平成９年３月26日消防危第35号】 

（ウ） 代表タンク以外のタンクの新設により、危険物配管設備を設置するとき

は、当該新設タンクの申請に含めるものとし、完成検査後代表タンクの附

属とする。ただし、当該危険物配管設備が既設危険物配管設備に接続する

場合は、代表タンクの変更とする。（＊） 

ウ 消火配管設備の変更 

（ア） 消火配管設備が単独のタンクに専属する部分については、当該タンクの

変更とする。（＊） 

（イ） 消火配管設備が２以上のタンクに共有する部分については、代表タンク  

の附属とし当該消火配管設備を変更するときは、代表タンクの変更とする。

【平成９年３月26日消防危第35号】 

⑷ 屋内タンク貯蔵所  

ア 同一室内にある屋内貯蔵タンクを一括して１件とする。  

なお、個々のタンク容量が指定数量未満であっても、その合計量が指定数  

量以上であれば当該室内のタンク群を１件の屋内タンク貯蔵所とする。（＊） 

イ 危険物配管設備が他の屋内タンク貯蔵所と共有する場合の当該危険物配管

設備の申請は、前⑶イの例によること。（＊） 

⑸ 地下タンク貯蔵所  

ア １基の地下貯蔵タンクにつき１件とする。  

イ ２以上の地下貯蔵タンクが次のいずれかに該当すれば１件とすること。  

なお、個々のタンク容量が指定数量未満であっても、その合計量が指定数

量以上であれば地下タンク貯蔵所とすること。【昭和54年12月６日消防危第 

  147号】 

（ア） ２以上の地下貯蔵タンクが同一のタンク室内に設置されている場合  

（イ） ２以上の地下貯蔵タンクが同一の基礎上に設置されている場合  
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（ウ） ２以上の地下貯蔵タンクが同一の蓋で覆われている場合  

⑹ 簡易タンク貯蔵所  

    場所的一体性を有する３以下の簡易貯蔵タンク（品質を異にするものに限る。） 

を１件とする。（＊） 

⑺ 移動タンク貯蔵所  

ア 移動貯蔵タンクを固定する車両１台につき１件とする。ただし、積載式移

動タンク貯蔵所については、交換タンクを含め１件とすること。（＊） 

イ 被けん引車形式の移動タンク貯蔵所については、１台の被けん引車につき

複数のけん引車があっても１件として許可できる。【平成９年３月26日消防

危第33号】 

⑻ 屋外貯蔵所 

    １区画につき１件とする。（＊） 

⑼ 給油取扱所・第一種販売取扱所・第二種販売取扱所  

    １施設につき１件とする。  

⑽ 移送取扱所 

    起点、終点、経路等について場所的に一体性を有する配管群を一括して１件

とする。（＊） 

２ 設置又は変更の申請区分  

製造所等において他の施設区分への転換を行う場合及び貯蔵所又は取扱所にお

いて当該貯蔵所又は取扱所が属する危政令第２条及び第３条に掲げる施設区分 

（同令第３条第２号イ及びロを含む。）の変更となる転換を行う場合は、法第12

条の６に定める用途廃止に係る手続を経て同法第11条第１項前段に定める設置に

係る許可を必要とする。【昭和52年12月19日消防危第 182号】 

⑴ 設置許可申請の対象となるもの  

ア 製造所等を設置しようとするとき。  

イ 製造所等の大部分を撤去して、建替えをするとき。  

ウ 製造所等（移動タンク貯蔵所を除く。）を移設するとき。（＊） 

ただし、同一敷地内で主要構造物を変更しないで移設するときは、変更許

可申請とすることができる。【昭和52年10月12日消防危第 149号】 

エ 屋内タンク貯蔵所の屋根を撤去し、屋外タンク貯蔵所とするとき。  

オ 危政令第19条第２項第６号により許可を受けていた施設の油圧機器を撤去  
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し、新たに発電機設備を設け、危政令第19条第２項第３号となるとき。 

⑵ 変更許可申請の対象となるもの  

ア 指定数量の倍数の変更により、保有空地が拡大する場合等、当該製造所等

の位置、構造及び設備の基準が変更するとき。【昭和52年12月19日消防危第 

   182号】 

イ 移動タンク貯蔵所の常置場所を当該事業所の同一敷地外の場所に変更する

とき。 

ウ 移動タンク貯蔵所の車両を交換するとき。 

エ 積載式移動タンク貯蔵所の交換タンクの数を増加するとき（国際輸送用積  

載式移動タンク貯蔵所を除く。）。【平成４年６月18日消防危第54号】 

オ 営業用給油取扱所を自家用給油取扱所に、又は自家用給油取扱所を営業用  

給油取扱所に変更しようとするとき。【昭和51年７月12日消防危第23－３号】 

カ 屋外タンク貯蔵所で既設のタンクと直径（横型のタンクについては、縦及

び横の長さをいう。）及び高さが同規模以下のタンク本体のみの建替えを行

うとき。【平成11年６月15日消防危第58号】 

キ 地下タンク貯蔵所及び移動タンク貯蔵所の配管等は残し、タンクのみを取

り替えるとき。【平成10年10月13日消防危第90号】 
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第３ 製造所等の最大貯蔵数量、最大取扱数量の算定方法  

   危険物製造所等における最大貯蔵数量、最大取扱数量の算定方法は、次により

行うものとする。（＊） 

１ 製造所 

⑴ １日を単位とする最大取扱数量をもって算定する。  

⑵ 一工程を２日以上にわたって行う場合は、工程中、最大取扱数量となる日を

もって算定する。 

⑶ 油圧装置等、工程に附属して危険物を取り扱う設備については、各々一般取

扱所の数量算定方法により算定した数量を合算する。  

２ 屋内貯蔵所及び屋外貯蔵所  

屋内貯蔵所及び屋外貯蔵所の最大貯蔵数量の算定は、当該貯蔵所において実際

に貯蔵する危険物の最大量とする。 

３ 屋内タンク貯蔵所  

一のタンク専用室内にあるタンクごとに、危規則第２条のタンクの内容積の計

算方法及び危規則第３条のタンクの空間容積の計算方法により、最大貯蔵数量を

算定し、その容量の合計により算定する。  

４ 屋外タンク貯蔵所、地下タンク貯蔵所、簡易タンク貯蔵所及び移動タンク貯蔵

所は、危規則第２条のタンクの内容積の計算方法及び危規則第３条のタンクの空

間容積の計算方法により、最大貯蔵数量を算定する。  

５ 給油取扱所 

給油取扱所における最大取扱数量は、専用タンク、廃油タンク等及び簡易タン

クごとに、危規則第２条のタンクの内容積の計算方法及び危規則第３条のタンク

の空間容積の計算方法により最大取扱数量を算定し、その容量の合計により算定

する。 

６ 販売取扱所 

販売取扱所における最大取扱数量は、当該取扱所において、実際に保有する危

険物の最大量をもって、最大取扱数量とする。 

７ 一般取扱所 

   製造所の例によるほか、次によること。  

⑴ 油圧装置、潤滑油循環装置等による危険物の取扱いについては、装置系統内  

のリザーバータンクや配管等を含む総量（瞬間最大停滞量）をもって算定する。 
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 なお、総量について変動がある場合は、その最大となる量とする。  

⑵ ボイラー、発電機等の危険物の消費については、１日における計画又は実績

消費量のうち、いずれか大なる数量をもって算定する。 

  なお、非常用のものについては、業態、用途、貯蔵量（他許可施設を含む。）  

や当該発電設備等の時間当たりの燃料消費量、事業所の営業時間等を総合的に

判断して算定する。 

また、油圧機器内蔵油、熱媒油等の危険物及び発電設備で潤滑油を使用する

場合には、許可数量の算定に当たり合算する。 

⑶ 移動タンク貯蔵所等車両に固定されたタンクに危険物を充てんする一般取扱

所は、１日当たりの最大充てん量とする。  

⑷ 危政令第19条第２項に規定する容器に危険物を詰め替える一般取扱所につい

ては、地下専用タンクの容量又は取扱数量のうち、いずれか大なる数量をもっ

て算定する。 

⑸ 危政令第19条第２項に規定する洗浄作業、切削装置等の一般取扱所について

は、洗浄後に危険物を回収し、同一系内で再使用するものは瞬間最大停滞量と

し、使い捨てするもの及び系外に搬出するものは１日の使用量とする。 

 

 例１ 洗浄後、全ての危険物を回収して再使用する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 例２ 洗浄後、全ての危険物を使い捨てする場合 

 

 

 

 

 

洗浄油  洗浄作業  

補給  

洗浄装置  瞬間最大停滞量  

全ての洗浄油を再使用  

回収  

洗浄油  洗浄作業  

全てを使  

い捨て  

（使用量）  

１日の使用量  

補給  回収  
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 例３ 洗浄後、一部の危険物を使い捨てする場合 

 

 

 

 

 

 

 

⑹ 危政令第19条第２項に規定する熱媒体油循環装置の一般取扱所については、

熱媒体油の常温、常圧における瞬間最大停滞量とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洗浄油  洗浄作業  洗浄装置  

瞬間最大停滞量  

＋  

１日の使用量  

補給  回収  

一部の洗浄液を再使用  

一部を使い捨て（使用量）  
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第４ タンクの内容積の計算 

１ タンクの内容積として計算する部分【平成13年３月30日消防危第42号】 

⑴ 固定屋根を有するタンクは、固定屋根を除いた部分とすること。 

 

 

    

 

⑵ 浮き屋根タンクの場合は、タンク全体とすること。  

        

⑶ 前⑴及び⑵以外のものは全体を内容積とすること。  

２ 内容積の算定方法【平成13年３月30日消防危第42号】 

⑴ タンクを胴、鏡板に分けて、各部分の形状に応じた方法により計算し、合計

する方法 

記号の定義 

Ｖ＝容積 π＝円周率 ｒ＝半径 Ｒ＝半径 Ｄ＝内径 Ｌ＝長さ又は胴長

Ｈ＝高さ Ｓ＝面積 

Ｔ．Ｌ＝Tangent Line（鏡板などの曲線部と直線部の境界線） 

Ｗ．Ｌ＝Weld Line（溶接線）  

 

 

 

固定屋根 
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ア 胴部分の計算式  

（ア） 角柱形 

 

 

 

（イ） 円筒 

 

 

 

 

（ウ） だ円筒 

 

 

 

（エ） 変だ円筒 

 

  

 

a 

r 

πr²L 

a 

b 
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あ 断面積Ｓの計算 

Ｓ＝Ｓ₁＋２Ｓ₂＋２Ｓ₃＋２Ｓ₄＋Ｓ₅＋Ｓ₆＋Ｓ₇＋Ｓ₈ 

い 各面積の寸法条件 

 

    

 

う Ｓ１からＳ５の面積計算 

例示：Ｓ２ 
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え Ｓ６からＳ８の面積 

例示：Ｓ６ 

          

         

 

イ 鏡板部分の計算式 

（ア） 胴の断面が円形の鏡板 

あ 10％皿形鏡板 

 

 

い ２：１半だ円体鏡板 
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う 欠球型鏡板 

 

 

（イ） 胴の断面がだ円又は変だ円の鏡板 

あ だ円 

           

い 変だ円 

      

 

 

 

 

² 

a 

ｂ 
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ウ その他の形状 

（ア） 頭をカットした円錐 
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（イ） 斜め切りされた円柱 

        

           

 

 

（ウ） 球形のタンク 

 

 

 

 

 

 

３ 

r 
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３ タンクの内側寸法による方法（「危険物の規制に関する規則の一部を改正する

省令」【平成13年総務省令第45号】の改正前の危規則第２条第１号イ及びロ並び

に第２号イの計算による方法）【平成13年３月30日消防危第42号】 

⑴ だ円型タンク 

   

    

 

⑵ 円筒型タンク 

   

 

 

４ ＣＡＤ（コンピューターによる設計）等により計算された値による方法 

 

５ 実測値による方法 
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第５ 製造所等の相互における配管の区分 

   危険物を取り扱う配管及び当該配管に接続される設備は、ポンプ設備、弁、継

手等により配管の分岐点を決め、これにより製造所等又は指定数量未満の施設等

のいずれかの附属とすること。 

１ 製造所相互間、一般取扱所相互間、製造所と一般取扱所間の配管 

⑴ 指定数量の倍数の大きい製造所又は一般取扱所（以下「Ａ施設」という。）

の附属配管の範囲は、原則としてＡ施設から指定数量の倍数の小さい製造所又

は一般取扱所（以下「Ｂ施設」という。）の保有空地境界直近の弁、フランジ

等までとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 地下埋設配管等によりＢ施設の保有空地境界直近にバルブ、フランジ等明確

に区分できるものがない場合は、Ａ施設からＢ施設の保有空地境界までをＡ施

設の附属配管とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有空地  

Ｂ Ａ Ｐ  20 

Ａの設備 Ｂの設備 

20号タンク  

保有空地  

ポンプ設備  

弁  

Ａ Ｐ  20 Ｂ 

Ａの設備 Ｂの設備 

保有空地  

20号タンク  

ポンプ設備  

保有空地  
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⑶ 建築物の一部に設置される製造所又は一般取扱所については、Ａ施設からＢ

施設の壁までをＡ施設の附属配管とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 製造所又は一般取扱所と貯蔵所間の配管 

⑴ 製造所又は一般取扱所と貯蔵所間の附属配管の範囲は、貯蔵所から製造所又

は一般取扱所の保有空地境界直近のバルブ、フランジ等までを貯蔵所の附属配

管とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ Ｂ 

建築物の外壁 

Ａの設備 Ｂの設備 

貯蔵所 
一般 

取扱所 

貯蔵所の設備 一般取扱所の設備 

保有空地  保有空地  
弁  
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⑵ 地下埋設配管等により保有空地境界直近にバルブ、フランジ等明確に区分で

きるものがない場合は、貯蔵所から製造所又は一般取扱所の保有空地境界まで

を貯蔵所の附属配管とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 屋外タンク貯蔵所間の配管 

屋外タンク貯蔵所間の配管は、原則として、当該配管が接続されている代表タ

ンクの附属配管とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａの設備 Ｂの設備 

ポンプ設備  
可撓管  

一般取扱所の設備 貯蔵所の設備 

Ｐ  

Ａ 

Ｂ 

弁  

貯蔵所 

保有空地  

一般 

取扱所 

保有空地  
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４ 製造所等と指定数量未満の施設の配管 

製造所等と指定数量未満の施設間の附属配管の範囲は、製造所等から指定数量

未満の施設の壁等までを製造所等の附属配管とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製造所等の設備  指定数量未満の施設の設備  

製造所等 指定数量未満の施設  
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第６ 製造所等の設置・変更許可申請に関する事務処理  

   設置許可申請書及び変更許可申請書の記入方法は、次によること。（＊） 

１ 設置許可申請書の記入方法（移送取扱所を除く。） 

⑴ 申請者の「住所・氏名」の欄は、原則として設置者の住所・氏名と同一とす

ること。 

この場合において、設置者と同一組織内にあり代理権を有する者は、申請者

となることができる。 

⑵ 設置者の「住所」の欄は、設置者の住所を記入すること。ただし、法人等は

主たる事業所の所在する住所を記入すること。  

⑶ 設置者の「氏名」の欄は、設置者の氏名を記入すること。ただし、法人等の

場合は、当該法人等の名称及び代表者の氏名を記入すること。  

⑷ 「設置場所」の欄は、当該製造所等を設置する場所の所在、地番を記入する

こと。 

なお、移動タンク貯蔵所の場合は、当該移動タンク貯蔵所の常置場所の所在、

地番を記入すること。  

⑸ 設置場所の地域別のうち「防火地域別」の欄は、都市計画法（昭和43年法律

第 100号）第８条第１項第５号に規定する区分により、「防火地域」、「準防

火地域」、「指定なし」のうち該当するものを記入すること。 

⑹ 設置場所の地域別のうち「用途地域別」の欄は、都市計画法第８条第１項第

１号に規定する区分により、該当するものを記入すること。  

⑺ 「製造所等の別」の欄は、 「製造所」、「貯蔵所」、「取扱所」のうち該当

するものを記入すること。  

⑻ 「貯蔵所又は取扱所の区分」の欄は、危政令第２条及び危政令第３条で規定

する区分を記入すること。  

⑼ 「危険物の類、品名（指定数量）、最大数量」の欄は、危険物の類、品名及

び当該物品の化学名又は通称名、かっこ書による危政令別表第３に基づく当該

品名の指定数量及び最大数量を記入すること。  

なお、所定の欄に記入できない場合は、当該欄に「別紙」と記入し、別紙に

当該内容を記入すること。  
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例：製造所において第１石油類ガソリン 2,000Ｌ、第２石油類灯油 2,000Ｌ 

が最大取扱量の場合は、次のように記入すること。 

第４類 

第１石油類 ガソリン（ 200Ｌ）、 2,000Ｌ 

第２石油類 灯  油（ 1,000Ｌ）、 2,000Ｌ 

⑽ 「指定数量の倍数」の欄は、次によること。 

品名又は指定数量を異にする二以上の危険物の指定数量の倍数を求める場合

には、それぞれの危険物の数量を当該危険物の指定数量で除して得た値（少数

点第２位）を合計し、小数点第２位を四捨五入して小数点第１位までを指定数

量の倍数の欄に記入すること。 

⑾ 「位置、構造及び設備の基準に係る区分」の欄は、設置者が当該製造所等の

区分に従い、条文を記入すること。 

例：耐火建築物の屋上で危険物を消費するボイラー又はバーナー以外では、

危険物を取り扱わない一般取扱所の場合は、当該欄に、「令第19条第２項

（規則第28条の57第４項）」と記入すること。 

２ 変更許可申請書の記入方法（移送取扱所を除く。） 

前１の例によるほか、次によること。 

⑴ 「設置の許可年月日及び許可番号」の欄は、当該製造所等の設置許可年月日

及び設置許可番号を記入すること。ただし、移動タンク貯蔵所の常置場所の変

更を伴う変更許可の場合は、許可行政庁も併せて記入すること。 

⑵ 「危険物の類、品名（指定数量）、最大数量」の欄は、当該変更により危険

物の類、品名（指定数量）、最大数量の変更がある場合は、変更後の内容を記

入すること。 

⑶ 「変更の内容」の欄は、当該製造所等の今回変更する部分を簡記すること。

⑷ 「変更の理由」の欄は、当該製造所等の今回変更する理由を簡記すること。 
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第７ 構造設備明細書に関する事務処理 

１ 製造所・一般取扱所構造設備明細書の記入方法は、次によること。（＊） 

⑴ ①「事業の概要」の欄は、当該製造所・一般取扱所の設置している事業所等

の主たる事業の概要を記入すること。 

⑵ ②「危険物の取扱作業の内容」の欄は、危険物の取扱いの概要を記入するこ

と。 

⑶ ③「敷地面積」の欄は、製造所・一般取扱所として規制されるエリア（保有

空地を含む。）の面積を記入すること。 

⑷ １棟の建築物の全てが製造所・一般取扱所として規制される場合の「建築物

の構造」の欄の記入方法は、次によること。 

ア ④「階数」の欄は、当該建築物の建基令第２条第８号で規定する階数を記

入すること。ただし、地階がある場合は、「地上○階、地下○階」と記入す

ること。 

イ ⑤「建築面積」の欄は、当該建築物の建基令第２条第２号で規定する面積

を記入すること。 

ウ ⑥「延べ面積」の欄は、当該建築物の建基令第２条第４号で規定する面積

を記入すること。 

エ ⑦「壁」のうち「延焼のおそれのある外壁」の欄は、当該建築物の外壁の

うち、危政令第９条第１項第５号の規定に該当する部分がある場合、当該外

壁の構造を記入すること。 

オ ⑧「壁」のうち「その他の壁」の欄は、当該建築物のうち、延焼のおそれ

のある外壁以外の外壁の構造を記入すること。 

カ ⑨「柱」、「床」、「はり」、「屋根」の欄は、当該部分の構造を記入す

ること。 

キ ⑩「窓」の欄は、外壁部分にある建基法における特定防火設備、防火設備

及び窓の材質（網入ガラス、普通ガラス等）を記入すること。 

ク ⑪「出入口」の欄は、外壁部分にある建基法における特定防火設備、防火

設備を記入すること。 

ケ ⑫「階段」の欄は、「屋内階段」、「屋外階段」の区分、階段の数、階段

の構造を記入すること。 

⑸ １棟の建築物の一部に設置した製造所・一般取扱所の場合の「建築物の構造」
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の欄の記入方法は、次によること。 

ア ④「階数」の欄は、当該製造所・一般取扱所が設置されている階数を記入

すること。 

例：一般取扱所が、当該建築物の２階部分の一部に設置されている場合は、

「２階」と記入すること。 

イ ⑤「建築面積」の欄は、当該製造所・一般取扱所が設置されている部分の

面積を記入すること。ただし、当該製造所・一般取扱所が、１階部分以外に 

設置されている場合も当該階をグランドラインと仮定して当該部分の面積を 

記入すること。 

ウ ⑥「延べ面積」の欄は、前イの例によること。 

エ ⑦「壁」のうち「延焼のおそれのある外壁」の欄は、当該製造所・一般取

扱所の外壁のうち、危政令第９条第１項第５号の規定に該当する部分がある

場合、当該外壁の構造を記入すること。 

オ ⑧「壁」のうち「その他の壁」の欄は、当該製造所・一般取扱所のうち、

他用途部分との区画の壁、延焼のおそれのある外壁以外の外壁の構造及び当

該構造の建基法における構造（「耐火構造」、「防火構造」、「不燃材料」

等）を記入すること。 

カ ⑨「柱」、「床」、「はり」の欄は、当該製造所・一般取扱所部分の該当

する部分の構造を記入すること。 

キ ⑨「屋根」の欄は、当該製造所・一般取扱所の屋根又は上階がある場合は、

上階の床の構造を記入すること。 

ク ⑩「窓」の欄は、当該製造所・一般取扱所の外壁部分にある窓又は他用途

部分との区画に設置された建基法における特定防火設備、防火設備及び窓の

材質（網入ガラス、普通ガラス等）を記入すること。 

ケ ⑪「出入口」の欄は、当該製造所・一般取扱所の外壁部分にある出入口又

は他用途部分との区画に設置された建基法における特定防火設備、防火設備

を記入すること。 

コ ⑫「階段」の欄は、当該製造所・一般取扱所に接続された階段について、 

「屋内階段」、「屋外階段」の区分、階段の数、階段の構造を記入すること。 

⑹ １棟の建築物の全てが製造所・一般取扱所として規制される場合、「建築物

の一部に製造所（一般取扱所）を設ける場合の建築物の構造」の欄は、記入せ
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ず斜線を引くこと。 

なお、１棟の建築物の一部に設置した製造所・一般取扱所の場合の「建築物

の一部に製造所（一般取扱所）を設ける場合の建築物の構造」の欄の記入方法

は、次によること。 

ア ⑬「階数」の欄は、当該製造所・一般取扱所が設置されている建築物全体

の建基令第２条第８号で規定する階数を記入すること。ただし、地階がある

場合は、「地上○階、地下○階」と記入すること。 

イ ⑭「建築面積」の欄は、当該製造所・一般取扱所が設置されている建築物

全体の建基令第２条第２号で規定する面積を記入すること。 

ウ ⑮「延べ面積」の欄は、当該製造所・一般取扱所が設置されている建築物

全体の建基令第２条第４号で規定する面積を記入すること。 

エ ⑯「建築物の構造概要」の欄は、当該製造所・一般取扱所が設置されてい

る建築物全体の建基法第２条第５号で規定する主要構造部の構造の概要を記

入すること。 

⑺ ⑰「製造（取扱）設備の概要」の欄は、危険物を製造し、又は取り扱う機器、

設備のうち、次に掲げるものを記入すること。 

ア 蒸留塔、反応塔、その他これらに類する施設の設置基数及びそれぞれの最

高地上高さ 

イ ボイラー、加熱炉その他これらに類する施設のそれぞれの性能及び設置基  

数 

ウ 工作機械、油圧機械その他これらに類する施設の設置基数 

エ 危険物を出荷するローディングアームの設置基数 

オ 危険物を出荷するノズル、固定注油設備その他これらに類する施設の設置

基数 

カ 印刷機、塗料等の吹き付け機その他これらに類する施設の設置基数 

キ 上記以外に危険物を製造し、又は取り扱う機器の概要 

⑻ ⑱「令第九条第一項第二十号のタンクの概要」の欄は、当該製造所・一般取

扱所において設置されている20号タンクのそれぞれのタンク名称、容量及び設

置基数を記入すること。 

⑼ ⑲「配管」の欄は、当該製造所・一般取扱所に設置されている配管又は附属

配管の材質について、記入すること。 
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なお、材質については、ＪＩＳ記号でも認められるものであること。 

⑽ ⑳「加圧設備」とは、危険物製造・取扱機器、配管等に外部から圧力を加え

る設備等をいい、当該欄には、加圧される危険物の化学名又は通称名、加圧を

行う設備又は施設名、圧力及び加圧する物質を記入すること。 

⑾ ㉑「加熱設備」とは、危険物を直接、間接的に加熱する設備等をいい、当該

欄には、加熱される危険物の化学名又は通称名、加熱する設備又は施設名、最

高加熱温度及び加熱媒体を記入すること。ただし、危険物を保温する設備は、

当該設備には該当しないものであること。 

例：製造所において、加熱炉で重油を摂氏 200度まで加熱する場合は、「重

油、加熱炉、 200℃」と記入すること。 

⑿ ㉒「乾燥設備」とは、危険物を直接乾燥する設備又は危険物に含まれる溶剤

等を蒸発させる設備をいい、当該欄には、乾燥される危険物の化学名又は通称

名、乾燥する設備又は施設名、乾燥設備の最高温度等を記入すること。 

⒀ ㉓「貯留設備」の欄には、当該製造所・一般取扱所に設置してある、ためま

す、拡散防止措置（溝、囲い）、油分離槽等の有無を記入すること。 

⒁ ㉔「電気設備」の欄は、配線、スイッチ、照明、電動機等の構造、防爆ラン

ク等を記入すること。ただし、総合的に「電気設備の基準により設置」と記入

することも認められるものであること。 

⒂ ㉕「換気、排出の設備」の欄は、当該製造所・一般取扱所において、窓の開

閉又は上部に設置された換気口等の場合は「自然換気」と、強制換気又は強制

排出を行っている場合は、「強制換気設備」又は「強制排出設備」と、自動強

制排風機等により強制換気又は強制排出を行っている場合は、「自動強制換気

設備」又は「自動強制排出設備」と記入すること。 

⒃ ㉖「静電気除去設備」とは、危険物が流動する際に発生する静電気等を除去 

する設備をいい、当該欄には、接地工事の種類又は「アース」と記入すること。  

なお、電動機等電気設備の設置により設置する接地は、該当しないものであ

ること。 

⒄ ㉗「避雷設備」の欄は、当該製造所・一般取扱所に設置した避雷設備の受雷

部システムのうち「保護角法」、「回転球体法」、「メッシュ法」で該当する

ものを記入すること。 

⒅ ㉘「警報設備」の欄は、危規則第37条で規定する区分のうち、当該製造所・
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一般取扱所に設置したものを記入すること。 

⒆ ㉙「消火設備」の欄は、危政令別表第５の消火設備の区分のうち、当該製造

所・一般取扱所に設置したものを記入すること。 

⒇ ㉚「工事請負者住所氏名」の欄は、設置者等から工事を請け負った法人の名

称及び住所並びに当該法人における当該工事の責任者の氏名、電話番号を記入

すること。
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様式第４のイ（第４条、第５条関係） 

製 造 所 
構 造 設 備 明 細 書 

一般取扱所 

事 業 の 概 要  ①  写真用原材料の製造事業所 

危険物の取扱作業の 
内 容 

②  各種有機化合物を原料として、反応・析出・還元・造粒等の工程を 

経て写真薬品を製造する 

製造所（一般取扱所） 

の敷地面積 
③  602.12 ㎡  

建
築
物
の
構
造 

階 数 ④  ３階 建築面積 ⑤ 202.11 ㎡ 延べ面積 ⑥ 580.34 ㎡ 

壁 

延焼のおそれ 

のある外壁 

⑦ コンクリート 

   （耐火構造） 
柱 

⑨鉄骨造 

（耐火構造） 
床 

⑨コンクリート 

（耐火構造） 

その他の壁 
⑧ スレート 

（不燃材料） 
は り 

⑨鉄骨造 

（耐火構造） 
屋 根 

⑨ 鉄骨造 

  （耐火構造） 

窓 ⑩ 網入りガラス 出 入 口 
⑪ 特定 

防火設備 
階 段 

⑫ 屋内階段 

  鉄骨造 

建築物の一部に製造所 
（一般取扱所）を設け 
る場合の建築物の構造 

階 数 ⑬ 建築面積  ⑭ ㎡ 延べ面積    ⑮  ㎡ 

建 築 物 の 構 造 概 要 ⑯ 

設

備

の

概

要 

製
造
（
取
扱
） 

⑰  加熱設備 １基（ＷＹ－３２５６Ｔ） 
熱交換器 ３基（ＶＬ－１１ＺＦ） 

タ
ン
ク
の
概
要 

項
第
二
十
号
の 

令
第
九
条
第
一 

⑱  500Ｌタンク×３基（原料タンク） 
400Ｌタンク×３基（中間タンク） 

180Ｌタンク×４基（蒸留タンク） 

配 管 ⑲  金属配管（ＳＵＳ） 加 圧 設 備 ⑳  なし 

加 熱 設 備 ㉑  蒸気、170℃ 乾 燥 設 備 ㉒  熱風乾燥、110℃ 

貯 留 設 備 
㉓  溝 10×10 

ためます 30×30×30 
電 気 設 備 ㉔  電気設備の基準により設置 

換 気 、 排 出 
の 設 備 ㉕  強制排出設備 

静電気除去 
設 備 ㉖  アース 

避 雷 設 備 
㉗  保護角法 

（保護レベルⅠ） 
警 報 設 備 ㉘  自動火災報知設備 

消 火 設 備 ㉙  第３種粉末消火設備、第５種粉末消火器 55本 

工 事 請 負 者 
住 所 氏 名 

㉚  沼津市大岡○○番○号 

○○株式会社 ○○ ○○ 
電話 ○○－○○○○ 

 
備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 建築物の一部に製造所（一般取扱所）を設ける場合の建築物の構造の欄は、該当する場 

合のみ記入すること。 

３ 令第９条第１項第 20号のタンクにあっては、構造設備明細書（様式第４のハ、様式第 

４号のニ又は様式第４のホ）を添付すること。 

該当しないものは見え消しする。 【記入例】 
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２ 屋内貯蔵所構造設備明細書の記入方法は、次によること。（＊） 

⑴ ①「事業の概要」の欄は、前１⑴の例によること。 

⑵ ②「建築物の構造」の欄は、「軒高」及び「階高」の欄を除き、前１⑷の例

によること。 

    なお、③「軒高」及び「階高」の欄は、次によること。 

ア １棟の建築物の全てが屋内貯蔵所として規制される場合は、危政令第10条

第１項第４号で規定する軒高を記入すること。 

なお、「軒高」とは、地盤面から建築物の小屋組又はこれに代わる横架材

を支持する壁、敷げた又は柱の上端までの高さをいうものであること。 

イ １棟の建築物の一部に設置した屋内貯蔵所の場合は、危政令第10条第３項

第２号で規定する階高を記入すること。 

⑶ ④１棟の建築物の全てが屋内貯蔵所として規制される場合の「建築物の一部

に貯蔵所を設ける場合の建築物の構造」の欄は、記入せず斜線を引くこと。 

    なお、１棟の建築物の一部に設置した屋内貯蔵所の場合の「建築物の一部に

貯蔵所を設ける場合の建築物の構造」の欄の記入方法は、前１⑹の例によるこ

と。 

⑷ ⑤「架台の構造」の欄は、当該屋内貯蔵所に設置した架台の材質、段数、縦、

横、高さ及び設置台数を記入すること。 

⑸ ⑥「採光、照明設備」の欄は、当該屋内貯蔵所に設置した採光及び照明設備

の種類等の概要を記入すること。 

⑹ ⑦「換気、排気の設備」、「電気設備」、「避雷設備」の欄は、それぞれ前

１⒁、⒂、⒄の例によること。 

⑺ ⑧「通風、冷房装置等の設備」の欄は、当該屋内貯蔵所に設置した通風、冷

房及び暖房装置の概要を記入すること。 

⑻ ⑨「警報設備」、「消火設備」、「工事請負者住所氏名」の欄は、それぞれ

前１⒅、⒆、⒇の例によること。 
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様式第４のロ（第４条、第５条関係） 
 

屋 内 貯 蔵 所 構 造 設 備 明 細 書 

事 業 の 概 要 ①  塗料の製造のため貯蔵する 

建
築
物
の
構
造 

階 数 ②  地上１階 建築面積 ②  250 ㎡ 延べ面積 ②  250 ㎡ 

壁 

延焼のおそれ 

のある外壁 

②  ＲＣ造 

(耐火構造) 
柱 

② 鉄骨造 

(耐火構造) 
床 

② ＲＣ造  

(耐火構造) 

そ の 他 の 壁 
②  ＲＣ造 

(耐火構造) 
は り 

② 鉄骨造 

(耐火構造) 

屋根又は 

上階の床 

② ＲＣ造 

(耐火構造) 

窓 
② 

網入りガラス 
出入口 

② 

特定防火設備 
階 段 ② なし 

軒 高 

階 高 
③ ４ ｍ 

建築物の一部に貯蔵 
所を設ける場合の建 
築物の構造  

階 数 ④ 地上２階 建築面積 ④ 500㎡ 延べ面積 ④ 500㎡ 

建 築 物 の 構 造 概 要 ④  ＲＣ造(耐火構造) 

架 台 の 構 造 
⑤  スチール製（幅 3,600ｍｍ×奥 2,000mm×高さ 5,400mm）３段×２基 

スチール製（幅 5,000ｍｍ×奥 2,000mm×高さ 5,400mm）４段×２基 

採 光 、 照 明 設 備 ⑥  蛍光灯（安全増防爆構造）×２基 

換 気 、 排 出 の 設 備 ⑦  自動強制排出設備 

電 気 設 備 ⑦  電気設備の基準により設置 

避 雷 設 備 ⑦  メッシュ法 

通風、冷房装置等の 

設 備 
⑧  なし 

消 火 設 備 
⑨  第４種粉末消火器 １本 

第５種粉末消火器 ２本 

警 報 設 備 ⑨  なし 

工事請負者住所氏名 
⑨  沼津市大岡○○番○号 

○○株式会社 ○○ ○○ 
電話 ○○－○○○○ 

 
備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 建築物の一部に貯蔵所を設ける場合の建築物の構造の欄は、該当する場合のみ記入する 

こと。 

【記入例】 
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３ 屋外タンク貯蔵所構造設備明細書の記入方法は、次によること。（＊） 

⑴ ①「事業の概要」の欄は、前１⑴の例によること。 

⑵ ②「貯蔵する危険物の概要」の欄は、当該屋外タンク貯蔵所に貯蔵する危険

物の引火点及び最高貯蔵温度を記入すること。 

⑶ ③「基礎、据付方法の概要」の欄は、当該タンクの地盤の改良方法、基礎型

式及びタンク固定方法の概要を記入すること。 

⑷ 「タンクの構造、設備」の欄は、次によること。 

ア ④形状の欄は、形状及び屋根形状により次に掲げる区分等により記入する

こと。 

（ア） 縦置円筒型（コーンルーフ） 

（イ） 縦置円筒型（ドームルーフ） 

（ウ） 縦置円筒型（フローティング） 

（エ） 縦置円筒型（インナーフローティング） 

（オ） 横置円筒型 

（カ） 角型 

イ ⑤「常圧・加圧（ｋPa）」の欄は、当該タンクの貯蔵方法に該当するもの

に○を付け、加圧の場合はその圧力を記入すること。 

     なお、常圧とは、正圧又は負圧で５ｋPaを超えないものをいう。 

ウ ⑥「寸法」の欄は、次によること。 

なお、全長は外寸法とし、その他の部分はそれぞれ内寸法を記入すること。 

（ア） 縦置円筒型タンクの場合は、内径及び側板のトップアングルまでの胴高

さを記入すること。 

（イ） 横置円筒型タンクの場合は、内径、胴長（円筒部分の長さ）、鏡出及び

全長を記入すること。 

（ウ） 角型タンクの場合は、縦、横及び高さを記入すること。 

エ ⑦「容量」の欄は、当該タンクの内容量を記入すること。 

オ ⑧「材質、板厚」の欄は、当該タンクのそれぞれの部分の材質及び板厚を

記入すること。 

なお、材質については、ＪＩＳ記号でも認められるものであること。 

カ ⑨「通気管」の欄は、当該タンクに設置された通気管の種別、設置数及び

当該通気管の内径及び作動圧を記入すること。 
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キ ⑩「安全装置」の欄は、当該タンクが圧力タンクの場合、その種別、設置

数、内径及び作動圧を記入すること。 

ク ⑪「液量表示装置」の欄は、当該タンクに設置した液面計の形式等を記入

すること。 

ケ ⑫「引火防止装置」の欄は、当該タンクに設置されている通気管に引火防

止装置がある場合は、有に○を付けること。 

コ ⑬「不活性気体の封入設備」の欄は、当該タンクに不活性気体を封入する

設備がある場合、当該設備の概要を記入すること。 

サ ⑭「タンク保温材の概要」の欄は、当該タンクの外面に保温材がある場合、

保温材の材質、固定方法等を記入すること。 

⑸ ⑮「注入口の位置」の欄は、移動タンク貯蔵所等からの受入口の設置場所及

び設置場所が防油堤の内側か外側かを記入すること。 

⑹ ⑯「注入口付近の接地電極」の欄は、当該注入口付近にローリーアース等が

ある場合は、有に○を付けること。 

⑺ ⑰「防油堤」の欄は、次によること。 

ア 「構造」の欄は、当該防油堤の構造を記入すること。 

イ 「容量」の欄は、当該防油堤の容量を記入すること。 

ウ 「排水設備」の欄は、当該防油堤内の雨水等の排水方法を記入すること。 

⑻ ⑱「ポンプ設備の概要」の欄は、当該タンクの受払いを行っているポンプの

種類、最大吐出量等を記入すること。 

⑼ ⑲「避雷設備」の欄は、当該タンクに設置してある避雷設備を記入すること。 

⑽ ⑳「配管」及び「消火設備」の欄は、前１⑼及び⒆の例によること。 

⑾ ㉑「タンクの加熱設備」の欄は、当該タンクに設置された加熱設備の概要を

記入すること。 

⑿ ㉒「工事請負者住所氏名」の欄は、前１⒇の例によること。 
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様式第４のハ（第４条、５条関係） 
 

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所 構 造 設 備 明 細 書 

事 業 の 概 要 ①  石油精製業 

貯蔵する危険物の 

概 要 
引 火 点  ②   45  ℃ 貯 蔵 温 度 ②   常温     ℃ 

基 礎 、 据 付 

方 法 の 概 要 
③  鉄筋コンクリート製架台にアンカーボルト６本を使用し据え付ける 

タ

ン

ク

の

構

造

、

設

備 

形 状 
④  縦置円筒型 

（コーンルーフ） 
⑤  常 圧・加 圧（    ｋＰａ） 

寸 法 
⑥  内径 4,400ｍｍ 

高さ 7,200ｍｍ 
容 量 

⑦全容量  109,478Ｌ       

空間容量 9，478Ｌ（8.6％）   

申請容量 100,000Ｌ 

材質、板厚 ⑧  ＳＳ400 屋根板 4.5ｍｍ、側板 6.0ｍｍ、底板 6.0ｍｍ 

通 気 管 

種 別 数 内 径 又 は 作 動 圧 

⑨  無弁通気管 ⑨  １ 
⑨    50   ｍｍ 

   ｋＰａ 

安 全 装 置 

種 別 数 作 動 圧 

⑩  なし ⑩ ⑩        ｋＰａ 

液量表示装置 ⑪  フロート式液面計 引 火 防 止 装 置 ⑫   有 ・ 無 

不活性気体の 
封 入 設 備 ⑬  なし 

タンクの保温材 
の 概 要 ⑭  なし 

注 入 口 の 位 置 ⑮  防油堤内 
注入口付近の 
接 地 電 極 ⑯   有 ・ 無 

防

油

堤 
構 造 容 量 排 水 設 備 

⑰  鉄筋コンクリート造 ⑰  121㎥ 

⑰ 50Ａ排水バルブ１か 

所設け油分離槽を経

て構内排水溝に放流 

ポンプ設備 

の 概 要 
⑱  電動ポンプ×２基 ／ 吐出量 300ＫＬ／分 

避 雷 設 備 ⑲  タンクに接地アースを設ける 

配 管 ⑳  ＳＧＰ 

消 火 設 備 
⑳  第３種固定泡消火設備 ２基 

第５種粉末消火器   ２本 
タンクの加熱設備 ㉑  なし 

工事請負者 

住 所 氏 名 

㉒  沼津市大岡○○番○号 

○○株式会社 ○○ ○○ 
電話 ○○－○○○○ 

 
備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

【記入例】 
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４ 屋内タンク貯蔵所構造設備明細書の記入方法は、次によること。（＊） 

 ⑴ ①「事業の概要」の欄は、前１⑴の例によること。 

⑵ 「タンク専用室の構造」の欄は、次によること。 

ア ②「壁」の欄は、当該屋内タンク貯蔵所が独立棟に設置されている場合は

前１⑷エ及びオ、また、当該屋内タンク貯蔵所が建築物の一部に設置されて

いる場合は、前１⑸エ及びオの例によること。 

 イ ③「床」の欄は、当該屋内タンク貯蔵所が独立棟に設置されている場合は    

前１⑷カ、また、当該屋内タンク貯蔵所が建築物の一部に設置されている場

合は、前１⑸カの例によること。 

 ウ ④「出入口」の欄は、当該屋内タンク貯蔵所が独立棟に設置されている場

合は前１⑷ク、また、当該屋内タンク貯蔵所が建築物の一部に設置されてい

る場合は、前１⑸ケの例によること。 

   なお、敷居高さの欄は、当該屋内タンク貯蔵所に設置した敷居又は油止め

の高さを記入すること。 

 エ ⑤「屋根」の欄は、当該屋内タンク貯蔵所が独立棟に設置されている場合

は前１⑷カ、また、当該屋内タンク貯蔵所が建築物の一部に設置されている

場合は、前１⑸キの例によること。 

 オ ⑥「その他」の欄は、当該屋内タンク貯蔵所に設置した敷居又は油止めの

構造及び容量を記入すること。 

⑶ ⑦「建築物の一部にタンク専用室を設ける場合の建築物の構造」の欄は、前

１⑹の例によること。 

⑷ ⑧「タンクの構造、設備」の欄は、前３⑷の例によること。 

⑸ ⑨「注入口の位置」、「注入口付近の接地電極」、「ポンプ設備の概要」の

欄は、それぞれ前３⑸、⑹、⑻の例によること。 

⑹ ⑩「採光、照明設備」及び「換気、排出の設備」の欄は、前２⑸及び前１⒂

の例によること。 

⑺ ⑪「配管」、「警報設備」、「消火設備」、「工事請負者住所氏名」の欄は、 

 それぞれ前１⑼、⒅、⒆、⒇の例によること。 
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様式第４のニ（第４条、第５条関係） 
 

屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所 構 造 設 備 明 細 書 

事 業 の 概 要 ①  病院(ボイラー用の燃料を貯蔵する） 

室

の

構

造 

タ
ン
ク
専
用 

壁 

延焼のおそれ 

のある外壁 
②  鉄筋コンクリート 床 ③  コンクリート 

そ の 他 の 壁 ②  鉄筋コンクリート 出 入 口 
④  特定防火設備 

（敷居高さ 20 ｃｍ） 

屋 根 ⑤  鉄筋コンクリート そ の 他 ⑥ 

建築物の一部に 
タンク専用室を 
設ける場合の建 
築物の構造 

階 数 ⑦ 設置階 ⑦ 建築面積 ⑦   ㎡ 

建 築 物 の 構 造 概 要 ⑦ 

タ

ン

ク

の

構

造

、

設

備 

形 状 ⑧  角型 ⑧   常 圧・加 圧（    ｋＰａ） 

寸 法 
⑧ 縦 2,000ｍｍ 横 2,000ｍｍ 

高さ 2,000ｍｍ 
容 量 

⑧  内容積  8.0ｋＬ 

申請容量  7.5ｋＬ 

材質、板厚 ⑧  ＳＳ400 底板 ６ｍｍ、側板 ６ｍｍ、天板 ４ｍｍ 

通 気 管 

種 別 数 内 径 又 は 作 動 圧 

⑧  無弁通気管 ⑧  １ 
⑧    50   ｍｍ 

ｋＰａ 

安 全 装 置 

種 別 数 作 動 圧 

⑧  なし ⑧ ⑧       ｋＰａ 

液量表示装置 ⑧  フロート式液面計 引 火 防 止 装 置 ⑧  有 ・ 無 

注 入 口 の 位 置 ⑨  タンク室の北側外壁 
注 入 口 付 近 の 

設 置 電 極 
⑨  有 ・ 無 

ポンプ設備の概要 ⑨  電動ポンプ（安全増防爆）×２基  ／  吐出量 120Ｌ／分 

採光、照明設備 ⑩ 蛍光灯（防爆構造）×２基 換気、排出の設備 ⑩  強制排出設備 

配 管 ⑪  ＳＧＰ 

消 火 設 備 
⑪  第４種粉末消火器１本 

第５種粉末消火器２本 
警 報 設 備 ⑪  加入電話 

工事請負者 

住 所 氏 名 

⑪  沼津市大岡○○番○号 

○○株式会社 ○○ ○○ 
電話 ○○－○○○○ 

 
備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 建築物の一部にタンク専用室を設ける場合の建築物の構造の欄は、該当する場合のみ記 

入すること。 

【記入例】 
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５ 地下タンク貯蔵所構造設備明細書の記入例は、次の方法によること。（＊） 

⑴ ①「事業の概要」の欄は、前１⑴の例によること。 

⑵ ②「タンクの設置方法」の欄は、該当するものに○を付けること。 

⑶ ③「タンクの種類」の欄は、該当するものに○を付けること。 

⑷ ④「タンクの構造、設備」の欄は、「可燃性蒸気回収設備」の欄を除き前３

⑷の例によるほか、次によること。 

ア ⑤「外面の保護」の欄は危規則第23条の２に定めるものをいう。 

イ ⑥「危険物の漏れ検知設備又は漏れ防止構造の概要」の漏れ検知設備は、

危政令第13条第１項第13号及び危規則第24条の２の２中の設備の中で該当す

るものの種類等を記入すること。 

ウ ⑦「可燃性蒸気回収設備」の欄は、当該地下タンク貯蔵所に可燃性蒸気回

収設備がある場合は、有に○を付け、かっこ内にその設備の概要を記入する

こと。 

⑸ ⑧「タンク室又はタンク室以外の基礎、固定方法の概要」の欄は、次による

こと。 

ア タンク室の場合は、タンク室の蓋、壁、底の構造等を記入すること。 

イ 前⑵の「直埋設」又は「漏れ防止」の場合は、当該構造の概要を記入する

こと。 

⑹ ⑨「注入口の位置」、「注入口付近の接地電極」、「ポンプ設備の概要」の

欄は、それぞれ前３⑸、⑹、⑻の例によるほか、ポンプ設備を地下タンク内に

設置するものは、その旨を記入すること。 

⑺ ⑩「配管」、「電気設備」、「消火設備」、「工事請負者住所氏名」の欄は、

それぞれ前１⑼、⒁、⒆、⒇の例によること。 

 



2－39 

 

様式第４のホ（第４条、第５条関係） 
 

地 下 タ ン ク 貯 蔵 所 構 造 設 備 明 細 書 

事 業 の 概 要 ①  病院（非常用発電機の燃料と貯蔵） 

タンクの設置方法 ②  タンク室    ・    直埋設    ・    漏れ防止 

タ ン ク の 種 類 
③  鋼製タンク・強化プラスチック製二重殻タンク・鋼製二重殻タンク、 

鋼製強化プラスチック製二重殻タンク 

タ

ン

ク

の

構

造

、

設

備 

形 状 ④  横置円筒型 ④  常 圧 ・ 加 圧（   ｋＰａ） 

寸 法 

④  内径 2,300ｍｍ 

鏡出 446ｍｍ 

胴長 8,800ｍｍ 

容 量 
④全容量   38,002Ｌ 

空間容量 3,002Ｌ（7.9％） 

実容量   35,000Ｌ 

材 質 、 板 厚 ④  ＳＳ400 胴板 ９ｍｍ、鏡板 ９ｍｍ 

外 面 の 保 護 

⑤  下地処理したタンク外面に塗装剤を塗布し、その表面に覆装材を貼付

し、更にその上から塗装剤を覆装材に含浸するように塗布する。 

塗覆装の厚さは、２ｍｍ以上とする。 

危険物の漏れ検 

知設備又は漏れ 

防止構造の概要 

⑥  漏えい検知管を周囲４か所に設置 

通 気 管 

種 別 数 内 径 又 は 作 動 圧 

④  無弁通気口 ④  １ 
④    50   ｍｍ 

ｋＰａ 

安 全 装 置 
種 別 数 作 動 圧 

④  なし ④ ④    ｋＰａ 

可燃性蒸気回 

収 設 備 
⑦  有（                  ）・  無 

液量表示装置 ④  フロート式液面計 引 火 防 止 装 置 ④  有 ・ 無 

タンク室又はタンク 

室以外の基礎、固定 

方法の概要 

⑧  床・壁・蓋共に厚さ 30ｃｍ上の鉄筋コンクリート造で内面は蓋を除き 

防水モルタルとする  ※寸法等詳細は図面のとおり 

注 入 口 の 位 置 ⑨  管理棟東側花壇横 
注 入 口 付 近 の 

接 地 電 極 
⑨  有 ・ 無 

ポンプ設備の概要 ⑨  ギヤポンプ（安全増防爆）１基  ／  吐出量 90Ｌ／分 

配 管 ⑩  鋼管（ＳＴＰＧ） 

電 気 設 備 ⑩  電気設備の基準により設置 

消 火 設 備 ⑩  第５種粉末消火器 ２本 

工事請負者住所氏名 
⑩  沼津市大岡○○番○号 

○○株式会社 ○○ ○○ 
電話 ○○－○○○○ 

 
備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 「直埋設」とは、二重殻タンクをタンク室以外の場所に設置する方法（地下貯蔵タンク

を危険物の漏れを防止することができる構造により地盤面下に設置する方法を除く。）を

いう。 

３ 「鋼製強化プラスチック製二重殻タンク」とは、令第 13 条第 2 項第 2 号イに掲げる材

料で造った地下貯蔵タンクに同項第 1号ロに掲げる措置を講じたものをいう。 

【記入例】 
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６ 簡易タンク貯蔵所構造設備明細書の記入例は、次の方法によること。（＊） 

 ⑴ ①「事業の概要」の欄は、前１⑴の例によること。 

⑵ 「専用室の構造」の欄は、当該簡易タンク貯蔵所を建築物内に設置する場合

であり、記入方法は、次によること。 

ア ②「壁」、「床」、「屋根」の欄は、それぞれ前１⑷エ、オ、カの例によ

ること。 

イ ③「出入口」の欄は、前１⑷クの例によるほか、当該建築物に設置した敷

居の高さをかっこ書で記入すること。 

ウ ④「その他」の欄は、当該建築物の建築面積を記入すること。 

  ⑶ 「タンクの構造、設備」の欄は、次によること。 

   ア ⑤「形状」、「寸法」、「容量」、「材質、板厚」の欄は、それぞれ前３ 

⑷の例によること。 

   イ ⑥「通気管」の欄は、当該簡易タンク貯蔵所の通気管の構造等を記入する

こと。 

   ウ ⑦「給油、注油設備」の欄は、当該簡易タンク貯蔵所に設置する給油又は

注油設備の概要を記入すること。 

  ⑷ ⑧「タンクの固定方法」の欄は、当該簡易タンク貯蔵所の固定方法の概要を

記入すること。 

  ⑸ ⑨「採光、照明設備」の欄は、前２⑸の例によること。 

  ⑹ ⑩「換気、排気の設備」、「消火設備」、「工事請負者住所氏名」の欄は、

それぞれ前１⒂、⒆、⒇の例によること。 
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様式第４のヘ（第４条、第５条関係） 
 

簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所 構 造 設 備 明 細 書 

事 業 の 概 要 ①  運送業 

専

用

室

の

構

造 

壁 

延焼のおそれ 

のある外壁 
② 床 ② 

そ の 他 の 壁 ② 屋 根 ② 

出 入 口 

 

③ 

（敷居高さ   ｃｍ） 

そ の 他 ④ 

タ
ン
ク
の
構
造
、
設
備 

形 状 ⑤  角 型 寸 法 
⑤ 

縦  横  高さ 
730ｍｍ×730ｍｍ×1,200ｍｍ 

容 量 

⑤ 

全容量   640Ｌ 

空間容量  40Ｌ(6.3%) 

申請容量  600Ｌ 

材 質 、 板 厚 
⑤ 

ＳＳ400 ／ 4.5ｍｍ 

通 気 管 
⑥ 

内径 30ｍｍ 
引火防止網あり（40 メッシュ） 

給油、注油設備 
⑦ 

給油設備 20Ｌ／分 

タ ン ク の 固 定 方 法 ⑧  車止め 

採 光 、 照 明 設 備 ⑨  なし 

換 気 、 排 気 の 設 備 ⑩  なし 

消 火 設 備 ⑩  第５種粉末消火器 ２本 

工事請負者住所氏名 
⑩  沼津市大岡○○番○号 

○○株式会社 ○○ ○○ 
電話 ○○－○○○○ 

 
備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【記入例】 
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７ 移動タンク貯蔵所構造設備明細書の記入例は、次の方法によること。（＊） 

⑴ ①「車名及び型式」の欄は、当該タンクを固定又は積載する車両の名称及び

当該車両の車検証に記載された型式を記入すること。 

⑵ ②「製造事業所名」の欄は、車両にタンクのぎ装を行った事業所の名称を記

入すること。 

⑶ ③「危険物」の欄は、当該移動タンク貯蔵所に積載する全ての危険物を記入

すること。 

⑷ ④「タンク諸元」、「防波板」、「タンクの最大常用圧力」、「安全装置」、 

「側面枠」、「防護枠」の欄は、それぞれ該当する項目に必要な事項を記入す

ること。ただし、「材質記号」の欄は、ＪＩＳ記号を記入すること。 

⑸ ⑤「閉鎖装置」、「吐出口の位置」、「レバーの位置」、「底弁損傷防止方

法」、「接地導線」の欄は、それぞれ該当する項目に〇を付すること。 

  なお、レバーとは、緊急停止レバーを指すものであること。 

  また、接地導線の欄は、かっこ内にその長さを記入すること。 

⑹ ⑥「緊結装置」の欄は、積載式移動タンク貯蔵所又は国際輸送用積載式移動

タンク貯蔵所（箱枠のある移動タンク貯蔵所）のみ該当する項目を記入するこ

と。ただし、「材質記号」の欄は、ＪＩＳ記号を記入すること。 

⑺ ⑦「消火器」の欄は、当該移動タンク貯蔵所に設置した消火器の種類、本数

について記入すること。 

⑻ ⑧「可燃性蒸気回収設備」の欄は、該当する項目に○を付けること。 

⑼ ⑨「備考」の欄は、特殊な移動タンク貯蔵所について、その概要を記入する

こと。 
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様式第４のト（第４条、第５条関係） 

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所 構 造 設 備 明 細 書 

車 名 及 び 型 式 ①  ○○自動車ＣＢ－７５３２Ｙ（単一車） 

製 造 事 業 所 名 ②  △△工業株式会社 

危

険

物 

類 別 ③  第４類 

側
面
枠 

当

て

板 

材

料 

材 質 記 号 ④ Ａ5052Ｐ－Ｈ34 

品 名 ③第１、２石油類 引張り強さ ④ 235 Ｎ／ｍｍ２ 

化 学 名 
③ 
ガソリン・軽油・灯油 

板 厚 ④  4.2  ｍｍ 

比 重 ③0.75 ･ 0.85 ･ 0.80 
防

護

枠  

材

料 

材 質 記 号 ④ Ａ5052Ｐ－Ｈ34 

タ

ン

ク

諸

元 

断 面 形 状 ④  だ円形 引 張 り 強 さ ④ 235 Ｎ／ｍｍ２ 

内

測

寸

法 

長 さ ④  8,000 ｍｍ 板 厚 ④  4.2  ｍｍ 

幅 ④  2,200 ｍｍ 装

置 
閉

鎖 
自 動 閉 鎖 装 置 ⑤ 有 ・ 無 

高 さ ④  1,500 ｍｍ 手 動 閉 鎖 装 置 ⑤ 有 ・ 無 

最 大 容 量 ④  20,000 Ｌ 吐 出 口 の 位 置 ⑤ 左 右 後 

タ ン ク 室 の 容 量 ④  4,000  Ｌ レ バ ー の 位 置 ⑤ 左 右 後 

材

料 

材 質 記 号 ④ Ａ5052Ｐ－Ｈ34 底弁損傷防止方法 ⑤  配管 

引 張 り 強 さ ④ 235 Ｎ／ｍｍ２ 接 地 導 線 
⑤ 

有（長さ 20 ｍ）・無 

板

厚 

胴 板 ④  6.1  ｍｍ 

緊

結

装

置  

緊 締 金 具 

（ す み 金 具 ） 
⑥ 有 ・ 無 

鏡 板 ④  6.1  ｍｍ 

間 仕 切 板 ④  6.1  ｍｍ Ｕ

ボ

ル

ト 

材 質 記 号  

防

波

板 

材

料 

材 質 記 号 ④ Ａ5052Ｐ－Ｈ34 引 張 り 強 さ Ｎ／ｍｍ２ 

引 張 り 強 さ ④ 235 Ｎ／ｍｍ２ 直 径 、 本 数 ｍｍ・  本 

板 厚 ④  1.2  ｍｍ 箱

枠 

材

料 

材 質 記 号  

面 積 比 
 

④ 

60  ％ 

引 張 り 強 さ Ｎ／ｍｍ２ 

防波板面積 
×100 

消

火

器      

薬 剤 の 種 類 ⑦ 粉末  
タンク断面積 

タンクの最大常用圧力 ④  20 ｋＰａ 薬 剤 量 ⑦ 3.5ｋｇ ｋｇ 

装
置 

安
全 

作 動 圧 力 ④ 20<P≦24ｋＰａ 個 数 ⑦ ２ 個 個 

有効吹き出し面積 ④  25  ㎡ 可 燃 性 蒸 気 回 収 設 備 ⑧ 有 ・ 無 

側

面

枠 

材

料 

材 質 記 号 ④ Ａ5052Ｐ－Ｈ34 給 油 設 備 有（航空機・船舶）・無 

引 張 り 強 さ ④ 235 Ｎ／ｍｍ２ 
備

考 

⑨ 
板 厚 ④  2.9  ｍｍ 

取 付 角 度 ④  40° 

接 地 角 度 ④  85° 
 
備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

【記入例】 
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様式第４のトの２（第４条、第５条関係） 

積載式移動タンク貯蔵所（移動貯蔵タンクが国際海事機関が採択した危 

険物の運送に関する規程に定める基準に適合するもの）構造設備明細書 

車 名 及 び 型 式 ①  ○○ ＴＣ ２０５  被けん引車 

製 造 事 業 所 名 ②  △△株式会社 

危

険

物 

類 別 ③  第四類 

品 名 ③  第二石油類 

化 学 名  ③  軽油 

比 重 ③  0.85 

移動貯蔵タンクが国際海事機関が採択し 

た危険物の運送に関する規程に定める基 

準に適合していることを承認した国名 

（ 機 関 名 ） 及 び 承 認 番 号 

国名（機関名） 米国（ＢＶ） 

 

承 認 番 号   □□□□□ 

緊 

結 

装 

置 

緊 締 金 具  ⑥          有   ・   無 

Ｕ

ボ

ル

ト 

材 質 記 号  

引 張 り 強 さ Ｎ／ｍｍ２ 

直 径 、 本 数 ｍｍ・              本 

消 

火 

器 

薬 剤 の 種 類 ⑦   粉末  

薬 剤 量 ⑦   3.5 ｋｇ ｋｇ 

個     数 ⑦   ２  個 個 

備 
 
 
 
 

考 

 

備考  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

【記入例】 
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８ 屋外貯蔵所構造設備明細書の記入例は、次の方法によること。（＊） 

⑴ ①「事業の概要」の欄は、前１⑴の例によること。 

⑵ ②「区画内面積」の欄は、当該屋外貯蔵所の面積を記入すること。 

⑶ ③「さく等の構造」の欄は、さくの材質及び構造の概要を記入すること。 

⑷ ④「地盤面の状況」の欄は、地盤面の構造を記入すること。 

⑸ ⑤「架台の構造」の欄は、前２⑷の例によること。 

⑹ ⑥「消火設備」、「工事請負者住所氏名」の欄は、前１⒆、⒇の例によるこ

と。 
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様式第４のチ（第４条、第５条関係） 
 

屋 外 貯 蔵 所 構 造 設 備 明 細 書 

事 業 の 概 要 ①  電気工事施工業 

区 画 内 面 積 ②  ５ｍ×10ｍ  50㎡ 

さ く 等 の 構 造 ③  高さ１ｍの鉄柱を１ｍ間隔で設け、その間を鎖で結ぶ 

地 盤 面 の 状 況 
④  周囲の地盤より 10ｃｍ高くしたコンクリート舗装面とし、 

周囲に溝（深さ５ｃｍ×幅 10ｃｍ）及び油分離槽を設ける 

架 台 の 構 造 ⑤  なし 

消 火 設 備 ⑥  第５種粉末消火器 ５本 

工 事 請 負 者 

住 所 氏 名 

⑥  沼津市大岡○○番○号 

○○株式会社 ○○ ○○       電話○○－○○○○ 

 
備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

【記入例】 
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９ 給油取扱所構造設備明細書の記入例は、次の方法によること。（＊） 

⑴ ①「事業の概要」の欄は、前１⑴の例によること。 

⑵ ②「敷地面積」の欄は、給油取扱所として規制される部分の敷地面積を記入

すること。 

⑶ ③「給油空地」の欄は、次によること。 

ア 間口の部分は、主たる乗り入れ部へ通じる給油空地の一辺の長さを記入す

ること。 

イ 奥行は、当該給油空地の間口を長辺とした長方形の短辺の長さを記入する

こと。 

⑷ ④「注油空地」の欄は、有無に〇を付けるとともに、有の場合は、（ ）内

の該当する項目に〇を付けること。 

⑸ ⑤「空地の舗装」の欄は、コンクリート以外の場合には、その他に〇を付け、 

仕様を記入すること。 

⑹ 「建築物の給油取扱所の用に供する部分の構造」の欄は、次によること。 

ア ⑥「階数」、「柱」、「床」、「はり」、間口の部分は、主たる乗り入れ

部へ通じる給油空地の一辺の長さを記入すること。 

イ ⑦「建築面積」の欄は、当該給油取扱所の建築確認における建築面積を記

入すること。 

ウ ⑧「水平投影面積」の欄は、建築物の給油取扱所の用に供する部分の水平

投影面積を記入すること。 

エ ⑨「壁」の欄は、外壁の構造を記入すること。 

  ⑺ ⑩「建築物の一部に給油取扱所を設ける場合の建築物の構造」の欄は、給油   

取扱所を含めた建築物全体の構造を記入するほか、次によること。 

ア 「階数」、「延べ面積」、「建築面積」、「柱」、「床」、「はり」の欄

は、前１⑸の例によること。 

イ 「壁」の部分は、当該建築物の外壁の構造を記入すること。 

⑻ ⑪「上階の有無（給油取扱所以外）」の欄は、給油取扱所の上階に給油取扱 

所以外の用途がある場合には、有に○を付けること。 

また、当該給油取扱所に上階がある場合、延焼防止の屋根又はひさしの有無 

及び屋根又はひさし外縁部から上階の外壁までの最短距離を記入すること。 

  ⑼ 「建築物の用途別面積」の欄は、給油取扱所の用に供する部分の建築物の用
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途別面積とし、次によること。 

   ア ⑫「第１号」の欄は、「給油又は灯油若しくは軽油の詰替えのための作業

場」のうち、床又は壁で区画された１階部分の床面積を記入すること。 

   イ ⑬「第２号」の欄は、「給油取扱所の業務を行うための事務所」のうち、

床又は壁で区画された部分の床面積を記入すること。 

   ウ ⑭「第３号」の欄は、「自動車等の点検・整備を行う作業場（壁等により

区画された部分に限る。）」の床面積を記入すること。 

   エ ⑮「第４号」の欄は、「自動車等の洗浄を行う作業場（壁等により区画さ

れた部分に限る。）」の自動車等の洗浄作業を行う部分の床面積を記入する

こと。 

   オ ⑯「第５号」の欄は、給油取扱所の所有者、管理者若しくは占有者が居住 

する住居又はこれらの者に係る他の給油取扱所の業務（本社機能の事務所等）

を行うための事務所」の床面積を記入すること。 

   カ ⑰「第６号」の欄は、「政令別表第１第１項、第３項、第４項、第８項、

第11項から第13項イ、第14項及び第15項に掲げる防火対象物の用途（前アか

らオに掲げるものを除く。）」のうち、床又は壁で区画された部分の床面積

を記入すること。 

   キ ⑱「計」の欄は、「１階」にあっては、第１号から第６号までの床面積の

合計を、「２階以上を含む。」の欄にあっては、床又は壁で区画された部分

のうち、係員のみが出入りする部分を除いた第２号、第３号及び第６号の床

面積の合計を記入すること。 

  ⑽ ⑲「周囲の塀又は壁」の欄は、防火塀又は防火塀代替の壁の構造、高さ及び

はめごろし戸の有無を記入するとともに、はめごろし戸がある場合は、仕様を

記入すること。 

  ⑾ 「固定給油設備等」の欄は、次によること。 

ア ⑳「型式」の欄は、設置する固定給油設備及び固定注油設備（以下「固定

給油設備等」という。）の製造会社における型式機種名を記入すること。 

イ ㉑「数」の欄は、設置する固定給油設備等の型式機種ごとにその設置数を

記入すること。 

ウ ㉒「道路境界線からの間隔」及び「敷地境界線からの間隔」の欄は、固定

給油設備等の中心から道路境界線及び敷地境界線までの距離が一番近いもの
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の距離をそれぞれ記入すること。 

  ⑿ ㉓「固定給油設備以外の給油設備」の欄は、当該給油取扱所に設置した固定

給油設備以外の給油設備の種類を記入すること。 

⒀ ㉔「附随設備の概要」の欄は、危規則第25条の５で規定する附随設備の種類、

設置基数等を記入すること。 

⒁ ㉕「電気設備」、「警報設備」、「消火設備」の欄は、それぞれ前１⒁、⒅、

⒆の例によること。 

⒂ ㉖「避難設備」の欄は、当該給油取扱所に設置した避難設備の種類及びその

概要を記入すること。 

⒃ ㉗「事務所等その他火気使用設備」の欄は、給油取扱所の用に供する部分の

販売室、事務所、その他の部分において使用する火気使用設備の種類及び使用

場所並びにボイラー等の機種及び設置場所を記入すること。 

⒄ ㉘「滞留防止措置」の欄は、地盤面に傾斜を設ける措置以外の場合は、その 

他の（ ）内に仕様を記入すること。 

  ⒅ ㉙「流出防止措置」の欄は、排水溝及び油分離装置を設ける措置以外の場合

は、その他の（  ）内に仕様を記入すること。 

⒆ 「タンク設備」の欄は、次によること。 

ア ㉚「専用タンク」、「廃油タンク等」の欄は、それぞれの区分に応じた設

置基数及び括弧書きでそのタンク形状を記入すること。 

例：30ｋＬ×１基、20ｋＬ×１基、20ｋＬ中仕切（10：10）×１基 

イ ㉛「可燃性蒸気回収設備」の欄は、該当する区分に○を付けること。 

ウ ㉜「簡易タンク」の欄は、設置基数を記入すること。 

⒇ ㉝「工事請負者住所氏名」の欄は、前１⒇の例によること。 
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様式第４のリ（第４条、第５条関係） 
 

給油 取 扱所 構 造設 備明 細 書 

事 業 の 概 要 ①  自動車用燃料の給油販売及び灯油の販売、これに伴うサービス業務 

敷 地 面 積 ②  600 ㎡  

給 油 空 地 ③  間口   18   ｍ 奥行   13   ｍ 

注 油 空 地 ④  有  （ 容 器 詰 替 ・ 移動貯蔵タンクに注入 ） ・  無 

空 地 の 舗 装 ⑤  コンクリート・そ の 他（                       ） 

建築物の給油取扱所 

の用に供する部分の 

構造 

階 数 建 築 面 積 水 平 投 影 面 積 

⑥   ２   階 

⑦ 事務所棟    100㎡ 

  キャノピー棟  100㎡ 

        計  200㎡ 

⑧   200    ㎡ 

壁 柱 床 はり 屋 根 窓 出入口 

⑨耐火 

ボード 
⑥鉄骨造 

⑥コンク 

  リート 
⑥鉄骨造 ⑥ 折板 

⑥防火 

設備 

⑥防火 

設備 

建築物の一部に給油 

取扱所を設ける場合 

の建築物の構造 

階 数 延べ面積 建築面積 壁 柱 床 はり 

⑩ ⑩  ㎡ ⑩  ㎡ ⑩ ⑩ ⑩ ⑩ 

上 階 の 有 無 

（給油取扱所以外） 

⑪  有 （ 用途                ） ・ 無 

（ 有の場合、屋根又はひさしの有無  有（   ｍ） ・ 無 ） 

建

築

物

の

用

途

別

面

積 

       項 目 

 

用 途 

床又は壁で区画された部分の 

１ 階 の 床 面 積 

床 又 は 壁 で 区 画 さ れ た 部 分 
（係員のみが出入りするもの 
を除く。）の床面積（２階以 
上を含む。） 

第 １ 号 ⑫      10       ㎡  

第 ２ 号 ⑬      10       ㎡          ㎡ 

第 ３ 号 ⑭       30        ㎡ ⑭       30        ㎡ 

第 ４ 号 ⑮      30       ㎡  

第 ５ 号 ⑯      20       ㎡  

第 ６ 号 ⑰              ㎡ ⑰              ㎡ 

計 ⑱      100         ㎡ ⑱      30        ㎡ 

⑲ 

周 囲 の 塀 又 は 壁 

構造等 鉄筋コンクリート造 高 さ ２     ｍ 

はめごろし戸の有無    有（網入りガラス・その他（   ））・無 

【記入例】 
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固

定

給

油

設

備

等 

項 目 

設 備 
型 式 数 

道 路 境 界 線 
か ら の 間 隔 

敷 地 境 界 線 
か ら の 間 隔 

固 定 給 油 設 備 
⑳ 
固定式マルチ型計量機 

（ＭＡＢ２２２１） 
㉑２ ㉒   ５   ｍ ㉒   15   ｍ 

固 定 注 油 設 備 
⑳ 
固定式ダブル型計量機 

（ＭＡＡ２２２２） 
㉑１ ㉒   11   ｍ ㉒   ２   ｍ 

固定給油設備以外の 

給 油 設 備 

㉓  給油配管及び（ホース機器・給油ホース車（  台））・給油タ 

ンク車 

附 随 設 備 の 概 要 
㉔  洗車機１台、オートリフト１台、コンプレッサー１台、 

ＰＯＳ設備１式、タイヤチェンジャー１台 

電 気 設 備 ㉕  電気設備の基準により設置 

消 火 設 備 ㉕  第３種消火設備一式、第４種粉末消火器 １本、第５種粉末消火器 ７本 

警 報 設 備 ㉕  加入電話 

避 難 設 備 ㉖  なし 

事 務 所 等 そ の 他 

火 気 使 用 設 備 
㉗  ガスコンロ １台 、 簡易湯沸器 １台 

滞 留 防 止 措 置 
㉘  地盤面を高くし傾斜を設ける措置 

その他（                         ） 

流 出 防 止 措 置 
㉙  排水溝及び油分離装置を設ける措置 

その他（                         ） 

タ ン ク 設 備 

専 用 タ ン ク 
㉚ 

ＳＦ二重殻タンク 

20ＫＬ×２基 

可 燃 性 蒸 気 

回 収 設 備 
㉛ 有 ・ 無 

廃油タンク等 
㉚ 

鋼製一重殻タンク 

２ＫＬ×１基 

簡 易 タ ン ク ㉜  なし 

工 事 請 負 者 

住 所 氏 名 

㉝  沼津市大岡○○番○号 

○○株式会社 ○○ ○○ 
電話 ○○－○○○○ 

 

備考 １ この様式の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   ２ 建築物の一部に給油取扱所を設ける場合の建築物の構造の欄は、該当する場合のみ記入する

こと。 

   ３ 建築物の用途別面積の欄中「用途」とは、第 25条の４第１項各号又は第 27条の３第３項第

３項各号に定める用途をいう。 

   ４ 専用タンク、廃油タンク等又は簡易タンクにあっては、構造設備明細書（様式第４のホ又は

様式第４のへ）を添付すること。
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10 第１種販売取扱所・第２種販売取扱所構造設備明細書の記入例は、次の方法に

よること。（＊） 

 ⑴ ①「事業の概要」の欄は、前１⑴の例によること。 

 ⑵ 「建築物の構造」の欄は、当該販売取扱所が設置されている建築物全体の構

造を記入するものとし、次によること。 

ア ②「階数」、「建築面積」、「延べ面積」の欄は、それぞれ前１⑷ア、イ、

ウの例によること。 

イ ③「構造概要」の欄は、当該建築物の主要構造部の概要を記入すること。 

⑶ 「店舗部分の構造」の欄は、当該販売取扱所部分の構造を記入するものとし、 

次によること。 

ア ④「面積」の欄は、当該販売取扱所の床面積を記入すること。 

イ ⑤「壁」、「床」、「柱」、「屋根又は上階の床」の欄は、それぞれ前１ 

 ⑸エ、オ、カ、キの例によること。 

ウ ⑥「天井」の欄は、当該販売取扱所の天井の構造及び材質を記入すること。 

エ ⑦「はり」、「窓」、「出入口」の欄は、それぞれ前１⑸カ、ク、ケの例

によること。 

⑷ 「配合室」の欄は、当該販売取扱所において色調等を調整する目的等で危険

物を取り扱う場所がある場合に記入するものとし、次によること。 

ア ⑧「面積」の欄は、当該部屋の床面積を記入すること。 

イ ⑨「排出の設備」の欄は、前１⒂の例によること。 

⑸ ⑩「電気設備」、「消火設備」、「工事請負者住所氏名」の欄は、それぞれ

前１⒁、⒆、⒇の例によること。 
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様式第４のヌ（第４条、第５条関係） 
 

第一種販売取扱所 
構 造 設 備 明 細 書 

第二種販売取扱所 

事 業 の 概 要 ①  塗料販売業 

建
築
物
の
構
造 

階 数 ②  １階 建築面積 ②  30  ㎡ 延べ面積 ②  30  ㎡ 

構 造 概 要 
③  壁、柱は鉄筋コンクリート造 ・ 屋根は波型スレート  

床はコンクリート ・ ためますから油分離槽を経て排水 

店 

舗 

部 

分 

の 

構 

造 

面 積 ④  20 ㎡ 

壁 

延焼のおそれ 

のある外壁 

⑤ 鉄筋コンクリート造 

（耐火構造） 

床 
⑤  コンクリート造 

（耐火構造） 
そ の 他 の 壁 

⑤ 鉄筋コンクリート造 

（耐火構造） 

柱 
⑤ 鉄筋コンクリート造 

（耐火構造） 

屋 根 又 は 

上 階 の 床 

⑤  波型スレート 

（不燃材料） 

天 井 
⑥  不燃材ボード 

（不燃材料） 
は り ⑦  鉄骨造（耐火構造） 

窓 
⑦  網入りガラス 

（防火設備） 
出 入 口 ⑦  特定防火設備 

配 
合 

室 

面 積 ⑧  10 ㎡ 

排 出 設 備 ⑨  自動強制排出設備（安全増防爆型） 

電 気 設 備 ⑩  電気設備の基準により設置 

消 火 設 備 ⑩  第５種粉末消火器 ３本 

工 事 請 負 者 

住 所 氏 名 

⑩  沼津市大岡○○番○号 

○○株式会社 ○○ ○○ 
電話 ○○－○○○○ 

 
備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   ２ 建築物欄は、第一種販売取扱所又は第二種販売取扱所を設置する建築物について記

入すること。  

該当しないものは見え消しする 【記入例】 
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第８ 仮使用承認申請 

法第11条第５項ただし書に規定する製造所等の仮使用の承認は、次によること。  

１ 仮使用の承認 

製造所等の仮使用の承認対象は、次によること。 

⑴ 製造所等の仮使用の承認対象は、変更工事に係る工事以外の部分で、当該変

更工事においても、火災の発生及び延焼のおそれが著しく少ない部分とするこ

と。 

⑵ タンク及び容器内に危険物が貯蔵されているときは、危険物施設を使用して

いることとなるので、変更許可の際に仮使用の承認が必要となる。ただし、地

下貯蔵タンクに限り、貯蔵に伴う取扱いがない場合は、当該タンクに危険物が

残存していても、使用していないものとみなすことができること。（＊） 

⑶ 仮使用の承認を受けた製造所等について、完成検査を受ける前に別の変更許

可申請をした場合は、再度仮使用承認申請をすること。ただし、仮使用の範囲

に変更のないものは、この限りではない。（＊） 

２ 承認申請書の記入方法及び添付書類 

⑴ 申請者は、前第６「製造所等の設置・変更許可申請に関する事務処理」１⑴

の例によること。 

⑵ 申請書には、工事計画書、平面図、工事工程表等を添付すること。 

⑶ 工事計画書には、その工事の内容、方法、工程、火災予防上必要な措置、そ

の他必要な事項を記載すること。 

⑷ 平面図には、仮使用部分を明示するとともに、工事計画書に定める火災予防

上必要な措置を明示すること。 

⑸ その他必要な書類として、仮使用に係る工作物等を設置する場合は、その構

造図を添付すること。 

 例：仮事務所、防火塀、流出油防止堤等 

３ 承認基準 

⑴ 災害防止のため、無理のない作業日程、工事工程等が計画されていること。

⑵ 工事場所は、工事に必要な十分な広さがあること。 

なお、給油取扱所については、工事場所以外の場所に自動車等の給油業務に

支障のない広さの空地が確保されていること。 

⑶ 工事場所と仮使用場所とは、工事内容に応じた適切な防火区画等を設け、明
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確に区分されていること。 

⑷ 仮使用場所の上部で工事が行われる場合は、工具等の落下を防止するため、

仮設の水平区画が設けられていること。 

⑸ 工事場所の周囲には、仮囲い、バリケード、ロープ等を設けるなど、関係者

以外の者が出入りできないような措置が講じられていること。 

⑹ 災害発生時又は施設に異常が生じた場合など緊急時における対応策が確立さ

れていること。 

⑺ 火気又は火花の発する器具を使用する工事、若しくは火花の発生するおそれ

のある工事を行わないこと。ただし、火災予防上十分な措置が講じられている

場合は、この限りでない。 

⑻ 火気使用範囲が明確であること。 

⑼ 火気使用場所に消火器等が配置されていること。 

⑽ 防火塀、貯留設備、消火設備等の義務設置設備等が、変更に伴う工事に際し 

撤去又は機能が阻害されるおそれがある場合は、代替えの設備を設置すること。 

⑾ その他火災予防上安全な措置が講じられていること。 

４ 変更許可と仮使用承認との関係 

⑴ 一連の変更工事を一の変更許可で行う場合の仮使用（＊） 

ア 施設の部分的な変更に係るもの 

   次の図の  で示す変更工事がＡ、Ｂ及びＣと段階的に行われることが計

画上明確である場合は、１件の仮使用承認として取り扱い、その旨が一括し

て仮使用承認申請書に記載されていること。 

   なお、この場合の仮使用範囲は段階的に縮小していくものであり、仮使用

範囲の拡大は認められないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

① ② ③ は変更工事部分  
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イ 施設全体の変更に係るもの 

変更工事が次の図のように段階的に行われ、最終的に施設全体に及ぶ場合

は、仮使用ができるものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 複数の変更工事を複数の変更許可で行う場合の仮使用 

一の製造所等において複数の変更工事が行われる場合の仮使用承認の取扱い

については、次のとおりである。【平成11年３月23日消防危第24号】 

 

 

 

 

 

ア 工事期間が重複する複数の変更工事の場合（一の変更工事終了後、その部

分についても仮使用を行う場合） 

複数の変更工事を工事期間に重複して実施する場合、一の変更工事の完成 

検査済証が交付された後であれば、改めて仮使用承認申請を行うことにより、

当該完成部分を含めた部分について仮使用を承認することができること。 

 

 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

は変更工事部分  

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

① 変更工事部分がＡの時は、Ｂ、Ｃ及びＤが仮使用部分となる。  

② 変更工事部分がＡからＢに進行した時は、Ｃ及びＤが仮使用部分となる。  

③ Ｂの変更工事に引き続き、変更工事部分がＣとなる場合における仮使用部  

分は、Ｄとなる。 

Ａ 変更工事部分  

Ｂ 変更工事部分  

Ｃ 変更工事を行わない部分  



2－57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア） Ａ及びＢごとの変更許可申請について、それぞれ許可Ⅰ及び許可Ⅱを行

うとともに、変更部分以外のＣの仮使用を承認する。 

この場合、許可の時期は同時期でない場合もある。 

（留意事項）最初の仮使用承認の際には、仮使用承認申請書の「変更許 

可年月日及び許可番号」の欄に、許可Ⅰ及び許可Ⅱの両方に係るものであ

ることが明記されていること。 

（イ） Ｂの工事終了後、当該部分の完成検査を実施し、完成検査済証を交付す

る。 

（ウ） Ｂ及びＣの仮使用を承認する。 

（留意事項）先行して完成したＢについて新たに仮使用を認める場合は、 

既に承認している仮使用に代えて、新たにＢ及びＣの仮使用承認が行われ

ること。 

また、仮使用承認申請書の「変更許可年月日及び許可番号」の欄に、許

可Ⅰに係るものであることが明記されていること。 

イ 工事期間の重複しない複数の変更工事の場合 

複数の変更工事の工事期間が重複しない場合、後に変更する部分を含めて

Ｃ  

（
仮
使
用
承
認
申
請
） 

Ａ  

Ｂ

Ｃ  

仮使用期間  

許
可Ⅰ

 
 

許
可Ⅱ

 
 

仮
使
用 

Ｂ  

（
変
更
許
可
申
請
） 

（
変
更
許
可
申
請
） 

許

可  

許

可  

承

認  

完

成

検

査  

完

成  

（
完
成
検
査
申
請

） 

完

成

検

査  

工事期間  

（
完
成
検
査
申
請
） 

完

成  

終

了  

工事期間  

仮使用期間  

（
仮
使
用 

承
認
申
請
） 

 

承

認  

終

了  
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仮使用承認することができる。 

また、変更工事が完成した後であれば、当該完成部分を含めて仮使用を承

認申請することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア） Ａ及びＢごとの変更許可申請について、それぞれ許可Ⅰ及び許可Ⅱを行

うとともに、許可Ⅱの変更工事以外の部分（Ａ及びＣ）の仮使用を承認す

る。この場合、許可の時期は同時期でない場合もある。 

（留意事項）最初の仮使用承認の際には、仮使用承認申請書の「変更の

許可年月日及び許可番号」の欄に、許可Ⅱの変更許可番号等を記載するこ

とにより、許可Ⅱに係るものであることが明記されていること。 

（イ） Ｂの工事終了後、当該部分の完成検査を実施し、完成検査済証を交付す

る。 

（ウ） Ａの工事が開始されるに当たり、Ｂ及びＣの仮使用を承認する。 

（留意事項）先行して完成したＢについて新たに仮使用を認める場合に

は、既に承認している仮使用に代えて、新たにＢ及びＣの仮使用承認が行

許
可Ⅰ

 
 

許
可Ⅱ

 
 

仮
使
用 

Ａ

Ｃ  

（
変
更
許
可
申
請
） 
（
仮
使
用
承
認
申
請
） 

許

可  

承

認  

終

了  

仮使用期間  

工

事

開

始  

完

成

検

査  

（
完
成
検
査
申
請

） 

工事期間  
未着工期間  

仮使用期間  

Ａ  

Ｂ  

（
変
更
許
可
申
請
） 

許

可  

完

成  

（
完
成
検
査
申
請
） 

完

成

検

査  

Ｂ

Ｃ  

（
仮
使
用 

承
認
申
請
） 

承

認  

終

了  

工事期間  

完

成  
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われるものであること。 

また、仮使用承認申請書の「変更の許可年月日及び許可番号」の欄に、

許可Ⅰの変更許可番号等を記載することにより、許可Ⅰに係るものである

ことが明記されていること。 

    （エ） Ａの工事終了後、当該部分の完成検査を実施し、完成検査済証を交付す 

る。 
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第９ 仮貯蔵・仮取扱承認申請 

   法第10条第１項ただし書に規定する危険物の仮貯蔵又は仮取扱い（以下「仮貯

蔵等」という。）は、次によること。  

   なお、タンクコンテナによる危険物の仮貯蔵は、７「タンクコンテナ等による

仮貯蔵」によること。  

１ 仮貯蔵等の留意事項 

⑴ 仮貯蔵等の承認申請は、原則として同一場所ごとに１件として申請すること。  

なお、貯蔵と取扱いが同一の場所で同時に行われ、かつ、作業工程上一体性

を有すると認められる場合は１件とする。この場合の仮貯蔵と仮取扱の区分に  

ついては、貯蔵量と取扱量との比較及び時間的な関係等を考慮し区分すること。  

ただし、次に掲げる場合は、別件とすること。 

ア 同一場所であっても危険物の管理者又は申請者が異なるもの  

イ 屋内で階又は室を異にして危険物を貯蔵し、又は取扱いを行うもの  

⑵ 原則として承認期間（10日間）終了後は、反復して仮貯蔵等を行わないこと。  

⑶ 仮貯蔵等を行う場所は、製造所等として許可を受けた場所以外の場所である

こと。ただし、次に掲げる場合は、承認ができるものであること。  

ア 製造所等の変更、廃止、定期点検、タンク清掃等のため、タンク内の危険

物を指定数量以上抜き取る場合  

イ 油圧装置等の一般取扱所において、指定数量以上の潤滑油等を交換する場      

合 

ウ その他やむを得ない場合、かつ、火災予防上支障がないと認められる場合  

２ 承認申請書の記載方法及び添付書類【平成31年２月14日消防危第34号】 

⑴ 申請者の欄は、申請者が法人の場合は、その名称、代表者氏名、事務所の所

在地及び電話番号を記入すること。 

⑵ 危険物の所有者・管理者又は占有者の欄は、仮貯蔵又は仮取扱いを行う危険

物の所有者、管理者又は占有者について記入すること。 

⑶ 付近見取図及び敷地見取図  

⑷ 配置図（機器配置図、消火設備配置図等）  

⑸ 構造図（建築物、タンク図、機器図、仮貯蔵等の詳細図） 

⑹ 危険物取扱者免状の写し  

⑺ その他承認基準を確認できる書類  
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３ 仮貯蔵等の承認基準 

⑴ 仮貯蔵等場所における貯蔵又は取扱いの基準は、危政令第24条から第27条ま

でに定める技術上の基準の例によること。 

⑵ 仮貯蔵等における危険物の貯蔵又は取扱いに際しては、当該危険物を取り扱

うことのできる危険物取扱者の立会いをさせる等、安全の確保を図ること。 

⑶ 仮貯蔵等の場所の標識は「危険物仮貯蔵所」又は「危険物仮取扱所」とし、

周囲の見やすい箇所に掲出するものとし、形状、色別等は危規則第17条第１項

の基準の例によること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 仮貯蔵等の場所の掲示板は、貯蔵し、又は取り扱う危険物に応じ危規則第18

条第１項第４号、第５号に定める注意事項を記載したものを標識に並行して掲

出するものとし、その形状、色別等は危規則第18条第１項第１号、第５号の基

準の例によること。 

⑸ 危険物の性質、数量等に応じて危政令別表５に掲げる第４種又は第５種の消

火設備を設け、その能力単位の数値は、危険物の所要単位の数値、屋内につい

ては、危険物及び建築物の所要単位の数値に達するよう設けること。 

４ 屋内において仮貯蔵等を承認する場合は、次によること。 

⑴ 仮貯蔵等を行う建築物は、壁、柱、床、はり及び屋根が耐火構造又は不燃材

料で造られ、かつ、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材料でした

専用室（開口部に防火設備を設けたものに限る。）とすること。 

⑵ 同一の建築物内において、類を異にする危険物の仮貯蔵等を行う場合は、類 

を異にする危険物ごとに耐火構造又は不燃材料の隔壁で区画すること。ただし、 

危政令第26条第１項第１号の２のただし書で定める場合は、この限りでない。 

⑶ 電気設備を設けるときは、電気工作物に係る法令の規定に適合したものであ

危険物仮貯蔵所 0.3ｍ以上 

危
険
物
仮
貯
蔵
所 

0.6ｍ以上 

0.3ｍ以上 

0.6ｍ以上 

地は白色、文字は黒色 
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ること。 

５ 屋外において仮貯蔵等を承認する場合は、次によること。 

⑴ 危政令第２条第７号に掲げる危険物であること。ただし、火災予防上支障が

ないと認める場合は、この限りでない。 

⑵ 仮貯蔵等を行う場所の位置は、危険物の品名、数量、貯蔵又は取扱いの方法

及び周囲の状況から判断して、火災予防上安全と認められる場所であること。 

⑶ 仮貯蔵等を行う場所の周囲には、塀又はさく等を設けて明確に区画すること。 

⑷ 容器で危険物を貯蔵する場合は、おおむね危政令第16条第１項第４号に掲げ

る幅の空地を保有すること。ただし、火災予防上有効な措置を講じた場合は、

この限りでない。 

⑸ タンクで危険物を貯蔵する場合は、おおむね３ｍの幅の空地を保有すること。 

ただし、火災予防上有効な措置を講じた場合は、この限りでない。 

⑹ 危険物を取り扱う場合は、火災予防上安全な場所で行うこと。この場合、液

体の危険物については、当該危険物が漏えい又は流出した場合に他へ拡散しな

い措置を講ずること。 

６ 基準の特例 

仮貯蔵等において、危険物の品名及び最大数量、指定数量の倍数、危険物の貯

蔵又は取扱いの方法並びに製造所等の周囲の地形その他の状況等から判断して、

火災の発生及び延焼のおそれが著しく少なく、かつ、火災等の災害による被害を

最小限にとどめることができると認めるとき、又は予想しない特殊の構造若しく

は設備を用いることにより、製造所等の位置、構造及び設備の基準による場合と

同等以上の効力があると認めるときにおいては、前１から５までを適用しないこ

とができる。 

７ タンクコンテナ等による仮貯蔵【平成４年６月18日消防危第52号】 

⑴ 留意事項 

ア 申請者が同一であれば、同一時期に同一場所で複数のタンクコンテナ又は

箱型コンテナ（ドライコンテナ、リーファーコンテナ等）（以下「タンクコ

ンテナ等」という。）を仮貯蔵する場合は、１件の仮貯蔵とすることができ

ること。 

イ タンクコンテナ等の安全性及び輸送行程の複雑さを考慮し、仮貯蔵の承認

に係る事務の迅速化を図ること。 
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ウ 原則として仮貯蔵承認期間を過ぎて同一場所で仮貯蔵を繰り返すことはで 

きないこと。ただし、台風、地震等の自然災害、事故等による船舶の入出港

の遅れ、鉄道の不通等の申請者等の責によらないやむを得ない事由により、

仮貯蔵承認期間を過ぎても同一の場所で仮貯蔵を継続する必要が生じた場合

は、繰り返して同一場所での仮貯蔵を承認できるものであること。 

エ 次の場合においては、新たな仮貯蔵又は仮取扱いの承認は要しないもので

あること。 

（ア） 複合輸送において、船舶から貨車又は貨車から船舶ヘタンクコンテナ等

を積み込むために、桟橋、岸壁若しくはコンテナヤードと同一又は隣接し

た敷地の鉄道貨物積降場との間において、一時的にタンクコンテナ等を車

両に積載して運ぶ場合 

（イ） コンテナ船又は貨車の到着前に積載式移動タンク貯蔵所の設置又は変更

許可を受けた場合において、コンテナ船又は貨車の到着後に完成検査を受

けるためタンクコンテナを埠頭、コンテナヤード等に一時的にとどめる場

合 

（ウ） 車両の駐停車が禁止されている等の事由により、コンテナヤード等で完

成検査を受けることができない場合において、完成検査を受けるためタン

クコンテナを車両に積載して同一又は隣接した別の場所に移動する場合 

⑵ 承認申請書の記載方法及び添付書類 

ア 申請者は、前第６「製造所等の設置・変更許可申請に関する事務処理」１

⑴に準じること。 

イ 仮貯蔵の承認申請書に添付する書類については、次に掲げる事項を記載し

た書類とするが、必要最小限にとどめ、申請者に過重な負担をかけないよう

にすること。 

（ア） 屋外での仮貯蔵 

当該仮貯蔵場所を含む敷地内の主要な建築物その他の工作物の配置及び

周囲の状況を表した見取図 

（イ） 屋内での仮貯蔵 

前（ア）に定めるもののほか、建築物の仮貯蔵に供する部分の構造を表した

図 

⑶ 屋外における仮貯蔵 
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ア 仮貯蔵場所 

（ア） 仮貯蔵場所は、湿潤でなく、かつ、排水及び通風のよい場所であること。 

（イ） 仮貯蔵場所の周囲には、３ｍ以上の幅の空地を保有すること。ただし、

危政令第９条第２項に定める高引火点危険物のみを貯蔵する場合又は不燃

材料で造った防火上有効な塀を設けることにより、安全であると認められ

る場合は、この限りでない。 

（ウ） 仮貯蔵場所は、ロープ等で区画するか、白線等で表示すること。 

イ 標識及び掲示板 

（ア） 標識 

前３⑶の例によること。 

（イ） 掲示板 

仮貯蔵場所には、仮貯蔵期間、危険物の類、品名、貯蔵最大数量、貯蔵

する危険物に応じた注意事項（「火気厳禁」、「禁水」等）、管理責任者

及び緊急時の連絡先を表示した掲示板を設けること。 

ウ 消火設備 

     仮貯蔵場所には、貯蔵する危険物に応じて危政令別表第５に掲げる第４種

又は第５種の消火設備を、その能力単位の数値が危険物の所要単位の数値に

達するように設けること。 

エ 仮貯蔵中の火災予防に係る事項 

（ア） 仮貯蔵場所には、「関係者以外立入禁止」の表示を掲げる等関係のない

者をみだりに出入りさせない措置を講じること。 

（イ） 仮貯蔵場所には、みだりに空箱その他の不必要な物件を置かないこと。 

（ウ） 仮貯蔵中は、危険物以外の物品を貯蔵しないこと。 

（エ） タンクコンテナ等を積み重ねる場合は、同じ類の危険物を貯蔵するタン

クコンテナ等に限るものとし、かつ、地盤面からタンクコンテナ等の頂部

までは６ｍ以下とすること。 

（オ） タンクコンテナ等の相互間には、点検のための間隔を設けること。 

（カ） 危険物の管理責任者は、適宜巡回し、タンクコンテナ等の異常の有無及

び前（ア）から（オ）までを確認すること。 

⑷ 屋内における仮貯蔵 

ア 仮貯蔵場所 



2－65 

 

（ア） 仮貯蔵場所は、壁、柱、床、はり及び屋根が耐火構造又は不燃材料で造

られ、かつ、出入口に防火設備（危政令第９条第１項第７号に規定する防

火設備をいう。）を設けた専用室とすること。 

（イ） 専用室の窓にガラスを用いる場合は、網入ガラスとすること。 

イ その他 

  前⑶イからエまでの例によること。 
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第10 移動タンク貯蔵所の事務処理 

１ 常置場所の変更に係る変更許可申請【平成９年３月26日消防危第33号】 

⑴ 申請先 

移動タンク貯蔵所の常置場所の変更は、変更許可申請を要するものであり、

当該申請は、変更後の常置場所を管轄する市町村長等に行うものであること。

ただし、屋外における同一敷地内の常置場所の変更の処理は、軽微な変更工事

として取り扱うものとする。 

⑵ 添付図書 

常置場所の変更に際し、変更後の常置場所を管轄する市町村長等が変更前と

異なる場合（以下「行政庁の異なる常置場所の変更」という。）には、変更許

可申請に当たって以下の図書を添付すること。  

なお、駿東伊豆消防本部管内における常置場所の変更も同様とする。  

ア 最新の許可証の写し 

イ 現在の移動タンク貯蔵所の構造及び設備が把握できる図書（常置場所に係

る図書を除く。） 

ウ タンク検査済証及び最新の完成検査済証の写し 

エ 安全装置の製造者の試験結果証等の写し  

オ 譲渡又は引渡の処理を行った場合は、譲渡引渡届出書  

⑶ 行政庁の異なる常置場所の変更に係る譲渡引渡届出等 

行政庁の異なる常置場所の変更時に係る譲渡引渡届出等は、次のア又はイの

方法によること。 

ア 変更前の常置場所を管轄する市町村長等に譲渡引渡届出を行う場合  

（ア） 行政庁の異なる常置場所の変更と移動タンク貯蔵所の譲渡又は引渡を同

時に行う場合は、原則として譲渡引渡届出を変更前の常置場所を管轄する

市町村長等（以下「旧行政庁」という。）に対し先行して行うものである

こと。この場合において、譲渡引渡届出は、譲渡引渡届出書等に返信用封

筒を同封して郵送により行うことができる。  

（イ） 当該移動タンク貯蔵所の変更後の常置場所を管轄することとなる市町村

長等（以下「新行政庁」という。）は、譲渡引渡届出書により譲渡引渡届

出がなされていることを確認すること。  
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イ 新行政庁に譲渡引渡届出及び変更許可申請を同時に行う場合  

譲渡又は引渡を行おうとする者が、譲渡又は引渡を受ける者に対し変更許

可に係る手続に関する権限を委任することを証する書面（委任状）を許可申

請書に添付した場合に限り、移動タンク貯蔵所の譲渡又は引渡を受けようと

する者は、直接新行政庁に対し常置場所の変更許可申請と譲渡引渡届出を同

時に行うことができる。 

２ 積載式移動タンク貯蔵所に関する事務処理【平成４年６月18日消防危第54号】 

⑴ 許可件数 

積載式移動タンク貯蔵所に対する移動タンク貯蔵所としての許可件数は、当

該車両の数と同一であること。 

⑵ 許可申請のタンクコンテナの数 

積載式移動タンク貯蔵所の車両に積載することができるタンクコンテナの数

は、タンクコンテナの容量の合計が30,000Ｌ以下となる数とするが、さらに設

置者がその数以上の数の交換タンクコンテナを保有し、かつ、当該車両に交換

タンクコンテナを積載しようとする場合は次によること。 

ア 当該積載式移動タンク貯蔵所が設置許可を受ける前については、交換タン

クコンテナを含めて当該積載式移動タンク貯蔵所の設置許可を受けること。 

イ 設置許可を受けた後については、交換タンクコンテナを保有しようとする

際に、当該積載式移動タンク貯蔵所の変更許可を受けること。 

⑶ タンクコンテナの積替え 

前⑵の許可を受けた積載式移動タンク貯蔵所のタンクコンテナは、他の積載

式移動タンク貯蔵所のタンクコンテナと当該タンクコンテナとが緊結装置に同

一性をもつものである場合には、既に許可を受けた当該他の積載式移動タンク

貯蔵所の車両にも積載することができる。この場合において、当該タンクコン

テナは、当該他の積載式移動タンク貯蔵所の移動貯蔵タンクとみなされる。  

⑷ 危険物の品名及び貯蔵最大数量の変更 

積載式移動タンク貯蔵所において貯蔵する危険物の品名及び貯蔵最大数量が

タンクコンテナを積載するたびに異なることが予想される場合には、次による

こと。 

ア 当該積載式移動タンク貯蔵所が設置許可を受ける前については、貯蔵する

ことが予想される全ての品名及び貯蔵最大数量について、当該積載式移動タ
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ンク貯蔵所において貯蔵する危険物の品名及び貯蔵最大数量として設置許可

を受けること。 

イ 設置許可を受けた後については、貯蔵することが予想される全ての品名及

び貯蔵最大数量について、法第11条の４に定める品名、数量又は指定数量の

倍数変更の届出をすること。 

⑸ 荷卸し後の積載式移動タンク貯蔵所の取扱い  

積載式移動タンク貯蔵所の車両からタンクコンテナを荷卸しした後に再びタ

ンクコンテナを積載するまでの間、当該車両を通常の貨物自動車としての用途

に供する場合は、当該積載式移動タンク貯蔵所について法第12条の６に定める

用途廃止の届出を要することなく、当該車両を貨物自動車の用途に供すること

ができるものであること。 

⑹ タンクコンテナ到着時に許可を受けた積載式移動タンク貯蔵所がない場合 

積載式移動タンク貯蔵所のタンクコンテナを車両、貨車又は船舶等を利用し

て輸送し、輸送先で他の車両に積み替える場合に、輸送先の市町村において許

可を受けた積載式移動タンク貯蔵所がない場合は、当該タンクコンテナと他の

車両とで一の積載式移動タンク貯蔵所として設置許可を受けることができるも

のとし、完成検査については、タンクコンテナを車両に固定した状態での外観

検査により行うもので差し支えない。この場合において、危規則第24条の５第

４項第４号の表示について輸送先の許可に係る行政庁名及び設置の許可番号の

表示は不要とする。 

３ 国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所に関する事務処理【平成13年４月９日消防

危第50号】 

⑴ 国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の定義 

国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所とは、国際海事機関（ＩＭＯ）が採択し

た危険物の運送に関する規程（ＩＭＤＧコード）に定める基準に適合している

旨を示す表示板（ＩＭＯ表示板）が貼付されている移動貯蔵タンク（以下「国

際タンクコンテナ」という。）を積載する移動タンク貯蔵所をいう。 

⑵ 許可の取扱い 

ア 許可件数 

国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所に対する移動タンク貯蔵所としての許

可件数は、当該国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の車両の数と同一である



2－69 

 

こと。 

イ 許可に係る手続 

設置者が、国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の車両に同時に積載するこ

とができるタンクコンテナの数以上の数のタンクコンテナ（以下「交換タン

クコンテナ」という。）を保有し、かつ、当該車両に交換タンクコンテナを

積載しようとする場合の手続は次によること。 

（ア） 積載式移動タンク貯蔵所としての設置許可を受ける前 

あ 交換タンクコンテナを含めて当該国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所

の設置許可を要すること。 

なお、設置許可申請は、交換タンクコンテナが入港する前に受け付け

て差し支えないこと。 

い 貯蔵する危険物の品名及び最大貯蔵数量が、タンクコンテナを積載す

るたびに異なることが予想される場合は、貯蔵することが予想される全

ての品名及び貯蔵最大数量を危険物の品名及び貯蔵最大数量として、設

置許可を要すること。 

う 許可申請に当たって添付を要するタンクコンテナの構造及び設備に係

る書類は、当該タンクコンテナの国際基準への適合性が既に確認されて

いることに鑑み、タンクコンテナに係る海上輸送に責任のある各国政府

機関又はこれに代わる機関の許可書等の写し等、必要最小限にとどめる

こと。 

（イ） 積載式移動タンク貯蔵所としての設置許可を受けた後 

保有しようとする交換タンクコンテナが、ＩＭＤＧコードに適合するも

のであり、かつ、車両及び交換タンクコンテナの緊結装置に適合性がある

場合は、交換タンクコンテナの追加を、軽微な変更工事として取り扱って

差し支えない。したがって、変更許可及び完成検査は要しないものである

こと。 

なお、交換タンクコンテナのＩＭＤＧコードヘの適合性、車両及び交換

タンクコンテナの緊結装置の適合性及び貯蔵する危険物を資料（注）の提

出（郵送、ファックス等）により確認すること。この場合、不明な点があ

れば、事業者等に確認すること。 

注：タンクコンテナに係る海上輸送に責任のある各国政府機関又はこれ
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に代わる機関の許可書の写し、車両及び交換タンクコンテナの緊結装

置に係る規格（ＪＩＳ、ＩＳＯ等）等が確認できる書類及び貯蔵する

危険物を明示した書類をいう。 

⑶ 完成検査 

ア 完成検査は、タンクコンテナを車両に積載した状態で行うこと。この場合

において、タンクコンテナについては、ＩＭＯ表示板の確認及びタンクコン

テナに漏れ、変形がなく健全な状態であることの確認にとどめることができ

ること。 

また、車両については、標識、掲示板、緊結装置の確認を行うこと。 

イ 同時に複数の交換タンクコンテナに係る完成検査を行う場合は、緊結装置 

に同一性がある場合は、代表する一つのタンクコンテナを積載した状態で行っ

て差し支えないこと。 

ウ タンクコンテナの輸入時に行う完成検査は、危険物を貯蔵した状態で行っ

て差し支えないものであること。 

⑷ その他 

ア 移動タンク貯蔵所として許可を受けた国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所

のタンクコンテナは、その緊結装置が他の積載式移動タンク貯蔵所の車両の

緊結装置に適合性を有する場合には、当該車両にも積載することができるこ

と。この場合において、当該タンクコンテナは、当該他の積載式移動タンク

貯蔵所の移動貯蔵タンクとみなされるものであること。 

イ 国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所のタンクコンテナには、危政令第15条

第１項第17号に定める危険物の類、品名及び最大数量を表示する設備及び危

規則第24条の８第８号に定める表示がタンクコンテナごとに必要であるが、

当該設備又は表示は、当該タンクコンテナを積載する国際輸送用積載式移動

タンク貯蔵所の車両に掲げることができること。 

ウ 国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所のタンクコンテナの車両、貨車又は船

舶への荷積み又は荷卸しに伴う当該タンクコンテナの取扱いは、当該積載式

移動タンク貯蔵所の危険物の貯蔵に伴う取扱いと解されること。 

エ 国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の車両からタンクコンテナを荷卸しし

た後において再びタンクコンテナを積載するまでの間、当該車両を通常の貨

物自動車としての用途に供する場合は、当該積載式移動タンク貯蔵所につい
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て法第12条の６に定める用途廃止の届出を要することなく、当該車両を貨物

自動車の用途に供することができるものであること。 

オ 国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所のタンクコンテナを車両、貨物、船舶

等を利用して輸送し、輸送先で他の車両に積み替える場合に、輸送先の市町

村において許可を受けた積載式移動タンク貯蔵所がない場合は、当該タンク

コンテナと他の車両とで一の国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所として設置

許可を受けることができるものとし、完成検査については、タンクコンテナ

を車両に固定した状態での外観検査により行うもので差し支えないものであ

ること。 

カ 積載式移動タンク貯蔵所としての許可を受けた後、国際輸送用積載式移動

タンク貯蔵所において貯蔵する危険物の品名及び最大貯蔵数量を変更しよう

とする場合は、法第11条の４に定める届出を要すること。 

４ ＩＭＤＧコード型タンクローリー車に関する事務処理【平成16年３月23日消防

危第35号】 

ＩＭＤＧコード型タンクローリー車とは、国際海事機関が採択した危険物の運

送に関する規程（国際海上危険物規程、ＩＭＤＧコード）に定める基準に適合す

る移動タンク貯蔵所のうち、積載式以外のものをいう。 

なお、ＩＭＤＧコード型タンクローリー車の許可・検査等については、「移動

タンク貯蔵所の技術上の基準等（ＩＭＤＧコード型タンクローリー車、運転要員

の確保関係）に係る運用について」【平成16年３月23日消防危第35号】によるこ

と。 
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第11 製造所等の届出等に関する事務処理 

製造所等の届出等は、法、危政令、危規則又は駿伊危規則の規定によるほか、

次によること。 

１ 危険物製造所等譲渡引渡届出書に関する事務処理（法第11条） 

⑴ 危険物製造所等譲渡引渡届出に必要な書類 

ア 危険物製造所等譲渡引渡届出書  

イ 譲渡又は引渡しがあったことが証明できる書類（譲渡又は引渡しの登記の 

写し若しくは譲渡人又は引渡人の発行した証明書〔当事者の連名によるもの〕。） 

⑵ 事務処理上の留意事項 

「譲渡」とは贈与、売買等により所有権を移転することを、「引渡し」とは、 

賃貸借、相続、合併その他法律関係の有無を問わず、およそ物の事実上の支配

が移転することであること。  

なお、譲渡又は引渡しに該当しないものについては、危険物製造所等変更届

出書により処理すること。 

２ 危険物製造所等品名、数量又は指定数量の倍数変更届出書に関する事務処理  

（法第11条の４） 

事務処理上の留意事項  

⑴ 危険物製造所等品名、数量又は指定数量の倍数変更届出書は、品名・数量を

変更しても位置、構造及び設備の変更を伴わないことを確認すること。  

また、指定数量の倍数の増加により、保有空地の拡大、新たに消火設備、警

報設備等の設置が必要となり、変更許可に該当する場合があるので留意するこ

と。 

⑵ 移動タンク貯蔵所で貯蔵する危険物（油種）の変更又は追加に伴い、貯蔵物

重量が増加する場合は、側面枠の基準に変更が生じ、変更許可に該当する場合

があるので留意すること。 

３ 危険物製造所等軽微な変更工事届出書に関する事務処理（駿伊危規則第８条）

⑴ 危険物製造所等軽微な変更工事届出に必要な書類 

ア 危険物製造所等軽微な変更工事届出書 

イ 工事計画書（工事の内容、方法、工程、火災予防上必要な措置に係る設備

の設置方法、使用器具〔火気及び火花を生ずるおそれのあるもの〕等を記載

すること。） 
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ウ その他（工事部分の概略図面、計算書等） 

⑵ 事務処理上の留意事項 

ア 製造所等で工事が行われることに伴い、製造所等に変更が生ずる場合にお

いて、法第10条第４項の位置、構造及び設備の技術上の基準の内容と関係が

ない工事については、変更の許可を要しない「軽微な変更工事」として取り

扱うこと。 

イ 「軽微な変更工事」のうち、「資料等による確認を要しない軽微な変更工

事」と「資料等による確認を要する軽微な変更工事」に関する具体的な判断

は、「製造所等において行われる変更工事に係る取扱いについて」【平成14

年３月29日消防危第49号】によること。 

なお、「資料等による確認を要する軽微な変更工事」に該当する場合は、

駿伊危規則第10条第１項の規定により、「危険物製造所等軽微な変更工事届

出書」の提出が必要であること。 

４ 危険物製造所等廃止届出書に関する事務処理（法第12条の６） 

⑴ 危険物製造所等廃止届出に必要な書類 

ア 危険物製造所等廃止届出書 

イ 最新の完成検査済証 

ウ 廃止後の解体、用途変更等の計画書等 

⑵ 事務処理上の留意事項 

ア 廃止届出を受理する際には、当該製造所等の危険物が完全に除去されてい

ることを現場調査等により確認すること。 

イ 廃止届出書の「廃止年月日」の欄は、製造所等の用途を廃止した日であり、 

届出年月日と同一日又はそれ以前の日付とすること。 

ウ 廃止届出書の「残存危険物の処理」欄には、火災・爆発等の事故防止のた

め危険物施設内に可燃性蒸気が滞留しない状態とした等の処理をした方法を

記載すること。 

エ 移動タンク貯蔵所の廃止に係る届出を受理する場合は、タンク検査済証 

（金属プレートを含む。）を添付するよう指導すること。 

オ 地下貯蔵タンクを廃止するときは、原則、掘り起しとするが、掘り出さな

いで廃止する場合には、水又は砂で充てんすること。 

カ 危険物施設の解体作業を行う際には、タンク等の洗浄等を十分に行った上
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で、危険物や可燃性蒸気が残存しないこと、その他安全対策を講じるよう指

導すること。 

（ア） 溶断などの火気使用前には、ガス検知による安全確認を行うこと。 

（イ） 危険物配管の解体は、溶断などの火気は使用せずに行うこと。 

なお、やむを得ず溶断を行う場合は、水洗い等により内部の危険物を完

全に除去した後に行うこと。 

５ 危険物保安監督者選任・解任届出書に関する事務処理（法第13条） 

⑴ 危険物保安監督者選任・解任届出に必要な書類 

ア 危険物保安監督者選任・解任届出書 

イ 危険物取扱者免状の写し（表・裏） 

ウ 実務経験証明書 

⑵ 事務処理上の留意事項 

ア 危険物保安監督者は、原則として一の製造所等につき１人を選任すること。 

なお、同一敷地内の製造所等において、その態様、規模、位置等からみて

十分な保安の監督が可能な場合には、一の危険物取扱者を複数の製造所等の

危険物保安監督者とすることができること。  

イ 法第13条第１項に規定する「６月以上危険物取扱いの実務経験を有するも

の」とは、法第11条第１項に基づいて設置された製造所等における６か月以

上の危険物の取扱いの経験を有していればよく、危険物取扱者免状の交付を

受けた後における実務経験のみに限られるものではないこと。  

ウ 保安講習の受講状況、その他免状の記載内容を確認し必要な指導を行うこ

と。 

６ 危険物製造所等使用休止（再開）届出書に関する事務処理（駿伊危規則第14条） 

⑴ 危険物製造所等使用休止（再開）届出に必要な書類  

ア 危険物製造所等使用休止（再開）届出書  

イ その他（危険物の除去状況等）  

⑵ 事務処理上の留意事項 

ア 休止とは、製造所等の使用を３月以上の期間使用しないことをいうもので

あり、将来に向かって完全に製造所等としての機能を失わせる又はそのこと

が客観的にみて明らかである場合には、法第12条の６の規定による廃止届出

を行わなければならないこと。  



 

2－75 

 

イ 休止期間を超える場合は、再度届出書を提出すること。 

ウ 休止届出書の「その他必要な事項」欄には、危険物の除去の状況等を記載

すること。 

エ 見やすい箇所に幅 0.3ｍ以上、長さ 0.6ｍ以上の地が白色の板に赤字で 

「休止中」と表示した標識を掲示するよう指導すること。 

オ 休止中についても、法第12条第１項の規定による基準維持義務が生じるこ

とを関係者へ周知すること。 

カ 再開届出の受理の際、設置者の変更を認めた場合は、関係者から変更に関

する内容を聴取し、危険物製造所等変更届出書又は危険物製造所等譲渡引渡

届出書により処理すること。 

７ 危険物製造所等の災害発生届出書に関する事務処理（駿伊危規則第15条） 

⑴ 危険物製造所等の災害発生届出に必要な書類 

ア 危険物製造所等の災害発生届出書 

イ 案内図 

ウ 敷地見取り図 

エ その他必要な書類（危険物取扱者免状の写し等） 

⑵ 事務処理上の留意事項 

ア 製造所等において危険物の漏えい、流出及び火災等の事故を覚知したとき

は、届出書に事故となった原因、発生に至った経緯、発生前、発生時の作業

の状況、事故の模様、関係者の講じた措置、被害状況等が明らかになる資料

を届出書に添付させること。 

イ 次に掲げる事故については、総務省消防庁の危険物に係る事故及びコンビ

ナート等特別防災区域における事故の報告オンライン処理システムの報告対

象となること。 

（ア） 製造所等の事故（火災、漏えい、爆発、破損等） 

（イ） 仮貯蔵又は仮取扱いに伴う事故 

（ウ） 無許可施設の事故 

（エ） 危険物移送、運搬中の事故 

８ 予防規程制定・変更認可申請書に関する事務処理（法第14条の２） 

事務処理上の留意事項 

⑴ 予防規程作成単位は、同一事業所内に複数の予防規程作成施設が存在する場
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合は、個々の施設ごとに作成するのではなく、事業所単位に該当する全ての施

設（該当しない施設も加えることが望ましい。）を網羅した予防規程とするこ

と。 

複数の予防規程作成施設が存在する場合には、申請書の「製造所等の別」、  

「貯蔵所又は取扱所の区分」、「設置の許可年月日及び許可番号」、「危険物

の類、品名（指定数量）、最大数量、指定数量の倍数」の欄は、代表的な施設

を記入し、その他の施設については、これらの項目を一覧表にしたものを申請

書へ添付させること。  

⑵ 津波による浸水が想定される地域に所在する製造所等は、津波対策について

予防規程に記載する必要があること。  

なお、津波による浸水が想定される地域は、地方公共団体等が作成した津波

浸水想定区域図等により確認すること。地方公共団体等が作成した津波浸水想

定区域図等には、「静岡県統合基盤地理情報システム」があること。 

９ 休止中の地下貯蔵タンク等の漏れの点検延長届出書に関する事務処理（危規則

第62条の５の２・危規則第62条の５の３） 

⑴ 休止中の地下貯蔵タンク等の漏れの点検期間延長申請に必要な書類  

ア 休止中の地下貯蔵タンク又は二重殻タンクの漏れの点検期間延長申請書、

休止中の地下埋設配管の漏れの点検期間延長申請書  

イ 危険物の除去方法、危険物又は可燃性蒸気の流入防止措置に関する資料  

ウ 対象となる地下貯蔵タンク又は地下埋設配管が判別できる資料（平面図等）  

⑵ 事務処理上の留意事項【平成22年７月８日消防危第 144号】 

ア 対象となる地下貯蔵タンク又は地下埋設配管には、次の措置が講じられて

いることを確認すること。 

（ア） 危険物が清掃等により完全に除去されていること。  

（イ） 危険物又は可燃性の蒸気が流入するおそれのある配管等について、閉止

板を設置する等、誤って危険物が流入するおそれがないようにするための

措置が講じられていること。  

イ 危険物の貯蔵及び取扱いを再開する場合の漏れの点検の実施時期は、漏れ

の点検の時期が延長された後、所有者等が申請した期間延長後の漏れの点検

予定日より前に危険物の貯蔵又は取扱いを再開する場合には、次に定める期

限までに漏れの点検を実施すること。  
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（ア） 延長申請前の漏れの点検の実施期限までに危険物の貯蔵及び取扱いが再

開される場合については、延長申請前の漏れの点検の実施期限  

（イ） 延長申請前の漏れの点検の実施期限より後で、かつ、期間延長後の漏れ  

の点検予定日以前に危険物の貯蔵及び取扱いが再開される場合については、

再開の日の前日 

ウ 申請書の「期間延長後の漏れの点検予定期日」の欄に記載された期日を超

えて、引き続き危険物の貯蔵及び取扱いを休止し、漏れの点検延長の承認を

受けようとする場合は、再度申請する必要があること。  
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第12 中間検査 

中間検査とは、完成検査時に検査できない項目又は工事の工程から完成検査前

に確認する必要があると認められる項目について、消防機関が直接行う検査又は

事業所等の自主検査報告書等により、設置又は変更許可申請の内容に従って施工

されていることを確認する検査をいう。  

中間検査項目及び確認方法は、おおむね次のとおりとする。  

１ 配管検査 

⑴ 配管の材料、口径及び経路  

⑵ 漏えいの有無 

ア 試験圧力は、当該配管の最大常用圧力の  1.5倍以上とする。 

イ 試験方法は、試験配管の末端をふさぎ、当該配管全体に規定の圧力をかけ

溶接箇所等の継手部に発泡剤（石けん水等）を塗布し漏れを確認する。  

⑶ 配管の塗覆装等 

⑷ 配管の電気防食措置 

２ 屋外タンク貯蔵所の検査 

⑴ 鉄筋コンクリート造の防油堤配筋  

ア 配筋の太さ及び間隔 

イ コンクリートの厚さ 

⑵ タンク底板の防食措置 

３ 地下タンク貯蔵所の検査  

⑴ タンク室検査 

ア 配筋の太さ及び間隔 

イ コンクリートの厚さ 

ウ タンク室の大きさ  

エ タンク基礎台（タンク枕）の大きさ 

オ タンク室防水措置  

⑵ 直埋設 

ア 配筋の太さ及び間隔 

イ 基礎の大きさ 

ウ タンク基礎台（タンク枕）の大きさ 

エ 支柱の太さ、本数 
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オ ふたの大きさ 

⑶ 一重殻タンク 

ア エポキシ樹脂等による防水措置の膜厚  

イ 傷の有無 

ウ 水圧試験 

⑷ 二重殻タンク 

ア 鋼製二重殻タンク【平成３年４月30日消防危第37号】 

（ア） スペーサーと基礎台の位置  

タンクの据付時、スペーサーの位置と基礎台が一致すること。  

（イ） 水圧試験 

イ 鋼製強化プラスチック製二重殻タンク【平成５年９月２日消防危第66号】 

（ア） 強化プラスチックの歪み、ふくれ、亀裂、損傷、孔、気泡の巻き込み、

異物の巻き込み、シート接合部不良等の有無  

（イ） 強化プラスチックの厚さ 

（ウ） 強化プラスチックのピンホールの有無 

（エ） 緩衝材の設置 

基礎台、固定バンド等の部分には、緩衝材（厚さ10㎜程度のゴム製シー

ト等）を挟み込み、接触面の保護状況を確認する。  

（オ） 水圧試験 

ウ 強化プラスチック製二重殻タンク【平成７年３月28日消防危第28号】 

（ア） 強化プラスチックに歪み、ふくれ、亀裂、損傷、孔、気泡の巻き込み、

異物の巻き込み等の有無 

（イ） 強化プラスチックの厚さ 

（ウ） 水圧試験 

⑸ タンク据付け 

ア タンクとタンク室等との間隔  

イ タンクの水平度  

⑹ 地下貯蔵タンクの内面の腐食を防止するためのコーティング【平成22年７月

８日消防危第 144号】 

ア 鋼板の板厚 

50㎠につき３点以上測定した場合、鋼板の板厚が 3.2㎜以上であること。  
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イ 内面コーティングの歪み、ふくれ、亀裂、損傷、孔等の有無 

ウ 内面コーティングの厚さ 

エ 内面コーティングのピンホールの有無 

４ 給油取扱所 

前１及び３によること。 
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第３章 製造所等に関する審査基準 

 

第１ 製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準  

１ 保安距離（危政令第９条第１項第１号・危規則第11条） 

⑴ 保安距離は、水平距離によるものとし、建築物の場合には外壁（ひさし等が

ある場合には、その先端からとする。）又は、工作物の外側、屋外の場合には

工作物又は装置、設備等の外側からとする。【昭和37年４月６日自消丙予発第

44号】 

⑵ 危政令第９条第１項第１号ただし書の「防火上有効な塀」は、原則として製

造所の設置後において、当該製造所の周囲に新たに保安物件が設置されたこと  

により、保安距離を確保することが困難となった場合に限り適用するものとし、

次によるものとする。（＊） 

ア 防火上有効な塀の位置は、保有空地の外側とすること。 

イ 防火上有効な塀の構造は、製造所から５ｍ以内の場所に設置する場合は、

耐火構造とすること。 

ウ 防火上有効な塀の高さは、保安物件が建築物の場合は軒高、また、建築物

以外の場合は頂部からそれぞれ次に掲げる製造所の部分とを結ぶ直線以上の

高さとすること。ただし、最低高さは２ｍとする。 

（ア） 屋外貯蔵タンクで、縦置型はタンク肩部分、横置型は頂部とすること。 

（イ） 前（ア）以外の製造所の場合は、当該製造所が建築物の場合は軒高、また、

建築物以外の場合は頂部からとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

隣接建築物 

防火上有効な塀  

製造所 

GL 

立面図 
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エ 防火上有効な塀は、製造所から保安距離の範囲内にある保安物件を防火上

有効な塀により保護することのできる長さ以上とすること。 

防火上有効な塀の長さの算定方法は、次の図のように製造所の外壁の両幅

端Ｏ１ 、Ｏ２ から10ｍ（住居に対する場合）の円を描き、保安距離に抵触す

る対隣建物の角Ｐ、弧との交点Ｑ、Ｒを求めＯ１ とＰ、Ｏ２ とＱ及びＲをそ

れぞれ直線で結び、隣接建物に対応する防火上有効な塀の長さＬ１ 、Ｌ２ を

求める。 

 

 

⑶ 危政令第９条第１項第１号イに規定する「その他の工作物」には、台船、廃

車したバス等が含まれる。 

また、同号イに規定する「住居の用に供するもの」には、宿直室は含まれな

いこと。【昭和37年４月６日自消丙予発第44号】 

⑷ 危政令第９条第１項第１号ロに規定する「学校、病院、劇場その他多数の人

を収容する施設」とは、直接その用途に供する建築物（学校の場合は、教室の

ほか体育館、講堂等、病院の場合は病室のほか手術室、診療室等）をいい、附

属施設とみなされるものは含まない。 

また、百貨店は、危政令第９条第１項第１号ロに規定する「学校、病院、劇

製
造
所 

防
火
上
有
効
な
塀 
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場その他多数の人を収容する施設」に該当しない。【昭和51年９月22日消防危

第56号】 

⑸ 危規則第11条第２号に規定する「医療法第１条の５第１項に定める病院」と

は、20人以上の患者の入院施設を有するものをいう。 

⑹ 危規則第11条第３号に規定する「その他これらに類する施設」とは、観覧場、

集会場、体育館等が該当する。（＊） 

⑺ 危政令第９条第１項第１号ロからヘまでの建築物等と同一敷地内であり、か

つ、これらと不可分の工程又は取扱いに係るもので、保安上支障のない場合は

、その距離について適用しないことができる（高圧ガス施設との保安距離につ

いては、【平成13年３月29日消防危第40号】によること。）。 

２ 保有空地（危政令第９条第１項第２号） 

⑴ 保有空地の算定は、前１⑴の例によること。 

⑵ 保有空地は、原則として所有者等が所有権、地上権、借地権等を有している

ものであること。 

⑶ 保有空地は、消防活動の用に供される場所であることから、平坦で、かつ、

軟弱でないものであること。 

また、当該空地の地盤面及び上空の部分には、物件等が介在しないものであ

ること。（＊） 

⑷ 同一敷地内に２以上の製造所等を隣接して設置する場合の保有空地は、それ

ぞれが保有すべき空地のうち、大なる空地の幅を保有すればよい。ただし、屋

外タンク貯蔵所が隣接する場合については、当該タンクの防油堤が保有空地に

かからないようにすること。（＊） 

 

 

 

 

 

 

 

⑸ 危険物を移送するための配管その他これらに準じる工作物（水系配管、非危

険物関係配管、電気ケーブル、ダクト等）を保有空地内に設置する場合は、保

屋外タンク貯蔵所  

９ｍ  

製造所  

５ｍ  

屋 内  

貯蔵所  

３ｍ  
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有空地としての効用を損なわない規模のもの、他の施設の配管等が通過するも

のも含めて保有空地内に設けることができる。 

 また、冷却用散水設備、水幕設備、消火設備、照明設備及びその他当該製造

所の保安設備は、保有空地内に設けても差し支えないこと。 

⑹ 保有空地内における植栽については、次によること。【平成８年２月13日消

防危第27号】 

ア 植栽できる植物 

保有空地内に植栽できる植物は、延焼の媒体とならず、かつ、消防活動上 

支障とならない矮性の草本類及び高さがおおむね50㎝以下の樹木であること。 

また、延焼防止上有効な葉に多くの水分を含み、かつ、冬季においてもそ

の効果が期待できる常緑の植物（草本類については、植替え等を適切に行い

絶えず延焼媒体とならない管理等を行う場合については、常緑以外のものと

することができる。）であること。 

なお、防油堤内の植栽は矮性の常緑草に限るものであること。 

イ 植栽範囲 

（ア） 貯蔵、取扱い等の作業の障害とならない範囲であること。 

（イ） 消防隊の進入、消火活動等に必要な空間が確保されること。 

（ウ） 消防水利からの取水等の障害とならないこと。 

（エ） 防災用の標識等の視覚障害とならないこと。 

（オ） 危険物施設の維持管理上支障とならないこと。 

    (ｶ) その他、事業所の形態等を考慮し火災予防上、延焼防止上及び消防活動

上支障とならないこと。 

ウ 維持管理 

植栽した植物が、枯れて延焼媒体とならないよう、また、成長により前イ

の条件を満足しないこととならないよう適正な維持管理が行われるものであ

ること。 

⑺ 危政令第９条第１項第２号ただし書の「防火上有効な隔壁」は次によること。 

ア 隔壁は耐火構造とすること。 

イ 隔壁には窓を設けないこと。 

ウ 隔壁に設ける出入口等の開口部は作業工程上必要最小限度のものとし、随

時開けることができる自動閉鎖の特定防火設備（防火戸に限る。）を設ける
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こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑻ 製造所の設置場所が海、河川に面する等、外部の立地条件が防火上安全であっ 

て、公共危険が極めて少ない場合には、危政令第23条を適用して所要の保有空

地の幅をとらないことができる。 

３ 標識・掲示板（危政令第９条第１項第３号） 

⑴ 標識・掲示板は、製造所ごとに出入口付近等の外部から見やすい箇所に設け

ること。 

⑵ 材質は、耐候性、耐久性があるものとし、また、その文字は、雨水等により

容易に汚損又は消失しないものであること。 

４ 地階（危政令第９条第１項第４号） 

機器、タンク等のピットは、地階と解さないこと。 

５ 建築物の構造（危政令第９条第１項第５号から８号まで） 

⑴ 危政令第９条第１項第５号に規定する「延焼のおそれのある外壁」は次によ

ること。【平成元年７月４日消防危第64号】 

ア 「延焼のおそれのある外壁」とは、隣地境界線、道路中心線又は同一敷地

内の二以上の建築物相互の外壁間の中心線から、１階にあっては３ｍ、２階

にあっては５ｍ以内にある建築物の外壁をいう。ただし、防火上有効な公園

、広場、川等の空地若しくは水面その他これらに類するものに面する建築物

の外壁を除く。 

なお、１階の高さが５ｍ以上の部分については、２階相当部分とみなし指

導すること。（＊） 

防火上有効な隔壁  

保有空地  

３ｍ以上  

（５ｍ以上）  

平面図 
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イ 延焼のおそれのある外壁に換気及び排出設備を設ける場合は、貫通部分に

防火上有効に温度ヒューズ付の防火ダンパー等を設けることにより、危政令

第９条第１項第５号に規定する「出入口以外の開口部」に該当しないものと

する。 

ウ 延焼のおそれのある外壁に危険物配管を貫通させる場合は、当該外壁と配

管との隙間をモルタルその他の不燃材料で埋め戻すこと。 

⑵ 危政令第９条第１項第７号の危険物を取り扱う建築物の窓及び出入口とは、

居室等に設置する場合も含め、全ての部分（屋内部分も）に該当するものであ

ること。 

⑶ 危険物を取り扱わない部分の構造規制【平成９年３月26日消防危第31号】 

製造所の建築物のうち、危険物を取り扱わない部分（事務所等）については、 

危険物を取り扱う部分と出入口（随時開けることができる自動閉鎖の特定防火

設備に限る。）以外の開口部を有しない耐火構造の壁又は床で防火上安全に区

画した場合は、部分規制ではなく構造規制の緩和とし、次によること。 

ア 間仕切り壁は、準不燃材料とすることができる。 

イ 窓又は出入口に用いるガラスは、網入りガラス以外のガラスとすることが

できる。 

なお、当該ガラスを用いた窓又は出入口は特定防火設備又は防火設備でな

ければならないものであること。 

 

 

 

 

 

延焼のおそれのある外壁  延焼のおそれのある外壁以外の外壁  
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⑷ 階層を有する建築物で、上階の床の構造により放爆構造にできないものにつ

いては、周囲の状況及び取り扱う危険物の種類、数量、取扱方法等を総合的に

判断し、窓等の開口部を代替とすることができる。（＊） 

⑸ 休憩室は製造所の一部であり、危政令第９条の技術上の基準によること。 

なお、休憩室内の喫煙その他の火気の使用は、火気の使用による火災の発生

を防止し得る態様で行われる必要があることから、次の措置を講ずること。 

【平成14年２月26日消防危第30号】 

ア 休憩室内における火気を使用する場所を限定すること。 

イ 休憩室の出入口に、休憩室内への可燃性の蒸気及び可燃性の微粉の流入を

防止するため、自動閉鎖の戸を設けるとともに、敷居を高くする等の措置を

とること。 

ウ 休憩室に、第５種消火設備を配置するといった初期消火の措置をとること。 

エ 休憩室は、火災等の災害時の影響を考慮した位置とすること。 

６ 床・排水溝・貯留設備（危政令第９条第１項第９号） 

⑴ 危政令第９条第１項第９号に規定する「危険物が浸透しない構造」には、コ

ンクリート、金属板等で造られたものがある。 

⑵ 危政令第９条第１項第９号に規定する「漏れた危険物を一時的に貯留する設

備」には、例としてためますがある。 

なお、ためますには、床の周囲の囲い（建築物の壁、敷居等を利用する場合 

防火設備の出入口（網入りガラス以外のガラス） 

区画（耐火構造・随時開けることができる自動閉鎖の特定防火設備） 

保有空地  

間仕切り壁（準不燃材料） 

防火設備（網入りガラス以外のガラス） 

危
険
物
を
取
り
扱
う
部
分 

防火設備の窓 

（網入りガラス以外のガラス） 

危
険
物
を
取
り
扱
わ
な
い
部
分 
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を含む。）又は排水溝を設け、ためますに向かって水勾配を付けること。（＊） 

ア 排水溝の大きさは、幅10㎝及び深さが５㎝以上とするよう指導すること。 

イ ためますの大きさは、縦、横及び深さがそれぞれ30㎝以上とするよう指導

すること。 

また、危険物が浸透しない構造とするとともに、油分離装置と接続する場

合は、開閉弁等を設けること。 

７ 採光・照明（危政令第９条第１項第10号） 

⑴ 危政令第９条第１項第10号に規定する「必要な採光、照明設備」については、 

照明設備が設置されている場合で、危険物を取り扱う場合において十分な照度

が確保されていれば採光を設けないことができること。【平成元年５月10日消

防危第44号】 

⑵ 「必要な採光」を屋根面にとる場合は、網入りガラスとし、かつ、採光面積

を最小限の大きさとすること。 

８ 換気・排出設備（危政令第９条第１項第10号・11号） 

⑴ 危政令第９条第１項第11号に規定する「可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞

留するおそれのある建築物」は次のいずれかに該当するものであること。 

ア 引火点が40℃未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う場合 

イ 引火点が40℃以上の危険物であっても、その可燃性液体を当該引火点以上

の状態で貯蔵し、又は取り扱う場合 

ウ 可燃性微粉（危険物、非危険物を問わない。）が滞留するおそれのある場     

合 

⑵ 危政令第９条第１項第10号に規定する「換気設備」及び同項第11号に規定す

る「排出設備」については、別記１「換気設備等」によること。 

９ 屋外の取扱設備（危政令第９条第１項第12号） 

⑴ 危政令第９条第１項第12号に規定する危険物の流出防止に「これと同等以上

の効果があると認められる総務省令で定める措置」は、次によるものとする。 

ア 危険物取扱設備の周囲の地盤面に有効な排水溝を設ける場合 

イ 危険物取扱設備の架台等に有効なせき又は囲いを設ける場合 

⑵ 危政令第９条第１項第12号に規定されている「水に溶けないもの」とは、温

度20℃の水 100ｇに溶解する量が１ｇ未満であるものをいい、危政令別表第３

備考第９号に規定する「非水溶性液体」とは異なるものであること。【平成元
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年７月４日消防危第64号】 

⑶ 貯留設備を、ためますとする場合は、前６⑵イの例によること。 

⑷ 危政令第９条第１項第12号に規定する「油分離装置」を油分離槽とする場合

の大きさは、一槽当たり縦、横が 0.4ｍ以上深さが 0.8ｍ以上程度とし、その

槽数は３槽以上とするよう指導すること。（＊） 

なお、前段で示した大きさ及び槽数で流入することが予想される油の量を有

効に分離することができない場合は、流入することが予想される油の量を有効

に分離することができる大きさ及び槽数とすること。【昭和37年４月６日自消

丙予発第44号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

10 危険物のもれ・あふれ等の飛散防止（危政令第９条第１項第13号） 

⑴ 指定数量の５分の１未満の危険物を取り扱う屋外又は屋内のタンクは、危政

令第９条第１項第13号に規定する「危険物を取り扱う機械器具その他の設備」

として取り扱うこと。【平成10年３月16日消防危第29号】 

 なお、当該タンクのうち、金属製以外のタンクについては、強度、耐熱性、

排水溝  

４槽の油分離槽の例（断面図）  

危険物収容容積  

公共下水へ  

屋外の取扱設備の構造例 

貯留設備  

油分離装置  

囲い  

0.15ｍ以上 

屋外の取扱設備  
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耐薬品性等を有していること。 

⑵ 危政令第９条第１項第13号に規定する「危険物のもれ、あふれ又は飛散を防

止することができる構造」とは、当該機械器具その他設備が、それぞれの通常

の条件に対し、十分余裕をもった容量、強度、性能等を有するように設計され

ているもの等をいう。 

⑶ 危政令第９条第１項第13号ただし書の「危険物のもれ、あふれ又は飛散によ

る災害を防止するための附帯設備」とは二重配管、戻り管、波返し、覆い、フ

ロートスイッチ、ブース、受皿等の設備をいう。 

11 温度測定装置（危政令第９条第１項第14号） 

危政令第９条第１項第14号に規定する「温度測定装置」は、危険物を取り扱う

設備の種類、危険物の物性、測定温度範囲等を十分に考慮し、安全で、かつ、温

度変化を正確に把握できるものを設置すること。 

12 加熱乾燥設備（危政令第９条第１項第15号） 

危政令第９条第１項第15号ただし書に規定する「火災を防止するための附帯設

備」とは、例として直火を用いる当該設備が危険物の漏れ、あふれ又は飛散に対

して直火に触れないように保護し、又は遮断する設備であり、他の設備に対して

不燃材料の壁で仕切られている場合等をいう。 

13 圧力計・安全装置（危政令第９条第１項第16号） 

⑴ 危政令第９条第１項第16号に規定する「圧力計」は、危険物を取り扱う設備

の種類、危険物の物性、取扱い圧力範囲等を十分に考慮し、安全で、かつ、圧

力変化を正確に把握できるものを設置すること。 

⑵ 危政令第９条第１項第16号に規定する「安全装置」は、危険物を取り扱う設

備の種類、危険物の物性、取扱い圧力範囲等を十分に考慮し、速やかに安全な

圧力とすることができるものを設置すること。 

14 電気設備の基準（危政令第９条第１項第17号） 

電気設備の技術基準は、別記２「電気設備」によること。 

15 静電気除去装置（危政令第９条第１項第18号） 

⑴ 危政令第９条第１項第18号に規定する「静電気が発生するおそれのある設備」

とは、特殊引火物、第１石油類、第２石油類及び導電率が10－8Ｓ／ｍ（ジーメ 

ンス／メートル）以下の危険物を取り扱う設備をいう。 

⑵ 接地抵抗値はおおむね 1,000Ω以下となるよう設けること。 
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16 避雷設備（危政令第９条第１項第19号） 

⑴ 危政令第９条第１項第19号に規定する「周囲の状況によって安全上支障がな

い場合」には、周囲に管理権原下にある製造所等又は煙突（適法に避雷設備が

設置されているものに限る。）があり、その保護角の範囲内にある場合で安全

上支障がない場合等をいうものであること。【昭和56年10月１日消防危第 126

号】 

⑵ 製造所の保護レベルは、原則としてⅠとすること。ただし、雷の影響からの

保護確率を考慮した合理的な方法により決定されている場合については、保護

レベルをⅡとすることができること。 

また、屋外貯蔵タンクを受雷部システムとして利用することは、原則として

差し支えないこと。【平成17年１月14日消防危第14号】 

⑶ 避雷設備は、製造所の建築物の他、屋外の20号タンク、塔槽類その他の工作

物も対象とするものであること。（＊） 

17 危険物を取り扱うタンク（危政令第９条第１項第20号） 

危政令第９条第１項第20号に規定する「危険物を取り扱うタンク（以下「20号

タンク」という。）」とは、危険物を一時的に貯蔵し、又は滞留させるタンクで

あって、屋外又は屋内にある容量が指定数量の５分の１以上のもの及び容量にか

かわらず地下にあるものをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 20号タンクの容量算定 

危険物を  

取り扱うタンク  

屋外又は屋内の危険物

を取り扱うタンク  

地下の危険物を取り扱うタンク

（20 号タンク）  

容量が指定数量の倍数の５分の１

未満（13 号設備）  

容量が指定数量の倍数の５分の１

以上（20 号タンク）  
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20号タンクの容量は、危政令第５条第２項又は第３項のいずれかの方法によ

り算定すること。 

なお、特殊の構造又は設備を用いる一定量の算定は、算定量の少ない方の量

とし、次によること。 

ア 戻り配管による方法 

側板に戻り配管を設ける場合には、配管の下端部を一定量とする。ただし、 

配管形状等により液面を特定できる場合には、その量を一定量とすることが

できる。 

  

 

イ 液面感知センサーによるもの 

複数の液面感知センサーを設ける場合には、容量の少ない位置にあるセン

サーの液面を一定量とする。 

また、上々限センサー（Ｓ２）と上限センサー（Ｓ１）とは、適当な間隔

をとるよう指導すること。（＊） 

なお、上限センサー（Ｓ１）の液面が指定数量の５分の１未満の場合には、 

20号タンクに該当しないものであるが、上々限センサー（Ｓ２）を取り外す

ことはできないものであること。 

        

 

 

ウ 液量計、重量計等によるもの 
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使用する定量を液量計、重量計等で計測する場合には、その定量を一定量

とする。 

エ 閉鎖系内で危険物を取り扱うもの 

油圧装置、潤滑油循環装置等の許可数量を瞬間最大停滞量により算出して

いる場合には、タンクの一定量は瞬間最大停滞量とする。 

  

⑵ 20号タンクに該当するものの範囲【昭和58年３月９日消防危第21号】 

20号タンクとは、危険物を一時的に貯蔵し、滞留させるタンクであって、工 

程中において危険物の貯蔵又は滞留の状態に着目した場合に、屋外貯蔵タンク、 

屋内貯蔵タンク等と類似の形態を有し、かつ、類似の危険性を有するものであ

る。したがって、滞留があっても、危険物の沸点を超えるような高温状態等で

危険物を取り扱うものは、一般的には20号タンクには含まれないこと。 

20号タンクに該当するものであるかどうかの判断は、一義的には、タンクの

名称、形状又は附属設備（撹拌機、ジャケット等）の有無は関係のないもので

あること。 

また、タンクの設置位置が地上又は架構の上部等にあるかどうかで判断する

ものでないこと。 

⑶ 20号タンクは、次に掲げるものであること。【昭和58年３月９日消防危第21

号】 

ア 危険物の物理量の調整を行うタンク 

回収タンク、計量タンク、サービスタンク、油圧タンク（工作機械等と一

体とした構造のものを除く。）等であって、量、流速、圧力等の調整を目的
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としたもの 

イ 物理的操作を行うタンク 

混合（溶解を含む。）タンク、静置分離タンク等であって、混合、分離等

の操作を目的とするもの 

ウ 単純な化学的処理を行うタンク 

中和タンク、熟成タンク等であって、中和、熟成等の目的のため、貯蔵又

は滞留状態において著しい発熱を伴わない処理を行うもの 

⑷ 20号タンクに該当しない危険物を取り扱う設備等としては、次に掲げるよう

なものが該当する。【昭和58年３月９日消防危第21号】 

ア 蒸留塔、精留塔、分留塔、吸収塔及び抽出塔 

イ 反応槽 

ウ 分離器、ろ過器、脱水器、熱交換器、蒸発器及び凝縮器 

エ 工作機械等と一体とした構造の油圧用タンク 

オ 焼き入れ槽、部品洗浄槽、撹拌槽その他機能上、槽上部を開放して使用す 

る構造のもの 

カ 機能上移動する目的で使用する構造のもの 

⑸ 20号タンクの位置、構造及び設備は、危政令及び危規則の規定によるほか次

によること。【平成10年３月16日消防危第29号】 

ア サイトグラスの設置 

サイトグラスは保守管理や品質管理など20号タンク内を確認する必要があ

る場合に設けるものであり、直接視認するもの、テレビカメラで監視するも

ののほか、目視等のため内部照明に用いるものも該当する。 

次の全てに該当する場合には、20号タンクの一部にサイトグラスを設ける

ことができること。 

（ア） 外部からの衝撃により容易に破損しない構造のものであること。例とし

ては、サイトグラスの外側に網、蓋等を設けることにより、サイトグラス

が衝撃を直接受けない構造、想定される外部からの衝撃に対して安全な強

度を有する強化ガラス等が用いられているもの等があること。 

（イ） 外部からの火災等の熱により破損しない構造のもの又は外部からの火災

等の熱を受けにくい位置に設置されるものであること。例としては、サイ

トグラスの外側に使用時以外は閉鎖される蓋を設けるもの、サイトグラス
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を20号タンクの屋根板部分等に設置するもの等があること。 

（ウ） サイトグラスの大きさは必要最小限のものであること。 

（エ） サイトグラス、パッキン等の材質は、タンクで取り扱う危険物により侵

されないものであること。 

（オ） サイトグラスの取付部は、サイトグラスの熱変位を吸収することができ

るものであること。例としては、サイトグラスの両面にパッキン等を挟ん

でボルトにより取り付けるもの等があること。 

（カ） サイトグラスの取付部の漏れ又は変形に係る確認は、タンクの気相部に

設けられるサイトグラスにあっては、気密試験により、タンクの接液部に

設けられるサイトグラスにあっては、水張試験等により行われるものであ

ること。 

イ 支柱の耐火性能 

屋外の20号タンクの支柱は耐火性能を有するものとされているが、支柱周

囲で発生した火災を有効に消火することができる第３種消火設備が設けられ

ている場合には、支柱を耐火構造としないことができる。 

なお、「支柱周囲で発生した火災を有効に消火することができる。」とは、 

火災時の熱等による支柱の変形を防止できるよう第３種消火設備の放射範囲

内にある場合をいう。 

ウ 放爆構造 

屋外の20号タンクは放爆構造とされているが、第２類又は第４類の危険物

を取り扱う20号タンクについては、次の全てに該当する場合に限り、放爆構

造としないことができること。 

（ア） タンク内における取扱いは、危険物等の異常な化学反応等によりタンク

の圧力が異常に上昇しないものであること。 

（イ） タンクの気相部に不活性ガスが常時注入されている（不活性ガスの供給

装置等が故障した場合においても気相部の不活性ガスの濃度が低下しない

もの) など、気相部で可燃性混合気体を形成しない構造又は設備を有する

こと。 

（ウ） フォームヘッド方式の第３種固定式泡消火設備又は第３種水噴霧消火設

備が有効に設置されているなど、タンクの周囲で火災が発生した場合にお

いてタンクを冷却することができる設備が設けられていること。 
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エ さび止め塗装 

ステンレス鋼板その他の耐食性を有する鋼板で造られている屋外又は屋内

のタンクについては、さび止め塗装をしないことができる。 

オ 自動表示装置 

20号タンクは、危険物の量を自動的に表示する装置を設けることとされて

いるが、危険物が過剰に注入されることによる危険物の漏えいを防止するこ

とができる構造又は設備を有するタンクについて、自動表示装置を設けない

ことができる。 

（ア） 一定量以上の量の危険物が当該タンクに注入されるおそれがない構造を

有する20号タンクの例（自然流下配管が設けられているもの） 

20号タンクに一定量以上の危険物が注入された場合、無弁の自然流下配

管を通じて滞ることなく主タンク（供給元タンク）に危険物が返油され、

20号タンクの最高液面が自然流下配管の設定位置を超えない構造のもの 

  

 

（イ） 一定量以上の量の危険物が当該タンクに注入されることを防止すること

ができる複数の構造又は設備を有する20号タンクの例 

あ 液面感知センサーを複数設置し、各センサーから発せられる信号によ

り一定量を超えて危険物が注入されることを防止するもの 

（あ） 危険物注入用ポンプを停止させる設備が複数設けられているもの 
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（い） 危険物注入用ポンプを停止させる設備と主タンク（供給元タンク）

の元弁を閉止する設備がそれぞれ設けられているもの 

           

 

（う） 危険物注入用ポンプを停止させる設備と三方弁を制御することによ

り一定量以上の危険物の注入を防止する設備がそれぞれ設けられてい

るもの 
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い 20号タンクへの注入量と当該タンクからの払出量をそれぞれ計量し、

これらのタンク内にある危険物の量を算出し、算出量が一定以上になっ

た場合、タンクへの注入ポンプを停止させる設備と液面センサーが発す

る信号により主タンク（供給元タンク）の元弁を閉止する設備がそれぞ

れ設けられているもの 

         

 

う 20号タンクへの危険物の注入が当該タンクが空である場合にのみ行わ

れるタンクで、タンクへの注入量を一定量以下に制御する設備と液面セ

ンサーが発する信号により主タンク（供給元タンク）の元弁を閉止する

設備がそれぞれ設けられているもの 
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カ 20号防油堤の高さ 

20号タンクの防油堤については、高さを 0.5ｍ以上とすることとされてい

るが、製造プラント等にある20号タンクであって、当該タンクの側板から、

次の表のタンク容量の区分に応じそれぞれ同表に定める距離以上の距離を有

する20号防油堤の部分については、危政令第23条を適用し、高さを0.15ｍ以

上とすることができる。 

 なお、タンク容量の区分に応じた距離を確保できない部分については、漏

えい時の飛散、いつ流を防止する必要から危政令第23条の適用はできないも

のであること。 

 

タンク容量

の 区 分 

10ｋＬ未満 10ｋＬ以上

50ｋＬ未満 

50ｋＬ以上

100ｋＬ未満 

100ｋＬ以上

200ｋＬ未満 

200ｋＬ以上

300ｋＬ未満 

距  離 0.5ｍ ５ｍ ８ｍ 12ｍ 15ｍ 
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キ 20号防油堤が設けられる場合の屋外の危険物取扱設備の周囲に設ける囲い 

屋外の危険物取扱設備の周囲に高さ0.15ｍ以上の囲いを設けることとされ

ているが（危政令第９条第１項第12号）、当該設備の周囲に20号防油堤（前

カとした防油堤を含む。）が設けられるとともに次の（ア）及び（イ）に適合する場

合、又は当該設備が20号タンク（配管を含む。）に限られるとともにその周

囲に20号防油堤が設けられている場合には、危政令第９条第１項第12号の囲

いを設けないことができる。 

（ア） 20号防油堤の内部の地盤面がコンクリートその他危険物が浸透しない材

料で覆われていること。 

（イ） 20号防油堤の内部の地盤面に適当な傾斜及びためますが設けられている

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危険物取扱設備  

20 号タンク  

傾斜  

傾斜  

20 号防油堤 

（高さ 0.15ｍ以上）  

ためます  

油分離装置  

20号防油堤により流出防止措置を兼ねる例  
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ク 20号防油堤に設ける水抜弁等 

20号防油堤には水抜き口及びこれを開閉する弁を設けることとされている

が、次の（ア）及び（イ）に適合する場合には、水抜き口及び開閉弁を設けないこと

ができる。 

（ア） 20号防油堤の内部で取り扱われる危険物は、第４類の危険物（水に溶け

ないものに限る。）のみであること。 

（イ） 20号防油堤内の20号タンクのうち、その容量が最大であるタンクの容量

以上の危険物を分離する能力を有する油分離装置が設けられていること。 

⑹ 屋外にある20号タンクに設ける防油堤の構造は、鉄筋コンクリート造又は盛

土造とし、危規則第13条の３の規定によるほか別記５「防油堤の構造等に関す

る運用基準」に準じるよう指導すること。 

⑺ 危政令第９条第１項第20号イ及びロにおいて準用する危政令第11条第１項第

12号並びに危政令第12条第１項第11号に規定する配管とタンクの結合部分の損

傷防止として可撓管
か と う か ん

継手を設ける場合は、第３「屋外タンク貯蔵所の位置、構

造及び設備の技術上の基準」18の例によること。 

なお、架構内等で配管支持物とタンク基礎が同一と認められ、配管とタンク

の結合部分の損傷防止ができるものについては、可撓管
か と う か ん

継手を設けないことが

できる。 

⑻ 危政令第９条第１項第20号イ及びロにおいて準用する危政令第11条第１項第

８号並びに危政令第12条第１項第７号に規定する通気管及び安全装置は、危険

物の性状若しくは取扱い作業上、その設置が困難であり、かつ、内圧の上昇又

は減少によるタンクの破損を防止できる構造としたものについては、その設置

を免除し、又はその口径の基準を適用しないことができる。 

18 危険物配管等（危政令第９条第１項第21号・危規則第13条の４・危規則第13条

の５・危告示第４条） 

危険物を取り扱う配管については、危政令第９条第１項第21号の定めによるほ

か、次のとおりとする。 

⑴ 危政令第９条第１項第21号イに規定する配管基準において「その設置される

条件及び使用される状況に照らして十分な強度を有するもの」のうち金属製の

ものには、次の規格に適合する配管材料があること。 
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配 管 材 料 

JIS G 3101 一般構造用圧延鋼材                SS 

    3103 ボイラー及び圧力容器用炭素鋼及びモリブデン鋼鋼板 SB 

    3106 溶接構造用圧延鋼材                SM 

    3452 配管用炭素鋼鋼管                 SGP 

    3454 圧力配管用炭素鋼鋼管               STPG 

    3455 高圧配管用炭素鋼鋼管               STS 

    3456 高温配管用炭素鋼鋼管               STPT 

    3457 配管用アーク溶接炭素鋼鋼管            STPY 

    3458 配管用合金鋼鋼管                 STPA 

JIS G 3459 配管用ステンレス鋼鋼管              SUS-TP 

    3460 低温配管用鋼管                  STPL 

    4304 熱間圧延ステンレス鋼板              SUS-HP 

    4305 冷間圧延ステンレス鋼板              SUS-CP 

    4312 耐熱鋼板                     SUH-HP 

JIS H 3300 銅及び銅合金の継目無管              C-T 

                                C-TS 

    3320 銅及び銅合金の溶接管               C-TW 

                                C-TWS 

    4080 アルミニウム及びアルミニウム合金継目無管     A-TES 

                                A-TD 

                                A-TDS 

    4090 アルミニウム及びアルミニウム合金溶接管      A-TW 

                                A-TWS 

    4630 チタン及びチタン合金－継目無管          TTP 

  ⑵ 強化プラスチック配管を用いる場合は、別記３「強化プラスチック製配管」

によること。 

⑶ 配管は延焼のおそれのある外壁を貫通させることができる。ただし、当該外

壁と配管との隙間をモルタルその他の不燃材料で埋め戻すこと。【平成元年７

月４日消防危第64号】 
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⑷ 危政令第９条第１項第21号に規定する配管の水圧試験等については、次によ

ること。 

ア 水圧試験等は、原則として配管をタンク等に接続した状態で行うこと。た

だし、タンク等へ圧力をかけることができない場合については、その接続部

直近で閉鎖して行うこと。 

イ 安全弁を設けた配管については、当該安全弁の作動圧力を最大常用圧力と

みなして行うこと。 

ウ 自然流下により危険物を送る配管については、最大背圧を最大常用圧力と

みなして行うこと。 

エ 水圧試験等は、配管の継手の種類にかかわらず、危険物が通過し、又は滞

留する全ての配管について行うこと。 

⑸ 危政令第９条第１項第21号ヘに規定する「配管に加熱又は保温のための設備」 

を設ける場合は、次によること。 

ア 保温又は保冷のために外装する場合の保温材は、不燃材料又はこれと同等

以上の性能を有するものを用いるとともに、雨水等が浸入しないように鉄板

等で被覆すること。 

イ 加熱設備を設ける配管には、温度検出装置を設けるとともに、常時人がい 

る場所に遠隔指示される等常時運転状態を監視するよう指導すること。（＊） 

ウ 二重管による加熱設備を有する配管は、配管の伸縮による内管と外管との

ずれが起こり難い材質及び構造とすること。 

エ 加熱設備の熱源は、原則として蒸気又は温水とする。ただし、作業工程上

やむを得ず電気とする場合は、次によること。【昭和55年10月15日消防危第 

 126号】 

（ア） 監視室に保安装置を設置し、常に使用状態を監視する。 

（イ） 漏電、過電流、加熱等の非常時には、警報を発するとともに、これと連

動して自動的に当該加熱設備を遮断できる構造とすること。 

⑹ 可動部分に限り高圧ゴムホース等を使用することについては、使用場所周囲

の温度又は火気の状況、ゴムホースの耐油、耐圧性能、点検の頻度等を総合的

に判断し、安全性が確認できる場合に限って危政令第23条を適用して認めるこ

とができる。 

⑺ 製品の品質管理等に伴い、配管の洗浄を頻繁に行うために用いる場合は、常
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時点検できる場所に設ける場合に限り、ヘルールクランプ等の結合金具による

ことができる。 

⑻ 危規則第13条の４に規定する地上配管の「外面の腐食を防止するための塗装」 

とは、防錆塗料等をいうが、亜鉛メッキ鋼管（白管）又はステンレス鋼管を用

いたときは、腐食を防止するための塗装をしないことができる。 

⑼ 危規則第13条の４に規定する「電気的腐食のおそれのある場所」には、おお

むね次のア又はイに掲げる場所が該当するものである。【昭和53年11月７日消

防危第 147号】 

ア 直流電気鉄道の軌道又はその変電所からおおむね１㎞の範囲内にある場所 

イ 直流電気設備（電解設備、その他これに類する設備をいう。）の周辺。た

だし、ア又はイのいずれかに該当する場合であっても、対地電位又は地表面

電位こう配を測定した結果、次の（ア）又は（イ）に該当する場合は、電気的腐食の

ある場所に該当しないものである。 

なお、直流電気設備による腐食電流の及ぼす範囲は、対地電位を測定して

判断すること。 

（ア） 対地電位の判断基準は、10分間以上測定した結果、最大電位変化幅50㎷

未満となるもの    
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（イ） 地表面電位こう配の判断基準は、10分間以上測定した結果、１ｍ当たり

の最大電位変化幅５㎷未満となるもの 

     

          

 

  

 

⑽ 危告示第４条第１号に規定する「過防食による悪影響を生じない範囲」とは、 

配管（鋼管）の対地電位平均値が－ 2.0Ｖより負とならない範囲をいう。【昭

和53年11月７日消防危第 147号】 

⑾ ピット式配管（点検可能な構造のコンクリート製ピット内部を通した配管）

については、電気防食対象配管とはならないものであること。 

⑿ 危規則第13条の４に規定による地下配管の防食措置は、次によること。 

ア 配管の表面処理後、アスファルトプライマー（70～ 110ｇ／㎡）を均一に

塗装し、更に石油系ブローンアスファルト又はアスファルトエナメルを加熱

溶融して塗装した上から、アスファルトを含浸した覆装材（ヘッシャンクロ
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ス、ビニロンクロス、ガラスマット、ガラスクロス）を巻き付ける。塗覆装

の最小厚さ１回塗１回巻で 3.0㎜（危告示第３条） 

        

 

イ JIS G 3477-1「ポリエチレン被覆鋼管－第１部：外面３層ポリエチレン押

出被覆鋼管」、JIS G 3477-2「ポリエチレン被覆鋼管－第２部：外面ポリエ

チレン押出被覆鋼管」、JIS G 3477-3「ポリエチレン被覆鋼管－第３部：外

面ポリエチレン粉体被覆鋼管」 

 

ウ 口径15Ａ～ 200Ａ配管にポリエステル系接着剤を塗布し、その上に硬質塩

化ビニル（厚さ 2.O㎜）を被覆したもの【昭和53年５月25日消防危第69号】 

        

 

エ 配管にペトロラタムを含浸したテープを厚さ 2.2㎜以上となるよう密着し

て巻きつけ、その上に接着性ビニールテープで 0.4㎜以上巻きつけ保護した

もの【昭和54年３月12日消防危第27号】 
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オ ポリエチレンチューブを配管に被覆した後バーナー等で加熱し、 2.5㎜以

上の厚さで均一に収縮密着したもの【昭和55年４月10日消防危第49号】 

         

 

カ 口径15Ａ～ 100Ａの配管に、ナイロン12を 0.6㎜の厚さで粉体塗装したも

の【昭和58年11月14日消防危第 115号】 

        

 

キ 地下室内の架空配管及び点検できるコンクリート製ピット内配管（ピット 

内に流入する水を排出するための水抜口を設けた場合に限る。）については、

地上配管の防食措置とすることができる。 

また、腐食性のない材料で造った気密構造の管内に金属配管を通す二重配

管方式のものについても地上配管の防食措置とすることができる。 

⒀ 危規則第13条の５第２号ただし書に規定する「火災によって当該支持物が変
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形するおそれのない場合」については、次のものが該当すること。 

ア 支持物の高さが 1.5ｍ以下で、不燃材料で造られたもの【平成元年７月４

日消防危第64号】 

イ 製造所等の存する事業所の敷地内に設置された支持物が、不燃材料で造ら

れたもので、次のいずれかである場合【平成元年７月４日消防危第64号】 

（ア） 支持する配管の全てが高引火点危険物を 100℃未満で取り扱うもの 

（イ） 支持する配管の全てが引火点40℃以上の危険物を取り扱う配管で、周囲

に火気等を取り扱う設備が存しないもの 

（ウ） 周囲に危険物を貯蔵し、又は取り扱う設備及び火気等を取り扱う設備の

存しないもの 

ウ 火災により配管の支持物の支柱等の一部が変形したときに、当該支柱等以

外の部分により配管の支持機能が維持される場合【平成元年12月21日消防危

第 114号】 

エ 火災時における配管の支持物の変形を防止するため、有効な散水設備を設

けた場合【平成２年５月22日消防危第57号】 

 例として、配管の支持物付近に屋外消火栓があり、当該消火栓の有効放射

範囲内に配管支持物があるもの等 

オ 製造所の建築物内及び防油堤内に設置されている場合 

⒁ 配管に設けるサイトグラス【平成13年２月28日消防危第24号】 

危険物を取り扱う配管の一部にサイトグラスを設置する場合は、保安管理や

品質管理など配管内を流れる危険物の状態等を確認する必要がある場合とし、

次の全てに適合する場合に設けることができる。 

ア 大きさ・強度 

（ア） サイトグラスの大きさは必要最小限のものであること。 

（イ） サイトグラスは、外部からの衝撃により容易に破損しない構造のもので

あること。 

構造例として、サイトグラスの外側に保護枠、蓋等を設けることにより、 

サイトグラスが衝撃を直接受けない構造となっているもの、想定される外

部からの衝撃に対して安全な強度を有する強化ガラス等が用いられている

もの等があること。 
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イ 耐薬品性 

サイトグラス及びパッキンの材質は、取り扱う危険物により侵されないも

のであること。 

構造例として、ガソリン、灯油、軽油、重油等の油類の場合は耐油性パッ 

キン又はテフロン系パッキン等 

酸性、アルカリ性物品の場合はテフロン系パッキン等 

ウ 耐熱性 

（ア） サイトグラスは、外部からの火災等の熱によって容易に破損しない構造

のものであること。 

構造例として、サイトグラスの外側に、使用時以外は閉鎖される蓋を設

ける構造等があること。ただし、外部からの火災等の熱に対して耐熱性を

有しているガラス等については、蓋を設ける構造としないことができる。 

（イ）  サイトグラスの取付部は、サイトグラスの熱変位を吸収することができ

る構造とすること。 

構造例として、サイトグラスの両面にパッキンを挟んでボルトにより取

り付ける構造等があること。 
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⒂ 危険物を移送するための配管には、見やすい箇所に危険物の品名及び危険物

の移送方向を表示するよう指導すること。（＊） 

 19 その他 

⑴ 製造所における危険物以外の物品の調達【平成24年８月28日消防危第 199号】 

  製造所において、当該施設の設備を用いて危険物に該当しない物品を製造可 

能な場合があるが、次のアからエの要件を満たす場合は、当該物品の製造を認 

めて差し支えない。 

ア 当該物品は、当該物品が触れる可能性のある設備の材質に悪影響を与えな

いものであること。 

イ 当該物品は、当該製造所で取り扱う危険物と有毒ガスの発生や火災性状の

変化等悪影響のある反応を起こさないものであること。 

ウ 当該物品は、当該製造所に設置されている消火設備で有効に消火できるも

のであること。 

エ 当該物品は、消防活動等に支障を与えないものであること。 
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⑵ 製造所における危険物の充てん等【平成24年８月28日消防危第 199号】 

製造所において、当該施設の設備の運転に必要な範囲での危険物の詰替え又 

は充てん（廃油の処理等）を行うことについて、防火上支障のない場合には、 

製造に伴う取扱いとして扱う。 

⑶ 製造所における危険物の容器への詰替えについて【令和２年３月16日消防危

第67号】 

製造所において、危険物の製造から容器への詰替えまでの工程を、一連の危 

険物の製造工程として捉え、製造所内での容器の詰替えを認めて差し支えない。 

この場合において、危険物を収納した容器が、製造所内に滞留することのない  

よう、詰替え後、速やかに当該容器を貯蔵所等に運搬すること。 
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第２ 屋内貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準  

１ 保安距離（危政令第10条第１項第１号） 

保安距離については、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」１

（⑺を除く。）の例によること。 

２ 保有空地（危政令第10条第１項第２号） 

⑴ 保有空地については、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」

２（⑸及び⑺を除く。）の例によること。 

⑵ 消火設備、照明設備及びその他当該貯蔵所の保安設備は、保有空地内に設け

ても差し支えないこと。 

３ 標識・掲示板（危政令第10条第１項第３号） 

標識・掲示板については、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」

３の例によること。 

４ 軒高（危政令第10条第１項第４号） 

危政令第10条第１項第４号に規定する「地盤面から軒までの高さ（軒高）」は、 

地盤面から建築物の小屋組又はこれに代わる横架材を支持する壁、敷げた又は柱

の上端までの高さをいう。【平成元年３月１日消防危第14号】 

５ 延焼のおそれのある外壁（危政令第10条第１項第６号・８号） 

危政令第10条第１項第６号、第８号に規定する「延焼のおそれのある外壁」に

ついては、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」５⑴の例による

こと。 

６ 窓及び出入口（危政令第10条第１項第８号） 

貯蔵倉庫の出入口の大きさは、壁面積に関係なく設けることができる。【昭和

45年４月21日消防予第72号】 

７ 危険物が浸入しない構造（危政令第10条第１項第10号） 

危政令第10条第１項第10号に規定する「水が浸入し、又は浸透しない構造」と

は、床を周囲の地盤面より高くすること等をいうものであること。 

８ 床の構造（危政令第10条第１項第11号） 

危険物が浸透しない構造及び貯留設備については、第１「製造所の位置、構造

及び設備の技術上の基準」６の例によること。 
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９ 架台（危政令第10条第１項第11号の２・危規則第16条の２の２） 

⑴ 架台の構造等については、次のとおりとすること。【平成８年10月15日消防

危第 125号】 

架台は、地震時の荷重に対して座屈及び転倒を生じない構造とすること。 

この場合、設計水平震度（Ｋｈ）は静的震度法により、Ｋｈ＝0.15・ν１・   

ν２とすること。 

ν１：地域別補正係数（1.00） 

ν２：地盤別補正係数（地盤調査等の結果から危告示第４条の20第２項第

１号の「地盤の区分」が確認できない場合は、2.00とすること。） 

また、設計鉛直震度は設計水平震度の２分の１とする。ただし、高さが６ｍ

以上の架台については、応答を考慮し修正震度法によるものとする。「危険物

施設の消火設備、屋外タンク貯蔵所の歩廊橋及び屋内貯蔵所の耐震対策に係る

運用について」【平成８年10月15日消防危第 125号】別添１「屋内貯蔵所の架

台の修正震度法による計算」参照 

なお、高層倉庫等で架台が建屋と一体構造となっているものについては、建

基法によることができる。 

⑵ 危規則第16条の２の２第１項第３号に規定する「容器が容易に落下しない措

置」とは、地震動等による容器の落下を防止するための措置であり、例えば、

当該架台に不燃材料でできた柵等を設けることをいう。【平成元年７月４日消

防危第64号】 

10 採光、照明設備（危政令第10条第１項第12号） 

⑴ 採光、照明設備は、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」７

⑴の例によること。 

⑵ 小規模の貯蔵所で窓又は出入口の扉を開けることにより十分な採光を得られ

るものは、照明設備を設置しないことができる。 

11 換気、排出設備（危政令第10条第１項第12号） 

危政令第10条第１項第12号に規定する「換気設備」及び「排出設備」は、別記

１「換気設備等」によること。 

12 電気設備の基準（危政令第10条第１項第13号） 

電気設備の技術基準は、別記２「電気設備」によること。 

13 避雷設備（危政令第10条第１項第14号） 
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避雷設備については、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」16

の例によること。 

14 建築物の一部分に設ける屋内貯蔵所（危政令第10条第３項） 

⑴ 危政令第10条第３項に規定する技術上の基準を満たした屋内貯蔵所は、同一

の階に隣接しないで設ける場合に限り、一の建築物に２以上設置することがで

きること。【平成元年７月４日消防危第64号】 

⑵ 貯蔵所において、指定数量の20倍を超える危険物、第５類の危険物のうち有

機過酸化物又はこれを含有するものであって、第１種自己反応性物質の性質を

有するもの（以下「指定過酸化物」という。）及び第３類の危険物のうちアル

キルアルミニウム若しくはアルキルリチウム又はこれらのいずれかを含有する

物品（以下「アルキルアルミニウム等」という。）を貯蔵し、又は取り扱うこ

とができないものであること。【平成元年３月１日消防危第14号】 

⑶ 建築物の屋内貯蔵所の用に供する部分以外の部分の用途は問わないものであ

ること。【平成元年７月４日消防危第64号】 

⑷ 危政令第10条第３項第４号に規定する「これと同等以上の強度を有する構造」 

には、「高温高圧蒸気養生された軽量気泡コンクリート製パネルで厚さ75mm以

上のもの」（平成12年建設省告示第1399号第１第１号ト）が含まれる。【平成

２年10月31日消防危第 105号】 

⑸ 危政令第10条第３項第５号に規定する「出入口」は、屋外に面していなくて

もよいものであること。【平成元年７月４日消防危第64号】 

15 特定屋内貯蔵所（危政令第10条第４項・危規則第16条の２の３） 

⑴ 貯蔵所において、指定過酸化物、アルキルアルミニウム等を貯蔵し、又は取

り扱うことができないものであること。【平成元年３月１日消防危第14号】 

⑵ 危規則第16条の２の３第２項第３号により耐火構造にすることとされている

「屋根」については、鉄筋コンクリート造等の強度のある構造とするよう指導

すること。（＊） 

16 ヒドロキシルアミン等の屋内貯蔵所（危政令第10条第６項・危規則第16条の７） 

⑴ ヒドロキシルアミン等とは、ヒドロキシルアミン若しくはヒドロキシルアミ

ン塩類又はこれらのいずれかを含有する物品をいうものであること。【平成13

年10月11日消防危第 112号】 

⑵ 危規則第16条の７に規定する「温度の上昇による危険な反応を防止するため
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の措置」としては、温度制御装置の設置又は緊急冷却装置の設置が必要である

こと。【平成13年10月11日消防危第 112号】 

なお、温度制御装置を設置する場合は、単独で設ける必要はなく、温度の上

昇による危険な反応を防止するための十分な能力を有するものであれば、換気

設備又は可燃性蒸気排出設備などと兼ねた装置とすることは可能であること。

【平成14年３月27日消防危第46号】 

17 タンクコンテナによる危険物の貯蔵【平成10年３月27日消防危第36号】 

⑴ 基本事項 

ア 屋内貯蔵所において危険物を貯蔵する場合は、危政令第26条第１項第２号 

又は第11号の規定により、危規則第39条の３に定めるところにより容器に収

納して貯蔵することとされているところであるが、次の⑵、⑶に示す方法に

より危険物をタンクコンテナに収納して屋内貯蔵所に貯蔵する場合は、タン

クコンテナの構造的安全性等に鑑み火災の予防上安全であると認め、危規則

第39条の３第１項ただし書後段により当該貯蔵が認められること。 

イ タンクコンテナは、危政令第15条第２項に規定する積載式移動タンク貯蔵

所の基準のうち、構造及び設備の技術上の基準に適合する移動貯蔵タンク及 

び国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所に積載するタンクコンテナとすること。 

⑵ 位置、構造及び設備の基準 

ア アルキルアルミニウム等以外の危険物の場合 

アルキルアルミニウム等以外の危険物（危規則第16条の３に規定する「指

定過酸化物」を除く。以下同じ。）をタンクコンテナに収納して貯蔵する場

合の当該屋内貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準、消火設備の技術 

上の基準並びに警報設備の技術上の基準は、危政令第10条（第６項を除く。）、 

第20条及び第21条の規定の例によること。 

イ アルキルアルミニウム等の場合 

タンクコンテナに収納したアルキルアルミニウム等を貯蔵する屋内貯蔵所

の位置、構造及び設備の技術上の基準、消火設備の技術上の基準並びに警報 

設備の技術上の基準は、危政令第10条第１項（第８号及び第11号の２を除く。）、 

第６項、第20条（第１項第１号を除く。）及び第21条の規定の例によるほか、 

アルキルアルミニウム等の火災危険性及び適切な消火方法に鑑み、次の図に 

よること。 
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（ア） 貯蔵倉庫の出入口には特定防火設備を設け、外壁には窓を設けないこと。 

なお、延焼のおそれのある外壁に設ける出入口には、随時開けることが

できる自動閉鎖の特定防火設備を設けること。 

（イ） アルキルアルミニウム等を収納したタンクコンテナは、架台を設けず直

接床に置くこと。 

（ウ） 危規則第16条の６第２項に定める漏えい範囲を局限化するための設備、

漏れたアルキルアルミニウム等を安全な場所に設けられた槽に導入するこ

とができる設備は、次によること。 

あ 槽は雨水等の浸入しない構造とし、貯蔵倉庫から槽までは暗きょで接

続すること。 

い 槽の容量は、容量が最大となるタンクコンテナの容量以上とすること。 

う 槽は出入口に面する場所以外の安全な場所に設けるとともに、槽の周

囲には当該貯蔵倉庫が保有することとされる幅の空地を確保すること。

ただし、槽と貯蔵倉庫を隣接して設置する場合の槽と貯蔵倉庫間の空地

については、この限りでない。 

え 貯蔵倉庫の床には傾斜をつけ、漏れたアルキルアルミニウム等を槽に

導くための溝を設けること。 

（エ） タンクコンテナに収納したアルキルアルミニウム等を貯蔵する屋内貯蔵

特定防火設備  
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所で、危規則第33条第１項に該当するものにあっては、危規則第33条第２

項の規定にかかわらず、炭酸水素塩類等の消火粉末を放射する第４種の消

火設備をその放射能力範囲が槽及び危険物を包含するように設けるととも

に、以下の所要単位の数値に達する能力単位の数値の第５種の消火設備を

設けること。 

あ 指定数量の倍数が最大となる一のタンクコンテナに収納した危険物の

所要単位の数値 

い 当該貯蔵所の建築物としての所要単位の数値 

⑶ 貯蔵及び取扱いの基準 

危険物をタンクコンテナに収納して屋内貯蔵所に貯蔵する場合の貯蔵及び取

扱いの技術上の基準は、危政令第24条、第25条及び第26条（第１項第３号、第

３号の２、第４号から第６号まで及び第７号から第12号までを除く。）の規定

の例によるほか、次によること。この場合、「容器」を「タンクコンテナ」と

読み替えるものとすること。 

ア アルキルアルミニウム等以外の危険物の貯蔵及び取扱いの基準 

（ア） タンクコンテナに収納して屋内貯蔵所に貯蔵することができる危険物は、 

指定過酸化物以外の危険物とすること。 

（イ） 危険物をタンクコンテナに収納して貯蔵する場合は、貯蔵倉庫の１階部

分で行うこと。 

（ウ） タンクコンテナと壁との間及びタンクコンテナ相互間には、漏れ等の点

検ができる間隔を保つこと。 

（エ） タンクコンテナの積み重ねは２段までとし、かつ、床面から上段のタン

クコンテナ頂部までの高さは、６ｍ未満とすること。 

なお、箱枠に収納されていないタンクコンテナは積み重ねないこと。 

（オ） タンクコンテナについては、危険物の払出し及び受け入れは行わないこ

ととし、マンホール、注入口、計量口、弁等は閉鎖しておくこと。 

（カ） タンクコンテナ及びその安全装置並びにその他の附属の配管は、さけめ、 

結合不良、極端な変形等による漏れが起こらないようにすること。 

（キ） タンクコンテナに収納した危険物と容器に収納した危険物を同一の貯蔵

室において貯蔵する場合は、それぞれ取りまとめて貯蔵するとともに、相

互に１ｍ以上の間隔を保つこと。 
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なお、当該タンクコンテナを積み重ねる場合は、当該タンクコンテナと

容器との間に、床面から上段のタンクコンテナ頂部までの高さ以上の間隔

を保つこと。 

イ アルキルアルミニウム等の貯蔵及び取扱いの基準 

前ア（ウ）、（オ)及び（カ）によるほか、次によること。 

（ア） アルキルアルミニウム等をタンクコンテナに収納して貯蔵する屋内貯蔵

所においては、アルキルアルミニウム等以外の危険物を貯蔵し、又は取り

扱わないこと。ただし、第４類の危険物のうちアルキルアルミニウム又は

アルキルリチウムのいずれかを含有するものを貯蔵し、又は取り扱う場合

は、この限りでない。 

（イ） アルキルアルミニウム等を収納したタンクコンテナ（第４類の危険物の

うちアルキルアルミニウム又はアルキルリチウムのいずれかを含有するも

のを同時に貯蔵する場合にあっては、当該タンクコンテナを含む。）の容

量の総計は、指定数量の 1,000倍以下とすること。ただし、開口部を有し

ない厚さ70㎜以上の鉄筋コンクリート造又はこれと同等以上の強度を有す

る構造の壁で当該貯蔵所の他の部分と区画されたものにあっては、一区画 

ごとのタンクコンテナの容量の総計を指定数量の 1,000倍以下とすること。 

（ウ） タンクコンテナは積み重ねないこと。 

（エ） タンクコンテナに収納したアルキルアルミニウム等と容器に収納したア

ルキルアルミニウム等は、同一の貯蔵所（前（イ）のただし書の壁で完全に区

画された室が２以上ある貯蔵所においては、同一の室）において貯蔵しな

いこと。 

（オ） 漏れたアルキルアルミニウム等を導入するための槽に滞水がないことを、 

１日１回以上確認すること。ただし、滞水を検知し警報を発することがで

きる装置が設けられている場合は、この限りではない。 

（カ） アルキルアルミニウム等をタンクコンテナに収納して貯蔵する場合は、 

危規則第40条の２の４第２項に規定する用具を備え付けておくこと。 

18 ドライコンテナによる危険物の貯蔵【令和４年12月13日消防危第 283号】 

  ⑴ ドライコンテナによる危険物の貯蔵に係る運用 

ドライコンテナにより危険物を屋内貯蔵所に貯蔵する場合は、次の要件を全

て満たすこと。 
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ア ドライコンテナは、輸送するために危険物を収納したもので、輸送途上

（貯蔵及び運搬の間）であって、かつ、常時施錠されており、容易に解錠

して危険物を出し入れすることができないものであること。 

イ ドライコンテナ内に収納している危険物について、危規則第44条第１項

各号に定める表示を当該ドライコンテナの外側の見やすい箇所に行ったも

のであること。 

   ⑵ 貯蔵に係る留意事項 

    ア ドライコンテナを積み重ねる場合は、同じ類の危険物を収納するものに

限ることとし、かつ、地盤面からドライコンテナの頂部までの高さが６ｍ

を超えないこと。 

イ ドライコンテナの外側に行う表示は、収納する危険物が同一の品名のも

のについては重複した表示とすることを要せず、その数量については当該

ドライコンテナ内の数量の内訳を記載した上で合算した表示とすることで

支障ないこと。 

 

例１ 軽油をドライコンテナ（ドラム缶10本）とドラム缶（10本）で貯蔵する場合 

 

屋外貯蔵所でのドライコンテナによる貯蔵のイメージとコンテナの表示例 
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例２ ドライコンテナにより軽油（ドラム缶５本）とアルコール（20Ｌ×50缶）を貯 

蔵し、ドラム缶（10本）で軽油を貯蔵する場合 

 

屋外貯蔵所でのドライコンテナによる貯蔵のイメージとコンテナの表示例 

 

⑶ その他 

     危告示第68条の２の２に規定する鋼製のコンテナは、当該コンテナを含め

て容器としているため、前⑴及び⑵によらず屋内貯蔵所へ貯蔵することがで

きること。 

危
険
物
の
類
別 

第
４
類 

危
険
物
の
品
名 

ア
ル
コ
ー
ル
類 

第
２
石
油
類 

貯
蔵
最
大
数
量 

２
，
０
０
０
ℓ
（
３
．
５
倍
） 
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第３ 屋外タンク貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準（ 500ｋＬ未満） 

１ 保安距離（危政令第11条第１項第１号） 

保安距離の算定は、屋外貯蔵タンクの側板からとするほか、第１「製造所の位

置、構造及び設備の技術上の基準」１（⑴及び⑺を除く。）の例によること。  

２ 敷地内距離（危政令第11条第１項第１号の２・危規則第19条の２・危告示第４

条の２の２） 

⑴ 危政令第11条第１項第１号の２の表の右欄に掲げる「水平断面の最大直径」

は、当該タンクの内径又は内寸とすること。 

また、同表の右欄に掲げる「タンクの高さ」は、縦置型タンクにあっては側

板の下端から上端までとし、横置型タンクにあっては防油堤の地盤からタンク

の最上部までの高さとすること。 

⑵ 危規則第19条の２第１項第１号及び第３号に規定する「不燃材料で造った防

火上有効なへい」及び「防火上有効な水幕設備」を設ける場合は、「屋外タン

ク貯蔵所に係る防火へい又は水幕設備の設置に関する運用基準」【昭和55年７

月１日消防危第80号】によること。 

⑶ 危規則第19条の２第１項第２号に規定する「地形上火災が生じた場合におい

ても延焼のおそれが少ない」ものとしては、屋外タンク貯蔵所の存する事業所

の敷地に隣接して次のいずれかのものが存在する場合等であること。 

なお、これらのものが２以上連続して存する場合も同様であること。【昭和

51年７月８日消防危第22号】 

ア 海、湖沼、河川又は水路 

イ 工業専用地域内の空地又は工業専用地域となることが確実である埋立中の

土地 

⑷ 危告示第４条の２の２第３号に規定する道路のうち、当該屋外タンク貯蔵所

の存する事業所の敷地の周囲に存する道路の状況から避難路が確保されていな

いと判断されるものについては、該当しないものとする。【昭和51年７月８日

消防危第22号】 

３ 保有空地（危政令第11条第１項第２号） 

⑴ 保有空地の幅の算定は、屋外貯蔵タンクの側板からとするほか、第１「製造

所の位置、構造及び設備の技術上の基準」２（⑴、⑸及び⑺を除く。）の例に

よること。 
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⑵ 消火設備及びその他当該貯蔵所の保安設備は、保有空地内に設けても差し支

えないこと。 

４ 標識・掲示板（危政令第11条第１項第３号） 

⑴ 標識・掲示板については、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基

準」３の例によること。 

⑵ 屋外貯蔵タンク側板に直接表示することは認められない。【昭和37年４月６

日自消丙予発第44号】 

⑶ 同一防油堤内のタンク群は、次によることができる。 

ア 標識及び注意事項を表示した掲示板は、タンク群ごとに各１枚とし、見や

すい箇所に一括して設けることができる。 

イ タンク群における危険物の類、品名、数量等を表示した掲示板は、各タン

クが対比できるような措置を講じること。 

５ タンクの材料等（危政令第11条第１項第４号） 

危政令第11条第１項第４号に規定する「 3.2㎜以上の鋼板」は、JISG3101一般

構造用圧延鋼材のSS 400とすること。 

なお、ステンレス鋼板製タンク等特殊鋼板を利用した場合の厚さは、次の計算

式により算出された数値以上で、かつ、 2.8㎜以上とすること。 

 

ｔ＝√
400×21

σ×A

3
×3.2 

            ｔ：使用する鋼板の厚さ（㎜） 

      σ：使用する鋼板の引張強さ（Ｎ／㎟） 

      Ａ：使用する鋼板の伸び（％） 

 

６ 圧力タンクの範囲及び水圧試験（危政令第11条第１項第４号） 

⑴ 危政令第11条第１項第４号に規定する「圧力タンク」とは、最大常用圧力が

正圧又は負圧で５ｋ㎩を超えるものをいう。【昭和52年３月30日消防危第56号

通知】 

⑵ 負圧タンクの水圧試験は、当該タンク負圧の絶対値に相当する 1.5倍の水圧

をタンクに加えて行うものとする。【平成９年10月22日消防危第 104号】 

７ 耐震・耐風圧構造（危政令第11条第１項第５号・危規則第21条・危告示第４条
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の23） 

⑴ 危政令第11条第１項第５号に規定する「地震及び風圧に耐えることができる

構造」は、別記４「容量 500ｋＬ未満の屋外貯蔵タンクの耐震及び耐風圧構造

計算例」によること。 

⑵ 危政令第11条第１項第５号に規定する「支柱」とは、貯蔵タンクの下方に設

けられている柱をいい、当該支柱の構造は危政令で例示するもの以外に、鉄骨 

を次に掲げる材料で覆ったものがある。【昭和40年10月26日自消乙予発第20号】 

ア 塗厚さが４㎝（軽量骨材を用いたものについては３㎝）以上の鉄網モルタ     

ル 

イ 厚さが５㎝（軽量骨材を用いたものについては４㎝）以上のコンクリート

ブロック 

ウ 厚さが５㎝以上のれんが又は石 

⑶ 危規則第21条第１項に規定する「堅固な基礎及び地盤の上に固定」の方法は、 

縦置円筒型タンクについては、固定のためのボルト等を直接タンクの底板に接

合することなく、タンク側板に取り付けたブランケットにより基礎に固定する

よう指導すること。（＊） 

            

⑷ 危告示第４条の23第１項第１号の設計水平震度は、0.48を用いるよう指導す

ること。（危険物製造所等の地震対策指針〔監修静岡県総務部消防防災課〕） 

８ 放爆構造（危政令第11条第１項第６号） 

危政令第11条第１項第６号に規定する「危険物の爆発等によりタンク内の圧力 

が異常に上昇した場合に内部のガス又は蒸気を上部に放出することができる構造」

とは、次のようなものがある。 

⑴ 縦置型タンク 

ア 屋根板を側板より薄くし、補強材等を接合していないもの 

（貯蔵タンク）  

正面  側面  
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イ 屋根板と側板の接合を、側板相互又は側板と底板との接合より弱い接合 

（片面溶接等）をしたもの 

⑵ 横置型タンク 

異常内圧を放出するため、十分な放出面積を有する局部的に弱い接合部分を

設けたもの 

９ 外面塗装（危政令第11条第１項第７号） 

ステンレスタンク等腐食し難い材料で造られているタンクについては、省略す

ることができる。 

10 底板の外面防食措置（危政令第11条第１項第７号の２・危規則第21条の２） 

危政令第11条第１項第７号の２に規定する「底板の外面の腐食を防止するため

の措置」を講ずる場合、オイルサンドは防食材料として認められないものである

こと。 

なお、危規則第21条の２第１号に規定する防食措置は次のとおりとする。 

⑴ アスファルトサンドによる底板の防食の例 

ア アスファルトサンド材料 

ブローンアスファルト針入度10から40（25℃、 100gr、５秒）又はストレ

ートアスファルト針入度80から 100（25℃、 100gr、５秒）と、腐食を助長

させるような物質を含まない骨材（良質砂）及び石灰石等を微粉砕した石粉

（粒度 0.074㎜のふるいで通過率75％以上のもの）を配合したものであるこ

と。 

イ 配合割合、混合加熱時間 

（ア） アスファルトと骨材 

次式により求められる骨材の間隙率から算定し、更に過剰アスファルト

量として５％以下の範囲で加えることができる。 

V = (１ −
ｄ

Ｄ
) × 100 

    Ｖ：間隙率（％） 

    Ｄ：骨材の理論密度（gr／㎤） 

    ｄ：骨材の締固め密度（gr／㎤） 

 

（イ） アスファルト石粉 
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アスファルトに対する石粉の混合重量比は 0.6から 1.8の倍率で行い、

気温変化等に応じて適宣決定すること。 

（ウ） 配合割合の例 

アスファルトサンドの施工厚さ５㎝の場合の配合割合の例（１㎡当たり） 

ブローンアスファルト又はストレートアスファルト ８㎏  

骨材（良質砂） 0.05㎥ 

石粉 10㎏ 

 

（エ） 配合加熱時間 

アスファルトの溶融及び骨材、石粉の加熱は均一に行い、できるだけ速

やかに混合温度に到達させ、長時間加熱による品質低下のないよう十分管

理すること。 

アスファルトの溶融許容最高温度は 250℃とし、加熱許容時間の目安は、 

200℃未満の場合は36時間、 200℃以上の場合は24時間程度であること。 

ウ 施工方法 

（ア） タンク敷設基礎地盤面は、アスファルトサンドの敷設前に十分整地され、

堅固な基礎に仕上げられていること。 

（イ） 施工範囲は、タンク側板から60㎝程度までとすること。 

（ウ） 施工厚さは５㎝以上とし、硬化前に転圧し、仕上げること。 

⑵ 底板張出し部の雨水浸入防止措置【昭和54年12月25日消防危第 169号】 

屋外貯蔵タンクのうち、その底部を地盤面に接して設けるものに係る雨水浸

入防止措置として、アニュラ板（アニュラ板を設けない貯蔵タンクについては

底板をいう。以下同じ。）の外側張出し部上面から盛り土基礎等の犬走りにか

けての部分を防水性等を有するゴム、合成樹脂等の材料で被覆する方法により

行う場合は、次によること。 

ア 犬走り部の被覆は、次によること。 

（ア） 被覆幅は、使用材料の特性に応じ、雨水の浸入を有効に防止することが

できる幅とすること。 

（イ） 被覆は、犬走り表面の保護措置の上部に行うこと。 

イ 被覆材料は、防水性を有するとともに、適切な耐候性、防食性、接着性及
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（貯蔵タンク）  

アスファルトサンド  

鉄筋コンクリートリング  

雨水浸入防止措置  

犬走り保護面  

び可撓
か と う

性
せい

を有するものであること。 

ウ 被覆は、次の方法により行うこと。 

（ア） 被覆材とアニュラ板上面及び犬走り表面との接着部は、雨水が浸入しな

いよう必要な措置を講ずること。 

（イ） 屋外貯蔵タンクの沈下等によりアニュラ板と被覆材との接着部等に隙間

を生ずるおそれがある場合は、被覆材の剥離を防止するための措置を講ず

ること。 

（ウ） 被覆厚さは、使用する被覆材の特性に応じ、剥離を防ぎ、雨水の浸入を

防止するのに十分な厚さとすること。 

（エ） 被覆表面は、適当な傾斜をつけるとともに、平滑に仕上げること。 

（オ） アニュラ板外側張出し部先端等の段差を生ずる部分に詰め材を用いる場

合は、防食性、接着性等に悪影響を与えないものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例１  

（貯蔵タンク）  

アスファルトサンド  
鉄筋コンクリートリング  

犬走り保護面  

雨水浸入防止措置  

例２  

被覆による措置例  
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11 通気管（危政令第11条第１項第８号・危規則第20条第１項） 

危規則第20条第１項第１号ハに規定する「細目の銅網等による引火防止装置」

の細目の銅網とは、40メッシュ以上とすること（40メッシュとは、１インチ平方

のますの中に 1,600のます目があるものをいう。）。 

12 危険物の量を自動的に表示する装置（危政令第11条第１項第９号） 

危政令第11条第１項第９号に規定する「危険物の量を自動的に表示する装置」

には、次のものがあること。 

⑴ 浮子式計量装置 

⑵ 電気方式、圧力作動方式による自動計量装置 

⑶ 連通管式 

例３  

アスファルトサンド  

（貯蔵タンク）  

鉄筋コンクリートリング  

犬走り保護面  

雨水浸入防止措置  

例４  

（貯蔵タンク）  

アスファルトサンド  

鉄筋コンクリートリング  

犬走り保護面  

雨水浸入防止措置  

詰め材  
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ガラスゲージは、第４類で引火点40℃以上の危険物を貯蔵する屋外貯蔵タン

クに設けることができる。その構造は、金属管で保護した硬質ガラス等で造ら

れ、かつ、当該ガラスゲージが破損した際に危険物の流出を自動的に停止でき

る装置（ボール入自動停止弁）が取り付けられているものに限られること。 

13 注入口（危政令第11条第１項第10号） 

⑴ 注入口は、タンクの附属設備として規制する。 

⑵ 危政令第11条第１項第10号イに規定する「火災の予防上支障のない場所」は、

火気使用場所より十分離れた場所であること。 

⑶ 注入口の位置は、蒸気の滞留するおそれのある階段、ドライエリア等を避け

た位置に設けるよう指導すること。 

⑷ 注入口に設ける弁又は蓋の材質は、鋼製その他の金属製とすること。 

⑸ 蓋の構造は、ねじ込み式、フランジ式等とし、危険物が漏れないものである

こと。 

⑹ 注入口の直下には漏れた危険物が飛散等しないように、ためますを設けるか、

不燃材料で造った油受け又は箱等を設けるよう指導すること。（＊） 

⑺ 注入口付近において危険物の量を自動的に表示する装置を視認できないもの

は、注入口付近にタンク内の危険物の量を容易に覚知することができる装置、

危険物の量がタンク容量に達した場合、警報を発する装置、又は連絡装置等を

設けるよう指導すること。（＊） 

⑻ 危政令第11条第１項第10号二に規定する「接地電極」は次によること。 

ア 「その他静電気による災害が発生すおそれのある液体の危険物」とは、第

４類の危険物のうち、特殊引火物、第１石油類及び第２石油類をいうもので

あること。 

イ 接地電極の設置方法は、次によること。 

（ア） 接地抵抗値は、おおむね 1,000Ω以下となるように設けること。 

（イ） 接地端子と接地導線の接続は、ハンダ付け等により完全に接続すること。 

（ウ） 接地導線は、機械的に十分な強度を有する太さとすること。 

（エ） 接地端子は、移動貯蔵タンクの接地導線のクリップが容易に接続できる

構造とし、取付箇所は火災予防上安全な場所とすること。 

（オ） 接地端子の材質は、導電性の良い金属（銅、アルミニウム等）を用いる

こと。 
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（カ） 接地端子の取付箇所には、赤色の塗料等によりその旨の表示をするよう

指導すること。（＊） 

⑼ 避雷設備の接地電極が注入口付近にある場合は、兼用することができる。 

【平成元年７月４日消防危第64号】 

⑽ 危政令第11条第１項第10号ホに規定する「市長村長等が火災予防上当該掲示

板を設ける必要がないと認める場合」は、注入口がタンク直近にあり、当該タ

ンクの注入口が明らかな場合又は関係者以外の者が出入しない場所にある場合

が該当すること。【昭和40年10月26日自消乙予発第20号】 

14 ポンプ設備（危政令第11条第１項第10号の２） 

屋外タンク貯蔵所のポンプ設備は、危政令第11条第１項第10号の２の規定によ

るほか、次によること。 

⑴ ポンプ設備は防油堤内に設けないよう指導すること。【昭和40年10月26日自

消乙予発第20号】 

⑵ ポンプ設備は、屋外タンク貯蔵所の空地内に置くことができる。【昭和40年

10月26日自消乙予発第20号】 

⑶ ポンプ設備の保有空地は、次によること。 

ア 危政令第11条第１項第10号の２イただし書の「防火上有効な隔壁を設ける

場合」には、１棟の工作物のなかでポンプ設備の用途に供する部分と他の用

途に供する部分とが耐火構造の隔壁で屋根裏まで完全に仕切られている場合

を含むものであること。【昭和40年10月26日自消乙予発第20号】 

イ 主要構造部を耐火構造（開口部には特定防火設備を設ける。）とした専用

のポンプ室を設ける場合には、保有空地を設けないことができる。 

ウ ポンプ空地内には、屋外タンク貯蔵所の防油堤が存在しても差し支えない。 

⑷ ２以上のポンプ設備が一か所に集団で設置されている場合は、当該２以上の

ポンプ設備の群をもって１のポンプ設備とする。この場合、当該ポンプ設備の

属するどのタンクの空地内に置くことも可能であり、また、どのタンクとの距

離もタンクの空地の幅の３分の１以上でなければならないこと。【昭和40年10

月26日自消乙予発第20号】 

⑸ 危政令第11条第１項第10号の２ニに規定する「ポンプ及びこれに附随する電

動機のための建築物その他の工作物（ポンプ室）」とは、点検、補修ができる

大きさのものをいう。 
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⑹ 危政令第11条第１項第10号の２リに規定する「換気設備」は、別記１「換気

設備等」によること。 

⑺ 危政令第11条第１項第10号の２ヌに規定する「可燃性の蒸気が滞留するおそ

れのあるポンプ室」とは、引火点が40℃未満の危険物を取り扱うポンプ室とす

る。 

なお、当該ポンプ室に設ける屋外の高所に排出する設備は、別記１「換気設

備等」によること。 

⑻ 貯留設備を、ためますとする場合は、第１「製造所の位置、構造及び設備の

技術上の基準」６⑵イの例によること。 

⑼ 油分離槽は、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」９⑷の例

によること。 

⑽ 危政令第11条第１項第10号の２ルに規定されている「水に溶けないもの」は、

第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」９⑵の例によること。 

⑾ ポンプ設備を鋼板で造られた外箱に収納する場合、次のアに適合する場合は、

イによることができる。 

ア 適用条件 

（ア） 外箱の大きさは必要最小限とし、ポンプの維持管理を行うことができる

構造とすること。 

なお、注入口、液面計等当該施設に必要な設備は、同一の外箱内にポン

プ設備と鋼板で仕切り、設置することができる。 

（イ） 外箱の底部は高さ0.15ｍ以上の囲いを設け、危険物が漏れない構造とす

ること。 

（ウ） 外箱は、ポンプ設備の温度上昇を防止するために有効な通風の措置を講

じること。 

イ 外箱に収納されたポンプ設備の扱い 

 （ア） 当該ポンプ設備は、屋外にあるポンプ設備とする。 

 （イ） 外箱の底部の囲いをもって、ポンプ設備直下に設ける流出防止囲い及び

貯留設備として取り扱うこと。 

 （ウ） 油分離槽は設けないことができること。 

 (ｴ) 危政令第11条第１項第10号の２各号の規定（ルは除く。）を適用するこ 

と。 
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  ⑿ 危政令第11条第１項第10号の２ヲに規定する「市長村長等が火災予防上当該

掲示板を設ける必要がないと認める場合」は、前13⑽の例によること。 

15 弁（危政令第11条第1項第11号） 

⑴ 屋外貯蔵タンクの鋳鋼製の弁を設けなければならないのは、危険物の液面よ

り低い位置に設ける第１弁（元弁）とし、水抜管の第１弁も含まれるものであ

ること。 

⑵ 鋳鋼以外のものを用いる場合には、次の表に掲げるもの又はこれらと同等以

上の機械的性質を有するものとすること。 

規格番号 規格名称 分類 種類の記号 

JIS G5705 可鍛鋳鉄品 黒心可鍛鋳鉄品 FCMB340-10 

JIS G5502 球状黒鉛鋳鉄品 球状黒鉛鋳鉄品 
FCD400 

FCD450 

JIS G5121 ステンレス鋼鋳鋼品 ステンレス鋼鋳鋼品 SCS 

JIS G3201 炭素鋼鍛鋼品 炭素鋼鋳鋼品 SF 

 

16 水抜き弁（危政令第11条第１項第11号の２・危規則第21条の４） 

危規則第21条の４に規定する「タンクと水抜き管との結合部分が地震等により

破損を受けるおそれのない方法」とは、架台に設けられたタンクで、タンクの底

板（横置き円筒型の場合は、胴部分）と地盤面との間に適当な空間を設けられて

いるものの底板に、当該タンクの水抜管とその直下の地盤面との間に間隙が保た

参考 
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れているものをいう。【昭和40年10月26日自消乙予発第20号】 

17 危険物配管等（危政令第11条第１項第12号） 

危険物配管の位置、構造及び設備は、第１「製造所の位置、構造及び設備の技

術上の基準」18（⑶、⑹及び⑺を除く。）の例によること。 

18 配管の損傷防止（危政令第11条第１項第12号の２） 

危政令第11条第１項第12号の２に規定する「損傷を与えないように設置する」

措置として、可撓管
か と う か ん

継手を使用する場合は、次のとおりとする。 

⑴ 可撓管
か と う か ん

継手は、原則として最大常用圧力が１Ｍ㎩以下の配管に設けること。

【昭和56年３月９日消防危第20号】 

⑵ 可撓管
か と う か ん

継手は「可撓管
か と う か ん

継手の設置に関する運用基準について」【昭和56年３

月９日消防危第20号】の別添「可撓管
か と う か ん

継手に関する技術上の指針」（以下「可撓管
か と う か ん

指針」という。）に適合するものであること。 

なお、（財）日本消防設備安全センターで性能評定試験を行った合格品は可
か

撓
とう

管
かん

指針に適合しているものとする。 

⑶ フレキシブメタルホースで呼び径40㎜未満のもの及びユニバーサル式ベロー 

ズ形伸縮管継手で呼び径80㎜未満のものは、性能評定試験の対象ではないので、 

小口径可撓管
か と う か ん

を用いる場合には、可撓管
か と う か ん

指針のうち、可撓管
か と う か ん

継手の構成、材料、

防食措置、外観及び表示に係る事項については適用するものとする。 

なお、この場合の長さについては、次表によること。 

フレキシブルメタルホースの場合 

呼び径（㎜） 長さ（㎜） 

25未満 300  

25以上40未満 500  

 

ユニバーサル式ベローズ形伸縮継手の場合 

呼び径（㎜） 長さ（㎜） 

25未満 300  

25以上50未満 500  

50以上80未満 700  
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⑷ フレキシブルメタルホース、ユニバーサル式ベローズ形伸縮管継手等軸方向

の許容変位量が極めて小さい可撓管
か と う か ん

継手は、配管の可撓
か と う

性
せい

を考慮した配管の配

置方法との組合せ等により地震時等における軸方向変位量を吸収できるよう設

置すること。【昭和56年３月９日消防危第20号】 

 

      

 

⑸ ベローズを用いる可撓管
か と う か ん

継手は、移送する危険物の性状に応じて腐食等のお

それのない材質のベローズを用いたものであること。【昭和56年３月９日消防

危第20号】 

⑹ 可撓管
か と う か ん

継手の設置は、次によること。 

ア 可撓管
か と う か ん

継手は、圧縮又は伸長して用いないこと。 

イ 可撓管
か と う か ん

継手は、当該継手にねじれが生じないよう取り付けること。 

ウ 可撓管
か と う か ん

継手は、当該継手の自重等による変形を防止するため、必要に応じ 

適切な支持架台により支持すること。 

エ 可撓管
か と う か ん

継手は、温度変化等により配管内の圧力が著しく変動するおそれの 

ある配管部分には設けないこと。 

オ 可撓管
か と う か ん

継手は、その性能を有効に引き出せるようタンクに対し直角に設け 

ること。 
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カ 支持架台は、地震等により基礎と支持架台との変位量の違いからタンク本 

体に重大な損傷を招く危険性があるため、可撓管
か と う か ん

継手とタンク本体の間には

設けないこと。 

キ 可撓管
か と う か ん

継手の可動範囲には、配管又は工作物を設けないこと。 

⑺ その他 

次の可撓管
か と う か ん

継手を用いる場合は、個別に検討するものとする。 

ア 常用圧力が１Ｍ㎩を超える配管に用いる可撓管
か と う か ん

継手 

イ フレキシブルメタルホースは、管の呼び径が 400㎜を超える可撓管
か と う か ん

継手及

びユニバーサル式ベローズ形伸縮継手については、管の呼び径が 1,500㎜を

超える可撓管
か と う か ん

継手 

ウ フレキシブルメタルホース又はユニバーサル式ベローズ形伸縮継手以外の

可撓管
か と う か ん

継手 

19 避雷設備（危政令第11条第１項第14号） 

避雷設備については、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」16

（⑶を除く。）の例によること。 

20 防油堤（危政令第11条第１項第15号・危規則第22条） 

⑴ 構内道路（危規則第22条第２項第５号） 

危規則第22条第２項第５号のただし書を適用する場合は、４ｍ以上の路面幅

員を有する構内道路とすること。 

⑵ 周囲の空地等（危規則第22条第２項第６号） 

危規則第22条第２項第６号に規定する「消火活動に支障がないと認められる

道路又は空地」とは、道路にあっては幅員を４ｍ以上、空地にあっては幅を４

ｍ以上とすること。 

⑶ 周囲の構内道路（危規則第22条第２項７号） 

ア 危規則第22条第２項第７号に規定する「構内道路」とは、４ｍ以上の路面

幅員を有するものをいい、危規則第22条第２項第５号によるほか、前⑵によ

る空地も含むものとし、全ての周囲に接するように設けること。 

イ 容量が50ｋＬ未満のタンクの防油堤の周囲は、１面以上が構内道路に面し

ていれば、他の面は１ｍ以上の空地に面することで差し支えないこと。 
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⑷ 防油堤とタンクの距離（危規則第22条第２項第８号） 

危規則第22条第２項第８号表中下欄の「タンクの高さ」は、前２⑴の例によ

ること。 

⑸ 防油堤の構造及びその設計例は、別記５「防油堤の構造等に関する運用基準」

によること。 

21 屋外貯蔵タンク間に設ける歩廊橋 

２以上の屋外貯蔵タンク間に設ける歩廊橋は、原則として認められない。ただ

し、既設の歩廊橋を改修等する場合は、「危険物施設の消火設備、屋外タンク貯

蔵所の歩廊橋及び屋内貯蔵所の耐震対策に係る運用について」【平成８年10月15

日消防危第 125号】による耐震措置を講ずること。 

22 階段 

⑴ 点検のために必要な階段は、タンクごとに設けること。 

⑵ 階段のステップは支持枠に溶接し、側板に直接溶接しないよう指導すること。

（＊） 

23 保温材 

⑴ タンク側板に保温材を設ける場合は、不燃性又は難燃性の材質のものとする

こと。 

⑵ トップアングル、階段、配管の取付部等に設ける保温材の外装材料には、雨水

の浸入を防止するための有効な措置を講ずるよう指導すること。（＊） 

⑶ 側板と底板との溶接部は、保温材の施工を行わないよう指導すること。（＊） 

 24 屋外貯蔵タンクの津波・水害対策 

   屋外貯蔵タンクの所有者等が自主保安として津波・水害対策を講じる場合は、

「小規模屋外貯蔵タンクの津波・水害対策について」【令和４年３月30日消防危

タンク  タンク  

構内道路  

保有空地  

１ｍ以上  

４ｍ以上  
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第63号】によること。 

 25 特殊な屋外タンク貯蔵所【平成27年４月24日消防危第91号】 

   鋼製タンクを鉄筋コンクリート被覆したタンクの設置については、危政令第23

条を適用し次により設置することができること。 

 

例図 

     

         

  ⑴ 貯蔵する危険物 

    法別表第１に掲げる第４類第２石油類、第３石油類、第４石油類及び動植物

油類のうち、比重が 1.0以下である危険物とすること。 

  ⑵ 用途 

    危政令第９条第１項第20号に規定するタンク（危政令第19条の規定の適用を

受けるタンクを含む。）として使用しないものとし、移動タンク貯蔵所以外の

危険物施設から配管を介して危険物を受け入れないこと。 

  ⑶ 屋外貯蔵タンクの構造 

   ア 屋外貯蔵タンク及び附帯設備については、大気に直接接触する必要がある

ものを除き、断熱材であるポリスチレンフォームで被覆すること。 

   イ 断熱材であるポリスチレンフォームの外側は、鋼製タンク破損時の漏えい

検知及び漏えいした危険物の外部への流出防止のため、タンクの底部から上

面に向けて、継ぎ目のない１枚のものになっているポリエチレンシートで被
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覆すること。 

   ウ 漏れ防止用シートであるポリエチレンシートの外側は、火災時における被

害の防止のため、鉄筋コンクリートで被覆すること。 

   エ 屋外貯蔵タンクの容量は、40ｋⅬ程度以下とすること。 

  ⑷ 鋼製タンク、配管、断熱材、漏れ防止用シート及び鉄筋コンクリートは、次

の要件を満たすものを使用すること。 

ア 鋼製タンク 

 (ｱ) 材料は、JISG3101一般構造用圧延鋼材に規定される一般構造用圧延鋼材

のうちのSS 400に適合するものとする。 

 (ｲ) 厚さは、 4.5㎜以上のものとする。 

 （ウ） 外面は、外面塗装剤（JISK5674鉛・クロムフリーさび止めペイント１種

に適合するもの）でさび止めのための塗装を行う。 

   イ 配管（通気管、注入管、払出ノズルに取り付けられる払出管等） 

（ア） 材料は、JISG3459配管用ステンレス鋼鋼管に規定されるSUS304TP又は

JISG3454圧力配管用炭素鋼鋼管に規定されるSTPG 370（放爆口兼マンホー

ルに係る部分を除く。）に適合するものとする。 

    （イ） フランジ材料は、JISB2220鋼製管フランジに適合するものとする。 

   ウ 断熱材 

    （ア） 材料は、ポリスチレンフォームとする。 

    （イ） 厚さは、 7.5㎜以上のものとする。 

   エ 漏れ防止シート 

    （ア） 材料は、ポリエチレンシートとする。 

    （イ） 厚さは、0.76㎜以上のものとする。 

    （ウ） JISK7114プラスチック―液体薬品への浸せき効果を求める試験を30日間

行い、漏えいしない性能を有するものとする。 

   オ 鉄筋コンクリート 

    （ア） 鉄筋の材料は、JISG3112鉄筋コンクリート用棒鋼に規定されるSD295Aに

適合するもので、直径13㎜以上のものとする。 

    （イ） コンクリートの材料は、JISA5308レディーミクストコンクリートに適合

するものとする。 

    （ウ） 厚さは、15㎝以上のものとする。 
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  ⑸ 屋外貯蔵タンクには次の附帯設備を設置すること。 

   ア 次の設備については、屋外貯蔵タンクの上面に設置する。 

    （ア） 危政令第11条第１項第８号に基づき設置する通気管 

    （イ） 危政令第11条第１項第９号に基づき設置する液面計 

    （ウ） 危政令第11条第１項第10号に基づき設置する注入管  

（エ） 危政令第11条第１項第12号に基づき設置する払出管を屋外貯蔵タンクに

接続するためのノズル 

    （オ） 危政令第11条第１項第14号に基づき設置する避雷設備である接地ピース 

    （カ） 屋外貯蔵タンクの底部に蓄積した水分を取り除くためのハンドポンプを  

設置するための水抜管ノズル      

    （キ） 屋外貯蔵タンクの内圧が異常上昇となった際に緊急的に減圧するための

緊急排気弁（安全装置） 

イ 移動タンク貯蔵所から屋外貯蔵タンクへの荷卸しに際しての過剰注油を防

止するための過剰注油防止弁を設けるとともに、危険物注入時のこぼれや過

剰注油防止弁が作動した場合のあふれに対応するためのあふれ防止槽（直上

給油口を設ける場合に限る。）を屋外貯蔵タンク上面に設置すること。 

   ウ 鋼製タンク底部とポリエチレンシートの間隙に、タンク内部の危険物が漏 

えいした場合に検知できるよう、漏えい検知管を設置すること。 

   エ タンクの内部の圧力が一定値（ 0.068ＭPa以上 0.086ＭPa以下）に上昇し

た段階で蓋が開放し、内部のガス又は蒸気を上部に放出できるよう、放爆口

兼マンホールをタンクの上面に設置すること。 

なお、放爆口兼マンホールは次の仕様のものとすること。 

    （ア） マンホールは、内径 500㎜以上とする。 

    （イ） マンホールの蓋の固定ボルトは次のとおりとする。 

      爆発が起こった際に、破断するボルトはステンレス鋼棒（JISG4303に規

定されるSUS304）とし、破断せず回転するボルトはＭ16（JISB1186に規定

されるもの）とする。 
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⑹ 配管等から危険物が漏えいした場合に、サイフォン効果により屋外貯蔵タン

クの中に存在する危険物が配管を通じて漏えいすることを防ぐために、屋外貯

蔵タンクの直近に弁を設置すること。 

  ⑺ 当該屋外貯蔵タンクを含む屋外タンク貯蔵所は、危政令第11条第１項第１号

から第３号、第７号の２から第11号及び第12号から第14号並びに第６項並びに

第７項の規定を満たすこと。 
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第４ 屋内タンク貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準  

１ 屋内貯蔵タンクと屋根との間隔（危政令第12条第１項第２号）  

屋内貯蔵タンクとタンク専用室の屋根（上階がある場合は上階の床）との間隔

は、 0.5ｍ以上の間隔を保つよう指導すること。（＊） 

２ 標識・掲示板（危政令第12条第１項第３号） 

標識・掲示板については、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」

３の例によること。  

３ さびどめ塗装（危政令第12条第１項第６号） 

ステンレスタンク等腐食し難い材料で造られているタンクについては、省略す

ることができる。【平成10年３月16日消防危第29号】 

４ 通気管（危政令第12条第１項第７号、危規則第20条第２項） 

⑴ アルコール類を貯蔵するタンクの通気管については、大気弁付通気管を設置

しても差し支えない。【昭和37年10月19日自消丙予発第 108号】 

⑵ 危規則第20条第２項第２号に規定する「滞油するおそれがある屈曲」とは、

次の図に示す屈曲をいう。 

         

５ 危険物の量を自動的に表示する装置（危政令第12条第１項第８号・第９号・第

２項第２号） 

⑴ 危政令第12条第１項第８号に規定する「危険物の量を自動的に表示する装置」 

は、第３「屋外タンク貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準」12の例に

よること。 

⑵ 危政令第12条第１項第９号に規定する注入口付近において、タンク内の危険

物の量を自動的に覚知することができないものについては、注入口付近にタン

ク内の危険物を容易に覚知することができる装置を設けるよう指導すること。

（＊） 
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⑶ 危政令第12条第２項第２号に規定する「注入口付近に設ける危険物の量を容

易に覚知することができる場合」には、自動的に危険物の量が表示される計量

装置、注入される危険物の量が一定量に達した場合に警報を発する装置、注入

される危険物の量を連絡することができる伝声装置等が該当する。【昭和46年

７月27日消防予第106 号通知】 

６ ポンプ設備（危政令第12条第１項第９号の２・第２項第２号の２） 

⑴ 危政令第12条第１項第９号の２に規定する「タンク専用室の存する建築物以

外の場所に設けるポンプ設備」は、第３「屋外タンク貯蔵所の位置、構造及び

設備の技術上の基準」、14（⑴から⑷を除く。）の例によること。 

⑵ ポンプ設備の周囲には、点検、修理等のための適当な空間を保有するよう指

導すること。（＊） 

⑶ ポンプ設備をタンク専用室に設ける場合で、タンク専用室にせきを設けたと

きは、せきの内側（屋内貯蔵タンクの存する側をいう。）には、ポンプ設備を

設けないよう指導すること。（＊） 

７ 危険物配管等（危政令第12条第１項第11号） 

危険物配管の位置、構造及び設備は、第１「製造所の位置、構造及び設備の技

術上の基準」18（⑹及び⑺を除く。）の例によること。 

８ 延焼のおそれのある外壁（危政令第12条第１項第12号・第14号） 

危政令第12条第１項第12号、第14号に規定する「延焼のおそれのある外壁」は、

第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」５⑴の例によること。 

９ 危険物が浸透しない構造（危政令第12条第１項第16号） 

危政令第12条第１項第16号に規定する「危険物が浸透しない構造」は、第１ 

「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」６⑴の例によること。 

10 出入口の敷居等（危政令第12条第１項第17号・第２項第８号） 

⑴ 危政令第12条第１項第17号の規定により設ける敷居で、貯蔵する危険物の全

量を収容することができないものについては、当該危険物の全量を収容できる

敷居の高さとするか、又はこれに代わるせきを設けるよう指導すること。 

この場合、せきは鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリートブロック造とす

るほか、当該せきと屋内貯蔵タンクの間に 0.5ｍ以上の間隔を保つよう指導す

ること。（＊） 
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⑵ 危政令第12条第２項第８号に規定する「屋内貯蔵タンクから漏れた危険物が

タンク専用室以外の部分に流出しないような構造」とは、出入口の敷居の高さ

を高くするか又はタンク専用室内にせきを設ける等の方法で、タンク専用室内

に貯蔵されている危険物の全量が収容できるものであること。【昭和46年７月

27日消防予第106 号通知】 

11 タンクの固定 

タンクは、アンカーボルト等で固定するよう指導すること。（＊） 

12 換気・排出設備（危政令第12条第１項第18号） 

危政令第12条第１項第18号に規定する「換気及び排出の設備」については、別

記１「換気設備等」によること。 

13 電気設備の基準（危政令第12条第１項第19号） 

電気設備の技術基準は、別記２「電気設備」によること。 
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第５ 地下タンク貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準 

１ 地下貯蔵タンクの設置場所等  

⑴ タンクは、当該タンクの点検管理が容易に行えるよう直上部に必要な空間が

確保できる位置に設置すること。【昭和49年５月16日消防予第72号】 

⑵ 点検管理が容易に行える場合には、直上部への植栽、駐車場として利用する

ことができる。 

⑶ タンクは、避難口等避難上重要な場所の付近及び火気使用設備の付近に設置

しないよう指導すること。（＊） 

２ 地下貯蔵タンクの頂部（危政令第13条第１項第３号） 

危政令第13条第１項第３号に規定する「地下貯蔵タンクの頂部」とは、横置円

筒型のタンクについては、タンク胴板の最上部をいうものであること。 

３ 標識・掲示板（危政令第13条第１項第５号） 

標識・掲示板については、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」

３の例によること。  

４ タンク本体の構造等（危政令第13条第１項第６号・危告示第４条の47） 

主荷重及び主荷重と従荷重の組合せにより地下貯蔵タンク本体に発生する応力

が、危告示第４条の47に規定する許容応力以下であることを応力計算により確認

する必要があるが、地下貯蔵タンクに作用する荷重及び発生応力は、一般的に次

により算出することができる。【平成17年３月24日消防危第55号】ただし、「地

下貯蔵タンク及びタンク室の構造例について」【平成18年５月９日消防危第 112

号】により例示された構造により設置する場合は、当該応力計算を省略すること

ができる。 

⑴ 作用する荷重 

ア 主荷重 

（ア） 固定荷重（地下貯蔵タンク及びその附属設備の自重） 

Ｗ１ ：固定荷重［単位：Ｎ］ 

（イ） 液荷重（貯蔵する危険物の重量） 

Ｗ２＝γ１・Ｖ 

Ｗ２ ：液荷重［単位：Ｎ］ 

γ１ ：液体の危険物の比重量［単位：Ｎ／㎣］ 

Ｖ  ：タンク容量［単位：㎣］ 
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（ウ） 内圧 

Ｐ１＝ＰＧ＋ＰＬ 

Ｐ１  ：内圧［単位：Ｎ／㎟］ 

       ＰＧ ：空間部の圧力（無弁通気管のタンクは考慮する必要がない。） 

［単位Ｎ／㎟］ 

ＰＬ  ：静液圧［単位：Ｎ／㎟］ 

ＰＬ＝γ１・ｈ１ 

γ１  ：液体危険物の比重量［単位：Ｎ／㎣］ 

ｈ１  ：最高液面からの深さ［単位：mm］ 

（エ） 乾燥砂荷重 

タンク室内にタンクが設置されていることから、タンク頂部までの乾燥

砂の上載荷重とし、その他の乾燥砂の荷重は考慮しないこととしてよい。 

Ｐ２  ＝γ２ ・ｈ２ 

Ｐ２  ：乾燥砂荷重［単位：Ｎ／㎟］ 

γ２  ：砂の比重量［単位：Ｎ／㎣］ 

ｈ２  ：砂被り深さ（タンク室のふたの内側から地下タンク頂部までの

深さ）［単位：mm］ 

イ 従荷重 

（ア） 地震の影響 

静的震度法に基づく地震動によるタンク軸直角方向に作用する水平方向

慣性力を考慮することとしてよい。 

なお、地震時土圧については、タンク室に設置されていることから考慮

しない。 

ＦＳ ＝  Ｋh （Ｗ１ ＋Ｗ２ ＋Ｗ３） 

ＦＳ  ：タンクの軸直角方向に作用する水平方向地震力［単位：Ｎ］ 

Ｋh ：設計水平震度（危告示第４条の23による） 

Ｗ１  ：固定荷重［単位：Ｎ］ 

Ｗ２  ：液荷重［単位：Ｎ］ 

Ｗ３  ：タンクの軸直角方向に作用する乾燥砂の重量［単位：Ｎ］ 

（イ） 試験荷重 

完成検査前検査、定期点検を行う際の荷重とする。［単位：Ｎ/㎟］ 
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⑵ 発生応力等 

鋼製横置円筒型の地下貯蔵タンクの場合、次に掲げる計算方法を用いること

ができる。 

ア 胴部の内圧による引張応力 

σＳ１＝Ｐｉ ・（Ｄ／２ｔ１） 

σＳ１：引張応力［Ｎ／㎟］ 

Ｐｉ：（内圧、正の試験荷重）［単位：Ｎ／㎟］ 

Ｄ：タンク直径［単位：mm］ 

ｔ１：胴の板厚［単位：mm］ 

イ 胴部の外圧による圧縮応力 

σＳ２＝ＰＯ ・（Ｄ／２ｔ１） 

σＳ２  ：圧縮応力［単位：Ｎ／㎟］ 

ＰＯ ：（乾燥砂荷重、負の試験荷重）［単位：Ｎ／㎟］ 

Ｄ：タンク直径［単位：mm］ 

ｔ１ ：胴の板厚［単位：mm］ 

ウ 鏡板部の内圧による引張応力 

σｋ１＝Ｐｉ ・（Ｒ／２ｔ２） 

σｋ１  ： 引張応力［Ｎ/㎟］ 

Ｐｉ  ：（内圧、正の試験荷重）［単位：Ｎ／㎟］ 

Ｒ：鏡板中央部での曲率半径［単位：mm］ 

ｔ２  ：鏡板の板厚［単位：mm］ 

エ 鏡板部の外圧による圧縮応力 

σｋ２＝ＰＯ ・（Ｒ／２ｔ２） 

σｋ２ ： 圧縮応力［Ｎ/㎟］ 

ＰＯ：（乾燥砂荷重、負の試験荷重）［単位：Ｎ／㎟］ 

Ｒ：鏡板中央部での曲率半径［単位：mm］ 

ｔ２  ：鏡板の板厚［単位：mm］ 

オ タンク固定条件の照査 

地下タンク本体の地震時慣性力に対して、地下タンクの固定部分が、必要

なモーメントに耐える構造とするため、次の条件を満たすこと。 

ＦＳ ・Ｌ≦Ｒ・ｌ 
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ＦＳ ：タンク軸直角方向に作用する水平方向地震力［単位：Ｎ］ 

Ｌ：ＦＳ が作用する重心から基礎までの高さ［単位：mm］ 

Ｒ：固定部に発生する反力［単位：Ｎ］ 

ｌ：一の固定部分の固定点の間隔［単位：mm］ 

 

５ 地下貯蔵タンクの外面保護（危政令第13条第１項第７号・危規則第23条の２） 

⑴ 危政令第13条第１項第７号の「外面の保護」のうち、電気防食（⑵を除く。）

が必要な地下貯蔵タンクは、次のフロー図によること。 

なお、危規則第23条の２第１項第３号に規定する「電気的腐食のおそれのあ

る場所」の判断は、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」18⑼

及び⑽の例によること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 腐食のおそれが特に高い地下貯蔵タンク等の流出事故防止対策については、

別記６「既設の地下貯蔵タンクに対する流出事故防止対策等に係る運用」によ

ること。 

 

 

 

 

 

 

上記以外  

二重殻タンク又は

漏れ防止構造  

上記以外  

電気的腐食のお  

それのある場所  

必要なし  

必要なし  

必要なし  

必要  

地
下
貯
蔵
タ
ン
ク 

上記以外  

著しく腐食のおそ

れが少ない材料  

タンク材料        タンク構造      設置場所     電気防食  
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６ マンホール等の構造 

プロテクターを設ける場合は、次により指導すること。（＊） 

⑴ プロテクターは、タンク室に雨水等が流入しない構造とすること。 

⑵ プロテクターのふたは、ふたにかかる重量が直接プロテクターにかからない

ように設けるとともに、雨水の浸入しない構造とすること。 

⑶ 配管がプロテクターを貫通する部分は、危険物に侵されない不燃性の充てん

材等によって浸水を防止するように施工すること。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マンホール等の構造 
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７ 通気管（危政令第13条第１項第８号） 

⑴ 通気管は、危政令第９条第１項第21号イからニの基準に適合するよう指導す

ること。（＊） 

⑵ 次の図の例による通気管ヘッドの構造及び材質は、技術上の基準に適合する

ものと認めて差し支えないこと。【昭和60年５月30日消防危第68号】 

   

 

８ 注入口（危政令第13条第１項第９号） 

注入口は、第３「屋外タンク貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準」13

（⑼を除く。）の例によること。 

９ ポンプ設備（危政令第13条第１項第９号の２・危規則第24条の２） 

危政令第13条第１項第９号の２に規定するポンプ及び電動機を地下貯蔵タンク

内に設けないポンプ設備（以下「地下貯蔵タンク内に設けないポンプ設備」とい

う。）並びにポンプ又は電動機を地下貯蔵タンク内に設けるポンプ設備（以下 

「油中ポンプ設備」という。）は、次によること。 

⑴ 地下貯蔵タンク内に設けないポンプ設備は、第３「屋外タンク貯蔵所の位置、

構造及び設備の技術上の基準」14（⑴から⑷を除く。）の例によること。 

⑵ 油中ポンプ設備【平成５年９月２日消防危第67号】 

ア 電動機の構造（危規則第24条の２第１号） 

（ア） 固定子は、固定子内部における可燃性蒸気の滞留及び危険物に接するこ

とによるコイルの絶縁不良、劣化等を防止するため、金属製の容器に収納
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し、かつ、危険物に侵されない樹脂を当該容器に充填
じゅうてん

すること。 

（イ） 「運転中に固定子が冷却される構造」とは、固定子の周囲にポンプから

吐出された危険物を通過させる構造又は冷却水を循環させる構造をいう。 

（ウ） 「電動機の内部に空気が滞留しない構造」とは、空気が滞留しにくい形

状とし、電動機の内部にポンプから吐出された危険物を通過させて空気を

排除する構造又は電動機の内部に不活性ガスを封入する構造をいう。 

この場合において、電動機の内部とは、電動機の外装の内側をいう。 

イ 電動機に接続される電線（危規則第24条の２第２号） 

（ア） 「貯蔵し、又は取り扱う危険物に侵されない電線」とは、貯蔵し、又は

取り扱う危険物に侵されない絶縁物で被覆された電線をいうものであるこ

と。 

（イ） 「電動機に接続される電線が直接危険物に触れないよう保護」する方法

とは、貯蔵し、又は取り扱う危険物に侵されない金属管等の内部に電線を

設ける方法をいうものであること。 

ウ 電動機の温度上昇防止措置（危規則第24条の２第３号） 

「締切運転による電動機の温度の上昇を防止するための措置」とは、固定

子の周囲にポンプから吐出された危険物を通過させる構造により当該固定子

を冷却する場合については、ポンプ吐出側の圧力が最大常用圧力を超えて上

昇した場合に危険物を自動的に地下貯蔵タンクに戻すための弁及び配管をポ

ンプ吐出管部に設ける方法をいうものであること。 

エ 電動機を停止する措置（危規則第24条の２第４号） 

（ア） 「電動機の温度が著しく上昇した場合」において電動機を停止する措置

とは、電動機の温度を検知し、危険な温度に達する前に電動機の回路を遮

断する装置を設けることをいうものであること。 

（イ） 「ポンプの吸引口が露出した場合」において電動機を停止する措置とは、 

地下貯蔵タンク内の液面を検知し、当該液面がポンプの吸引口の露出する

高さに達した場合に電動機の回路を遮断する装置を設けることをいうもの

であること。 

オ 油中ポンプ設備の設置方法（危規則第24条の２第５号） 

（ア） 油中ポンプ設備を地下貯蔵タンクとフランジ接合することとしているの

は、油中ポンプ設備の維持管理、点検等を容易にする観点から規定された
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ものであること。 

また、油中ポンプ設備の点検等は、地上で実施すること。 

（イ） 保護管とは、油中ポンプ設備のうち、地下貯蔵タンク内に設けられる部

分を危険物、外力等から保護するために設けられる地下貯蔵タンクに固定

される金属製の管をいうものであること。 

なお、当該部分の外装が十分な強度を有する場合には、保護管内に設け

る必要がないこと。 

（ウ） 危険物の漏えいを点検することができる措置が講じられた安全上必要な

強度を有するピットは、地上からの作業が可能な大きさのコンクリート造

又はこれと同等以上の性能を有する構造の箱とし、かつ、ふたが設けられ

ていること。 

カ その他 

（ア） 油中ポンプ設備に制御盤又は警報装置を設ける場合には、常時人がいる

場所に設置すること。 

（イ） 油中ポンプ設備の吸引口は、地下貯蔵タンク内の異物、水等の浸入によ

るポンプ又は電動機の故障を防止するため、地下貯蔵タンクの底面から十

分離して設けるよう指導すること。（＊） 

（ウ） ポンプ吐出管部には、危険物の漏えいを検知し、警報を発する装置又は

地下配管への危険物の吐出を停止する装置を設けることが望ましいこと。 

（エ） 油中ポンプ設備には、電動機の温度が著しく上昇した場合、ポンプの吸 

引口が露出した場合等に警報を発する装置を設けるよう指導すること。（＊） 

（オ） 危険物保安技術協会において実施した試験確認で適合品となった油中ポ

ンプ設備は、技術上の基準に適合しているものとする。【昭和63年５月30

日消防危第74号】 
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油中ポンプ設備の模式図 
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10 危険物配管等（危政令第13条第１項第10号） 

危険物配管の位置、構造及び設備は、第１「製造所の位置、構造及び設備の技

術上の基準」18（⑶、⑹及び⑺を除く。）の例によること。 

11 電気設備の基準（危政令第13条第１項第12号） 

電気設備の技術基準は、別記２「電気設備」によること。 

12 液体の危険物の漏れを検知する設備（危政令第13条第１項第13号） 

危政令第13条第１項第13号に規定する「液体の危険物の漏れを検知する設備」

は、次によること。 

⑴ 地下貯蔵タンクの周囲に設ける管（以下「漏えい検査管」という。）による

もの 

ア 構造については、次により指導すること。（＊） 

（ア） 管は、二重管とする。ただし、小孔のない上部は単管とすることができ

る。 

（イ） 材料は、金属管、硬質塩化ビニール管等、貯蔵する危険物に侵されない

油中ポンプ設備の設置例 
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ものとすること。 

（ウ） 長さは、コンクリート蓋上面よりタンク基礎上面までの長さ以上とする

こと。 

（エ） 小孔は、内外管ともおおむね下端からタンク中心までとする。ただし、

地下水位の高い場所では、地下水位上方まで小孔を設けること。 

イ 設置数はタンク１基について４本以上とすること。ただし、２以上のタン

クを１ｍ以下に接近して設ける場合は、次の図の例によることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 危険物の微小な漏れを検知するための設備 

危規則第23条の３第１号に規定する危険物の微小な漏れを検知する設備は、

直径 0.3㎜以下の開口部からの危険物の漏れを常時検知することができる設備

がこれに当たること。 

なお、漏えい検査管にセンサーを設けるものについては、危規則第23条の３

第１号に規定する危険物の微小な漏れを検知する設備には該当しないものであ

ること。 

13 タンク室の構造（危政令第13条第１項第14号・危規則第24条） 

⑴ 主荷重及び主荷重と従荷重の組合せによりタンク室に発生する応力が、危告

示第４条の50に規定する許容応力以下であることを応力計算により確認する必

要があるが、タンク室に作用する荷重及び発生応力は、一般的に次により算出

することができる。【平成17年３月24日消防危第55号】ただし、「地下貯蔵タ

ンク及びタンク室の構造例について」【平成18年５月９日消防危第 112号】に

より例示された構造により設置する場合は、当該応力計算を省略することがで

タンク室方式  
タンク室方式  

（隔壁を設けた場合）  

漏れ防止構造  

漏えい検査管の設置例 

漏えい検査管  漏えい検査管  
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きる。 

ア 作用する荷重 

（ア） 主荷重 

あ 固定荷重（タンク室の自重、地下貯蔵タンク及びその附属設備の自重） 

Ｗ４：固定荷重［単位：Ｎ］ 

い 液荷重（貯蔵する危険物の重量） 

Ｗ２＝γ１・Ｖ 

Ｗ２：液荷重［単位：Ｎ］ 

γ１：液体の危険物の比重量［単位：Ｎ／㎣］ 

Ｖ ：タンク容量［単位：㎣］ 

う 土圧 

Ｐ３＝ＫＡ・γ３・ｈ３ 

Ｐ３：土圧［単位：Ｎ／㎟］ 

ＫＡ：静止土圧係数（一般的に0.5） 

γ３：土の比重量［単位：Ｎ／㎣］ 

ｈ３：地盤面下の深さ［単位：mm］ 

 

え 水圧 

Ｐ４＝γ４・ｈ４ 

Ｐ４ ：水圧［単位：Ｎ／㎟］ 

        γ４ ：水の比重量［単位：Ｎ／㎣］ 

        ｈ４  ：地下水位からの深さ（地下水位は原則として実測値による。）

［単位：mm］ 

（イ） 従荷重 

あ 上載荷重 

上載荷重は、原則として想定される最大重量の車両の荷重とする。

（ 250ｋＮの車両の場合、後輪片側で100kＮを考慮する。） 

い 地震の影響 

地震の影響は、地震時土圧について検討する。 

Ｐ５＝ＫＥ・γ４・ｈ４ 

 Ｐ５：地震時土圧［単位：Ｎ／㎟］ 



3－75 

 

ＫＥ：地震時水平土圧係数 

地震時水平土圧係数ＫＥ は、次によることができる。 

   

φ：周辺地盤の内部摩擦角［単位：度］ 

θ：地震時合成角［単位：度］ 

θ＝tan－１Ｋh 

Ｋh：設計水平震度（危告示第４条の23による。） 

    γ４：土の比重量［単位：Ｎ／㎣］ 

ｈ４：地盤面下の深さ［単位：mm］ 

⑵ 危規則第24条第１号に規定する「水密コンクリート」とは、硬化後に水を通

しにくく、水が拡散しにくいコンクリートのことであり、一般に、水セメント

比は、55％以下とし、ＡＥ剤若しくはＡＥ減水剤又はフライアッシュ若しくは

高炉スラグ粉末等の混和材を用いたコンクリートをいうこと。【平成17年３月

24日消防危第55号】 

⑶ 危規則第24条第２号に規定する「地下水等がタンク室の内部に浸入しない措

置」とは、次によるものとする。 

ア 振動等による変形追従性能、危険物により劣化しない性能及び長期耐久性

能を有するゴム系又はシリコン系の止水剤を充填
じゅうてん

するもの【平成17年３月24

日消防危第55号】 

イ 鋼製、合成樹脂及び水膨張のゴム製止水板によるもの 

⑷ タンク室のふたの下部（乾燥砂と接する部分）には、ルーフィング等により、 

ふた施工時におけるコンクリートの水分が乾燥砂に浸透しない措置を講ずるも

のとする。 

⑸ 建築物の下部にタンク室を設ける場合には、当該建築物の最下部のスラブを

当該タンク室のふたとすることができる。 
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⑹ タンク底部の基礎台と側壁との間には、隙間を設けるか、又は連通管を基礎

台に設ける等によりタンクからの危険物の漏えいを有効に検知することが可能

な構造とすること。 

   

⑺ タンク室に設けるタンクについてもバンドで基礎台に固定するよう指導する

こと。（＊） 

⑻ 人工砂をタンク室に充填
じゅうてん

する乾燥砂とみなして支障ないこと。【昭和61年11

月20日消防危第 109号】 

⑼ タンク室に設けられた複数のタンク隔壁（当該タンク室の壁と同等以上の性

能を有しているものに限る。）で隔てられたものについては、危政令第13条第

１項第４号のタンク離隔距離の規定を適用しないことができる。 

14 二重殻タンク（危政令第13条第２項） 

鋼製二重殻タンク、鋼製強化プラスチック製二重殻タンク及び強化プラスチッ

ク製二重殻タンクの構造等は次によること。 

⑴ 鋼製二重殻タンク 

鋼製二重殻タンク（以下「ＳＳ二重殻タンク」という。）とは、地下貯蔵タ

ンクに間隙を有するように取付け、かつ、危険物の漏れを常時検知するための

設備を設けたものをいう。 



3－77 

 

ア ＳＳ二重殻タンクの構造等は、「鋼製二重殻タンクに係る規定の運用につ

いて」【平成３年４月30日消防危第37号】によること。 

イ 危規則第24条の２の２第２項により設置する漏えい検知装置は、検知液の

液面のレベルの変化を外側から目視により読み取ることができる容器、当該

容器とＳＳ二重殻タンクの間隙とを連結する配管及び検知液の液面のレベル

が設定量の範囲を超えて変化した場合に警報を発する装置により構成される

ものとし、次によること。 

（ア） 容器の材料は、金属又は合成樹脂製とし、耐候性を有するものとするこ

と。 

（イ） 容器の大きさは、検知液を７Ｌ以上収容できる大きさのものとすること。 

（ウ） 検知装置の容器は、ＳＳ二重殻タンク本体の頂部から容器下部までの高

さが２ｍ以上となるよう設置すること。 

（エ） ＳＳ二重殻タンクと検知装置を接続する管は、可撓
か と う

性
せい

のある樹脂チュー

ブとすることができるが、地中埋設部については、土圧等を考慮し金属管

又はこれと同等以上の強度を有する保護管内に収めること。 

（オ） 検知装置は、販売室、事務室、控室、その他容器内の検知液の異常の有

無を従業員等が、容易に監視できる場所に設置すること。ただし、従業員

等が常時いる場合に検知装置の異常の有無を知らせる警報装置及び検知装 

置が正常に作動していることを確認できる装置が設けられている場合にあっ 

ては、検知装置を販売室、事務所等以外の整備室、雑品庫内に設けること

ができる。 

（カ） 検知液はエチレングリコールを水で希釈したものとし、エチレングリコー

ルを30％以下とした濃度のものを使用すること。 
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ウ 「鋼製二重殻タンクに係る規定の運用について」【平成３年４月30日消防

危第37号】に示されたＳＳ二重殻タンクを設置する場合は、設置又は変更許

可申請書への強度計算書等の添付書類は要しないものであること。 

⑵ 鋼製強化プラスチック製二重殻タンク 

鋼製強化プラスチック製二重殻タンク（以下「ＳＦ二重殻タンク」という。） 

とは、鋼製の地下貯蔵タンクの外面に厚さ２㎜以上の、ガラス繊維等を強化材

とした強化プラスチックを間隙を有するように被覆し、かつ、危険物の漏れを
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常時検知するための設備を設けたものをいう。 

ア ＳＦ二重殻タンクの構造等は、「鋼製強化プラスチック製二重殻タンクに

係る規定の運用について」【平成５年９月２日消防危第66号】によること。 

イ ＳＦ二重殻タンクの据付け 

ＳＦ二重殻タンクの外面が接触する基礎台、固定バンド等の部分には、緩

衝剤（厚さ10㎜程度のゴム製シート等）を挟み込み、接触面の保護をするこ

と。 

   

ウ ＳＦ二重殻タンクの内殻の鋼板に代えて、厚さ 3.2mm以上のステンレス鋼

板を用いることについては、検知層以外の強化プラスチックの被覆部の接着

強度が、剥離試験において強化プラスチックの基材破壊（強化プラスチック

を構成する部材の破壊）が生じる強度以上の強度を有していることを確認す

ることにより、危政令第23条を適用し認めて差し支えないこと。 

なお、接着強度を確認する剥離試験は、設置予定のＳＦ二重殻タンクと同

一の施工方法により、ステンレス鋼板に強化プラスチックを積層成形した試

験片を用い、実施するものとする。【平成22年12月28日消防危第 297号】 

エ その他 

危険物保安技術協会で実施したＳＦ二重殻タンクの被覆等及び漏えい検知

装置に係る構造、機能に係る試験確認の適合品は、技術上の基準に適合して

いるものとする。【平成６年２月18日消防危第11号】 

⑶ 強化プラスチック製二重殻タンク 

強化プラスチック製二重殻タンク（以下「ＦＦ二重殻タンク」という。）と

は、強化プラスチックで造った地下貯蔵タンクに強化プラスチックを間隙を有

するように被覆し、かつ、危険物の漏れを常時検知するための設備を設けたも
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のをいう。 

ア ＦＦ二重殻タンクの構造等は、「強化プラスチック製二重殻タンクに係る

規定の運用について」【平成７年３月28日消防危第28号】によること。 

イ 危険物の規制に関する規則等の一部を改正する省令（平成22年６月28日総

務省令第71号）の施行後、既設のＦＦ二重殻タンクにおいて、自動車ガソリ

ン、灯油、軽油及び重油（一種に限る。）以外の危険物を貯蔵し、又は取り

扱う場合は、設置者等から法第11条に基づく変更許可の申請又は法第11条の

４に基づく危険物の品名変更の届出がなされた際に、当該タンクの内殻に使

用されている強化プラスチックと同じ材質の強化プラスチックと判断できる

試験片を用いた「繊維強化プラスチックの耐薬品性試験方法」（JISK7070）

による耐薬品性試験の結果を設置者等に提出させ、基準に適合していること

を確認すること。【平成22年７月８日消防危第 144号】 

ウ その他 

危険物保安技術協会で実施したＦＦ二重殻タンクの被覆等及び漏えい検知

装の構造、機能に係る試験確認の適合品は、技術上の基準に適合しているも

のとする。【平成７年３月28日消防危第28号】 

15 ふたの構造（危政令第13条第２項第２号イ） 

⑴ 危政令第13条第２項第２号イに規定する「二重殻タンクがその水平投影の縦

及び横よりそれぞれ 0.6ｍ以上大きく」とは、上から見て、ふたが二重殻タン

クの水平投影より 0.3ｍ以上両側にはみ出す形をいうものであること。【昭和

45年２月28日消防予第37号】 

⑵ ふたの配筋は、直径10㎜以上の鉄筋をダブル配筋とし、ピッチは 300㎜以下

とすること。 

16 支柱（危政令第13条第２項第２号ロ） 

危政令第13条第２項第２号ロに規定する「ふたにかかる重量が直接当該二重殻

タンクにかからない構造」とは、原則として鉄筋コンクリート造の支柱又は鉄筋

コンクリート管（以下「ヒューム管」という。）を用いた支柱によってふたを支

える方法とし、その構造については、次によること。 

なお、最大許容軸方向荷重及び支柱の数は、別記７「ふたを鉄筋コンクリート

造の支柱によって支える例」によること。 

⑴ 鉄筋コンクリート造の支柱は、帯鉄筋又は螺旋鉄筋柱とすること。 
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ア 帯鉄筋柱の最小横寸法は、20㎝以上とすること（支柱横断面図参照）。 

イ 軸方向鉄筋の直径は12㎜以上で、その数は４本以上とすること。 

ウ  帯鉄筋の直径は６㎜以上で、その間隔は柱の最小横寸法、軸方向鉄筋の直

径12倍又は帯鉄筋の直径48倍のうち、最も小さな値以下とすること（支柱縦

断面図参照）。 

エ 軸方向鉄筋は、基礎及びふたの鉄筋と連結すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ ヒューム管を用いた支柱は、その外径を20㎝以上とし、その空洞部には、基

礎及びふたの鉄筋と連結した直径９㎜以上の鉄筋を４本以上入れ、コンクリー

トを充填
じゅうてん

すること。 

17 タンク基礎等（危政令第13条第２項第２号ハ） 

危政令第13条第２項第２号ハに規定する「堅固な基礎の上に固定」とは、次に

よること。 

⑴ タンク基礎は、厚さ20㎝以上の鉄筋コンクリート（鉄筋は直径９㎜以上のも

のを適宣の間隔で入れること。）とし、当該鉄筋に固定バンド用アンカーボル

トを連結すること。 

⑵ タンクの基礎台部分にも鉄筋を入れるものとし、当該鉄筋を前⑴に掲げる鉄

筋と連結すること。 

⑶ タンクの固定は、次の図に示すものを標準とし、許可申請に際しては浮力計

算書を確認すること。 

なお、浮力計算例は、別記８「浮力に関する計算例」によることとし、外殻

部の間隙部分も浮力計算に算入すること。 

 

φ１ 

φ２ 

ｔ 

支柱縦断面図 

≧20 ㎝ 

注 

ｔ：帯鉄筋の間隔 

ｄ：柱横寸法 

φ１：軸方向鉄筋の直径 

φ２：帯鉄筋の直径 

支柱横断面図 

ｄ 
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  ⑷ ＳＳ二重殻タンク、ＳＦ二重殻タンク及びＦＦ二重殻タンクをタンク室以外

の場所に設置し、砕石基礎を用いる場合の施工方法は、「地下貯蔵タンクの砕

石基礎による施工方法について」【平成８年10月18日消防危第 127号】による

こと。 

18 コンクリートパ－ツ組立方法による地下タンク貯蔵所 

コンクリートパ－ツ組立方法により設置する場合は、基礎コンクリート据付け

時の水平度、捨てコンクリートと基礎コンクリートとの密着性、接合用ボルト等 

の防食措置、パーツとパーツとの接合状況等その施工について十分配慮すること。

【昭和58年３月14日消防危第29号】 

19 漏れ防止構造（危政令第13条第３項） 

⑴ 危政令第13条第３項に規定する地下貯蔵タンクについては、「地下貯蔵タン

クの漏れ防止構造について」【昭和62年７月28日消防危第75号】によること。 

⑵ 止水板は、タンク室に設ける場合と同様に設けること。 

⑶ 「地下貯蔵タンクの漏れ防止構造について」【昭和62年７月28日消防危第75

号】に示された漏れ防止構造の地下貯蔵タンクを設置する場合は、設置又は変

更許可申請書への強度計算書等の添付書類は要しないものであること。 
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第６ 簡易タンク貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準  

１ 簡易タンク貯蔵所での危険物の貯蔵及び取扱い  

⑴ 簡易タンク貯蔵所において、簡易貯蔵タンクに給油設備を設けて営業用とし

て自動車等に給油する場合は、１日の給油量が指定数量未満であっても給油取

扱所として規制する。ただし、自家用のもので１日に指定数量未満のものにつ

いては、簡易タンク貯蔵所として取り扱う。【昭和37年４月６日自消丙予発第

44号】 

⑵ 簡易貯蔵タンクにおいて、詰替え又は小分け販売等の取扱いを主な目的とす

る場合は、一般取扱所として規制する。ただし、１日の取扱量が指定数量未満

のものについては、簡易タンク貯蔵所として取り扱う。【昭和37年４月６日自

消丙予発第44号】 

２ タンク数の制限（危政令第14条第２号）  

危政令第14条第２号に規定する「同一品質の危険物」には、法別表第１の品名

が同じものであっても品質の異なるものは含まれないこと。例えば、オクタン価

の異なるガソリンは同一品質の危険物とはならないこと。  

３ 標識・掲示板（危政令第14条第３号）  

標識・掲示板については、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」

３の例によること。  

４ タンクの固定等（危政令第14条第４号）  

⑴ 危政令第14条第４号に規定する「地盤面」は、簡易貯蔵タンクの外側１ｍ以  

上の範囲をコンクリート等で舗装し、危険物が浸透しない構造にするとともに、

その周囲には排水溝及びためますを設けるよう指導すること。（＊） 

⑵ 前⑴の地盤面の雨水等を直接外部に排水する場合は、油分離槽を設けるよう

指導すること。（＊） 

⑶ 危政令第14条第４号に規定する「固定」には、車止め又は鎖等による方法が

あること。 

５ タンクの空地（危政令第14条第４号）  

簡易貯蔵タンクを専用室内に設置する場合のタンク相互間の距離は、 0.5ｍ以

上とするよう指導すること。（＊） 
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６ 通気管（危政令第14条第８号・危規則第20条第４項） 

危政令第14条第８号に規定する通気管は、危規則第20条第４項第２号により、

先端の高さは、地上 1.5ｍ以上とされているが、簡易貯蔵タンク自体で高さを確

保できないものは、設置場所にコンクリート台を設け、地上高 1.5ｍ以上とする

などの方法があること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.5ｍ以上  

0.5ｍ以上 

軽油  レギュラー  
ハイオク  

専用室内の例 

0.5ｍ以上 0.5ｍ以上  

軽油  レギュラー  ハイオク  

0.5ｍ 0.5ｍ 

以上 以上 
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第７ 移動タンク貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準  

【昭和48年３月12日消防予第45号】 

１ 移動タンク貯蔵所の車両の形式（危政令第２条第６号）  

⑴ 移動タンク貯蔵所は、単一車形式及び被けん引車形式があり、その各々に積

載式以外のものと積載式のものがあり、次のように区分される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 単一車形式で積載式以外の移動タンク貯蔵所の例  

例１ 

      

  例２ 

  

 

 

積載式以外 

（第１項、第３項、第４項） 

積載式以外 

（第１項、第３項、第４項） 

移動タンク貯蔵所として規制される部分  

単 一 車 形 式 

移動タンク貯蔵所 

積載式 

（第２項、第４項） 

被けん引車形式 

積載式 

（第２項、第４項） 
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⑶ 被けん引車形式で積載式以外の移動タンク貯蔵所の例 

例１ 

 

例２ 

      

 

⑷ 単一車形式で積載式の移動タンク貯蔵所の例  

例１ 

      

例２ 

      

 

⑸ 被けん引車形式で積載式の移動タンク貯蔵所の例  

例 
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⑹ 移動タンク貯蔵所として認められない例  

例１ 

  

例２ 

   

例３ 

  

例４ 

  

例５ 
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例６ 

  

例７ 

  

 

 

 ２ タンクの内容積・空間容積 

⑴ タンクの内容積は、第２章第４「タンクの内容積の計算」により求めること。  

⑵ 防波板、間仕切板等の容積については、内容積の計算に当たって除かないも

のであること。 

⑶ 移動貯蔵タンク内部に加熱用配管等の装置類を設けるタンクについては、こ

れらの装置類の容積を除くこと。  

⑷ タンクの空間容積は、タンクの内容積の５％以上10％以下とされているが、

貯蔵する危険物の上部に水を満たして移送する移動タンク貯蔵所の場合は、そ

の水が満たされている部分もタンクの空間部分に含めること（例えば、二硫化

炭素の移動タンク貯蔵所がこれに当たる。）。 

３ 常置場所（危政令第15条第１項第１号）  

常置場所については、危政令第15条第１項第１号の定めによるほか、次による

こと。 

⑴ 常置場所は、屋外、屋内にかかわらず防火上安全な場所であること。  

また、同一敷地内において複数の移動タンク貯蔵所を常置する場合について

は、移動タンク貯蔵所の台数が敷地面積若しくは建築面積に対して適正である

こと。 

⑵ 建築物として取り扱っている１層２段の自走式自動車車庫の１階にあっては、

上階からの火源の落下等を防止できる構造であれば認められるが、屋上にあっ  

ては認められないこと。 
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４ タンクの鋼板等（危政令第15条第１項第２号・３号） 

⑴ タンクは、厚さ 3.2㎜以上の鋼板「JIS G3101」に規定される一般構造用圧延

鋼材のうちのSS 400（以下「SS 400」という。）で造ること。 

なお、これ以外の金属板で造る場合の厚さは、下記の計算式により算出され

た数値（少数点第２位以下の数値は切り上げる。）以上で、かつ、 2.8㎜以上

の厚さで造るものとすること。ただし、最大容量が20ｋＬを超えるタンクをア

ルミニウム合金板で造る場合の厚さは、算出された値に 1.1を乗じたものとす

ること。 

 

ｔ＝√
    

  

3
×3.2  

 

ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜） 

σ：使用する金属板の引張強さ（Ｎ／㎟） 

Ａ：使用する金属板の伸び（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

400×21 

σ×Ａ 
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SS 400以外の金属板を用いる場合の板厚の必要最小値 

材質名 JIS記号 

引張 

強さ 

（N/㎟） 

伸び 

（％） 

計算値 

（㎜） 

板厚の必要最小値

（㎜） 

20kL 

以下 

20kL超 
20kL 

以下 

20kL超 

ステンレス 

鋼板 

SUS304 520 40 2.37 － 2.8 2.8 

SUS304L 480 40 2.43 － 2.8 2.8 

SUS316 520 40 2.37 － 2.8 2.8 

SUS316L 480 40 2.43 － 2.8 2.8 

アルミニウ

ム合金板 

A5052P－H34 235 ７ 5.51 6.07 5.6 6.1 

A5083P－H32 305 12 4.23 4.65 4.3 4.7 

A5083P－O 275 16 3.97 4.37 4.0 4.4 

A5083P－H112 285 11 4.45 4.89 4.5 4.9 

A5052P－O 175 20 4.29 4.72 4.3 4.8 

アルミニウ

ム板 
A1080P－H24 85 ６ 8.14 8.96 8.2 9.0 

溶接構造用 

圧延鋼材 

SM490A 490 22 2.95 － 3.0 3.0 

SM490B 490 22 2.95 － 3.0 3.0 

高耐候性 

圧延鋼材 
SPA－H 480 22 2.97 － 3.0 3.0 

備考： 表に掲げるもの以外の材料を使用する場合には、引張り強さ、伸び等を鋼

材検査証明書等により確認すること。 

 

⑵ タンク本体の応力集中防止措置 

被けん引車形式の移動タンク貯蔵所のタンク（積載式のタンクの箱枠構造の 

ものを除く。）の次の図の斜線部分には、著しく応力集中を生じるおそれのあ

る附属物を設けないこと。 
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⑶ 液状の硫黄を貯蔵する移動タンク貯蔵所には、容量 4,000Ｌ以上の容量であっ 

ても間仕切を設けなくてもよいこと。【昭和43年４月10日消防予第 105号】 

⑷ 動植物油類（脂肪酸エステル）等の貯蔵において、冬季に凝固する場合は、

タンク内に蒸気による加熱配管を取り付けることができること。 

なお、加熱配管は危政令第９条第１項第21号イの水圧試験の例により水圧試

験を行うよう指導すること。【昭和52年３月15日消防危第37号】 

⑸ 圧力タンクと圧力タンク以外のタンクの区分 

圧力タンクとは、最大常用圧力が46.7ｋ㎩（≒70／ 1.5ｋ㎩）以上のものを 

いい、圧力タンク以外のタンクとは最大常用圧力が46.7ｋ㎩（≒70／ 1.5ｋ㎩）

未満の移動貯蔵タンクをいうものであること。 

５ 安全装置（危政令第15条第１項第４号・危規則第19条第２項） 

⑴ 安全装置の構造 

ア 安全装置は、その機能が維持できるよう、容易に点検整備ができ、かつ、

点検した場合に安全装置の作動圧力に変動をきたさない構造であること。 

イ 安全装置には、排気弁が設けられている単動式のものと、排気弁に加え、

吸気弁が設けられている複動式のものがあること。 

⑵ 安全装置の作動の圧力 

危規則第19条第２項第１号に定める安全装置の作動の圧力とは、タンク内部

の圧力の上昇により当該装置の弁が開き始めたときに当該装置に加わっている

圧力をいうものであること。 

⑶ 有効吹出し面積 

危規則第19条第２項第２号に規定する「吹き出し部分の有効面積」とは、タ
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ンク内部の圧力が有効に吹き出るために必要な通気の面積をいうものであるこ

と。 

なお、有効吹出し面積は、通常、安全装置の弁孔及び弁リフトの通気面積に

より算出するが、弁孔及び弁リフトの通気部分に限らず、その他の通気部分に

ついても、その通気面積が有効吹出し面積以下となってはならないものである

こと。 

また、一の安全装置では有効吹出し面積が不足する場合は、２個以上の安全

装置によって確保することができるものであること。 

この場合、それぞれの安全装置の有効吹出し面積の合計が所定の有効吹出し

面積以上であること。 

ア 弁孔の通気面積は、下記の計算式により算出すること。 

Ａ＝
π

４
ｄ２  

Ａ：弁孔の通気面積（㎠） ｄ：弁孔の内径（㎝） 

イ 弁リフトの通気面積は、下記の計算式により算出すること。 

Ａ１＝πｄｓ  

Ａ１：弁リフトの通気面積（㎠） ｄ：弁孔の内径（㎝） 

ｓ：弁リフトの高さ（㎝） 

ウ 弁体側壁（スクリーン部分の窓）の通気面積は、下記の計算式により算出

すること。 

 Ａ２＝
ａ・ｂ・ｎ・ｆ

 

  Ａ２：弁体側壁の通気面積（㎠） ａ：弁体側壁の横の長さ（㎝） 

  ｂ：弁体側壁の縦の長さ（㎝）   ｎ：弁体側壁の数 

  ｆ：スクリーンの空間率（％） 

エ 弁のふたの通気面積は、下記の計算式により算出すること。 

Ａ３＝
π       

４
  

 Ａ３  ：弁のふたの通気面積（㎠） Ｃ：弁体の外径（㎝） 

ｄ  １  ：弁体の内径（㎝） 

 

（Ｃ２－ｄ１
２）  

100 
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⑷ 引火防止装置 

安全装置の蒸気吹出し口には、引火防止装置が設けられていること。 

なお、当該装置を金網とする場合は、40メッシュのものとすること。 

６ 防波板（危政令第15条第１項第４号・危規則第24条の２の９） 

⑴ 防波板は、厚さ 1.6㎜以上の鋼板「JIS G3131」に規定される熱間圧延軟鋼板

のうちSPHC（以下「SPHC」という。）又はこれと同等以上の機械的性質を有す

る材料で造ること。 

なお、この鋼板及び次の表以外の金属板で造る場合の厚さは、下記の計算式

により算出された数値（少数点第２位以下の数値は切り上げる。）以上の厚さ

のものとすること。 

 

ｔ＝√
   

σ
×1.6 

 

 ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜） 

  σ：使用する金属板の引張強さ（Ｎ／㎟） 

 

 

 

270 
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SPHC以外の金属板を用いる場合の板厚の必要最小値 

備考： 表に掲げるもの以外の材料を使用する場合には、引張り強さ、伸び等を鋼 

材検査証明書等により確認すること。 

⑵ 構造 

防波板は、形鋼等により造り、かつ、貯蔵する危険物の動揺により容易に湾

曲しない構造とすること。 

 

 

 

⑶ 取付方法 

防波板は、タンク室内の２箇所以上にその移動方向と平行に、高さ又は間仕

切板等から距離を異にして設けること。 

材質名 JIS記号 
引張強さ 

（Ｎ／㎟） 

計算値 

（㎜） 

板厚の必要最小値 

（㎜） 

冷間圧延鋼板 SPCC 270 1.60 1.6 

ステンレス鋼板 

SUS304 
520 1.16 1.2 

SUS316 

SUS304L 
480 1.20 1.2 

SUS316L 

アルミニウム合金板 

A5052P－H34 235 1.72 1.8 

A5083P－H32 315 1.49 1.5 

A5052P－H24 235 1.72 1.8 

A6N01S－T5 245 1.68 1.7 

アルミニウム板 A1080P－H24 85 2.86 2.9 

防波板の構造例 
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⑷ 面積計算 

タンク室の移動方向に対する垂直最大断面積は、タンク室の形状に応じ、下

記の計算式により算出すること。 

なお、下記の形状以外のタンク室の場合は、適当な近似計算により断面積を

算出すること。 

ア 皿形鏡板と皿形間仕切板とで囲まれたタンク室で、両端が反対方向に張り 

出している場合 

 

Ａ＝(ℓ＋
    

２
＋

     

２
) ×ｈ 

   Ａ：垂直最大断面積  

ℓ ：タンク室胴の直線部の長さ 

   ℓ１及びℓ２ ：鏡板及び間仕切板の張出し寸法 

ｈ：タンク室の最大垂直寸法 

イ 皿形鏡板と皿形間仕切板とで囲まれたタンク室で、両端が同一方向に張り

出している場合 

防波板の取付例 

ℓ１ ℓ２ 
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 Ａ＝(ℓ＋
    

２
−

     

２
) ×ｈ 

  Ａ：垂直最大断面積 

  ℓ ：タンク室胴の直線部の長さ 

ℓ１及びℓ２ ：鏡板及び間仕切板の張出し寸法 

ｈ：タンク室の最大垂直寸法 

 

ウ 平面状間仕切板で囲まれたタンク室の場合 

  

Ａ＝ℓ×ｈ  

Ａ：垂直最大断面積 

ℓ ：間仕切板中心間寸法 

ｈ：タンク室の最大垂直寸法 

 

 

 

 

 

ℓ１ ℓ２ 
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エ 皿形鏡板と平面状間仕切板とで囲まれたタンク室の場合 

  

Ａ＝(ℓ＋
    

２
) ×ｈ 

Ａ  ：垂直最大断面積 

ℓ  ：タンク室胴の直線部の長さ 

ℓ１：鏡板の張出し寸法 

ｈ  ：タンク室の最大垂直寸法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ℓ１ 
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７ マンホール及び注入口のふた（危政令第15条第１項第５号） 

⑴ マンホール及び注入口のふたは、厚さ 3.2㎜以上の鋼板SS 400で造ること。 

なお、SS 400及び次の表に掲げる材料以外の金属板で造る場合の厚さは、下

記の計算式により算出された数値（少数点第２位以下の数値は切り上げる。）

以上で、かつ、 2.8㎜以上のものとすること。 

ｔ＝√
    

  

3
×3.2 

     ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜） σ：使用する金属板の引張強さ（Ｎ／㎟） 

     Ａ：使用する金属板の伸び（％） 

 

SS400以外の金属板を使用する場合の板厚の必要最小値 

材質名 JIS記号 

引張 

強さ 

（N/㎟） 

伸び 

（％） 

計算値 

（㎜） 

板厚の必要最小値

（㎜） 

ステンレス 

鋼板 

SUS304 520 40 2.37 2.8 

SUS304L 480 40 2.43 2.8 

SUS316 520 40 2.37 2.8 

SUS316L 480 40 2.43 2.8 

アルミニウム合金

板 

A5052P－H34 235 ７ 5.51 5.6 

A5083P－H32 305 12 4.23 4.3 

A5083P－O 275 16 3.97 4.0 

A5083P－H112 285 11 4.45 4.5 

A5052P－O 175 20 4.29 4.3 

アルミニウム板 A1080P－H24 85 ６ 8.14 8.2 

溶接構造用 

圧延鋼材 

SM490A 490 22 2.95 3.0 

SM490B 490 22 2.95 3.0 

高耐候性 

圧延鋼材 

SPA－H 480 22 2.97 3.0 

備考： 表に掲げるもの以外の材料を使用する場合には、引張り強さ、伸び等を

鋼材検査証明書等により確認すること。 

400×21 

σ×Ａ 
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⑵ マンホールカバーの取付方法は、次に示すクランプリング方式によることが

できること。 

なお、材質及び厚さについては、前⑴によること。 

ア 「マンホールリング」とは、マンホール立ち上がり部分として使用するも  

の 

イ 「マンホールカバー」とは、マンホールのふたとして使用するもの 

ウ 「注入口カバー」とは、マンホールカバーに取り付けられた、注入口のふ

たとして使用するもの 

エ 「ボルトナット」とは、マンホールリングとマンホールカバーを固定させ

るためのクランプリングを締めつけるものとして使用するもの 

オ 「ガスケット」とは、マンホールリングとマンホールカバーの隙間及びマ

ンホールカバーと注入口カバーの隙間を気密とするために使用するもの 

 

 

 

８ 可燃性蒸気回収設備（危政令第15条第１項第６号） 

⑴ 移動貯蔵タンクに可燃性蒸気を回収するための回収口を設け、当該回収口に

可燃性蒸気を回収するためのホース（以下「回収ホース」という。）を直接結

合する方式の可燃性蒸気回収設備については、次により設けること。 

ア 回収口は、移動貯蔵タンクの頂部に設けること。 

イ 回収口には、回収ホースを結合するための装置（以下「ホース結合装置」

という。）を設けること。 

ウ ホース結合装置には、回収ホースを緊結した場合に限り開放する弁（鋼製

その他の金属製のものに限る。）を設けること。 

エ ホース結合装置の回収ホース接続口には、ふたを設けること。 

クランプリング方式のマンホールカバーの例  
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オ ホース結合装置の構造は、可燃性蒸気が漏れないものであること。 

カ ホース結合装置は、真ちゅうその他摩擦等によって火花を発し難い材料で

造られていること。 

キ ホース結合装置の最上部と防護枠の頂部との間隔は、50㎜以上であること。 

 

     

 

 

     例１ 安全装置と同一台座に回収口を取り付ける場合 

          

 

例２ マンホール蓋に回収口を取り付ける場合 

          

 

回収口に直接回収ホースを結合する方式の例  

ホース結合装置の構造の例 
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⑵ 移動貯蔵タンクのタンク室ごとに設けられる回収口の２以上に接続する配管

（以下「集合配管」という。）を設け、当該配管に回収ホースを結合する方式

の可燃性蒸気回収設備については、次によること。 

ア 回収口の位置は、前⑴アの例によること。 

イ 回収口には、それぞれ開閉弁（以下「蒸気回収弁」という。）を設けるこ

と。この場合において、蒸気回収弁は、不活性気体を封入するタンク等に設 

けるものを除き、底弁の開閉と連動して開閉するものとすること。 

ウ 蒸気回収弁と集合配管の接続は、フランジ継手、緩衝継手等により行うこ

と。 

エ 集合配管の先端には、ホース結合装置を設けること。 

オ ホース結合装置は、前⑴イからオまでの例によるものであること。 

カ 可燃性蒸気回収設備に設ける弁類及び集合配管は、可燃性蒸気が漏れない

ものであること。 

キ 可燃性蒸気回収設備に設ける弁類及び集合配管は、鋼製その他の金属製の

ものとすること。ただし、緩衝継手については、この限りでない。 

ク 可燃性蒸気回収設備に設ける弁類又は集合配管の最上部と防護枠の頂部と 

の間隔は、50㎜以上であること。 

 

 

 

 

 

 

集合配管の取付け例 
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例１                例２ 

    

 

 

例１ フランジ継手を使用した例 

   

 

例２ 緩衝継手を使用した例 

     

 

蒸気回収弁の構造例 

蒸気回収弁と集合配管との接続例  
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９ 側面枠（危政令第15条第１項第７号・危規則第24条の３） 

⑴ 側面枠を設けないことができる移動貯蔵タンク 

マンホール、注入口、安全装置等がタンク内に陥没しているタンクには側面

枠を設けないことができること。 

        

 

⑵ 側面枠の構造 

側面枠の形状は、鋼板その他の金属板による箱形（以下「箱形」という。）

又は形鋼による枠形（以下「枠形」という。）とすること。 

なお、容量が10ｋＬ以上で、かつ、移動方向に直角の断面形状が円以外の移

動貯蔵タンクに設ける側面枠については、箱形のものとすること。 

ア 箱形の側面枠の構造は、次によること。 

箱形の側面枠は、厚さ 3.2㎜以上の鋼板SS 400又は次の表によること。 

また、それ以外の金属板については、下記の計算式により算出された数値

（少数点第２位以下の数値は切り上げる。）以上で、かつ、 2.8㎜以上の厚

さで造るものとすること。 

 

    ｔ＝√
   

σ
×3.2 

ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜） 

     σ：使用する金属板の引張強さ（Ｎ／㎟） 

400 
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SS 400以外の金属板を使用する場合の板厚の必要最小値 

備考： 表に掲げるもの以外の材料を使用する場合には、引張り強さ、伸び等

を鋼材検査証明書等により確認すること。 

 

例１ 

    

 

例２ 

   

材質名 JIS記号 
引張強さ 

（Ｎ／㎟） 

計算値 

（㎜） 

板厚の必要最小値 

（㎜） 

ステンレス鋼板 

SUS304 
520 2.81 2.9 

SUS316 

SUS304L 
480 2.93 3.0 

SUS316L 

アルミニウム合金板 

A5052P－H34 235 4.18 4.2 

A5083P－H32 305 3.67 3.7 

A5083P－O 275 3.86 3.9 

A5083P－H112 285 3.80 3.8 
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例３ 

    

 

イ 側面枠の頂部の幅は、次の表によること。 

移動貯蔵タンクの最大容量 側面枠の頂部の幅 ℓ（㎜） 

20ｋＬを超える 350以上 

10ｋＬ以上20ｋＬ以下 250以上 

５ｋＬ以上10ｋＬ未満 200以上 

５ｋＬ未満 150以上 

 

⑶ 形鋼による枠形の側面枠の構造は、次によること。 

ア 形鋼による枠形の側面枠の寸法及び板厚は、次の表に掲げる移動貯蔵タン 

クの最大容量の区分に応じた材質及びJ I S記号欄に掲げる金属板に応じて当

該表に示す必要最小値以上のものとし、それ以外の金属板を用いる場合にあ 

っては、下記の計算式により算出された数値（小数点第２位以下の数値は切 

り上げる。）以上の厚さで造るものとすること。 

ｔＯ＝
   

σ
×ｔ 

   ｔＯ：使用する材料の板厚（㎜） 

   ｔ：一般構造用圧延鋼材SS400の場合の板厚（㎜） 

   σ：使用する材料の引張強さ（Ｎ／㎟） 

 

 

 

 

400 

箱形の側面枠の構造例 
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枠形の側面枠の形鋼の寸法及び板厚の必要最小値 

材質名 JIS記号 
引張強さ 

（Ｎ／㎟） 

側面枠の寸法及び板厚ａ×ｂ×ｔ（㎜） 

移動貯蔵タンクの最大容量 

10ｋＬ以上 
５ｋＬ以上 

10ｋＬ未満 
５ｋＬ未満 

一般構造用 

圧延鋼板 
SS400 400 100×50×6.0 100×50×4.5 90×40×3.2 

ステンレス 

鋼   板 

SUS304 
520 100×50×4.7 100×50×3.5 90×40×2.5 

SUS316 

アルミニウム

合 金 板 

A5052P-H34 235 
100×50×

10.3 
100×50×7.7 90×40×5.5 

A5083P-H32 305 100×50×7.9 100×50×6.0 90×40×4.2 

形 

状 

図 

 

 

イ 枠形の側面枠の隅部及び接合部には、次により隅部補強板及び接合部補強 

板を設けること。 

（ア） 隅部補強板（Ａ部）及び接合部補強板（Ｂ部）は、厚さ 3.2㎜以上の鋼 

板SS 400又は前⑵アの表に掲げる金属板の区分に応じた必要最小値以上の 

金属板とすること。それ以外の金属板については、下記の計算式により算 

出された数値（小数点第２位以下の数値は切り上げる。）以上で、かつ、2.8

㎜以上のものとすること。 

ｔ＝√
   

σ
×3.2 

 ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜） 

 σ：使用する金属板の引張強さ（Ｎ／㎟） 

 

 

 

400 
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（イ） 隅部補強板の大きさは、側面枠の水平部材及び垂直部材のうちいずれか 

短い方の部材の内側寸法２分の１以上の長さを対辺としたものとすること。 

 

 

（注）ℓ１：垂直部材内側寸法、ℓ２：水平部材外側寸法、ℓ３：水平部材内側寸法 

 

 

（注）ℓ１：垂直部材内側寸法、ℓ２：水平部材外側寸法、ℓ３：水平部材内側寸法 
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（注）ℓ１：垂直部材内側寸法、ℓ２：水平部材外側寸法、ℓ３、ℓ４：水平部材内側寸法 

 

 

（ウ） 接合部補強板の大きさは、側面枠の水平部材の外側寸法の２分の１以上 

の長さを対辺としたものとすること。 

（エ） 接合部補強板の斜辺部分は、30㎜以上折り曲げること（例１参照）。 

⑷ 危規則第24条の３第１号ニに定める側面枠のタンクの損傷を防止するための

当て板は、タンクに溶接により取り付けるとともに、次の材料とすること。 

ア 前⑵アによること。 

イ 当て板は、側面枠の取付け部分から20㎜以上張り出すものであり、次の図

に示すように当て板を取り付けるものとすること。 

   

 

枠形の側面枠の構造例 

箱形の側面枠に設ける当て板の取付方法  
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⑸ 側面枠の取付方法 

ア 単一車形式の側面枠の取付位置は、危規則第24条の３第１号ハに定める移

動貯蔵タンクの前端及び後端から水平距離で１ｍ以内とされているが、当て

板を除く側面枠全体が１ｍ以内で、かつ、次の図に示すように移動貯蔵タン

クの胴長の４分の１の距離以内とすること。 

         

 

 

イ 被けん引車形式の側面枠の取付位置は、危規則第24条の３第１号ハの規定

により前アの１ｍを超えた位置に設けることができるとされるが、次の図に

示すように移動貯蔵タンクの前端及び後端から当て板を除く側面枠全体が移

動貯蔵タンクの胴長の３分の１の水平距離以内とすること。 

 

 

枠形の側面枠に設ける当て板の取付方法  

単一車形式の移動タンク貯蔵所の側面枠の取付位置  
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ウ 側面枠は、次の図に示すように、危規則第24条の３第１号イに定める移動

タンク貯蔵所の後部立面図において、当該側面枠の最外側と当該移動タンク

貯蔵所の最外側とを結ぶ直線（以下「最外側線」という。）と地盤面とのな

す角度β（以下「接地角度」という。）が75度以上で、かつ、貯蔵最大数量

の危険物を貯蔵した状態における当該移動タンク貯蔵所の重心点Ｇ（以下 

「貯蔵時重心点」という。）と当該側面枠の最外側とを結ぶ直線と貯蔵重心 

点から最外側線におろした垂線とのなす角度α（以下「取付角度」という。）

が35度以上となるように設けること。 

     

 

 

移動貯蔵タンクの側面枠及び接地角度計算において用いる貯蔵物重量は道 

路運送車両法の最大積載量を用いることができること。【平成10年10月13日

消防危第90号】 

 

被けん引車形式の移動タンク貯蔵所の側面枠の取付位置  

接地角度及び取付角度  
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（ア） 最外側線は、側面枠とタンク本体、タイヤ又はステップを結ぶ線のうち

最も外側となるものとすること。 

なお、フェンダ、取り外し可能なホースボックス、はしご等容易に変形

する部分が最外側線の外側にある場合であっても、これらと側面枠を結ぶ

線を移動タンク貯蔵所の最外側線としないこと。 

例１ 

  

 

 

例２ 

  

 

 

 

 

 

 

側面枠頂点とタイヤ側面とを結ぶ線を最外側線とする移動タンク貯蔵所  

側面枠頂点とステップ頂点とを結ぶ線を最外側線とする移動タンク貯蔵所  
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例３ 

  

 

（イ） 貯蔵時重心点の位置は、次の式により算出すること。ただし、被けん引 

車形式の場合の空車の車両重量は、けん引車を含んだ重量とすること。 

 

 

Ｈ＝
                  

 
 

 

        Ｈ１：次の式により求めた空車時重心高（㎜） 

 

         Ｈ１＝
         

           
 

 

Wi：車両各部の部分重量（㎏） 

          hi：wi重量部分の重心の地盤面からの高さ（㎜） 

Ｈ２： 貯蔵物重心高（㎜）（空車時におけるタンク本体の重心の

地盤面からの高さと同じ。） 

Ｗ１：空車の車両重量（㎏） 

Ｗ２：貯蔵物重量（㎏） 

Ｗ２の算出に当たっての貯蔵物の比重は、比重証明書等による

比重とすること。ただし、次の危険物については、比重証明書等

によらず、次の数値によることができること。 

∑（wi×hi） 

Ｗ１×Ｈ１＋Ｗ２×Ｈ２ 

Ｗ１ 

側面枠頂点とタンク側面とを結ぶ線を最外側線とする移動タンク貯蔵所  

Ｗ１＋Ｗ２ 
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ガソリン：0.75 

灯  油：0.80 

軽  油：0.85 

重  油：0.93 

潤 滑 油：0.95 

アルコール：0.80 

エ 側面枠の取付けは、原則溶接によること。ただし、保温又は保冷のために

断熱材を被覆する移動タンク貯蔵所等に補強部材（移動貯蔵タンクに溶接に

より取り付けること。）を設け、これにボルトにより固定する場合等につい

ては、この限りでないこと。 

オ 保温又は保冷をする移動貯蔵タンクで、その表面を断熱材で被覆するもの

の取付けは、次によること。 

（ア） 前４⑴に定める鋼板等で被覆されている場合は、側面枠を直接被覆板に 

取り付けることができること。 

（イ） 断熱材が前（ア）以外のもので被覆される場合については、次のいずれかの 

方法によること。 

あ 移動貯蔵タンクの胴板に直接側面枠を取り付ける場合は、次の図に示

す方法によること。 

  

 

 

い 移動貯蔵タンクの胴板に直接側面枠を取り付けない場合は、移動貯蔵

タンクに前⑷による当て板を設け、当て板に次のＡに示す補強部材を溶

接接合し、補強部材に溶接接合した次のＢに示す取付座に側面枠を溶接

又は次のＣに示すボルトによりボルト締め接合すること。 

タンク胴板に直接取り付ける側面枠の方法  
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なお、取付座と側面枠を溶接接合する場合は、例１に示す方法により、 

ボルト締め接合による場合は、例２に示す方法により取り付けること。 

 

例１ 被覆板の下部に補強部材を設け、側面枠と補強部材を溶接接合 

する場合の取付方法 

  

 

 

   例２ 外板の下部に補強部材を設け、側面枠と補強部材をボルト締め

により接合する場合の取付方法 

     ① 箱形の側面枠の場合 
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② 枠形の側面枠の場合 

         

Ａ 補強部材 

補強部材の寸法及び板厚は、前⑶アによること。 

Ｂ 取付座 

取付座の材質及び板厚は、前⑵アによること。 

また、取付座の大きさは、次の図に示すように、補強部材の

取付部分から20㎜以上張り出すものとともに、取付座と側面枠

の取付けを前⑷イの当て板の取付方法に準じて行うものとする

こと。 

   

 

 

Ｃ 締付けボルト 

（ａ） 締付けボルトは、六角ボルト（JISB1180）のＭ12以上のも 

のを使用すること。 

（ｂ） 締付けボルトの材質は、一般構造用圧延鋼材SS 400又はス 

補強部材の取付座の大きさ 



3－116 

 

テンレス鋼材 SUS 304とすること。 

（ｃ） 締付けボルトの本数は、次によること。 

①箱形の側面枠の場合は、当該側面枠取付部１か所につき、 

次の表に定める移動貯蔵タンクの容量の区分に応じた本数以

上の本数とし、配列は配列の欄に示すように一のボルトに応

力が集中しない配列とすること。 

 

締付けボルトの数 

移動貯蔵タンク 

の最大容量 

締付けボルト

本 数 
締付けボルトの配列 

10ｋＬ以上 ７ 

 

５ｋＬ以上10ｋＬ

未 満 
６ 

 

５ｋＬ未満 ５ 

 

 

②枠形の側面枠の場合は、当該側面枠取付部１か所につき 

５本以上とすること。この場合の締付けボルトの配列は次の

図に示すように一のボルトに応力が集中しない配列とするこ

と。 

        

 一の締付けボルトに応力集中が発生しない締付け配列方法  
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10 防護枠（危政令第15条第１項第７号） 

⑴ 防護枠を設けないことができる移動貯蔵タンク 

マンホール、注入口、安全装置等の附属装置が次の図に示すように、タンク

内に50㎜以上陥没しているものには、防護枠を設けないことができること。 

 

 

      

 

⑵ 防護枠の構造 

防護枠は、鋼板で四方を通し板補強を行った底部の幅が 120㎜以上の山形と

したもの（以下「四方山形」という。）とすること。ただし、移動貯蔵タンク

の移動方向に平行に設ける枠の長さが、移動貯蔵タンクの長さの３分の２以上

の長さとなるものについては、移動貯蔵タンクの移動方向に平行に設ける枠の

部分を通し板補強を行った底部の幅が 120㎜以上の山形としたもの（以下「二

方山形」という。）とすることができること。 

なお、最大容量が20ｋＬ以下の移動貯蔵タンクは、前後部を例２から例５に、

最大容量が20ｋＬを超える移動貯蔵タンクは、例４又は例５によること。 
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例１ 四方山形のもの 

      

 

例２ 二方山形（山形部分１枚造り）のもの 

   

 

例３ 二方山形（山形部分接ぎ合せ造り）のもの 

        

 

    例４ 二方山形（山形部分１枚造り）のもの 

       前部は、直径50㎜以上の上部折り曲げ形構造又はパイプ溶接構造とす

ること。 

なお、後部は、前部又は例２の構造とすることができること。 
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    例５ 二方山形（山形部分接ぎ合せ造り）のもの 

       前部は、直径50㎜以上の上部折り曲げ形構造又はパイプ溶接構造とす

ること。 

なお、後部は、前部又は例３の構造とすることができること。 

        

 

           

 防護枠の通し板補強構造 
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⑶ 防護枠の高さ 

防護枠の高さは、その頂部が附属装置より50㎜以上の間隔を必要とするが、

附属装置を防熱又は防じんカバーで覆う移動貯蔵タンクについては、次の図に

示すように防熱又は防じんカバーの厚さ（防熱又は防じんカバーの内側にグラ

スウール等の容易に変形する断熱材を張り付けた構造のものである場合は、当

該断熱材の厚さ（t 0）を除く。）に50㎜を加えた値以上とすること。 

この場合、防熱又は防じんカバーの頂部は、防護枠の頂部を超えないものと

すること。 

 

例１ 内側に断熱材が張り付けられていないもの 

     

 

例２ 内側に断熱材が張り付けられているもの 
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例３ 防熱又は防じんカバーの間に断熱材が張り付けられているもの 
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⑷ 防護枠の材質及び板厚 

防護枠は、厚さ 2.3㎜以上の鋼板SPHCとすること。 

なお、SPHC及び次の表に掲げる材料以外の金属板で造る場合の厚さは、下記

の計算式により算出された数値（少数点第２位以下を切り上げる。）以上の厚

さのものとすること。 

ｔ＝√
   

σ
×2.3 

 ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜） 

 σ：使用する金属板の引張強さ（Ｎ／㎟） 

 

SPHC以外の金属板を用いる場合の板厚の必要最小値 

備考： 表に掲げるもの以外の材料を使用する場合には、引張り強さ、伸び等

を鋼材検査証明書等により確認すること。 

 

⑸ 防護枠の取付方法 

ア 防護枠は、マンホール等の附属装置が防護枠の内側になる位置に設けるこ 

と。 

イ 防護枠を押し出し成形以外の組立構造としたものの取付けは、溶接による 

材質名 JIS記号 
引張強さ 

（Ｎ／㎟） 

計算値 

（㎜） 

板厚の必要最小値 

（㎜） 

冷間圧延鋼板 SPCC 270 2.30 2.3 

ステンレス鋼板 

SUS304 
520 1.66 1.7 

SUS316 

SUS304L 
480 1.73 1.8 

SUS316L 

アルミニウム合金板 

A5052P－H34 235 2.47 2.5 

A5083P－H32 315 2.13 2.2 

A5083P－O 275 2.28 2.3 

A6063S－T6 206 2.64 2.7 

アルミニウム板 A1080P－H24 85 4.10 4.1 

270 
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ものとすること。ただし、防護枠の通し板補強は、スポット溶接又は断続溶

接によることができること。この場合において、各溶接部間の間隔は 250㎜

以下とすること。 

ウ 保温又は保冷を必要とする移動貯蔵タンクで、その表面を断熱材で被覆す 

るものの防護枠の取付けは、次によること。 

（ア） 断熱材が前４⑴の鋼板等の金属板で被覆されている場合は、防護枠を直 

接当該被覆板に取り付けることができること。 

（イ） 断熱材が前（ア）以外のもので被覆されている場合は、図１及び図２に示す 

ように被覆板の下部に次の（ウ）に示す補強部材を設け、これに防護枠を取り

付けるか、又は、図３に示すように、移動貯蔵タンクの胴板に直接防護枠

を取り付けた上で断熱材及び被覆板を取り付ける構造とすること。 

なお、断熱効果を良くするため防護枠に切り欠きを設ける等の溶接部を

減少する場合の溶接線の長さは、防護枠の一の面の長さの３分の２以上と

すること。 

 

図１ 被覆板の下部に補強部材を設ける防護枠で補強部材と溶接による

接合 
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      図２ 被覆板の下部に補強部材を設ける防護枠で補強部材とボルトによ

る接合 

        

 

 

図３ タンク胴板に直接取り付ける防護枠 

         

（ウ） 補強部材は、垂直方向補強部材と円周方向補強部材又は長手方向補強部 

材により構成し、次に掲げる形鋼で造ること。 

あ 補強部材は、一辺が25㎜以上のＬ形鋼で造るとともに、厚さ３㎜以上

の鋼板SS 400とすること。 

SS 400以外の金属材を用いて造る場合は、下記の計算式により算出さ

れた数値（少数点第２位以下を切り上げる。）以上の厚さのものとする

こと。 
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ｔＯ＝
   

σ
×3.0 

 ｔＯ：使用する材料の板厚（㎜） 

  σ：使用する材料の引張強さ（Ｎ／㎟） 

 

い 垂直方向補強部材は、タンク長手方向に１ｍ以下の間隔で配置すると

ともに、当て板を介してタンク胴板と接合すること。この場合、当て板

と垂直方向補強部材は溶接接合とし、当て板の大きさは次の図に示すよ 

うに垂直方向補強部材の取付位置から20㎜以上張り出すものとすること。 

   

 

う 防護枠と補強部材との接合は、溶接又は次によりボルト締めにより行

うこと。 

なお、接合を溶接による場合は、前ウ（イ）の図１により、接合をボルト

締めによる場合は、前ウ（イ）の図２によること。 

（あ） 締付けボルトは、六角ボルト（JISB1180）のＭ８以上のものを使用

すること。 

（い） 締付けボルトの材質は、SS 400又はステンレス鋼材 SUS 304とする

こと。 

（う） 締付けボルトは、 250㎜毎に１本以上の間隔で設けること。 

⑹ 移動タンク貯蔵所の防護枠の後部に、後方確認用のカメラを設置することが

できること。 

なお、当該カメラは危政令第15条第１項第13号の規定に適合し、防護枠の強

度に影響を与えないものであること。【平成元年７月４日消防危第64号】 

 

400 

補強部材用当て板の大きさ 
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11 タンクのさびどめ塗装（危政令第15条第１項第８号） 

ステンレスタンク等腐食し難い材料で造られているタンクについては、省略す

ることができること。 

12 底弁（危政令第15条第１項第９号・危規則第24条の４） 

⑴ 構造 

ア 移動貯蔵タンクの下部の排出口に設ける底弁の構造は、手動閉鎖装置の閉

鎖弁と一体となっているものとすること。 

イ 底弁は、空気圧作動する機器により開閉する構造とすることができること。 

【平成４年２月６日消防危第13号】 

⑵ 底弁の閉鎖装置 

危規則第24条の４に定める手動閉鎖装置のレバー（以下「緊急レバー」とい

う。）を手前に引くことにより、当該装置が作動するものであり、次によるも

のであること。 

ア 手動開閉装置の構造 

例１ 
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例２ 

  

 

例３（エアー式） 
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・平常時 

  元弁⑨を「開」にした後、底弁操作バルブ⑩を「開」にすると圧縮

エアーが底弁内部のシリンダ④に供給され、シリンダ自体が上方に押

し上げられることによりバルブ③が「開」となる。 

  底弁操作バルブ⑩を「閉」にすると、シリンダ上部のエアーはクイッ 

クリリースバルブ⑪のエアー排出口により大気に開放されるため、ス

プリング⑥の力によりバルブ③は「閉」の状態となる。 

・緊急時 

手動緊急弁⑫を手前に引くと、底弁のシリンダ上部のエアーは大気

に開放されるため、スプリング⑥の力によりバルブ③は「閉」の状態

となる。 

イ 危規則第24条の４第２号に定める長さ 150㎜以上の緊急レバーとは、緊急 

レバーの作動点がレバーの握りから支点より離れた位置にある場合にあって

は、レバーの握りから支点までの間、作動点がレバーの握りから支点の間に

ある場合にあっては、緊急レバーの握りから作動点までの間が、 150㎜以上

であること。 

例１ 握り部と作動点の間に支点がある場合のレバーの長さ 

     

例２ 握り部と支点の間に作動点がある場合のレバーの長さ 

  

 緊急レバーの構造 



3－129 

 

ウ 緊急レバーの取付位置は、次に掲げる場所の操作しやすい箇所とすること。 

ただし、積載式移動タンク貯蔵所で移動貯蔵タンクを前後入れ替えて積載す

るものについては、いずれの場合にも緊急レバーの取付位置が次に掲げる場

所にあること。 

（ア） 配管の吐出口が次の表の①に示すタンクの移動方向の右側、左側又は左

右両側にある場合については、タンク後部の左側 

（イ） 配管の吐出口が次の表の②に示すタンクの移動方向の右側、左側又は左

右両側及び後部にある場合については、タンク後部の左側及びタンク側面

の左側 

（ウ） 配管の吐出口が次の表の③に示すタンクの後部にのみある場合について

は、タンク側面の左側 

   

 緊急レバー及び吐出口の位置  
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⑶ 自動閉鎖装置の構造 

ア 自動閉鎖装置は、移動タンク貯蔵所又はその付近が火災となり、移動貯蔵 

タンクの下部が火災を受けた場合に、火炎の熱により、底弁が自動的に閉鎖

するものであること。 

イ 自動閉鎖装置の熱を感知する部分（以下「熱感知部分」という。）は、緊 

急用のレバー又は底弁操作レバーの付近に設け、かつ、火炎を遮断する等感

知を阻害する構造としないように設けること。 

ウ 熱感知部分は、易溶性金属その他火炎の熱により容易に溶融する材料を用 

いる場合は、当該材料の融点が、 100℃以下のものであること。 

   

 

易溶性金属①が火炎によって加熱され溶断すると、易溶性金属と接続さ 

れているばね②がばね固定ピン③の方向に縮むので、ストッパ④が受金⑤、

ロッド⑥を動かすこととなり、底弁が自動的に閉鎖される。 

 

13 緊急レバーの表示(危政令第15条第１項第10号)  

⑴ 表示事項 

表示は、表示内容を「緊急レバー手前に引く」とし、周囲を枠書きした大き

さ63㎜× 125㎜以上とすること。 

また、文字及び枠書きは、反射塗料、合成樹脂製の反射シート等の反射性を

有する材料で表示すること。 

⑵ 表示の方法 

表示は、直接タンク架台面に行うか又は表示板若しくはシートに行うこと。 

自動閉鎖装置の構造例 
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⑶ 表示板又は表示シートの材質 

表示板の材質は、金属又は合成樹脂とし、表示シートの材質は、合成樹脂と

すること。 

⑷ 表示の位置 

表示の位置は、緊急レバーの直近の見やすい箇所とすること。 

⑸ 表示板の取付方法 

表示を表示板に行う場合は、溶接、リベット、ねじ等により表示板を堅固に

取り付けること。 

  

 

 

14 底弁の損傷を防止するための措置（危政令第15条第１項第11号） 

底弁の損傷を防止するための措置は、次の⑴、⑵又はこの組合せによるもので

あること。ただし、危規則第24条の５第３項の規定に基づき設置される積載式移

動タンク貯蔵所は、外部からの損傷を防止するための措置が講じられているもの

とみなすこと。 

⑴ 配管による方法 

ア 配管による場合は、底弁に直接衝撃が加わらないように、衝撃力を吸収さ 

せるよう底弁と吐出口の間の配管の一部に直角の屈曲部を設けること。 

 

 

緊急レバーの表示位置の例 
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イ 吐出口付近の配管は、固定金具を用いてサブフレーム等に堅固に固定する 

こと。 

例１ 鋼帯による固定 

    

例２ Ｕボルトによる固定 

    

 

 

⑵ 緩衝継手による方法 

ア 緩衝継手による場合は、底弁に直接衝撃が加わらないように吐出口と底弁 

の間の全ての配管の途中に例１又は例２のいずれかの緩衝用継手を設けるこ

と。 

配管による底弁に直接衝撃が加わらない措置  

吐出口付近の配管の固定方法  
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例１ フレキシブルチューブによる方法 

    

 

例２ 可撓
か と う

結合金具による方法 

    

 

 

イ 緩衝用継手の材質は、フレキシブルチューブにあっては金属製で、可撓
か と う

結 

合金具は配管接合部をゴム等の可撓
か と う

性に富む材質で密閉し、その周囲を金属

製の覆い金具で造られ、かつ、配管の円周方向又は軸方向の衝撃に対して効

力を有するものであること。 

ウ 吐出口付近の配管の固定は、前⑴イにより固定すること。 

緩衝用継手による底弁に直接衝撃が加わらない措置  
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15 電気設備（危政令第15条第１項第13号） 

⑴ 可燃性蒸気が滞留するおそれのある場所 

可燃性蒸気が滞留するおそれのある場所とは、危険物を常温で貯蔵するもの 

については、引火点が40℃未満のものを取り扱う移動貯蔵タンクのタンク室内、

防護枠内、給油設備を覆い等で遮蔽した場所（遮蔽された機械室内）等とする 

こと。ただし、次に示すような通風が良い又は換気が十分行われている場所は、

遮蔽された場所とみなさず、可燃性蒸気が滞留するおそれのない場所として取 

り扱うものであること。 

ア 上方の覆いのみで周囲に遮蔽物のない場所 

イ 一方又は二方に遮蔽物があっても他の方向が開放されていて十分な自然換 

気が行われる場所 

ウ 強制的な換気装置が設置され、十分な換気が行われる場所 

⑵ 電気設備の選定 

ア 移動貯蔵タンクの防護枠内の電気設備 

（ア） 電気機器は、耐圧防爆構造、内圧防爆構造又は本質安全防爆構造とする

こと。 

（イ） 配線類は、必要とされる電気の容量を供給できる適切なサイズと強度を

持ったものとすること。 

また、取付けに際しては、物理的な破損から保護する構造とし、キャブ

タイヤケーブル以外の配線は金属管又はフレキシブルチューブ等で保護す

ること。 

イ 遮蔽された機械室内 

（ア） モーター、スイッチ類等は安全増防爆構造以上の防爆構造機器とするこ

と。ただし、金属製保護箱の中に収納されているスイッチ、通電リールの

電気装置は、この限りでないこと。 

（イ） 配線類は、前ア（イ）によること。 

（ウ） 照明機器は、防水型で破損し難い構造（防護カバー付き）又は安全増防

爆構造相当品とすること。 

（エ） 端子部は、金属製保護箱でカバーすること。 

ウ ポンプ設備 

（ア） 移動タンク貯蔵所の隔壁を設けた部分にモーターポンプを固定積載し、 
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動力源を外電（電力会社から配電されるもの）から受電して、ポンプを駆

動させ、タンクへ燃料を注入する取扱いは、モーター及びポンプが火災予

防上安全な構造のものであり、かつ、適切に積載し固定されている場合は

認められること。ただし、取扱油種は、引火点40℃以上の危険物に限られ

るものであること。【昭和53年４月22日消防危第62号】 

（イ） 被けん引車形式の移動タンク貯蔵所のトラクター側に作動油タンク及び 

油圧ポンプをトレーラー側にオイルモーター及び吐出用ポンプを積載し、

エンジンミッションから動力伝動軸を介してトラクター側の油圧ポンプを

作動させ、この油圧によりトレーラー側のオイルモーターを介して吐出用

ポンプを作動させる構造のものは認めることができること。ただし、取扱

油種は危政令第27条第６項第４号ハの規定により、引火点40℃以上の危険

物に限られるものであること。【昭和58年11月29日消防危第 124号】 

16 接地導線（危政令第15条第１項第14号） 

⑴ 危政令第15条第１項第14号に規定する「静電気による災害が発生するおそれ

のある液体の危険物」とは、第４類の危険物のうち、特殊引火物、第１石油類

及び第２石油類をいうものであること。 

⑵ 接地導線は、良導体の導線を用い、ビニール等の絶縁材料で被覆するか、こ 

れと同等以上の導電性、絶縁性及び損傷に対する強度を有するものであること。 

⑶ 接地電極等と緊結することができるクリップ等を取り付けたものであること。 

⑷ 接地導線は、導線に損傷を与えることのない巻取り装置等に収納すること。 

17 注入ホース（危政令第15条第１項第15号） 

⑴ 材質構造等 

ア 注入ホースの材質等は、次によること。 

（ア） 材質は、取り扱う危険物によって侵されるおそれのないものであること。 

（イ） 弾性に富んだものであること。 

（ウ） 危険物の取扱い中の圧力等に十分耐える強度を有するものであること。 

（エ） 内径及び肉厚は、均整で亀裂、損傷等がないものであること。 

イ 結合金具は、次によること。 

（ア） 結合金具は、危険物の取扱い中に危険物が漏れるおそれのない構造のも

のであること。 

（イ） 結金金具の接合面に用いるパッキンは、取り扱う危険物によって侵され
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るおそれがなく、かつ、接合による圧力等に十分耐える強度を有するもの

であること。 

（ウ） 結合金具（危規則第40条の５第１項に規定する注入ノズル（以下「注入

ノズル」という。）を除く。）は、ねじ式結合金具、突合せ固定式結合金

具又はこれと同等以上の結合性を有するものであること。 

あ ねじ式結合金具を用いる場合にあっては、次によること。 

（あ） ねじは、その呼びが50以下のものにあっては、JISB0202「管用平行

ねじ」、その他のものにあってはJISB0207「メートル細目ねじ」のう

ち、次の表に掲げるものとすること。 

 

ねじの呼び ピッチ 

め ね じ 

谷の径 有効径 内 径 

お ね じ 

外 径 有効径 谷の径 

64 

75 

90 

110 

115 

３ 

３ 

３ 

３ 

３ 

64.000㎜ 

75.000㎜ 

90.000㎜ 

110.000㎜ 

115.000㎜ 

62.051㎜ 

73.051㎜ 

88.051㎜ 

108.051㎜ 

113.051㎜ 

60.752㎜ 

71.752㎜ 

86.752㎜ 

106.752㎜ 

111.752㎜ 

 

（い） 継手部のねじ山数は、めねじ４山以上、おねじ６山以上とすること。 

い 突合せ固定式結合金具を用いる場合は、例１又は例２のいずれかのよ

うに十分に結合できる構造のものであること。 

例１ 
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例２ 

   

 

 

ウ 注入ノズルは、危険物の取扱いに際し、手動開閉装置の作動が確実で、か 

つ、危険物が漏れるおそれのない構造のものであるとともに、ノズルの先端

に結合金具を有さないものについては、開放状態で固定する機能を有さない

ものであること。 

エ 前16⑴に掲げる危険物を取り扱う注入ホース両端の結合金具は、相互が導 

線等により電気的に接続されているものであること。 

オ 注入ホースの長さは、必要最小限のものとすること。 

カ 注入ホースには、製造年月日及び製造業者名（いずれも略号による記載を 

含む。）が容易に消えないように表示されているものであること。 

⑵ 注入ホース、結合金具 

ア 移動タンク貯蔵所の吐出口と給油ホースを結合金具として、下記のホース 

カップリング（ワンタッチ式）の使用は認められるものであること。【昭和

56年４月２日消防危第42号】 

イ 貯蔵する危険物の流れの確認及び目視検査を行うため、移動タンク貯蔵所 

の給油ホースの結合金具に強化ガラス（直径39㎜のパイレックス製、耐圧試

験圧力 2.4Ｍ㎩、最高使用温度 300℃）のサイトグラス及び弁を設けること

は認められるものであること。【昭和57年３月29日消防危第39号】 

       

突合せ固定式結合金具の構造例  
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ウ 給油ホースの結合金具に危険物の流れを確認する目的で硬質塩化ビニール 

製の直径20㎜、厚さ３㎜の円板状のサイトグラスを設けることは認めること

ができること。【昭和57年４月19日消防危第49号】 

エ 給油ホースの長さは、必要最小限度の長さにとどめるよう指導すること。 

【昭和52年３月31日消防危第59号】 

⑶ 注入ホースの収納 

移動タンク貯蔵所には、注入ホース収納設備（注入ホースを損傷することな 

く収納することができるホースボックス、ホースリール等の設備をいう。以下

同じ。）を設け、危険物の取扱中以外は、注入ホースを注入ホース収納設備に

収納すること。 

この場合において、注入ノズルを備えない注入ホースは、移動貯蔵タンクの

配管から取り外して収納すること。ただし、配管の先端部が次の機能を有する

構造のものであるときは、注入ホースを配管に接続した状態で収納することが

できること。 

ア 引火点が40℃未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う移動タンク貯蔵所に設 

けられるもので、配管及び注入ホース内の危険物を滞留することのないよう

自然流下により排出することができる例１、例２又は例３のいずれかの構造 

イ 引火点が40℃以上の危険物を貯蔵し、又は取り扱う移動タンク貯蔵所に設 

けられるもので、前アのいずれかの構造のもの又は配管内の危険物を滞留す

ることのないよう抜き取ることができる例４又は例５のいずれかの構造 

 

 例１               例２ 
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例３                  例４ 

     

例５ 

  

 

 

18 計量時の静電気による災害を防止するための装置（危政令第15条第１項第16号） 

⑴ 静電気による災害が発生するおそれのある液体の危険物 

静電気による災害が発生するおそれのある液体の危険物は、前16⑴に掲げる 

危険物をいうものであること。 

⑵ 構造 

ア 計量棒をタンクに固定するもの（以下「固定計量棒」という。）にあって 

は、計量棒下部がタンク底部に設ける受け金と接続するもの、又は導線、板

バネ等の金属によりタンク底部と接触できるものであること。 

この場合において、導線、板バネ等によるタンク底部との接触は、導線、

板バネ等がタンク底部に触れていれば足り、固定することを要さないもので

あること。ただし、不燃性ガスを封入するタンクで、不燃性ガスを封入した

状態で計量できるものにあっては、この限りでないこと。 

イ 固定計量棒以外のものについては、次によること。 

配管先端部の構造 
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（ア） 計量棒は、金属製の外筒（以下「外筒」という。）で覆い、かつ、外筒 

下部の先端は、前アの例によりタンク底部と接触できるものであること。 

（イ） 外筒は、内径 100㎜以下とし、かつ、計量棒が容易に出し入れすること

ができるものであること。 

（ウ） 外筒には、移動貯蔵タンクに貯蔵する危険物の流入を容易にするための

穴が開けられていること。 

19 標識（危政令第15条第１項第17号） 

⑴ 標識の材質及び文字 

ア 標識の材質は、金属又は合成樹脂とすること。 

イ 文字は丸ゴシック体とし、反射塗料、合成樹脂製の反射シート等の反射性

を有する材料で表示すること。 

ウ 標識の文字の大きさは、標識の大きさに応じたものとすること。 

なお、標識の文字の大きさの例は次のとおりとすること。 

 

標識の大きさ 文字の大きさ 

300㎜平方 250㎜平方以上 

350㎜平方 275㎜平方以上 

400㎜平方 300㎜平方以上 

 

⑵ 標識の取付位置 

標識の取付位置は、原則として車両の前後の右側バンパとするが、被けん引 

車形式の移動タンク貯蔵所で常にけん引車の前部に標識を取り付けるものにあっ 

ては、移動貯蔵タンクの移動方向の前面の標識を省略することができる。ただ

し、バンパに取り付けることが困難なものにあっては、バンパ以外の見易い箇

所に取り付けることができる。 

また、ボンネット等に合成樹脂等でできたシートを貼付する場合は、次の要

件を満足するものであること。 

ア 取付場所は、視認性の確保できる場所とすること。 

イ シートは十分な接着性を有すること。 

ウ 材質は、防水性、耐油性、耐候性に優れたもので造られていること。 

危 

300 ㎜～400 ㎜ 

250 ㎜ 

～300 ㎜ 
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⑶ 標識の取付方法 

標識は、溶接、ねじ、リベット等で車両又はタンクに強固に取り付けること。 

20 危険物の類、品名及び最大数量の表示（危政令第15条第１項第17号） 

⑴ 表示内容 

ア 表示する事項のうち、品名のみでは当該物品が明らかでないもの（例えば、 

第１石油類、第２石油類等）については、品名のほかに化学名又は通称物品

名を表示すること。 

イ 表示する事項のうち、最大数量については、指定数量が容量で示されてい 

る品名のものにあってはｋＬで、重量で示されている品名のものにあっては

㎏で表示すること。 

ウ 一の移動貯蔵タンクに２以上の種類の危険物を貯蔵するもの（以下「混 

載」という。）における表示は、タンク室ごとの危険物の類、品名及び最大

数量を掲げること。 

 

 例１ 一の移動貯蔵タンクの１種類の危険物を貯蔵する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 例２ 混載の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

類   別 

品   名 

（化学名又は物品名） 

最大数量 kL 又は㎏ 

類   別 

（室） 

 １ 品名（化学名又は物品名） kL 又は㎏ 

 ２ 品名（化学名又は物品名） kL 又は㎏ 

 ３ 品名（化学名又は物品名） kL 又は㎏ 

最大数量         kL 又は㎏ 
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⑵ 表示の方法 

表示は、直接タンクの鏡板に行うか、又は表示板を設けて行うこと。 

⑶ 表示の位置 

ア 表示の位置は、タンク後部の鏡板又は移動タンク貯蔵所後部の右下側とす

ること。ただし、移動タンク貯蔵所の構造上、当該位置に表示することがで

きないものについては、後面の見やすい箇所に表示することができること。 

イ 積載式移動タンク貯蔵所で移動貯蔵タンクを前後入れ替えて積載するもの 

については、積載時に表示が前アの位置となるよう、前後両面に設けること。 

⑷ 表示板の材質 

表示板の材質は、金属又は合成樹脂とすること。 

⑸ 表示板の取付方法 

表示板は、前⑶に定める位置に溶接、リベット、ねじ等により堅固に取り付

けること。 

21 消火器（危政令第20条第１項第３号） 

⑴ 消火器の取付位置 

消火器の取付位置は、車両の右側及び左側の地盤面から容易に取り出すこと

ができる箇所とすること。 

⑵ 消火器の取付方法 

消火器は、土泥、氷等の付着により消火器の操作の支障とならないよう、木

製、金属製又は合成樹脂製の箱又は覆いに収納し、かつ、容易に取り出すこと

ができるように取り付けること。 

⑶ 表示 

消火器を収納する箱又は覆いには、「消火器」と表示すること。 

22 最大容量が20ｋＬを超える移動タンク貯蔵所 

⑴ タンク本体の最後部は、車両の後部緩衝装置（バンパ）から 300㎜以上離れ

ていること。 

⑵ タンク本体の最外側は、車両からはみ出していないこと。 
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23 ボトムローディング注入方式の設備を有する移動タンク貯蔵所【昭和57年２月

５日消防危第15号】 

⑴ タンク上部に可燃性蒸気回収装置（集合管に限る。）が設けられていること。 

⑵ タンク内上部に一定量になった場合に一般取扱所ヘポンプ停止信号を発する

ことのできる液面センサー及び信号用接続装置を設けること。 

⑶ 配管を底弁ごとに独立の配管とするとともに、配管に外部から直接衝撃を与

えないように保護枠を設けること。 

⑷ 配管は、タンクの水圧試験と同圧力で水圧試験を実施すること。 

               

 

24 胴板を延長した被けん引式移動タンク貯蔵所 

⑴ 延長した胴板部に人が出入りできる点検用マンホールを設けること。 

⑵ 延長した胴板部の上下に各１か所以上の通気口を設けること。 

⑶ 延長した前部鏡板に外部から目視確認のできる点検口を設けること。 

⑷ 延長した胴板部に滞水することのないよう水抜口を設けること。 

最大容量が 20kL を超える移動タンク貯蔵所のタンクの位置  

ボトムローディング注入方式の例  
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25 積載式移動タンク貯蔵所（危政令第15条第２項・危規則第24条の５） 

⑴ 危規則第24条の５の規定によるほか、次によること。 

ア 積替え時の強度（危規則第24条の５第４項第１号） 

積替え時に移動貯蔵タンク荷重によって生ずる応力及び変形に対して安全 

なものであることの確認は、強度計算により行うこと。ただし、移動貯蔵タ 

ンク荷重の２倍以上の荷重によるつり上げ試験又は移動貯蔵タンク荷重1.25 

倍以上の荷重による底部持ち上げ試験によって変形又は損傷しないものであ 

ることが確認できる場合については、当該試験結果によることができること。 

イ 緊結装置（危規則第24条の５第４項第２号） 

積載式移動タンク貯蔵所には、移動貯蔵タンク荷重の４倍のせん断荷重に 

耐えることができる緊締金具及びすみ金具を設けることとされ、容量が6,000

Ｌ以下の移動貯蔵タンクを積載する移動タンク貯蔵所ではＵボルトでも差し 

支えないとされているが、これらの強度の確認は、次の計算式により行うこ 

と。ただし、ＪＩＳ規格に基づき造られた緊締金具及びすみ金具で、移動貯 

蔵タンク荷重がＪＩＳにおける最大総重量を超えないものにあっては、この

限りでないこと。 

４Ｗ≦Ｐ×Ｓ 

Ｗ：移動貯蔵タンク荷重 

  Ｗ＝9.80665（Ｗ１＋Ｗ２×γ） 

  Ｗ１ ：移動貯蔵タンクの荷重 

  Ｗ２ ：タンク最大容量 

   γ ：危険物の比重 

 Ｐ：緊結装置１個当たりの許容せん断荷重 

胴板を延長した移動タンク貯蔵所の例  
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  Ｐ＝
１

２
ｆＳ 

   ｆＳ ：緊結金具の引張強さ（Ｎ／㎟） 

 Ｓ：緊結装置の断面積合計 

  Ｓ＝ｎＳ１ 

     ｎ  ：金具の数（Ｕボルトの場合は２ｎ） 

   Ｓ１ ：金具の最小断面積（㎠、ボルトの場合は谷径） 

 

（ア） JISZ1629「貨物コンテナ－上部つり上げ金具及び緊締金具」による緊締

金具 

 

 

（イ） JISZ1616「国際貨物コンテナ－すみ金具」によるすみ金具 

 

 

（ウ） JISZ1610「国内貨物コンテナ－外のり寸法及び共通仕様」による緊締金具 

  

 

 

計算による強度確認を行う必要のない緊締金具及びすみ金具  
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ウ 表示（危規則第24条の５第４項第４号） 

（ア） 移動貯蔵タンクには、次の図に示すように当該タンクの胴板又は鏡板の

見やすい箇所に「消」の文字、積載式移動タンク貯蔵所の許可に係る行政

庁名及び設置の許可番号を左横書きで表示すること。 

なお、表示の地は白色とし、文字は黒色とすること。 

 

 

（イ） 移動貯蔵タンクを前後入れ替えて積載するもののうち、当該タンクの鏡

板に表示するものについては、前（ア）の表示を前後両面に行うこと。 

⑵ 箱枠を有する積載式移動タンク貯蔵所の構造及び設備 

ア 箱枠の強度計算方法（危規則第24条の５第３項第２号） 

危規則第24条の５第３項第２号に規定する箱枠の強度は、次の計算方法に

より確認すること。 

σｃ≦ｆｃ’ 

  σｃ：設計圧縮応力度 

  σｃ＝Ｗ／Ａ 

   Ｗ：設計荷重 

    Ｗ＝２×Ｒ（移動貯蔵タンクの移動方向に平行のもの及び垂直のも

のの場合） 

    Ｗ＝Ｒ（移動貯蔵タンクの移動方向に直角のものの場合） 

     Ｒ：移動貯蔵タンク荷重（移動貯蔵タンク（箱枠、附属設備等を

含む。）及び貯蔵危険物の最大重量をいう。） 

   Ａ：箱枠に使用する鋼材の断面積（ＪＩＳ規定値） 

  ｆｃ’＝1.5ｆｃ 

   ｆｃ：長期許容圧縮応力度で、（一社）日本建築学会発行の鋼構造許

容応力度設計規準第１版によるものとすること。 

なお、当該規準で用いる細長比λは、座屈長さｌｋの条件を、

移動に対して「拘束」、回転に対して「両端拘束」とし、箱枠鋼

材の使用長さを材長ｌとして計算すること。 

イ タンクの構造（危規則第24条の５第３項第３号）【平成２年10月31日消防

危第 105号】 

消－駿東伊豆－Ｈ30－１ 
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（ア） タンクの直径又は長径とは、タンクの内寸法をいうものであること。 

（イ） タンクは厚さ６㎜（タンクの直径又は長径が 1.8ｍ以下のものは、５㎜）

以上の鋼板SS 400で造ること。ただし、これ以外の金属板で造る場合の厚 

さは、次の計算式により算出された数値（少数点第２位以下の数値は切り

上げる。）以上とすること。 

ｔ＝√
    

  

3
×6.0（5.0）  

 

        ｔ：使用する金属板の厚さ（㎜） 

        σ：使用する金属板の引張強さ（Ｎ／㎟） 

        Ａ：使用する金属板の伸び（％） 

 

ウ 附属装置と箱枠との間隔（危規則第24条の５第３項第８号） 

附属装置は、箱枠の最外側との間に50㎜以上の間隔を保つこととされてい

るが、すみ金具付きの箱枠については、すみ金具の最外側を箱枠の最外側と

すること。 

なお、ここでいう附属装置とは、マンホール、注入口、安全装置、底弁等、 

それらが損傷すると危険物の漏れが生じるおそれのある装置をいい、このお

それのない断熱部材、バルブ等の収納箱等は含まれないものであること。 

26 給油タンク車及び給油ホース車（危政令第15条第３項） 

移動タンク貯蔵所のうち「給油タンク車」及び航空機給油取扱所の「給油ホー

ス車」の基準の特例に関する事項については、以下によること。 

なお、給油ホース車の危規則第26条第３項第６号イに定める常置場所について

は、前３によること。 

⑴ エンジン排気筒火炎噴出防止装置（危規則第24条の６第３項第１号・第26条

第３項第６号ロ） 

ア 構造 

火炎噴出防止装置は、遠心式等火炎及び火の粉の噴出を有効に防止できる

構造であること。 

イ 取付位置 

火炎噴出防止装置は、エンジン排気筒中に設けることとし、消音装置を取

（ ）はタンクの直径又は長径が 1.8ｍ以下の場合  

400×21 

σ×Ａ 
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り付けたものについては、消音装置より下流側に取り付けること。 

ウ 取付上の注意事項 

（ア） 火炎噴出防止装置本体及び火炎噴出防止装置と排気筒の継目から排気の

漏れがないこと。 

（イ） 火炎噴出防止装置は確実に取り付け、車両の走行等による振動によって

有害な損傷を受けないものであること。 

エ その他 

道路運送車両法に基づく排出ガス規制に適合している車両は、火炎及び火

の粉の噴出を防止する装置が取り付けられているものとみなすこと。【平成

19年３月29日消防危第68号】 

⑵ 誤発進防止装置（危規則第24条の６第３項第２号・第26条第３項第６号ロ） 

給油ホース等が適正に格納されないと発進できない装置（以下「誤発進防止

装置」という。）については、次により設置すること。ただし、航空機の燃料

タンク給油口にノズルの先端を挿入して注入する給油ホースの先端部に手動開

閉装置を備えた給油ノズル（開放状態で固定する装置を備えていないものに限

る。）で給油を行う給油タンク車については、誤発進防止装置を設けないこと

ができること。 

また、これ以外の方法で誤発進を有効に防止できる場合は、当該措置による

ことができること。 

ア 給油ホース等格納状態検出方法 

給油ホース等が適正に格納されていることを検出する方法は、次によるこ

と。 

（ア） ホース巻取装置による方法 

ホース巻取装置に給油ホースが一定量以上巻き取られていることを検出

する方法は、例１から例３に示すいずれか又はこれらと同等の機能を有す

る方法によること。 
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例１ ホースの巻取りをローラとリミットスイッチを組み合わせて検出

する方法 

        

 

例２ ホースリールの回転位置を検出してホースの巻取りを検出する方

法 

      

 

例３ 巻き取られたホースが光線を遮ることにより検出する方法 

     

 

 

（イ） ノズル格納装置による方法 

給油ノズルを格納固定する装置にノズルが格納されたことを検出する方

法は、例１から例４に示すいずれか又はこれらと同等の機能を有する方法

によること。 

ホース巻取装置による誤発進を防止する方法  
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例１ 筒型ノズル格納具の場合 

    

 

例２ クランプ式ノズル格納具の場合 

    

 

例３ 結合金具式ノズル格納具の場合 
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例４ 収納型格納箱の場合 

  

 

 

（ウ） 給油設備の扉による方法 

ホース引出し用扉の閉鎖を検出する方法は、例１から例３に示すいずれ

か又はこれらと同等の機能を有する方法によること。 

また、ホース引出し用扉は、閉鎖してもホース巻取装置直前から外部ヘ

ホース等を引き出して給油作業ができる隙間を有する構造としないこと。 

なお、ホース引出し用扉とは、給油設備のホース巻取装置直前の扉をい

い、一般にホースを引き出さない扉は含まないものであること。 

例１ 扉が閉じていることで格納されていることを検出する方法 

    

例２ 扉ロック用爪の掛け外しによって扉の開閉を検出する方法 

     

ノズル格納装置による誤発進を防止する方法  
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例３ シャッターが閉まっていることでホースが格納されていることを

検出する方法 

     

 

イ 発進防止装置 

「発進できない装置」は、前ア（ア）、（イ）又は（ウ）によって検出した信号と組み

合わせて、誤発進を防止するための装置で、次の（ア）又は（イ）の車両の区分に応

じたそれぞれの方法によること。 

（ア） 給油作業に走行用エンジンを使用する車両については、次のあの「検出 

装置」のいずれかの装置で発進状態を検出し、次のいの「停止させる方法」 

の方法で走行用エンジンを停止させる方法、次の（イ）のいずれかの方法又は

これらと同等の機能を有する方法によること。 

あ 検出装置 

（あ） 走行用変速機の中立位置を検出し、変速レバーが中立位置以外の位

置に入った場合を「発進」状態とし、検出する装置 

（い） 駐車ブレーキ又は駐車ブレーキレバーが緩んだ状態を「発進」状態

とし、検出する装置 

（う） 車輪の回転を一定時間検出した場合を「発進」状態とし、検出する

装置 

（え） アクセルペダルが踏まれた場合を「発進」状態とし、検出する装置 

（お） クラッチペダルが踏まれた場合を「発進」状態とし、検出する装置 

（か） ＰＴＯ切替レバーがＯＦＦの位置に入った場合を「発進」状態とし、 

検出する装置（ＰＴＯ切替レバーがＯＦＦの位置に入らないと発進で

きない車両の場合に限る。） 

い 停止させる方法 

給油設備の扉による方法 
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（あ） 点火栓を使用するエンジンの場合は、点火用又は点火信号用電気回

路を開くことによる方法 

（い） 点火栓を使用しないエンジンの場合は、燃料又は吸入空気の供給を

遮断するか、又はデコンプレッションレバーの操作による方法 

（う） 電動車の場合は、動力用又は動力制御用電気回路を開くことによる

方法 

（イ） 給油作業に走行用エンジンを使用しない車両については、前（ア）いの「停

止させる方法」による走行用エンジンを停止させる方法、次に掲げる方法

又はこれらと同等の機能を有する方法によること。 

あ エンジンの動力を伝えるクラッチを切る方法 

クラッチブースターを作動させてクラッチを切り、エンジンからの動

力伝達を遮断する方法 

い エンジンの回転数を増加させることができない構造とする方法 

アイドリング状態でアクセルペダルをロックし、エンジンの回転数を

上げることができない方法 

う 変速レバーを中立位置以外に入らないようにする方法 

中立位置に変速レバーをロックして、エンジンからの動力伝達を遮断

する方法 

え 車輪等のブレーキをかける方法 

給油ホース等が適正に格納されていない場合、車輪又は動力伝導軸に

ブレーキをかける方法。ただし、この方法による場合は、走行時には自

動的に作用を解除する装置を設けることができること。 

ウ 誤発進防止装置の解除装置 

緊急退避のため、誤発進防止装置を一時的に解除する装置を設けることが

できること。 

なお、解除装置は、次によること。 

（ア） 解除装置は、車両の運転席又は機械室で操作することができるものであ

ること。 

（イ） 解除時は、赤色灯が点灯するもの（点滅式も可）又は運転席において明

瞭に認識できる音量の警報音を発するものであること。 

なお、警報音は断続音とすることができること。 
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（ウ） 赤色灯は、運転席から視認できる位置に設けること。 

⑶ 給油設備（危規則第24条の６第３項第３号・第26条第３項第６号ハ） 

給油設備については、次の⑷から⑹に適合するものであること。 

なお、給油設備とは、航空機に燃料を給油するための設備で、ポンプ、配管、 

ホース、弁、フィルター、流量計、圧力調整装置、機械室（外装）等をいい、 

燃料タンク及びリフター等は含まれないものであること。 

また、給油ホース車の給油設備には次の図に示すインテークホースも含むも

のであること。 

 

 

⑷ 配管の材質及び耐圧性能（危規則第24条の６第３項第３号・第26条第３項第

６号ハ） 

配管の材質及び耐圧性能については、次のア及びイに適合するものであるこ

と。 

なお、配管構成の一部に使用するホースには、危規則第24条の６第３項第３

号イの規定は、適用しないものであること。 

ア 配管材質 

配管材質は、金属製のものとすること。 

イ 耐圧性能 

水圧試験を行う配管は、給油時燃料を吐出する主配管でポンプ出口から下

流給油ホース接続口までの配管とすること。ただし、給油ホース車について

は、インテークホース接続口から下流給油ホース接続口までを配管として取

り扱うものであること。 

（ア） 水圧試験の方法 

配管の水圧試験は、配管に水、空気又は不活性ガス等を使用し、所定の

圧力を加え、漏れのないことを確認すること。 

給油ホース車のインテークホースの概要  
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なお、配管の水圧試験は組立前の単体で行うこともできるものであるこ

と。 

（イ） 最大常用圧力 

リリーフ弁のあるものにあっては、設定値におけるリリーフ弁の吹き始

め圧力を最大常用圧力とし、リリーフ弁のないものにあっては、ポンプ吐

出圧力を最大常用圧力とすること。 

⑸ 給油ホース先端弁と結合金具（危規則第24条の６第３項第３号ロ・第24条の

６第３項第５号・第26条第３項第６号ハ） 

注１ 給油ホース先端弁と航空機又は船舶の燃料タンク給油口に緊結できる

結合金具とを備えた給油ノズルで、圧力給油を行うことができるものを

アンダーウイングノズル（シングルポイントノズル）という。 

注２ 航空機又は船舶の燃料タンク給油口にノズル先端を挿入して注油する

給油ノズルで、給油ホースの先端部に手動開閉装置を備えたものをオー

バーウイングノズル（ピストルノズル）という。 

ア 材質 

結合金具は、給油ノズルの給油口と接触する部分の材質を真ちゅうその他

摩擦等によって火花を発生し難い材料で造られていること。 

イ 構造等 

（ア） 使用時に危険物の漏れるおそれのない構造であること。 

（イ） 給油中の圧力等に十分耐えうる強度を有すること。 

⑹ 外装（危規則第24条の６第３項第３号ハ・第26条第３項第６号ハ） 

外装に用いる材料は、危規則第25条の２第４号に規定する難燃性を有するも

のであること。 

なお、外装とは給油設備の覆いのことであり、外装に塗布する塗料、パッキ 

ン類、外装に附随する補助部材及び標記の銘板等は含まれないものであること。 

⑺ 緊急移送停止装置（危規則第24条の６第３項第４号） 

緊急移送停止装置は、給油タンク車から航空機又は船舶への給油作業中に燃

料の流出等の事故が発生した場合、直ちに給油タンク車からの移送を停止する

ために電気的、機械的にエンジン又はポンプを停止できる装置であること。 

なお、緊急移送停止装置は、次のア及びイに適合するものであること。 

ア 緊急移送停止方法 
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（ア） 車両のエンジンを停止させる方法による場合は、前⑵イ（ア）いの「停止さ

せる方法」によること。 

（イ） ポンプを停止させる方法による場合は、ポンプ駆動用クラッチを切るも

のであること。 

イ 取付位置 

緊急移送停止装置の停止用スイッチ又はレバー（ノブも含む。）の取付位

置は、給油作業時に操作しやすい箇所とすること。 

⑻ 自動閉鎖の開閉装置（危規則第24条の６第３項第５号・第26条第３項第６号

ハ） 

開放操作時のみ開放する自動閉鎖の開閉装置は、次に掲げる機能及び構造で

給油作業員が操作をやめたときに自動的に停止する装置（以下「デッドマンコ

ントロールシステム」という。）によるものであること。ただし、給油タンク

車に設けることができるオーバーウイングノズルによって給油するものについ

ては、手動開閉装置を開放した状態で固定できない装置とすること。 

ア 機能 

デッドマンコントロールシステムの機能は、次によること。 

（ア） デッドマンコントロールシステムは、給油作業員がコントロールバルブ

等を操作しているときのみ給油されるものであり、操作中給油作業を監視

できる構造とすること。 

（イ） デッドマンコントロールシステムによらずに給油できる構造でないこと。 

ただし、手動開閉装置を開放した状態で固定できないオーバーウイングノ 

ズルとアンダーウイングノズルとを併用できる構造のものにあっては、オー 

バーウイングノズル使用時にデッドマンコントロールシステムを解除でき

る機能を有するものとすることができること。 

イ 操作部の構造 

流量制御弁の操作部は、容易に操作できる構造であること。ただし、操作

部は操作ハンドル等を開放状態の位置で固定できる装置を備えないこと。 

⑼ 給油ホース静電気除去装置及び航空機と電気的に接続するための導線（危規

則第24条の６第３項第６号・第26条第３項第６号ホ） 

給油ホースの先端に蓄積される静電気を有効に除去する装置及び航空機と電

気的に接続するための導線は、次によること。 
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ア 給油タンク車等の静電気除去 

（ア） 給油ノズルは、導電性のゴム層又は導線を埋め込んだ給油ホースと電気

的に接続すること。 

（イ） 給油ノズルと給油ホース、給油ホースと給油設備は、それぞれ電気的に

絶縁とならない構造であること。 

（ウ） 給油タンク車に設ける接地導線又は給油ホース車のホース機器に設ける

接地導線は、給油ホースの先端に蓄積される静電気を有効に除去する装置

を兼ねることができること。 

イ 航空機と電気的に接続するための導線 

（ア） 給油タンク車又は給油ホース車と航空機との接続のため、先端にクリッ

プ、プラグ等を取り付けた合成樹脂等の絶縁材料で被覆した導線を設ける

こと。 

（イ） 導線は、損傷を与えることのない巻取装置等に収納されるものであるこ

と。 

⑽ 給油ホース耐圧性能（危規則第24条の６第３項第７号、第26条第３項第６号

ハ） 

給油ホースは、当該給油タンク車又は給油ホース車の給油ホースにかかる最

大常用圧力の２倍以上の圧力で水圧試験を行った時に漏れないこと。 

⑾ バキューム方式により危険物の吸排出を行なう移動タンク貯蔵所は、引火点

70℃以上の危険物に限り取り扱うもので、かつ、危政令第15条の規定に適合す

るものであること。【昭和52年３月31日消防危第59号】 

 

 

 

 

 

 

 

 



3－158 

 

第８ 屋外貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準  

１ 保安距離（危政令第16条第１項第１号） 

保安距離については、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」１

（⑺を除く。）の例によること。 

２ 地盤面（危政令第16条第１項第２号） 

⑴ 危政令第16条第１項第２号に規定する「湿潤でなく、かつ、排水のよい場所」 

とは、容器の腐食を防止するため、地盤面の高さを周囲の地盤面より高くする

とともに、コンクリート舗装を行うか、又は土砂若しくは砕石等で固める等の

措置を講じた場所をいうものであること。（＊） 

⑵ 地盤面をコンクリート等で舗装したものについては、排水溝及びためます若

しくは油分離槽を設けるよう指導すること。（＊） 

３ さく等（危政令第16条第１項第３号） 

さく等は、おおむね高さ 0.5ｍ以上とし、不燃材料で造るよう指導すること。（＊） 

４ 保有空地（危政令第16条第１項第４号） 

⑴ 保有空地については、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」

２（⑸及び⑺を除く。）によること。 

⑵ 消火設備、照明設備及びその他当該貯蔵所の保安設備は、保有空地内に設け

ても差し支えないこと。（＊） 

５ 標識・掲示板（危政令第16条第１項第５号） 

標識・掲示板については、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」

３の例によること。 

６ 架台（危政令第16条第１項第６号・危規則第24条の10） 

⑴ 容器の積み重ね高さは、最下段の容器の底面から最上段の容器の上面までの

高さをいう。 

⑵ 危規則第24条の10第１項第３号に規定する「架台の高さ」は、地盤面から架

台の最上段までの高さとすること。 

⑶ 架台の構造は、第２「屋内貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準」９

の例によること。【平成８年10月15日消防危第 125号】 

７ 塊状の硫黄等のみの屋外貯蔵所（危政令第16条第２項） 

塊状の硫黄等のみの屋外貯蔵所は、従来の基準に追加して定められたものであ 

ることから、危政令第16条第１項各号に定める基準が適用されるものであること。 



3－159 

 

この場合において、危政令第16条第１項第３号の適用については、原則として

囲いは同号の「さく等」に含まれるものではないが、囲い相互間のうち、硫黄を 

貯蔵し、又は取り扱う場所の外縁部分にさく等を設ければ足りるものであること。

【昭和54年７月30日消防危第80号】 

８ 引火性固体（引火点が21℃未満のものに限る。）、第１石油類又はアルコール

類を貯蔵し、又は取り扱う屋外貯蔵所（危政令第16条第４項） 

⑴ 危規則第24条の13第１号に規定する「当該危険物を適温に保つための散水設

備等」には、屋外貯蔵所の付近に水道栓等を配置して、施設全域に散水できる

ものとすること。 

なお、上水道からホースによる直接散水等は認められないものであること。 

また、適温は55℃以下とすること。 

⑵ 危規則第24条の13第２号に規定する油分離装置を油分離槽とする場合は、第

１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」９⑷の例によること。 

９ タンクコンテナによる危険物の貯蔵【平成10年３月27日消防危第36号】 

⑴ 基本事項 

ア 屋外貯蔵所において危険物を貯蔵する場合は、危政令第26条第１項第２号

又は第11号の規定により、危規則第39条の３に定めるところにより容器に収

納して貯蔵することとされているところであるが、次の⑵、⑶に示す方法に

より構造的安全性等に鑑み火災の予防上安全であると認め、危規則第39条の

３第１項ただし書後段により当該貯蔵が認められること。 

イ タンクコンテナは、危政令第15条第２項に規定する積載式移動タンク貯蔵

所の基準のうち、構造及び設備の技術上の基準に適合する移動貯蔵タンク及 

び国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所に積載するタンクコンテナとすること。 

⑵ 位置、構造及び設備の基準 

危険物（危政令第２条第７号に定める危険物に限る。）をタンクコンテナに

収納して屋外貯蔵所に貯蔵する場合の当該屋外貯蔵所の位置、構造及び設備の

技術上の基準、消火設備の技術上の基準並びに警報設備の技術上の基準は危政

令第16条（第１項第４号及び第２項を除く。）、第20条及び第21条の規定の例

によること。ただし、危政令第16条第１項第３号のさく等の周囲に保有するこ

ととされる空地については、次に掲げる貯蔵形態に応じ各表に定める幅の空地

とすることができること。 
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ア 高引火点危険物のみを貯蔵する場合 

次の表に掲げる区分に応じ、それぞれ同表に定める幅の空地を保有するこ

と。 

区    分 空地の幅 

指定数量の倍数が 200以下の屋外貯蔵所 ３ｍ以上 

指定数量の倍数が 200を超える屋外貯蔵所 ５ｍ以上 

 

イ 前ア以外の場合 

次の表に掲げる区分に応じ、それぞれ同表に定める幅の空地を保有するこ

と。 

区    分 空地の幅 

指定数量の倍数が50以下の屋外貯蔵所 ３ｍ以上 

指定数量の倍数が50を超え 200以下屋外貯蔵所 ６ｍ以上 

指定数量の倍数が 200を超える屋外貯蔵所 10ｍ以上 

 

ウ タンクコンテナに収納した危険物と容器に収納した危険物を同一の貯蔵所

において貯蔵する場合は、タンクコンテナに収納した危険物の倍数に応じ、

前ア若しくは前イの規定により必要とされる幅の空地又は容器に収納した危

険物の倍数に応じ危政令第16条第１項第４号若しくは危規則第24条の12第２

項第２号の規定により必要とされる幅の空地のいずれか大なるものを保有す

ること。 

⑶ 貯蔵及び取扱いの基準 

危険物をタンクコンテナに収納して屋外貯蔵所に貯蔵する場合の貯蔵及び取

扱いの技術上の基準は、危政令第24条、第25条及び第26条第１項（第１号、第

１号の２、第６号の２、第11号及び第11号の３に限る。）の規定の例によるほ

か、次によること。この場合、「容器」を「タンクコンテナ」と読み替えるも

のとすること。 

ア タンクコンテナ相互間には、漏れ等の点検ができる間隔を保つこと。 

イ タンクコンテナの積み重ねは２段までとし、かつ、地盤面から上段のタン

クコンテナ頂部までの高さは、６ｍ未満とすること。 
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なお、箱枠に収納されていないタンクコンテナは積み重ねないこと。 

ウ タンクコンテナについては、危険物の払出し及び受入れは行わないことと

し、マンホール、注入口、計量口、弁等は閉鎖しておくこと。 

エ タンクコンテナ及びその安全装置並びにその他の附属の配管は、さけめ、

結合不良、極端な変形等による漏れが起こらないようにすること。 

オ タンクコンテナに収納した危険物と容器に収納した危険物を同一の貯蔵所

において貯蔵する場合は、それぞれ取りまとめて貯蔵するとともに、相互に

１ｍ以上の間隔を保つこと。 

なお、当該タンクコンテナを積み重ねる場合は、当該タンクコンテナと容

器との間に、地盤面から上段のタンクコンテナ頂部までの高さ以上の間隔を

保つこと。 

10 ドライコンテナによる危険物の貯蔵【令和４年12月13日消防危第 283号】 

  ドライコンテナにより危険物を貯蔵する場合は、第２「屋内貯蔵所の位置、構

造及び設備の技術上の基準」18の例によること。 
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第９ 屋外給油取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準  

１ 共通基準 

⑴ 給油取扱所の敷地面積は、次により算定すること。  

ア 給油取扱所の敷地境界線に防火塀が設けられている場合は、防火塀の外側

（建築物の壁が防火塀を兼ねる場合についてはその外側）と道路に面する側

の道路境界線に囲まれた部分  

イ 給油取扱所が建築物内にある場合は、給油取扱所の用に供する部分の壁の

外側と道路に面する側の道路境界線に囲まれた部分  

⑵ 容器内にある危険物の合計数量は、指定数量未満とすること。【昭和62年４

月28日消防危第38号】 

⑶ 建築物の屋根等の火災予防上支障のない場所であればＰＨＳ等のアンテナを

設けることができること。【平成９年３月25日消防危第27号】 

２ 給油空地（危政令第17条第１項第２号）  

⑴ 給油空地は、道路境界線に接するとともに、乗り入れ部から固定給油設備に

至る車両の動線を含めて、その空地内に間口10ｍ以上、奥行６ｍ以上の矩形
く け い

が

固定給油設備を包含し描かれる必要があること。【平成18年５月10日消防危第     

113号】ただし、既存の給油取扱所で新たに歩道等の整備により、間口が乗り

入れ部と同一として確保できなくなった場合は、「給油取扱所の技術上の基準

等に係る運用について」【平成13年11月21日消防危第 127号】によること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 危政令第17条第１項第２号の間口に面する自動車等の出入りする側に、ガー 

ドレール等が設けられている場合で幅10ｍ以上の出入口が確保できない場合は、

幅５ｍ以上の出入口を２か所以上設けること。【昭和45年５月４日消防予第81 

号】 

給油空地の例 

事務所等 

給油空地  

10ｍ以上 

６ｍ以上 
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⑶ 固定注油設備のアイランドは、給油空地内に設けないこと。 

また、固定給油設備のアイランドと共有はできないこと。【昭和62年６月17

日消防危第60号】 

⑷ 給油空地及び注油空地の範囲をペンキ等により明示する必要はないが、許可

申請書の添付書類においては、給油空地及び注油空地の範囲を明示しておく必

要があること。【平成元年５月10日消防危第44号】 

３ 注油空地（危政令第17条第１項第３号） 

⑴ 注油空地は、給油空地以外の場所に設けるものとし、容器等への小分けのみ

を目的とする場合は、おおむね４㎡（２ｍ×２ｍ）以上とするよう指導するこ

と。（＊） 

⑵ 容器の置き台等を設ける場合には、当該容器台等を注油空地に包含すること。

【平成18年５月10日消防危第 113号】 

⑶ 容量 4,000Ｌ以下の移動タンク貯蔵所等に注油する場合は、車両がはみ出さ

ない十分な広さの空地とすること。 

⑷ 注油空地の出入口は、直接道路に接している必要はないこと。【平成元年５

月10日消防危第44号】 

４ 給油空地及び注油空地の舗装（危政令第17条第１項第４号・危規則第24条の16） 

危規則第24条の16に規定する性能を有する舗装としては、鉄筋コンクリートに

よるものがあること。 

 

５ 給油空地等の滞留及び流出防止（危政令第17条第１項第５号・危規則第24条の

17） 

ガードレール  

歩道  進入口  進入口  

事務所等 

５ｍ以上 ５ｍ以上 
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⑴ 可燃性蒸気の滞留防止措置【平成18年５月10日消防危第 113号】 

給油空地又は注油空地からこれら空地に近い道路側へ可燃性蒸気が排出され

ること。 

また、当該性能については、排出設備等の設備による措置ではなく、給油取

扱所の構造で確保する必要があること。例としては、給油空地及び注油空地の

地盤面を周囲より高くするとともに、その表面に適当な傾斜をつける方法があ

ること。 

⑵ 漏れた危険物の滞留防止措置【平成18年５月10日消防危第 113号】 

給油空地又は注油空地内に存するいずれの固定給油設備又は固定注油設備か

ら危険物が漏れた場合においても、漏えいした危険物が空地内に滞留しないこ 

と。例としては、給油空地及び注油空地の地盤面を周囲より高くするとともに、

その表面に適当な傾斜をつける方法があること。 

⑶ 危険物の流出防止措置【平成18年５月10日消防危第 113号】 

ア 給油空地又は注油空地に存するいずれの固定給油設備又は固定注油設備か

ら危険物が漏れた場合においても、危険物が給油取扱所の外部に流出するこ

となく、危告示第４条の51に規定する危険物の数量がいずれかの貯留設備に

収容されることが必要であること。例としては、給油空地及び注油空地の地

盤面を周囲より高くするとともに、その表面に適当な傾斜をつけ、排水溝及

び油分離槽を設ける方法があること。 

イ 油分離装置の位置 

危規則第24条の17第２号に規定する「火災予防上安全な場所」とは、給油

空地等、注入口の周囲及び附随設備が設置されている場所以外の部分で、車

両や人の出入り及び避難に支障とならない部分であること。 

⑷ 複数の油分離槽の設置【平成18年９月19日消防危第 191号】 

油分離槽の設置例を次に示す。 



3－165 

 

     

 

⑸ その他 

ア 排水溝の大きさは、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」

６⑵アの例によること。 

イ 油分離槽の危険物収容能力は、パイプ等の下端から槽の底部までの容積は

含まないものとし、危告示第４条の51に規定する数量以上の危険物を収容で

きるものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 給油取扱所の周囲の地盤面が、道路の改修等（かさ上げ等）のために給油

空地等よりも高くなり、可燃性の蒸気が滞留するおそれがある場合は、次の

措置を講ずることにより可燃性蒸気の滞留防止措置又は危険物の滞留防止措

排水溝  

公共下水へ  

危険物収容容積  

４槽の油分離槽の例（断面図）  

パイプ等  
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置が講じられているものとみなすことができる。【昭和44年11月25日消防予

第 276号】 

（ア） かさ上げ道路と給油取扱所の境界との高さの差が、60㎝以下であること。 

（イ） 当該境界部分の高低差を埋める盛り上げ部分が固定給油設備の基礎（ア

イランド）の道路に面する側から２ｍ以上離れていること。 

（ウ） 盛り上げこう配が５分の２以下であること。 

 

 

 

６ 標識・掲示板（危政令第17条第１項第６号） 

標識・掲示板については、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」

３の例によること。 

７ 専用タンク又は廃油タンク等（危政令第17条第１項第７号・第８号） 

専用タンク又は廃油タンク等は、危政令第17条第１項第７号及び第８号の規定

によるほか、次によること。 

⑴ 専用タンク又は廃油タンク等の位置は、原則として、当該給油取扱所の敷地

内とすること。 

⑵ 専用タンクを２以上の室に仕切り、それぞれ品名の異なる危険物を貯蔵する

場合には、ガソリンと灯油とを隣接した室としないよう指導すること。（＊） 

 

 

 

 

 

２ｍ以上  

60 ㎝以下 

ガソリン  軽 油  灯 油  ガソリン  軽 油  灯 油  

好ましくない例             好ましい例 

道路境界線  
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⑶ 危政令第17条第１項第７号に規定する「廃油タンク等」とは、廃油タンク及

び給湯用ボイラー、冷暖房ボイラー、自家発電設備等に直接接続するタンクを

いうものであること。 

また、給湯用ボイラー又は冷暖房ボイラーへの灯油の供給は、専用タンクか

ら行うことができること。【昭和62年４月28日消防危第38号】 

⑷ 廃油タンクに注入用受け口、配管を設ける場合は、整備室又は油庫に設ける

よう指導するとともに、コック、バルブ等を設置すること。（＊） 

⑸ 引火点40℃未満の専用タンクの通気管は、隣地との境界線をもって危規則第

20条第２項第１号の敷地境界線とすることができること。【昭和62年９月９日

消防危第91号】 

 

専用タンクを給油取扱所の敷地外に設ける場合 

 

       専用タンクを給油取扱所の敷地内に設ける場合 

 

⑹ 配管 

ア 危険物を取り扱う配管で、地盤面上に設けるものは、衝撃により損傷を受

けないように防護措置を講じるよう指導すること。（＊） 

イ 地上に設ける配管であって、点検困難な場所又は屋上に設ける配管の接合

給油取扱所  

給油取扱所  
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部は、溶接継手とするよう指導すること。（＊） 

ウ 危険物配管が上屋の上部若しくは内部に設けられ、又は給油空地に面しな

い外壁に沿って敷設されているものは、危規則第13条の５第２号に規定する

「火災によって当該支持物が変形するおそれのない場合」に該当するもので

あること。 

エ 地下埋設配管の敷設については、第１「製造所の位置、構造及び設備の技

術上の基準」18（⑶、⑸から⑺、⒀及び⒁を除く。）の例によること。 

８ 固定給油設備等の構造（危政令第17条第１項第10号・危規則第25条の２の２） 

【平成５年９月２日消防危第68号】 

⑴ ポンプ機器の構造 

ア 一のポンプに複数の給油ホース等が接続されている場合には、各給油ホー

ス等から吐出される最大の量をもって当該ポンプの最大吐出量とすること。 

イ 最大吐出量を毎分 180Ｌ以下とすることができるのは、灯油用固定注油設

備が複数のポンプを有する場合において、車両に固定されたタンクにその上

部から注入する用のみに供する注油ホースに接続されているポンプ機器に限

られるものであること。 

ウ 固定給油設備等のポンプ機器として油中ポンプ機器を用いる場合のポンプ 

機器を停止する措置として、ホース機器に取り付けられた姿勢検知装置がホー 

ス機器の傾きを検知した場合にポンプ機器の回路を遮断する方法等による措

置が講じられていること。 

なお、ホース機器が給油取扱所の建築物の屋根に固定されている等転倒す

るおそれのないものである場合には、当該措置は必要ないものであること。 

エ 固定給油設備等の内部のポンプ吐出配管部には、ポンプ吐出側の圧力が最

大常用圧力を超えて上昇した場合に配管内の圧力を自動的に降下させる装置

が設けられていること。ただし、固定給油設備等の外部の配管部に配管内の

圧力上昇時に危険物を自動的に専用タンクに戻すことのできる装置を設ける

場合には、当該装置を設ける必要はないものであること。 

⑵ ホース機器の構造 

ア 著しい引張力が加わったときに給油ホース等の破断による危険物の漏れを

防止する措置としては、著しい引張力が加わることにより離脱する安全継手

又は給油、注入若しくは詰替えを自動的に停止する装置を設けること。 
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この場合、安全継手については、 2,000Ｎ以下の力によって離脱するもの

であること。 

イ ホース機器に接続される給油ホース等が地盤面に接触しない構造として、

給油ホース等を地盤面に接触させない機能がホース機器本体に講じられ（例

１参照）、給油ホース等が地盤面に接触しないようにゴム製、プラスチック

製等のリング、カバーが取り付けられ（例２参照）、又はプラスチックで被

覆された給油ホース等が設けられていること（例３参照）。 

 

例１ 給油ホース等を接触させない機能 

①ホース取出口を高い位置に設ける方法 

  

 

②ホースをバネで上部に上げる方法 
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例２ リング、カバーが取り付けられた給油ホース等 

  

   

 

例３ プラスチックで被覆された給油ホース等の構造（断面） 

     

 

ウ 危険物の過剰な注入を自動的に防止する構造は、車両に固定されたタンク

にその上部から注入する用に供する固定注油設備のホース機器のうち、最大

吐出量が60Ｌを超え 180Ｌ以下のポンプに接続されているものが有すること

として差し支えないこと。 

なお、ホース機器に複数の注油ホースが設けられる場合には、車両に固定

されたタンクにその上部から注入する用に供する注油ホースであって、最大

吐出量が60Ｌを超え 180Ｌ以下のポンプに接続されているものが対象となる

ものであること。 



3－171 

 

（ア） 危険物の過剰な注入を自動的に防止できる構造としては、タンク容量に

相当する液面以上の危険物の過剰な注入を自動的に停止できる構造、１回 

の連続した注入量が設定量（タンク容量から注入開始時における危険物の

残量を減じた量以下の量であって 2,000Ｌを超えない量であること。）以 

下に制限される構造等注入時の危険物の漏れを防止する機能を有する構造

があること。 

（イ） 車両に固定されたタンクにその上部から注入する用にのみ供する注油ホ

ースの直近には、専ら車両に固定されたタンクに注入する用に供するもの

である旨の表示がなされていること。 

エ 油中ポンプ機器に接続するホース機器には、当該ホース機器が転倒した場

合に当該ホース機器への危険物の供給を停止する措置として、ホース機器に

取り付けられた姿勢検知装置がホース機器の傾きを検知した場合に、ホース

機器の配管に設けられた弁を閉鎖する方法等による装置が設けられているこ

と。 

なお、ホース機器が給油取扱所の建築物の屋根に固定されている等転倒す

るおそれのないものである場合には、当該措置は必要ないものであること。 

⑶ 配管の構造に係る事項 

配管は、固定給油設備等本体の内部配管であって、ポンプ吐出部から給油ホー 

ス等の接続口までの送油管のうち、弁・計量器等を除く固定された送油管部を

いうものであること。 

また、漏えいその他の異常の有無を確認する水圧試験として、水以外の不燃

性の液体又は不燃性の気体を用いて行って差し支えないものであること。 

なお、ポンプ機器とホース機器が分離して設けられている場合、当該機器間

を接続する配管は、固定給油設備等本体の内部配管ではなく、専用タンクの配

管に該当するものであること。 

⑷ 外装の構造に係る事項 

外装に用いる難燃性を有する材料とは、不燃材料及び建基令第１条第５号に

規定する準不燃材料並びにJISK7201－１「プラスチック－酸素指数による燃焼

性の試験方法」により試験を行った場合において、酸素指数が26以上となる高

分子材料であること。 
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⑸ ホースの全長 

ア 固定給油設備等のうち、懸垂式以外のものの給油ホース等の全長は、原則

として、給油ホース等の取出口から弁を設けたノズルの先端までの長さをい

うものであること。 

    

 

イ 懸垂式の固定給油設備等の給油ホース等は、次によること（危規則第25条

の２の２）。 

（ア） 懸垂式給油ホースが取出口で 1.2ｍを限度として移動する給油型式のも

のは設置することができること。【昭和49年９月12日消防予第 113号】 

（イ） 給油ホース等の全長は次の図によること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.5m 
地盤面 

懸垂式固定給油設備

 

移動範囲 1.2m 以下 

３ｍ以下 ３ｍ以下 
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⑹ 静電気除去に係る事項 

給油ホース等及びこれらの先端のノズルに蓄積される静電気を有効に除去す

るため、先端のノズルから固定給油設備等の本体の外部接地工事端子までの抵

抗値は、 1,000Ω未満であること。 

⑺ 可燃性蒸気の滞留するおそれのある場所に設ける電気設備については、防爆

性能を有すること。 

⑻ 可燃性蒸気流入防止構造 

固定給油設備等の可燃性蒸気流入防止構造は、「可燃性蒸気流入防止構造等

の基準について」【平成13年３月30日消防危第43号】によること。 

⑼ その他 

危険物保安技術協会において実施した試験確認で適合品となった固定給油設 

備等は、技術上の基準に適合しているものとすること。【昭和63年５月30日消防

危第74号】 

９ 固定給油設備等の油種表示（危政令第17条第１項第11号・危規則第25条の３）

【昭和62年４月28日消防危第38号】 

⑴ 危規則第25条の３第１号に規定する「直近の位置」とは、固定給油設備等の 

本体（懸垂式のものについては、給油ホース設備の本体のケース）又は給油ホー 

ス等のノズルの部分等をいうものであること。 

⑵ 危規則第25条の３第２号に規定する品目とは、ガソリン、軽油、灯油等の油

種名をいうものであるが、レギュラー、ハイオク等の商品名としてよいこと。 

10 固定給油設備等から道路境界線等との間隔（危政令第17条第１項第12号・第13

号・危規則第25条の３の２） 

⑴ 固定給油設備等から道路境界線等との距離は、固定給油設備等の中心を起点 

とすること。ただし、給油ホース等の取付部が移動する固定給油設備等は、給

油ホース等を道路境界線、敷地境界線及び建築物の壁に最も接近させた地点を

起点とすること。 

⑵ 固定給油設備等は、道路境界線に防火塀又は壁を設けた場合、固定給油設備

と道路境界線の間隔は２ｍ、固定注油設備と道路境界線の間隔は１ｍ以上とす

ることができる。この場合、危政令第17条第１項第12号イ及び第13号ロに定め

る固定給油設備等と道路境界線の間隔が確保できる部分まで防火塀又は壁を設

けること。 
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⑶ 危政令第17条第１項第12号ハ及び第13号ニの「給油取扱所の建築物の壁に開

口部がない場合」の範囲は、固定給油設備等から２ｍ以内の部分に開口部（は

めごろし窓（網入りガラス入り。）、ガラリ等を含む。）のない場合であるこ

と。【昭和45年４月４日消防予第60号】 

⑷ ２以上の固定給油設備相互間又は灯油用固定注油設備相互間の離隔規制はな

いものであること。【昭和62年４月28日消防危第38号】 

⑸ 危規則第25条の３の２に規定する「ポンプ室の出入口は、給油空地に面する」

とは、従業員が業務中において常時監視等できる位置であって、かつ、事務所 

への可燃性の蒸気の流入を防止し、火災等の影響を排除することを目的とした

ものであり、給油空地に直接面する必要がないこと。 

11 懸垂式固定給油設備等のホース機器の引出し口等（危政令第17条第１項第14号・

第15号） 

⑴ 危政令第17条第１項第14号のホース引出口の高さは、地盤面からホース機器

の外装の下端部分までの高さをいうものであること。【平成元年３月３日消防

危第15号】 

⑵ 危政令第17条第１項第15号の危険物の移送を緊急に止めることができる装置

事務所等 

出入口  

固定給油設備等の離隔距離の例  

防火塀  

固定注油設備  

固定給油設備  

２ｍ以上  

危政令第 17 条第１項 

第 13 号ロの距離 

危政令第 17 条第１項 

第 12 号イの距離 

１ｍ以上  
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の操作部を設ける場所は、当該固定給油設備等の設置場所付近の事務所等の外

壁等見やすい位置とすること。【平成元年３月３日消防危第15号】 

12 建築物の用途（危政令第17条第１項第16号・危規則第25条の４） 

⑴ 給油取扱所には、立体駐車場、ラック式ドラム缶置き場等の工作物の設置は

認められないものであること。【昭和62年４月28日消防危第38号・令和３年３

月30日消防危第50号】 

⑵ 給油取扱所の従業員の寄宿舎、長距離トラック運転手用の簡易宿泊所等は、

給油取扱所の建築物としては認められないものであること。【昭和62年４月28

日消防危第38号・令和３年３月30日消防危第50号】 

⑶ 給油取扱所の建築物の用途に機能的に従属するとみなされる部分（例えば、

廊下、洗面所、倉庫、会議室、更衣室、休憩室、応接室等）は、給油取扱所の

建築物に含まれるものであること。【昭和62年４月28日消防危第38号・令和３

年３月30日消防危第50号】 

⑷ 給油取扱所において、自動車等の12か月定期点検整備、24か月定期点検整備

を行うことができるものであること。 

なお、12か月定期点検整備等により自動車分解整備事業を行おうとする者は、 

道路運送車両法第78条に基づく地方運輸局長の認可が必要となること。【昭和

62年６月17日消防危第60号】 

⑸ ドライブスルー形式又は窓を介しての物品の販売は、販売に供する窓を給油

空地又は注油空地の直近に設けない場合については、認めて差し支えない。 

【平成９年３月25日消防危第27号】 

⑹ 建築物の用途は次によること。 

ア 危規則第25条の４第１項第１号の用途は、次によること。 

（ア） ポンプ室、油庫等【平成元年５月10日消防危第44号】 

（イ） コンプレッサー室（自動車の点検及び整備に用いられる場合は危規則第25 

条の４第１項第３号の用途に該当する。）【平成元年５月10日消防危第44号】 

イ 危規則第25条の４第１項第２号の用途は、次によること。 

（ア） 事務所、便所等【平成元年５月10日消防危第44号】 

（イ） 事務所と販売室が兼用された室は主な用途によること。【平成元年５月10

日消防危第44号】 

ウ 危規則第25条の４第１項第３号の用途は、次によること。 
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（ア） 自動車等の点検、整備に用いられるコンプレッサーが置かれたコンプレ

ッサー室【平成６年７月29日消防危第66号】 

（イ） 給油取扱所において行われる自動車の部分的な補修を目的とする塗装業務、 

自動車の板金業務。 

なお、板金業務に伴い火花を発生するおそれのある場合は、可燃性蒸気又

は可燃性微粉が滞留するおそれのない場所で行うなど火気管理を徹底するこ

と。【平成14年2月26日消防危第29号・平成31年４月19日消防危第81号】 

   エ 危規則第25条の４第１項第５号の用途は、次によること。 

他の用途に供する部分との間に水平・垂直遮断を設けるとともに、出入口は、 

給油取扱所の敷地外から出入りできる位置に設けること。【昭和62年４月28日

消防危第38号・令和３年３月30日消防危第50号】 

オ 危規則第25条の４第１項第６号の用途は、次によること。 

政令第１条の２第２項後段の規定により同号に掲げるいずれかの用途に機能

的に従属すると認められるものを含むものであること。なお、消防法施行令第

１条の２第２項後段の規定による機能的な従属に係る運用については、「令別

表第１に掲げる防火対象物の取り扱いについて」（昭和50年消防予第41号・消

防安第41号）１⑴によること。【令和６年２月29日消防危第40号】 

⑺ 危規則第25条の４第２項に掲げる面積について 

ア 宅配ボックス等の無人営業により建築物の外部に設置される箱等に係る面積

はこれに含まれない。【昭和62年４月28日消防危第38号・令和３年３月30日消

防危第50号】 

イ 自動車等の点検、整備を行う作業場において、係員が顧客に対し作業内容等

を説明するため係員が同伴する顧客の作業場への一時的な出入りは、顧客が係

員の監視下に常時おかれた状態であるので、当該顧客を係員とみなし、 300㎡

の面積制限の対象から除くものとすること。【平成16年11月21日消防危第 127

号】 

ウ 一の給油取扱所内に、危規則第25条の４第１項第２号に定める用途に供する

建築物（給油取扱所の業務を行うための事務所）のほかに、同項各号の用途に

供される建築物を設けることとしても差し支えない。この場合において、すべ

ての建築物の床面積の合計は、同条第２項の規定に従い、300㎡を超えないもの

とすること。【平成31年４月28日消防危第38号】 
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13 建築物の構造（危政令第17条第１項第17号） 

⑴ 建築物の壁のうち、次のア又はイの間仕切り壁については、準不燃材料又は

難燃材料を使用することができること。【平成９年３月26日消防危第31号】 

ア 危険物を取り扱う部分と耐火構造若しくは不燃材料の壁又は随時開けるこ 

とができる自動閉鎖の特定防火設備若しくは防火設備により区画された危険物

を取り扱わない部分に設ける間仕切壁 

イ 危険物を取り扱わない建築物に設ける間仕切壁 

     

           

⑵ 危政令第17条第１項第17号に規定する給油取扱所の所有者、管理者若しくは

占有者が居住する住居又はこれらの者に係る他の給油取扱所の業務を行う事務

所（以下「本店事務所等」という。）とその他の給油取扱所の用途との区画の

必要な部分は、次の図のとおりであること。 

また、当該区画は、危規則第25条の４第４項の給油取扱所の敷地に面する側

の壁に出入口のない構造とするとともに、給油取扱所敷地内から本店事務所等

へ立ち入ることができない構造とすること。 

  

        開口部のない耐火構造の床又は壁の部分  

危険物を取り扱わない建築物の間仕切壁  

危険物を取り扱う部分  

耐火構造若しくは不燃材料の壁  

（随時開けることができる自動閉鎖の特定防火設備若しくは防火設備）  
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⑶ キャノピーにガラスを使用する場合は、次の措置を講ずること。【平成９年

３月26日消防危第31号】 

ア 地震による震動等により容易に破損・落下しないように、ガラス取付部が

耐震性を有していること。 

イ 火災時に発生する熱等により容易に破損しないよう、網入りガラス等を使

用していること。 

ウ 万一破損した場合においても、避難及び消防活動の観点から安全上支障が

ないよう、飛散防止フィルム等により飛散防止措置をしていること。 

エ ガラスを使用する範囲については、破損により開口が生じた場合において

も、周囲の状況から判断し、延焼防止に支障のないものであること。 

  ⑷ 給油取扱所の屋根（キャノピー）に、不燃材料として国土交通大臣の認定を

受けた不燃性シートを用いて差し支えないこと。【平成４年２月６日消防危第

13号】 

14 建築物の可燃性蒸気の流入しない構造（危政令第17条第１項第18号） 

⑴ 事務所その他火気を使用するものについては、漏れた可燃性蒸気がその内部

に流入しない構造とする必要があるが、犬走り又は出入口の敷居にスロープを

設置する場合は、次によること。【平成９年３月14日消防危第26号】 

ア スロープの最下部から最上部までの高さが15㎝以上であること。 

イ スロープは給油又は注油に支障のない位置に設けること。 

ウ スロープ上において給油又は注油を行わないこと。 

⑵ 事務所その他火気を使用するものの出入口は、随時開けることができる自動

閉鎖のものであれば、引き分けの自動ドアを設けることができること。【平成

17年12月19日消防危第 295号】 

⑶ 建築物における危規則第25条の４第１項第３号（整備室）及び第４号（洗車

室）部分と事務所等火気を使用する場所との出入口については、危規則第25条

の４第５項の可燃性蒸気の流入しない構造の適用を受けるものであること。 
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耐火構造又は不燃材料  

防火設備  

可燃性蒸気の流入しない構造とした部分に設ける防火設備  

内部構造例 
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15 防火塀等（危政令第17条第１項第19号） 

⑴ 危政令第17条第１項第19号に規定する防火塀の設置を必要としない「自動車

等の出入する側」は、次によること。 

ア 給油取扱所が幅員４ｍ以上の道路（危規則第１条第１項に規定するもの）

に接し、かつ、10ｍ以上の給油を受けるための自動車等の出入りできる側 

 

イ 前ア以外の側で、給油取扱所が幅員４ｍ以上の道路（危規則第１条第１項

に規定するもの）に接し、かつ、当該部分が５ｍ以上の自動車等が出入り可

能な部分がある側 

     

 

 

給 油 取 扱 所  

自動車等の出入りできる側  

自
動
車
等
が
出
入
り
可
能
な
部
分
が
あ
る
側 
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⑵ 塀又は壁の高さ【平成18年５月10日消防危第 113号】 

ア 高さ 

（ア） 塀又は壁（以下「防火塀等」という。）の高さが２ｍであるとした場合

に隣接する建築物の外壁及び軒裏（耐火構造、準耐火構造又は防火構造を

除く。）における輻射熱が危告示で定める式を満たすかどうかにより、防 

火塀等を２ｍを超えるものとすることが必要であるかどうか判断すること。 

（イ） 計算方法 

危険物の火災は、時間とともに輻射熱ｑが変化することが通常であるが、

漏えいした危険物のプール火災を想定して、火災開始から一定の輻射熱で 

あると仮定し、「石油コンビナートの防災アセスメント指針 参考資料２

災害現象解析モデルの一例 ４．火災・爆発モデル」に掲げる方法により

算出して差し支えないこと。 

イ 防火塀等の開口部 

（ア） 開口部は、給油取扱所の事務所等の敷地境界側の壁に設ける場合を除き

当該開口部の給油取扱所に面しない側の裏面における輻射熱が危告示で定

める式を満たすものであること。この場合において、危告示で定める式を

満たすかどうか判断する際、網入りガラス等が有する輻射熱を低減する性

能を考慮することができること。 

（イ） 塀に開口部を設ける場合には、当該開口部に面する建築物の外壁及び軒

裏の部分において、当該開口部を通過した輻射熱及び塀の上部からの輻射

熱を併せて危告示で定める式を満たすこと。 

ウ 火災想定をする際に、次の場所を火炎の範囲として輻射熱を求めて差し支 

えないこと。【平成18年９月19日消防危第 191号】 

（ア） 固定給油設備における火災想定 

車両給油口の直下を中心とした円 

（イ） 固定注油設備における火災想定 

あ 容器に詰替えする場合 

詰め替える容器を置く場所を中心とした円 

い 移動貯蔵タンク等に注入する場合 

注入する移動貯蔵タンク等の停車場所の中央を中心とした円 
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（ウ） 注入口における火災想定 

移動タンク貯蔵所の荷卸しに使用する反対側の吐出口を外周とした円 

エ 火災の輻射熱を求める計算は、次のとおりとして差し支えないこと。【平

成18年９月19日消防危第 191号】 

（ア） 給油中、注油中の火災 

漏えい量を固定給油設備又は固定注油設備の最大吐出量とし、燃焼継続

時間を10分間として計算すること。 

（イ） 荷卸し中の火災 

漏えい量を一のタンク室からの荷卸し速度とし、燃焼継続時間をタンク

室の荷卸しに要する時間として、各タンク室について計算すること。 

オ 輻射熱を低減させる措置が必要な隣接建築物の部分【平成18年９月19日消

防危第 191号】 

防火塀等が開口部を有さず、給油取扱所に隣接し、又は近接する建築物が

木造の場合で、次の図の同心円中心部からの漏えいに伴う出火を想定した場

合、次の図の建築物の外壁のうち、Ａの部分について輻射熱が危告示第４条

の52第３項で定める式を満たすための措置が必要な部分となること。 

 

 

 

 

 

 

                           真上から見た図 

 

 

  

 

       正面から見た図             側面から見た図 

 

 

 

火災  
木造建築物  

防火塀  

（輻射熱強さをイメージ） 

火災  
Ａ  
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⑶ 防火塀等に設ける開口部 

防火塀等に設けることができる開口部は、危規則第25条の４の２第１号に規

定するもののほか、次によること。 

ア 防火塀等に敷地外に通じる連絡用（避難用）出入口を設置する場合は、必

要最小限度の随時開けることができる自動閉鎖の特定防火設備とするととも

に、敷居の高さを15㎝以上とすること。 

イ 建築物の壁が防火塀を兼ねる部分に設ける窓は、はめごろしの防火設備 

（網入ガラスを用いたものに限る。）とすること。 

ウ 建築物の壁が防火塀を兼ねる部分に設ける換気口、ダクト等は防火ダンパー 

が設けられたものとすること。 

  ⑷ 塀等の立ち上げ 

給油又は灯油若しくは軽油の詰替えのための作業場の用に供する上屋等が、

給油取扱所の周囲に設ける塀等に近接（水平距離１ｍ未満）して設けられてい

るものについては、当該塀等は、上屋等まで立ち上げ一体とすること。【平成 

元年３月３日消防危第15号・平成元年５月10日消防危第44号】 

⑸ 防火塀への切欠き 

    防火塀に切欠きを設置する場合、道路境界線から１ｍ以内に限り認められる。 

なお、切欠きを設けた防火塀は危告示で定める式を満たすこと。【平成30年

３月29日消防危第42号】 

       

16 ポンプ室等（危政令第17条第１項第20号） 

⑴ 共通基準 

ア 危政令第17条第１項第20号に規定する「ポンプ室等」には油庫のほか危険
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物を取り扱う整備室等が含まれるものであること。【平成元年３月３日消防

危第15号】 

イ 危政令第17条第１項第20号イのポンプ室等の床、貯留設備は、第１「製造

所の位置、構造及び設備の技術上の基準」６の例によること。 

ウ 危政令第17条第１項第20号ロに規定する「ポンプ室等に必要な採光、照明」 

は、採光、照明のいずれかが設置されていれば足りるものであること。 

エ 危政令第17条第１項第20号ロに規定する「換気の設備」は、別記１「換気

設備等」によること。 

なお、同号ハに規定する排出設備を設けた場合、当該設備と兼用すること

ができるものであること。 

オ 危政令第17条第１項第20号ハに規定する「可燃性蒸気の滞留するおそれの

あるポンプ室等」とは、引火点が40℃未満の危険物を取り扱うポンプ室等が

該当するものであること。【平成元年５月10日消防危第44号】 

カ 危政令第17条第１項第20号ハの蒸気を屋外に排出する設備は、別記１「換

気設備等」によること。 

また、屋外に排出する設備の「屋外」は、給油空地に面する部分も含まれ

るものであること。 

⑵ ポンプ室 

前⑴によるほか、次によること。 

ア ポンプ室は１階に設けるよう指導すること。（＊） 

イ ポンプ室は天井を設けないよう指導すること。（＊） 

ウ ポンプ室に設けるポンプ設備は、点検が容易に行えるよう、ポンプ設備と

壁との間におおむね50㎝以上の間隔を、ポンプ設備相互間にはおおむね30㎝

以上の間隔を確保するよう指導すること。（＊） 

⑶ 油庫 

前⑴によること。 

⑷ 整備室 

前⑴によるほか、次によること。 

ア 整備室に設ける可燃性蒸気を排出する設備のうち、整備室の使用に際し、

前面側を開放して使用する形態のものについては、壁体等に設ける室内換気

用の換気扇をもって排出設備とすることができること。 
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イ 整備室に設ける貯留設備のうち、油分離槽に通じる配管を設ける場合は、

貯留設備のすぐ近くに閉鎖バルブを設けること。 

17 電気設備（危政令第17条第１項第21号） 

⑴ 電気設備の技術基準は、別記２「電気設備」によること。 

⑵ 電気自動車用急速充電設備を設ける場合は、別記９「給油取扱所に電気自動

車用急速充電設備を設置する場合における技術上の基準」によること。 

⑶ キャノピー上等に太陽光発電設備を設ける場合は、「危険物施設に太陽光発

電設備を設置する場合の安全対策等に関するガイドラインについて」【平成27

年６月８日消防危第 135号】によること。 

⑷ 携帯型電子機器を使用する場合の留意事項【平成30年８月20日消防危第 154

号】 

  給油空地等で使用するタブレット端末等の携帯型電子機器は、防爆構造のも

の又は次のいずれかの規格に適合するものとすること。 

 ア 国際電気標準会議規格（ＩＥＣ） 60950－１ 

 イ JISC6950－１（情報技術機器－安全性－第１部：一般要求事項） 

 ウ 国際電気標準会議規格（ＩＥＣ） 62368－１ 

 エ JISC62368 －１（オーディオ・ビデオ、情報及び通信技術機器－第１部：

安全性要求事項） 

18 給油取扱所の附随設備（危政令第17条第１項第22号・危規則第25条の５） 

⑴ 附随設備は、給油空地内及び注油空地内に設けないこと。 

⑵ 附随設備は、注入口から３ｍ以内の部分及び通気管の先端から 1.5ｍ以内の

部分に設けないよう指導すること。（＊） 

⑶ 危規則第25条の５第２項第１号ロに定める距離は、固定給油設備の中心から

洗車機の可動先端部までとすること。 
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⑷ 自動車等の点検・整備を行う設備とは、オートリフト（油圧式・電動式）、 

オイルチェンジャー、ウォールタンク、タイヤチェンジャー、ホイルバランサー、 

エアーコンプレッサー、バッテリーチャージャー、掃除機、マット洗浄機等 

（これらのうち、移動式のものは除く。）をいうものであること。【昭和62年

４月28日消防危第38号】 

⑸ 油圧式オートリフト、オイルチェンジャー、ウォールタンク等の危険物を取

り扱う設備のうち危険物を収納する部分は、次表に定める厚さの鋼板又はこれ

と同等以上の金属板で気密に造るとともに、屋内又は地盤面下に設けるよう指

導すること。【昭和62年４月28日消防危第38号】 

危険物を収納する部分の容量 板 厚 

40Ｌ以下 1.0㎜以上 

40Ｌを超え100Ｌ以下 1.2㎜以上 

100Ｌを超え250Ｌ以下 1.6㎜以上 

250Ｌを超えるもの 2.0㎜以上 

 

⑹ 危険物を取り扱う設備は、地震等により容易に転倒又は落下しないように設

けること。 

⑺ ウォールタンクには、通気管、液面計等を設けるとともに、外面にさび止め

のための措置を講ずること。 

⑻ ウォールタンクの位置、構造及び設備は、次により指導すること。（＊） 

ア 設置位置は、油庫又はリフト室等の屋内の１階とすること。 

イ タンクは気密性を有するものとすること。 

ウ タンクの空間容積は、タンク内容積の10％とすること。 

エ 注入口には、弁又はふたを設けること。 

オ 通気管は内径20㎜以上とすること。 

カ ガラスゲージの計量装置には、危険物の流出を自動的に停止できる装置  

（ボール入り自動停止装置）又は金属保護管を設けること。 

⑼ 尿素水溶液供給機【令和６年２月29日消防危第40号】 

ア ディスペンサー型（電動ポンプにより払い出すタイプ）のものについては、  

内蔵されている電動ポンプ等の電気設備（防爆構造のものを除く。）を、可
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燃性の蒸気が滞留するおそれのない場所に設置すること。  

イ プラスチック容器型（重力により払い出すタイプ）のものについては、隣  

 接する固定給油設備等に対して衝突しないよう固定する措置を講じること。  

19 給油に支障がある設備（危政令第17条第１項第23号） 

⑴ 危政令第17条第１項第23号に規定する「給油に支障がある設備」とは、自動

車等の転回が困難となり、自動車等の固定給油設備への衝突等を招きかねない

ような設備をいうものであり、これに該当するか否かの判断は、火災予防上の

観点からのみ行わるものであること。 

例えば、空地外の場所に設置するサインポール、看板等の設備は、原則とし

て、給油に支障がないものとして取り扱うものとするほか、必要最小限のＰＯ

Ｓ用カードリーダー等の設備でその設置がやむを得ないと認められるものを空

地内のアイランド上に設けることも差し支えないものであること。 

また、樹木、花壇等についても、給油に支障がないと認められる限り、設け

て差し支えないものであること。【昭和62年４月28日消防危第38号】 

次の設備については、給油空地内に必要最小限度の範囲で設けることができ

るものであること。 

ア クイックサービスユニット（附随設備を用いることなく自動車の給油時に

行う軽易なサービス業務に供する設備で、コンセント等を設けていないもの

に限る。） 

イ 現金自動釣銭機 

⑵ 給油作業に支障がないと認められる場合には、グリーンベルト、植込、池等

を設けることができるものであること。 

なお、植込の高さは、防火塀以下とすること。 

20 その他 

⑴ 駐停車の場所（危政令第27条第６項第１号リ） 

自動車を駐停車する場合は、給油の一時的な停車を除き、危政令第27条第６

項第１号リの規定によるほか、給油空地等以外の場所で固定給油設備から危規

則第40条の３の４第１号で規定する距離以内の部分以外の部分、専用タンクの

注入口から３ｍ以内の部分以外の部分及び専用タンクの通気管から 1.5ｍ以内

の部分以外の部分に駐停車スペースを設けること。 

なお、当該部分はその範囲を白線等で示すよう指導すること。（＊） 
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⑵ 給油取扱所内の駐停車スペースは、指定数量未満の危険物移動タンク車の常

置場所として認められるが、移動タンク貯蔵所の常置場所にすることは認めら

れないこと。 

⑶ 看板等 

ア 防火塀の表面又は上部に看板を設ける場合は、不燃材料を使用すること。 

上記以外の部分に看板を設ける場合は、難燃性の材料を使用すること。た

だし、事務所等の建築物の屋上に設ける看板及びサインポールについては、

アクリル樹脂など難燃性以外の材料を使用することができる。 

また、看板の大きさ、取付位置については、給油業務や自動車等の通行に

支障のない範囲とすること。【平成31年４月19日消防危第81号】 

イ キャノピー上で、給油取扱所の業務に支障がない場合は、給油取扱所の業

務と直接関係のない家電製品等の看板であっても設けることができること。 

ウ 幕、布等は、防炎処理を施したものを使用すること。【平成元年５月10日 

 消防危第44号】 

    

給油空地  

固定給油設備  

危規則第 40 条の３の４第１号で

規定する距離 
注入口  

通気管  

1.5m 

３m 

事務所等 
駐停車スペース  
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第10 屋内給油取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準  

１ 危政令第17条第２項の適用（危規則第25条の６） 

耐火構造の建築物内に給油取扱所の用に供する部分の全部又は一部が設置され

ているもの及び危規則第25条の６に規定する上屋等の空地に対する比率が３分の

１（３分の１を超え、３分の２までのものであって、かつ、火災の予防上安全で

あると認められる場合を除く。）を超えるものは屋内給油取扱所として危政令第

17条第２項を適用するものである。  

⑴ 危規則第25条の６に規定する上屋等の算定方法は、次によること。  

なお、「床又は壁で区画された部分の１階の床面積を減じた面積」には上屋

以外の販売室などに設けられたひさしの面積も含まれるものであること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 水平投影面積の算定に当たり、建築物のひさし、はり、トラス等は算入する

立面図 

上屋面積は、   部分 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

事務所等  

ＧＬ  

ひさし  

キャノピー  

Ｂ  

道路  

平面図 

Ａ  

 

事務所等  

キャノピー  

ひさし  

Ｃ  
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こと。【平成元年５月10日消防危第44号】 

⑶ 上屋にルーバーを設ける場合は、原則としてルーバーの部分も水平投影面積

に算入すること。 

⑷ 上屋の吹き抜け部分は、水平投影面積に算入しないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

> 
１

３
 （屋内給油取扱所） 

 

  ⑸ 危規則第25条の６に規定する「火災予防上安全であると認められるもの」は、

次によること。 

    なお、上屋等の空地に対する比率が３分の１を超え、３分の２までのもので

あっても、建築物内に設置するもの及び給油取扱所の用に供する部分の上部に

上階を有するものについては認められない。【令和３年７月21日消防危第 172

号】 

   ア 道路に一面以上面している給油取扱所であって、その上屋（キャノピー）

と事務所等の建築物の間に水平距離又は垂直距離で20㎝以上の隙間があり、

かつ、上屋と給油取扱所の周囲に設ける塀又は壁の間に水平距離で１ｍ以上

の隙間が確保されていること。 

イ 可燃性蒸気が滞留する奥まった部分を有するような複雑な敷地形状ではな

・給油取扱所の用に供する部分

の建築物の水平投影面積  
= 

①上屋 (キャノピー )面積  

（建築物のひさし含む。） 

②敷地面積のうち空地面積  ・給油取扱所の敷地面積  = 

①上屋(キャノピー)面積（建築物のひさし含む。） 

・危規則第 25 条の４第１項第

１号から第５号までの用途

に供する部分のうち床又は

壁で区画された部分の１階

の床面積 

・危規則第 25 条の４第１項第

１号から第５号までの用途

に供する部分のうち床又は

壁で区画された部分の１階

の床面積 

②敷地面積のうち空地面積  
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いこと。 

 

火災予防上安全であると認められる例 

 

 

 

火災予防上安全であると認められない例 

 

２ 建築物の構造（危政令第17条第２項第１号） 

給油取扱所における事故発生時において、避難等に相当の混乱を生じるおそれ

があると考えられる病院、老人福祉施設、幼稚園等、消防法施行令別表第１⑹項

に掲げる用途に供する部分を有する建築物には、給油取扱所を設置することはで

きないこと。 

この場合において、事務所等の診療室等で給油取扱所以外の用途部分の主たる

用途に供される部分に機能的に従属していると認められるものは、当該主たる用

途に含まれるものであること。【平成元年３月３日消防危第15号】 

３ 通気管（危政令第17条第２項第３号・危規則第20条第５項） 

危規則第20条第５項に規定する「可燃性の蒸気が滞留するおそれのない場所」

とは、換気の良い自動車等の出入口付近の場所をいうものであること。【平成元
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年３月３日消防危第15号】 

なお、通気管の先端は、上階への延焼を防止するために設けられたひさしを貫

通して設置することができること。この場合、貫通部は、埋戻し等の措置が講じ

られていること。 

４ 過剰注入防止装置（危政令第17条第２項第４号） 

危政令第17条第２項第４号に規定する過剰注入防止装置は、移動タンク貯蔵所

による過剰な注入を防止するため、専用タンクの液面をフロート等により直接又

は液面計と連動して自動的に受入れを停止するものとすること。 

この場合、当該過剰注入防止装置は、専用タンクの最大容量の範囲内で作動さ

せること。 

なお、当該過剰注入防止装置の取付場所は、地下タンクの直上部又は地下タン

クの注入管の途中（遠方注入口の付近）とすること。【平成元年５月10日消防危

第44号】 

５ 他用途との区画（危政令第17条第２項第５号） 

危政令第17条第２項第５号に規定する「開口部のない耐火構造の床又は壁で当

該建築物の他の部分と区画されたものであること。」とは、建基法第２条第７号

に定める耐火性能を有する構造で区画されたものであればよいこと。ただし、当

該区画は消防法施行令第８条に規定する区画とするよう指導すること。（＊） 

６ 二方開放の屋内給油取扱所（危政令第17条第２項第９号・危規則第25条の８） 

次のいずれかに該当しているときは、二方開放の屋内給油取扱所として取り扱

う。 

⑴ 二方が道路に面している場合 

危政令第17条第２項第９号に規定する「二方については、自動車等の出入す

る側に面するとともに、壁を設けないこと。」とは、給油のために必要な空地

の間口に接する道路部分にあっては、原則として全面が開放され、かつ、奥行

き側の道路部分にあっては、奥行き以上の幅の部分に壁又は防火塀が設けられ

ていないことをいう。 
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⑵ 一方が通風及び避難のための空地に面している場合 

危規則第25条の８に規定する通風及び避難のための空地（以下「避難空地」

という。）は次によること。 

ア 危規則第25条の８第１号に規定する「屋外の場所」とは上屋等一切の建築

物が設けられていない場所をいうものであること。ただし、避難空地上のキ

ャノピーのはりは、屋外の場所とみなすことができる。 

イ 避難空地は、自動車等の出入口又は出入する通路として認められないこと。 

【消防危第15号平成元年３月３日】 

ウ 避難空地内には、油分離装置を設けないこと。 

 

 

 

 

 

認められる例 

６ｍ以上  

 キャノピー  はり  

事務所等  

避
難
空
地 
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７ 一方開放の屋内給油取扱所（危政令第17条第２項第９号・危規則第25条の９） 

⑴ 危規則第25条の９第１号イの「敷地外」とは、屋外の安全な場所又は路地等

により道路上へ通ずる通路をいう。 

なお、通路の幅は、90㎝以上とすること。 

⑵ 危規則第25条の９第１号イに規定する「事務所等」とは、危規則第25条の４

第１項第１号の２又は第２号に掲げる用途とする。 

⑶ 危規則第25条の９第１号イの事務所等の窓にはめごろし戸である防火設備を

設ける範囲については、当該事務所等が給油空地側及び危険物を取り扱う室に

面する部分とする。 

⑷ 危規則第25条の９第１号イに規定する「避難口」の数は、延焼防止の観点か

事務所等  

事務所等  

キャノピー  

避
難
空
地 

６ｍ以上  

認められない例（避難空地の奥行がキャノピーの奥行より短い。） 

 キャノピー  

避
難
空
地 

 

注
入
口 

認められる例 

タンク  
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ら必要最小限とすること。 

⑸ 危規則第25条の９第１号ロに規定する「屋外の空地」とは、給油又は灯油・

軽油の詰替えのための作業場の用途に供する建築物と道路との間にある空地 

（一切の建築物の設けられていない場所）をいうものであること。【平成元年

３月３日消防危第15号】 

 

 

⑹ 危規則第25条の９第２号に規定する「避難上支障のある場所」とは、事務所

等の出入口付近のほか、自動車等の出入口付近も該当するものであること。 

【平成元年３月３日消防危第15号】 

⑺ 危規則第25条の９第３号の「可燃性の蒸気を回収する設備」には、移動貯蔵

タンクに専用タンクの可燃性の蒸気を戻すベーパーリカバリー装置、可燃性の

蒸気を吸着、凝縮等の方法により回収する設備等があるものであること。 

また、ベーパーリカバリー装置を設ける場合で無弁通気管に弁を設ける場合

については、専用タンクに危険物を注入する場合を除き、常時開放している構

造であるとともに、閉鎖した場合には、10ｋ㎩以下の圧力で開放する構造のも

窓は、網入り、はめごろし戸（防火設備） 

10ｍ以下 

事務所等  

ひさし線  

屋
外
の
空
地
に
該
当
し
な
い 

10ｍ以下 

10ｍ以下 

90 ㎝ 

以上 

随時開けることができる自動閉鎖の特定防火設備  
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のとすること。【平成元年３月３日消防危第15号】 

⑻ 危規則第25条の９第４号に規定する「可燃性の蒸気を検知する警報設備」の

基準は、次によること。【平成元年５月10日消防危第44号】 

ア 警報設定値は、設置場所における周囲の雰囲気の温度において、おおむね

爆発下限界の４分の１以下の値であること。 

イ 防爆性能を有すること。 

ウ 警報を発した後は、濃度が変化しても、所要の措置を講じない限り、警報

を発し続けるものであること。 

エ 警報設備の取付位置は、おおむね地盤面から15㎝以下の可燃性の蒸気を有

効に検知できる位置とすること。 

オ 受信機の取付場所及び警報音の発する区域は、常時従業員等がいる事務所

等とすること。 

⑼ 危規則第25条の９第５号に規定する「自動車等の衝突を防止するための措置」 

は、固定給油設備等を懸垂式のものとするか、又はその周囲に保護棚を設ける

等の措置をいうものであること。【平成元年３月３日消防危第15号】 

８ 可燃性の蒸気が滞留するおそれのある穴、くぼみ等（危政令第17条第２項第10

号） 

⑴ オートリフトの収納用地下ピット（長さ 4.6ｍ×幅 2.0ｍ×深さ 0.4ｍ）は、 

危政令第17条第２項第10号に規定する可燃性蒸気が滞留するおそれのある穴、 

くぼみ（以下「穴、くぼみ等」という。）に該当するものとして取り扱うこと。 

⑵ ブレーキテスター収納用地下ピット（長さ 4.6ｍ×幅 0.8ｍ×深さ 0.5ｍ）

を危険場所以外の場所に設置する場合、当該地下ピットは、穴、くぼみ等に該

当しないものとする。ただし、深さがおおむね40㎝を超えるブレーキテスター

収納用地下ピットを危険場所に設置する場合、当該地下ピットは、穴、くぼみ

等に該当するものとして取り扱うこと。 

⑶ 前⑴又は⑵の穴、くぼみ等に該当する地下ピット内に可燃性蒸気を検知する

警報設備を設け、かつ、ピット内部に滞留した可燃性蒸気を屋外の高所に有効

に排出する設備を設ける場合は、二方開放の屋内給油取扱所に限り、穴、くぼ

み等として取り扱わないことができる。 

９ 上部に上階を有する屋内給油取扱所（危政令第17条第２項第11号・危規則第25

条の10） 
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⑴ 危政令第17条第２項第11号に規定する「上部に上階がある場合」又は危規則

第33条第１項第６号若しくは危規則第38条第１項第１号ホに規定する「上部に

上階を有するもの」とは、給油取扱所の規制範囲に対して上部に上階が全部又

は一部有するもので、上階の用途が危規則第25条の４第１項で規制されたもの

以外の用途であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 本店事務所等を有する屋内給油取扱所では、当該本店事務所等を給油取扱所

の規制範囲に含めるか他用途部分とするかは、設置者の選択によることができ

給油取扱所  
他用途  

他用途  

他用途  
危規則第 25 条の４ 

第１項第５号 

 本店事務所等 

危政令第 17 条第２項 

第６号区画 

GL 

上部に上階を有する屋内給油取扱所に該当しない例  

危政令第 17 条第２項第５号区画 

他用途  

危政令第 17 条第２項第５号区画 

危規則第 25 条の４第１項第５号 

    本店事務所等 

危政令第 17 条第２項 

第６号区画 

給油取扱所 

GL 

上部に上階を有する屋内給油取扱所に該当する例 
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ること。【平成元年３月３日消防危第15号】 

⑶ 危規則第25条の10第１号に規定する「注入口及び固定給油設備等の上階への

延焼防止上安全な場所」とは、火災が発生した場合、上階への火炎の噴出を防

止するため、注入口（漏えい拡大防止措置部分を含む。）、固定給油設備等を

上屋（上階がある場合は上階の床）内に設けることをいう。 

 

 

 

⑷ 危規則第25条の10第１号に規定する「屋根は上階への延焼防止上有効な幅を

有して外壁と接続し、かつ、開口部を設けないもの」とは、上部の上階に設置 

されている開口部以上の幅を有する上屋で、かつ、建物外壁と上屋とを接続し、

上屋上部への延焼経路となる開口部を設けないこと。 

⑸ 漏えい局限化措置 

危規則第25条の10第２号の漏えいの拡大及び上階への延焼を防止するための

「漏えい局限化措置」は、次によること。 

ア 注入口の周囲（注入口に移動タンク貯蔵所から荷卸しするために停車する

側）には、15㎡の漏えい拡大防止措置を講じ、漏れた油を収容するための収

容槽を設けること。 

この場合、設置場所は移動タンク貯蔵所の停車位置を十分考慮すること。 

注入口  

事務所等  

固定注油設備  

固定給油設備  

道 路  

上屋等の先端部  
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イ 収容槽の材質は、金属、コンクリート又は FRP等とし、埋設による土圧、

水圧等に耐えられるものであること。 

ウ 収容槽は、実収容量を４㎥以上とし、空気抜き、漏れた危険物の回収用マ

ンホール又は抜取り用配管を備えること。 

なお、当該収容槽は、専用タンク、廃油タンク等とは兼用できないこと。 

エ 漏えい拡大防止措置は、注入口の周囲に排水溝を設け、収容槽への配管を

直径 100㎜以上とするとともに、地盤面に約50分の１の勾配を設けること。 

オ 日常における維持管理上、集水ますを設けるとともに、注入口使用時以外

は収容槽への雨水及び可燃性蒸気の流入を防止するためのバルブ等を設ける

こと。 

なお、バルブピットの上部蓋は防水型とすること。 

カ 漏えい拡大防止措置を講じた部分には、専用タンク、廃油タンク等は設け

ないよう指導すること。（＊） 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

注入口  

50 分の１の勾配 

集水ます  

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所
の
停
車
位
置 

防火塀  
排水溝（幅 100 ㎜×深さ 100 ㎜以上） 
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⑹ 危規則第第25条の10第２号に規定する「可燃性の蒸気を検知する警報設備」

は、前７⑻の例によること。 

⑺ 延焼防止上有効な屋根又はひさし 

危規則第25条の10第３号及び第４号の延焼防止上有効な 1.5ｍ以上の屋根又

はひさし（以下「ひさし等」という。）の取扱いについては、次によること。 

ア ひさしは、ベランダ等他の用途としての使用は認められないこと。 

イ 危規則第25条の10第３号に規定する「耐火性能を有するひさし」は、30分 

以上の耐火性能を有するものとすること。【平成元年３月３日消防危第15号】 

ウ  危規則第25条の10第４号ロに規定する「延焼防止上有効な措置を講じた開

口部」は、JISR3206「強化ガラス」で規定された強化ガラスを用いたはめご

ろし窓とすること。【平成元年３月３日消防危第15号】 

 

 

 

 

 

 

 

空気抜き  

４㎥以上の収容槽  

バルブ  

集水ますから  

防水型の蓋  

（バルブは、切替えバルブとし、常時は油分離槽

へ切り替え、移動タンク貯蔵所から危険物を荷卸

し中は、収容槽に切り替える。）  

漏えい局限化措置の例 
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エ 上階の外壁から水平距離 1.5ｍ以上張り出たひさし等の設置が困難なもの

には、上階の外壁から水平距離１ｍ張り出たひさし等及び次に掲げるドレン

チャー設備を設けることでこれに代えることができるものであること。 

なお、ひさし等の張り出し長さを１ｍ未満とすることは認められない。 

【平成元年３月３日消防危第15号】 

（ア） ドレンチャーヘッドは、ひさし等の先端部に当該先端部の長さ 2.5ｍ以

下ごとに１個設けること。 

（イ） 水源は、その水量がドレンチャーヘッドの設置個数に 1.3㎥を乗じて得

た量以上の量となるように設けること。 

（ウ） ドレンチャー設備は、全てのドレンチャーヘッドを同時に使用した場合 

に、それぞれのヘッドの先端において、放水圧力が 0.3Ｍ㎩以上で、かつ、 

放水量が 130Ｌ／分の性能のものとすること。 

（エ） ドレンチャー設備は手動方式とすること。ただし、閉鎖式スプリンクラー 

ヘッドを感知ヘッドとした自動起動方式を併用することができる。 

（オ） 加圧送水装置、電源、配管等は屋内消火栓設備の例によること。 

 

 

 

開口部（措置なし） 

開口部（措置なし） 

開口部  

７ｍ  

ひさしの長さⅩｍ 

（1.5ｍ以上）  

他用途  

給油取扱所  

７ｍ－Ｘｍ  

・他用途部分が１項から４項、

５項イ、９項イ、16 項イの場

合は、はめごろし戸の防火設

備 

・上記以外（６項を除く。）の

場合は、強化ガラス戸（はめ

ごろし）でもよい。 



3－202 

 

第11 航空機給油取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準  

１ 航空機給油取扱所は次のとおり分類される。 

⑴ 直接給油方式（危規則第26条第３項第１号イ・第４号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ ハイドラント方式（危規則第26条第３項第１号ロ・第５号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 給油ホース車方式（危規則第26条第３項第１号ハ・第６号） 

 

 

 

 

 

 

 

専用タンク 固定給油設備 

固定給油設備 

屋外タンク貯蔵所 

屋内タンク貯蔵所 

地下タンク貯蔵所 

専用タンク 給油配管及びホース機器 

屋外タンク貯蔵所 

屋内タンク貯蔵所 

地下タンク貯蔵所 

給油配管及びホース機器 

専用タンク 給油ホース車 

屋外タンク貯蔵所 

屋内タンク貯蔵所 

地下タンク貯蔵所 

給油ホース車 
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⑷ 給油タンク車方式（危規則第26条第３項第１号ニ） 

 

 

 

 

 

    注１     は、一の航空機給油取扱所を示す。 

    注２ 給油タンク車は、移動タンク貯蔵所として規制される。 

 

２ 油流出防止措置（危規則第26条第３項第３号） 

危規則第26条第３項第３号ロに規定する「漏れた危険物その他の液体の流出を

防止することができる措置」とは、航空機給油取扱所に油流出防止に必要な土の

う又は油吸着剤等を有効に保有していることをいう。【平成元年３月３日消防危

第15号】 

３ 危規則第26条第３項第４号の直接給油方式の航空機給油取扱所と危規則第26条

第３項第５号のハイドラント方式の航空機給油取扱所との形態上の差異は、ポン

プ機器を給油取扱所の空地内に設置しているか否かによるものであること。 

４ 危規則第26条第３項第６号の給油ホース車は、航空機給油取扱所の設備として

位置付けられるものであり、その帰属を明確にしておくこと。 

５ 建築物の屋上に設ける航空機給油取扱所【平成27年12月８日消防危第 268号】 

⑴ 設置基準及び許可範囲等 

ア 航空機給油取扱所は、壁、柱、床、はり及び屋根が耐火構造である建築物

の屋上に設置すること。 

イ 航空機給油取扱所として規制を受ける部分は、建築物全体ではなく、給油

設備、航空機に直接給油するための空地、配管、その他危険物関連機器等と

すること。 

なお、危険物を貯蔵し、又は取り扱うタンク（以下「危険物タンク」とい

う。）は屋外タンク貯蔵所、屋内タンク貯蔵所又は地下タンク貯蔵所として

許可するものとし、ポンプ機器はこれらの許可施設に附属する設備として取

り扱うこと。 

 

屋外タンク貯蔵所  

屋内タンク貯蔵所  

地下タンク貯蔵所  

ローリー詰め  

の一般取扱所  

移動タンク貯蔵所

（給油タンク車）  

給  油  

タンク車  
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ウ ポンプ機器及び危険物タンク（指定数量の５分の１以上指定数量未満の危

険物を貯蔵し、又は取り扱うタンクを含む。）は２階以上の階に設置しない

こと。 

エ 貯蔵し、又は取り扱う危険物は、ＪＥＴＡ－１（JISK2209航空タービン燃

料油の１号）とすること。 

また、航空機給油取扱所の許可数量については、建築物の屋上で航空機に

給油する場合の１日の最大取扱量により算定すること。当該取扱量が指定数

量の５分の１以上指定数量未満となる場合は、駿東伊豆消防組合火災予防条 

例に基づく少量危険物貯蔵取扱所としての基準が適用されるものであること。 

⑵ 航空機給油取扱所の設備 

ア 給油設備は、危規則第26条第３項第１号ロの規定による、給油配管及び当

該給油配管の先端部に接続するホース機器とすること。 

イ 手動開閉装置を開放状態で固定する装置を備えた給油ノズルを設けないこ

と。 

ウ 配管は、危政令第９条第１項第21号の規定の例によるほか、次によること。 

（ア） 配管から危険物が流出した場合において、危険物及び可燃性蒸気の建築

物への流入を防止するため、次のいずれかの措置を講ずること。 

あ さや管又はこれに類する構造物（パイプシャフト等）の中に配管を設

置する。 

い 屋外に配管を設置するとともに、建築物の開口部及びその上部の外壁

部分への設置を避ける。 

（イ） 点検が容易でない場所に設ける配管及び建築物外に設置された危険物タ

ンクと建築物との連絡部分に設ける配管の接合は、溶接その他危険物の流

出のおそれがないと認められる方法によること。 

（ウ） 配管が建築物の主要構造部を貫通する場合は、その貫通部分に配管の接

合部分を設けないこと。 

（エ） 配管には、見やすい箇所に取り扱う危険物の物品名を表示すること。 

なお、当該表示については、屋内に設けられる配管にあっては、点検の

ために設けられた開口部にある配管ごとに、屋外にある配管にあっては、

見やすい箇所に１か所以上表示すること。 
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（オ） 屋上に電磁弁を設ける等により、給油量を管理し、必要以上の危険物が

屋上に送油されないための措置を講ずること。 

（カ） ポンプ吐出側直近部分の配管に逆止弁を設ける等により、配管内の危険

物がポンプ機器付近で大量に流出することを防止するための措置を講ずる

こと。 

エ ポンプ機器を停止する等により危険物タンクからの危険物の移送を緊急に 

止めることができる装置を設けること。 

また、当該装置の起動装置は、火災その他の災害に際し、速やかに操作す

ることができる箇所に設けること。 

オ 消火設備については、危政令第20条の基準によるほか、第３種の消火設備

を設置するよう指導すること。（＊） 

⑶ 給油体制 

給油は、火災その他の災害が発生した際に危険物の移送の緊急停止、初期消

火、通報等の必要な対応が速やかに実施できるよう適切な体制で行うこと。 
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第12 船舶給油取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準 

１ 船舶給油取扱所は次のとおり分類される。 

⑴ 直接給油方式（危規則第26条の２第３項第４号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ ハイドラント方式（危規則第26条の２第３項第５号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 給油タンク車方式（危規則第26条の２第３項第６号） 

 

 

 

 

 

    注１     は、一の船舶給油取扱所を示す。 

    注２ 給油タンク車は、移動タンク貯蔵所として規制される。 

専用タンク 固定給油設備 

固定給油設備 

屋外タンク貯蔵所 

屋内タンク貯蔵所 

地下タンク貯蔵所 

専用タンク 給油配管及びホース機器 

屋外タンク貯蔵所 

屋内タンク貯蔵所 

地下タンク貯蔵所 

給油配管及びホース機器 

屋外タンク貯蔵所  

屋内タンク貯蔵所  

地下タンク貯蔵所  

ローリー詰め  

の一般取扱所  

移動タンク貯蔵所

（給油タンク車）  

給  油  

タンク車  
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２ 給油タンク車を給油設備とする船舶給油取扱所（危規則第26条の２第３項第１

号ただし書） 

⑴ 給油空地は、水辺に接するものとし、給油タンク車の大きさの周囲に１ｍ以

上の空地を保有すること。 

⑵ 給油空地は、白線等により表示すること。 

⑶ 危規則第26条の２第３項第６号に規定する「給油タンク車が転落しないよう

にするための措置」とは、縁石、柵、囲いを設けること等が該当すること。 

【平成18年４月25日消防危第 106号】 

⑷ 船舶給油取扱所において用いることができる給油タンク車の基準及び航空機

給油取扱所において用いることができる給油タンク車の基準のいずれにも適合

している場合は、船舶給油取扱所及び航空機給油取扱所のいずれにおいても給

油できる給油タンク車として用いることができる。【平成18年４月25日消防危

第 106号】 

３ 油流出防止措置（危規則第26条の２第３項第３号） 

第11「航空機給油取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準」２の例による

こと。 

４ 回収等の応急措置を講ずるための設備（危規則第26条の２第３項第３号の２・  

【平成元年３月３日消防危第15号】・【平成20年５月22日消防危第 264号】） 

⑴ 危規則第26条の２第３項第３号の２に規定する「危険物が流出した場合の回

収等の応急の措置を講ずるための設備」は、油吸着材とし、保有する油吸着材

の量は、次の表の区分に応じた量の油を吸着できるものであること。 

なお、当該タンクが複数存する場合は、そのうちの最大容量のタンクの容量

に応じた量の油を吸着できる量とすること。【平成元年12月21日消防危第 114

号】 

専用タンク又は貯蔵タンクの容量の区分 吸着できる油の量 

タンク容量30ｋＬ未満のもの 0.3ｋＬ以上 

タンク容量30ｋＬ以上 1,000ｋＬ未満のもの １ｋＬ以上 

タンク容量 1,000ｋＬ以上のもの ３ｋＬ以上 
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⑵ 留意事項 

油吸着材の吸着能力を確認する際には、運輸省船舶局長通達舶査第52号（昭

和59年２月１日）に定める油吸着材（マット状のもの）性能試験基準により、

海上保安庁総務部海上保安試験研究センター所長が発行する試験成績書等を用

いて確認すること。ただし、次の表の量を保有している場合は、前⑴の表の区

分に応じた量の油を吸着できる量の吸着材を保有しているものとみなすことが

できる。 

 

専用タンク又は貯蔵タンクの容量の区分 油吸着材の量 

タンク容量30ｋＬ未満のもの 30㎏以上 

タンク容量30ｋＬ以上 1,000ｋＬ未満のもの 100kg以上 

タンク容量 1,000ｋＬ以上のもの 300kg以上 

 

⑶ 前⑴又は⑵による油吸着材を保有していれば、前３の油流出防止措置を講じ

ないことができる。 
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第13 鉄道給油取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準 

鉄道給油取扱所は次のとおり分類される。 

１ 直接給油方式（危規則第27条第３項第４号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ハイドラント方式（危規則第27条第３項第５号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    注：    は、一の鉄道給油取扱所を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

専用タンク 固定給油設備 

固定給油設備 

屋外タンク貯蔵所 

屋内タンク貯蔵所 

地下タンク貯蔵所 

専用タンク 給油配管及びホース機器 

屋外タンク貯蔵所 

屋内タンク貯蔵所 

地下タンク貯蔵所 

給油配管及びホース機器 
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第14 自家用給油取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準 

１ 空地 

給油空地は、給油する自動車等の一部又は全部がはみ出たままで給油すること

のない広さを確保すること。 

２ 自動車等の出入りする側 

自動車等の出入りする側とは、道路又は自動車等の出入りが可能な４ｍ以上の

幅を有する構内道路等に接しており、自動車等の出入りが可能な側であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 灯油の専用タンク 

自動車等の冷暖房用として自動車に設けられた灯油タンクに給油するため、灯

油の専用タンクを設けることができる。【昭和44年４月24日消防予第 133号】 

４ 特殊な屋外タンク貯蔵所と固定給油設備の接続【平成27年４月24日消防危第91

号】 

   自家用給油取扱所の固定給油設備は、危政令第17条第１項第７号（ただし書を

除く。）、第８号イ及び第９号の規定が適用され、接続する配管は専用タンクの

みとされているが、危政令第23条を適用し、次により当該給油取扱所の敷地外の

道路  

建築物 

防火塀  

自家用給油取扱所  

４ｍ以上  

４ｍ以上  
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屋外タンク貯蔵所と接続することができること。 

  ⑴ 第３「屋外タンク貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準（ 500ｋＬ）」

25（⑴及び⑵を除く。）の例によること。 

  ⑵ 貯蔵する危険物 

    軽油に限る。 

  ⑶ 当該自家用給油取扱所及び屋外タンク貯蔵所を一体的に維持管理（一体的に

定期点検を行うことを含む。）すること。 

  ⑷ 屋外タンク貯蔵所の配管については、蓋を鋼製又はコンクリート製とした地 

下ピット内に設置し、自家用給油取扱所の配管は地下に埋設すること。ただし、

屋外貯蔵タンクの直近等施工上地上に出る部分を除く。 

  ⑸ 屋外タンク貯蔵所の配管を、蓋を鋼製又はコンクリート製とした地下ピット

内に設置した場合、当該地下ピット内に漏えいした軽油が油分離槽に流れ込む

よう措置を講じること。 

  ⑹ 屋外貯蔵タンクと固定給油設備を接続する配管には、地下配管から地上又は

地下ピットに出る箇所や屋外貯蔵タンク直近の箇所等、地震動等により大きな

変位が生じるおそれのある箇所に、可撓
か と う

管継手を設置すること。 

⑺ ホース機器と分離して設置されるポンプ機器を有する固定給油設備を設置し

ないこと。 
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第15 顧客に自ら給油等をさせる給油取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準 

【平成10年３月13日消防危第25号】 

１ 定義 

顧客に自ら給油等をさせる給油取扱所（以下「セルフ給油取扱所」という。）

とは、顧客用固定給油設備等により、顧客に自ら自動車若しくは原動機付自転車

に給油させ、又は灯油若しくは軽油を容器に詰め替えさせることができる給油取

扱所である。 

この場合において、自動二輪車は自動車に含まれるものであること。 

２ セルフ給油取扱所（屋外）の位置、構造及び設備の技術上の基準は、危規則第

28条の２の５によるほか、次によること。 

⑴ セルフ給油取扱所の表示（危規則第28条の２の５第１号） 

セルフ給油取扱所へ進入する際見やすい箇所に、顧客が自ら給油等を行うこ

とができる給油取扱所である旨を表示すること。 

この場合の表示の方法は、「セルフ」、「セルフサービス」等の記載、看板

の掲示等により行うことで差し支えないこと。 

なお、一部の時間帯等に限って顧客に自ら給油等をさせる営業形態の給油取

扱所については、当該時間帯等にはその旨を表示すること。【平成10年３月13

日消防危第25号】 

また、表示方法等は、次によること。 

ア 看板等の材料は、第９「屋外給油取扱所の位置、構造及び設備の技術上の

基準」20⑶の例によること。 

イ 移動式の看板等による場合は、敷地内の給油等に支障がない位置に掲出場

所を確保して行うこと。 

ウ 表示の位置は、容易に視認できるサインポール、看板、防火塀、建築物外

壁、キャノピー支柱等の見やすい箇所とすること。 

エ 表示方法の例 

（ア） 防火塀、壁、地盤面等にペイント等で直接表示する方法 

（イ） キャノピー、防火塀等に固定した看板を掲出する方法 

（ウ） 着脱又は覆い等が可能な看板、電光掲示板等による方法 

⑵ 顧客用固定給油設備（危規則第28条の２の５第２号） 

ア 給油ノズルには、手動開閉装置を開放した状態で固定する装置を備えたも
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の（ラッチオープンノズル）及び手動開閉装置を開放した状態で固定できな

いもの（非ラッチオープンノズル）の二種類があること。 

なお、給油ノズルの手動開閉装置を開放した状態で固定する装置を備えた

ものについては、次の（ア）から（ウ）によること。 

（ア） 手動開閉装置が開放状態であるときは、手動開閉装置を一旦閉鎖しなけ

れば給油を開始することができない構造とすること。構造の具体例として

は、給油ノズル内の危険物の圧力の低下を感知して自動的に手動開閉装置

が閉鎖する構造や、給油ノズルの手動開閉装置が閉鎖していなければポン

プ起動ができない構造等があること。 

（イ） 給油ノズルが自動車等の燃料タンクから脱落した場合に給油を自動的に

停止する構造とすること。構造の具体例としては、給油ノズルに落下等の

衝撃が加わった場合に、ラッチの固定が解除され給油を停止する構造等が

あること。 

（ウ） 引火点が40℃未満の危険物を取り扱うホース機器は、給油するときに放 

出される可燃性蒸気を回収する装置（可燃性蒸気回収装置）を設けること。 

装置の具体例としては、給油ノズルに付帯する配管から可燃性蒸気を吸

引した後、専用タンクの気層部への回収による処理、燃焼による処理又は

高所放出による処理を行うことができる構造等を有するものがあること。 

燃焼処理、高所放出等を行うものは、火災予防上適切な位置及び構造を

有する必要があること。 

イ 満量停止制御装置（危規則第28条の２の５第２号ニ） 

給油ノズルの手動開閉装置を開放状態で固定する装置を備えたものは、固

定する装置により設定できる全ての吐出量において給油を行った場合に機能

するものであること。 

また、手動開閉装置を開放状態で固定できないものは、15Ｌ毎分程度（軽

油専用で吐出量が60Ｌ毎分を超える吐出量のものは25Ｌ毎分程度）以上の吐

出量で給油を行った場合に機能するものであること。 

なお、この装置が機能した場合は、給油ノズルの手動開閉装置を一旦閉鎖

しなければ、再び給油することができない構造であること。 

ウ 顧客に危険物が飛散しないための措置（危規則第28条の２の５第２号ニ）

給油時に吹きこぼれても危険物が人体にかかるのを防ぐ措置例として、つ 
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ば状の部品（スプラッシュガード）を給油ノズルに設置したものがあること。 

エ 給油ホース（危規則第28条の２の５第２号ホ） 

給油ホースは、著しい引張力が加わったときに安全に分離するとともに、

分離した部分からの危険物の漏えいを防止することができる構造のものとす

ること。構造の具体例としては、給油ホースの途中に緊急離脱カプラーを設

置するものがある。緊急離脱カプラーは、通常の使用時における荷重等では

分離しないが、ノズルを給油口に差して発進した場合等には安全に分離し、

分離した部分の双方を弁により閉止する構造のものであること。 

なお、緊急離脱カプラーを効果的に機能させるためには、固定給油設備が

堅固に固定されている必要がある。離脱直前の引張力は、一般に地震時に発

生する固定給油設備の慣性力よりも大きいことから、当該慣性力だけではな

く当該引張力も考慮して、固定給油設備を固定する必要があること。 

オ ガソリン及び軽油相互の誤給油防止制御装置（危規則第28条の２の５第２

号へ） 

誤給油防止制御装置は、ハイオクガソリン及びレギュラーガソリン相互、

又は軽油及びプレミアム軽油相互間については、対象外であること。 

構造の具体例としては、次のものがあること。 

（ア） 給油ノズルに設けられた装置等により、車両の燃料タンク内の可燃性蒸 

気を測定し油種を判定し（ガソリンと軽油の別を判別できれば足りる。）、

給油ノズルの油種と一致した場合に給油を開始できる構造としたもの 

（コンタミ〔Contaminationの略〕防止装置） 

（イ） 顧客が要請した油種の給油ポンプだけを起動し、顧客が当該油種のノズ

ルを使用した場合に給油を開始することができる構造としたもの（油種別

ポンプ起動） 

監視者が、顧客の要請をインターホン等を用いて確認し、制御卓で油種

設定する構造や、顧客が自ら固定給油設備等で油種設定する構造等がある

こと。 

（ウ） ガソリン又は軽油いずれかの油種のみを取り扱う顧客用固定給油設備 

（一の車両停車位置において、異なる油種の給油ができないものに限る。） 

については、ガソリン及び軽油相互の誤給油を防止できる構造を有してい

るものとみなす。 



3－215 

 

カ 定量・定時間制御装置（危規則第28条の２の５第２号ト） 

一回の連続した給油量及び給油時間の上限をあらかじめ設定できる構造の

ものとすること。当該設定は危険物保安監督者の特別な操作により変更が可

能となるものとし、顧客又は監視者の操作により容易に変更されるものでな

いこと。 

なお、給油量はガソリンを 100Ｌ以下、軽油を 200Ｌ以下とし、給油時間

については、４分を標準とすること。ただし、大型トラック専用の給油取扱

所に設置するものについては、給油取扱所の実態に見合った設定量及び給油

時間とすること。【平成12年２月１日消防危第12号】 

キ 感震自動停止制御装置（危規則第28条の２の５第２号チ） 

地震時にホース機器への危険物の供給を自動的に停止する構造とすること。 

地震を感知する感震器は、震度階級「５強」の衝撃又は震動を感知した場

合に作動するものであること。この場合において、感震器は、顧客用固定給

油設備又は事務所のいずれにも設置することができるものであること。 

⑶ 顧客用固定注油設備（危規則第28条の２の５第３号） 

ア 注油ノズル（危規則第28条の２の５第３号イ） 

注油ホースの先端部に、手動開閉装置を備えた注油ノズルを設けること。

当該注油ノズルは、手動開閉装置を開放状態で固定できないもの（非ラッチ

オープンノズル）とすること。 

イ 満量停止制御装置（危規則第28条の２の５第３号ロ） 

自動的に停止する構造は、15Ｌ毎分程度以上の吐出量で注油を行った場合

に機能するものであること。 

なお、当該装置が機能した場合には、注油ノズルの手動開閉装置を一旦閉

鎖しなければ再び注油できない構造であること。 

ウ 定量・定時間制御装置（危規則第28条の２の５第３号ハ） 

一回の連続した注油量及び注油時間の上限をあらかじめ設定できる構造の

ものとすること。当該設定は危険物保安監督者の特別な操作により変更が可

能となるものとし、顧客又は監視者の操作により容易に変更されるものでな

いこと。 

なお、注油量及び注油時間の上限は、 100Ｌ以下及び６分を標準とするこ

と。【平成12年２月１日消防危第12号】 
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エ 感震自動停止制御装置（危規則第28条の２の５第３号二） 

地震時にホース機器への危険物の供給を自動的に停止する構造とし、地震

を感知する感震器は、震度階級「５強」の衝撃又は震動を感知した場合に作

動するものであること。この場合において、感震器は、顧客用固定注油設備

又は事務所のいずれにも設置できること。 

⑷ 固定給油設備、固定注油設備及び簡易タンク（以下「固定給油設備等」とい

う。）の衝突防止措置等（危規則第28条の２の５第４号） 

ア 衝突防止措置 

衝突防止措置は、対象を顧客自ら用いる設備に限るものではないこと。 

措置例として、次のものがあること。 

（ア） ガードポール等によるもの 

固定給油設備等の進入側及び退出側に金属製のパイプ等を設置するもの 

（イ） アイランドによるもの 

固定給油設備等をコンクリート製等の高さ15㎝以上のアイランドに設置

するもの 

（ウ） 懸垂式の固定給油設備等は、衝突防止措置を要しないものであること。 

イ 転倒時の漏えい拡散防止措置 

措置例として、次のものがあること。 

（ア） 立ち上がり配管遮断弁 

立ち上がり配管遮断弁は、一定の応力を受けた場合に脆弱部がせん断さ

れるとともに、せん断部の双方を弁により遮断することにより、危険物の

漏えいを防止する構造のものとし、車両衝突等の応力が脆弱部に的確に伝

わるよう、固定給油設備等の本体及び基礎部に堅固に取り付けること。 

（イ） 逆止弁 

逆止弁は、転倒時にも機能する構造のものとし、固定給油設備等の配管

と地下から立ち上げたフレキシブル配管の間に設置すること。 

（ウ） 懸垂式の固定給油設備等は、転倒時の漏えい拡散防止措置を要しないも

のであること。 

（エ） 危規則第25条の２第２号トに規定する油中ポンプに接続されたホース機

器に取り付けられた遮断弁が、固定給油設備等及びこれに接続する配管の

両方を遮断できる構造である場合には、当該遮断弁によることができるこ
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と。 

⑸ 固定給油設備等及びその周辺への表示（危規則第28条の２の５第５号） 

ア 顧客用固定給油設備等である旨の表示 

顧客用である旨の表示方法は、固定給油設備又は固定注油設備、アイラン

ドに設置されている支柱等への「セルフ」、「セルフサービス」等の記載、

看板の掲示等により行うことで支障ないこと。 

なお、一部の時間帯等に限って顧客に自ら給油等をさせる固定給油設備等

は、当該時間帯にはその旨を、それ以外の時間帯等には従業者が給油等をす

る旨を表示すること。 

イ 自動車等の停車位置等の表示 

普通自動車等の停車位置として長さ５ｍ、幅２ｍ程度の枠を、灯油又は軽

油の容器の置き場所として２ｍ四方程度の枠を、地盤面等にペイント等によ

り表示すること。 

なお、自動車等の停車位置又は容器の置き場所の枠は、給油空地又は注油

空地からそれぞれはみ出さないこと。 

ウ 使用方法・油種等の表示 

使用方法の表示は、給油開始から終了までの一連の機器の操作を示すとと

もに、「火気厳禁」、「給油中エンジン停止」、「ガソリンの容器への注入

禁止」、「静電気除去」等の意味を示す保安上必要な事項を併せて記載する

こと。 

なお、懸垂式の固定給油設備等は、近傍の壁面等に記載すること。 

危険物の品目の表示は、危規則第28条の２の５第５号ロによるほか、文字、 

文字の地（背景）又は給油ホース、ノズルカバー、ノズル受け等危険物の品

目に対応した設備の部分に彩色する場合には、危規則第28条の２の５第５号

ロの「色」欄に定める色とすること。この場合の彩色には無彩色（白、黒又

は灰をいう。）は含まないものであること。 

なお、これらの部分以外の部分については、彩色の制限の対象とはならな

いものであること。 

また、エンジン清浄剤等を添加した軽油を別品目として販売する場合で、

これを軽油の範囲で販売するときは、文字に「プレミアム軽油」を、色に 

「黄緑」を用いることができること。 
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使用方法及び危険物の品目については、必要に応じて英語の併記等を行な

うよう指導すること。（＊） 

エ 顧客用以外の固定給油設備等の表示 

顧客が自ら用いることができない固定給油設備等である旨を見やすい箇所

に表示すること。表示の方法は、固定給油設備又は固定注油設備、アイラン

ドに設置されている支柱等への、「フルサービス」、「従業員専用」等の記

載、看板の掲示等により行うことで支障ないこと。 

⑹ 制御卓、その他の設備（危規則第28条の２の５第６号） 

ア 制御卓の位置 

全ての顧客用固定給油設備等における使用状況を「直接視認できる」とは、 

給油される自動車等の不在時において顧客用固定給油設備等における使用状

況を目視できることをいい、壁等により死角となる部分がないこと。 

なお、コンビニエンスストアが併設されている給油取扱所において、制御 

卓が設置されている場所にレジを設置し、監視者がレジ業務を兼ねることは、 

顧客自らによる給油作業等の監視・制御及び顧客に対する必要な指示が行え

ることが確保されていれば認めることができること。【平成10年10月13日消

防危第90号】 

イ 監視設備 

監視設備としては、モニターカメラ及びディスプレイ等が考えられるもの

であり、「視認を常時可能とする」とは、必要な時点において顧客用固定給

油設備等の使用状況を即座に映し出すことができるものをいうものであるこ

と。 

上記によるほか、監視設備は次により指導すること。（＊） 

（ア） モニターカメラは、顧客用固定給油設備等の使用状況を有効に確認でき 

る位置（例えば、キャノピー下部、支柱、建築物の外壁等）に設けること。 

（イ） 監視設備の性能は、自動車等の給油や運搬容器の注入口に給油ノズルが

差し込まれた状態、又は顧客の作業等が確認できるものであること。 

ウ 制御卓の制御装置等 

制御装置には、給油等許可スイッチ及び許可解除のスイッチ並びに顧客用

固定給油設備等の状態の表示装置を設けること。 

なお、顧客用固定給油設備等を、顧客が要請した油種のポンプだけを起動
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し、顧客が当該油種のノズルを使用した場合に給油等を開始することができ

る構造としたもので、制御卓で油種設定をする構造のものは、油種設定のス

イッチを併せて設置すること。 

エ 供給一斉停止制御装置（緊急停止スイッチ） 

火災その他の災害に際し速やかに操作できる箇所とは、給油空地等に所在

する従業者等においても速やかに操作することができる箇所をいうものであ

り、給油取扱所の事務所の給油空地に面する外壁等が想定されるものである

こと。 

なお、制御卓以外の場所に設ける制御装置には、緊急停止スイッチである

旨を表示するよう指導すること。（＊） 

オ 会話装置・放送機器 

（ア） 会話装置 

顧客と容易に会話することができる装置としてはインターホンがあるこ

と。 

インターホンの顧客側の端末は、顧客用固定給油設備等の近傍に設置し、

懸垂式の顧客用固定給油設備等は、近くの壁面等に設置すること。 

（イ） 放送機器 

スピーカーは、顧客がいる全ての場所に指示ができるように設置するこ

と。 

なお、放送機器の機能を有する既設の有線放送設備を顧客の給油作業等

について必要な指示を行なう放送機器として用いても良いこと。ただし、

有線放送等よりも指示の放送が優先されるものであること。【平成10年10

月13日消防危第90号】 

カ 固定消火設備起動装置（起動スイッチ） 

起動スイッチは、透明な蓋で覆う等により、不用意に操作されないもので

あるとともに、火災時には速やかに操作できるものであること。 

キ 制御卓の複数設置 

制御卓は、顧客用固定給油設備等を分担することにより複数設置して差し

支えないこと。この場合、全ての制御卓に、全ての固定給油設備等への危険

物の供給を一斉に停止するための制御装置を設置すること。 

⑺ 可搬式の制御機器（危規則第28条の２の５第７号） 



3－220 

 

危規則第28条の２の５第７号に規定する「顧客の給油作業等を制御するため

の可搬式の制御機器」は、次によること。【令和２年３月27日消防危第87号・

令和６年９月24日消防危第 279号】 

ア 第９「屋外給油取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準」17⑷に掲げ

る規格等に適合すること。 

イ 可搬式の制御機器を用いて給油許可を行うことができる場所の範囲は、各

給油取扱所のレイアウト等を考慮の上、従業者が適切に監視等を行うことが

できる範囲となるよう設定することが適当であるため、位置に応じて当該機

器の給油許可機能を適切に作動させ、又は停止させるためのビーコン等の機

器を配置すること。 

ウ 可搬式の制御機器の給油停止機能及び一斉停止機能は、火災その他災害に 

際して速やかに作動させること等が必要であることから、前イの範囲を含め、 

給油空地、注油空地及びその周辺の屋外において作動させることができるよ

うにすること。 

エ 可搬式の制御機器を用いて給油許可等を行う場合の顧客の給油作業等の監

視は、固定給油設備や給油空地等の近傍から行うこと。 

なお、次の（ア）から（エ）までの要件を満たす場合は、可搬式の制御機器を用い

て給油許可を行う場合の顧客自らによる給油作業の監視は、固定給油設備や

給油空地等の近傍以外の場所（給油取扱所の敷地内に限る。）から行うこと

として差し支えないこと。 

（ア） 次の機能を有する監視制御装置を設けること。 

あ 次の事項を検知して継続的に監視するとともに、その旨の信号を制御

卓及び可搬式の制御機器へ発信する機能 

（あ） 自動車又は原動機付自転車の停車 

（い） 給油ノズルを固定給油設備から取る動作 

（う） 給油ノズルが給油口に挿入される動作 

（え） 給油を行う動作 

（お） 給油ノズルを固定給油設備に戻す動作 

い 次の異常を検知し、その信号を制御卓及び可搬式の制御機器へ発信す

る機能 

（あ） 自動車又は原動機付自転車が適正な位置に停車されないこと。 
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（い） 前あ（う）の動作に至った後、自動車又は原動機付自転車から顧客が離

れること。 

（う） 固定給油設備の付近に２人以上の顧客が確認されること。 

（え） 固定給油設備の付近に火気があること。 

（お） 固定給油設備の付近に携行缶及びポリタンクがあること。 

（イ） 制御卓及び可搬式の制御機器は、次の機能を有すること。 

あ 固定給油設備周辺のカメラ映像を表示できる機能（複数の固定給油設

備がある場合は、各固定給油設備のカメラ映像を切り替えて表示できる

機能） 

い 前（ア）あ（あ）の停車又は前（ア）あ（い）から（お）までのいずれかの動作を検知した

場合は、画面表示により従業員に報知する機能 

う 前（ア）い（あ）から（お）までのいずれかの異常を検知した場合は、画面表示及

び警報音により従業員に報知し、又は給油を停止する機能 

（ウ） 固定給油設備の近傍や事務所出入口等の適切な場所に消火器を設置する

こと。 

（エ） 次の場合に従業員がとるべき措置に関する事項を予防規程に明記すると

ともに、適切に対応することができる体制等（従業員の配置、掲示物等に

よる顧客への周知等）を整備すること。 

あ 装置及び機器等に異常や故障が発生した場合 

い 顧客からの呼び出しがあった場合 

う 事故が発生した場合 

   オ 顧客に自ら給油等をさせる給油取扱所における条件付自動型AIシステムの

導入に向けた実証実験について【令和６年３月29日付け消防危第75号】に基

づいて実証実験を実施する場合で、前エの（ア）から（エ）までの要件を満たす場合

は、可搬式の制御機器を用いて給油許可を行う場合の顧客の給油作業の監視

に加え、顧客自らによる容器への詰替作業の監視についても、固定注油設備

や注油空地等の近傍以外の場所（給油取扱所の敷地内に限る。）から行うこ

ととして差し支えないこと。 
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第16 販売取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準 

１ 第１種販売取扱所 

⑴ 第１種販売取扱所の位置については、危政令第18条第１項第１号の規定によ

るほか、原則として道路に面している場所に設けるよう指導すること。（＊） 

⑵ 標識・掲示板（危政令第18条第１項第２号） 

標識・掲示板については、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基

準」３の例によること。 

⑶ 準耐火構造の壁等（危政令第18条第１項第３号） 

ア 危政令第18条第１項第３号の「壁を準耐火構造」とは、耐火構造の壁を含

むものであること。【平成12年６月９日消防危第60号】 

イ 危政令第18条第１項第３号ただし書の規定による隔壁に出入口を設ける場

合は、随時開けることができる自動閉鎖の特定防火設備とすること。 

ウ 他用途部分との隔壁には、必要最小限の監視用窓（網入ガラス入りのはめ

ごろしとし、温度ヒューズ付き特定防火設備のシャッターを設けたもの）を

設けることができること。【昭和51年７月12日消防危第23－３号】 

⑷ 配合室（危政令第18条第１項第９号） 

危険物を配合する室については、危政令第18条第１項第９号の規定によるほ

か、次によること。 

   ア 床、貯留設備は、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」６

の例によること。 

   イ 可燃性の蒸気又は可燃性の微粉を屋根上に排出する設備は、別記１「換気

設備等」によること。 

⑸ 販売室に事務室その他取扱所の業務に必要な室を設ける場合は、次により指

導すること。（＊） 

ア 壁で区画するとともに、出入口には、随時開けることができる自動閉鎖の

防火設備を設けること。 

イ 出入口にガラスを用いる場合は、網入ガラスとすること。 

ウ 店舗に面した窓にガラスを用いる場合は、網入ガラス入りのはめごろしと

すること。（＊） 

エ 出入口のしきいの高さは、床面から10㎝以上とすること。 
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２ 第２種販売取扱所 

前１（⑶イを除く。）によるほか、次によること。 

⑴ 上階への延焼防止するための措置（危政令第18条第２項第２号） 

ア 危政令第18条第２項第２号に規定する上階への延焼を防止するための措置

は、上階との間に延焼防止上有効な耐火構造のひさしを設ける等の方法があ

ること。 

なお、ひさしを設ける場合については、突き出しの長さを 0.9ｍ以上とす

ること。【昭和46年７月27日消防予第 106号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひさし  

正面立面図  

道路  

ひさし  

ひさしの突き出し長

さ 0.9ｍ以上  

矩計図（Ａ－Ａ´断面） 

上階への延焼を防止するための措置例  

Ａ  

Ａ´ 

第２種販売取扱所  

住宅部分  

道路  

ひさし  

ひさしの突き出し長

さ 0.9ｍ以上  

平面図 
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イ 上階の外壁が準耐火構造（危政令第18条第１項第３号に規定する準耐火構

造をいう。）であり、当該販売取扱所の開口部に面する側の直上階の開口部

に、はめごろしの防火設備が設けられている方法【昭和48年８月２日消防予

第 121号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 延焼のおそれのない部分等（危政令第18条第２項第３号・第４号） 

販売取扱所の両側に近接する建築物との間隔が 0.9ｍ以上である取扱所の部

分は、延焼のおそれのない部分としてみなすことができる。【昭和46年７月27

日消防予第 106号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２種販売取扱所  

住居部分  

「延焼のおそれのない部分」及び「延焼のおそれのある壁又はその部分」の例  

0.9ｍ 0.9ｍ 延焼のおそれのない部分 

隣接家屋 隣接家屋 

延焼のおそれのある部分 延焼のおそれのある部分 

外壁は準耐火構造  

はめごろしの防火設備  

窓等  

立面図  

上階への延焼を防止するための措置例  
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第17 一.般取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準  

一般取扱所の基準は、第１「製造所の位置、構造及び設備の技術上の基準」に

よるほか、次によること。 

１ 製油所、油槽所におけるドラム充てん所【昭和36年５月10日自消甲予発第25号】 

ドラム缶等容器充てん作業から出荷までの過程で、容器入りのまま野積みの状

態で取り扱っている場合（貯蔵を目的とする場合を除く。）においては、一般取

扱所として規制し、積場の区画を明確にするとともに、温度管理等の防火上安全

な措置を講ずることとすること。 

２ 発電所、変電所及び開閉所【昭和40年９月10日自消丙予発第 148号】 

発電所、変電所、開閉所その他これらに準ずる場所に設置される危険物を収納

している機器類のうち、変圧器、リアクトル、電圧調整器、油入開閉器、しゃ断

器、油入コンデンサー及び油入ケーブル並びにこれらの附属設備で機器の冷却若

しくは絶縁のため油類を内蔵して使用するものについては、危険物関係法令の規

制の対象としないことができること。 

３ 動植物油類の一般取扱所 

⑴ 屋外貯蔵タンク、屋内貯蔵タンク又は地下貯蔵タンクに附属する注入口及び

当該注入口に接続する配管、弁等の設備において１日に指定数量以上の動植物

油類を取り扱う場合については、次により一般取扱所として規制すること。 

ア 一般取扱所の範囲は、注入口からタンクの元弁（元弁がない場合について

は、配管とタンクの接続部）までとなること。【平成元年７月４日消防危第

64号】 

イ 保安距離は、「外壁又はこれに相当する工作物の外側」までの間に確保す

る必要があること。【平成元年７月４日消防危第64号】 

ウ 保有空地は、危政令第９条第１項第２号に「危険物を移送するための配管

その他これに準ずる工作物を除く。」とあることから適用しないこと。 

エ 配管部分は、危政令第９条第１項第21号の配管基準によること。 

⑵ 屋外貯蔵タンク、屋内貯蔵タンク又は地下貯蔵タンクに附属する払出口及び

当該払出口に接続する配管、弁等の設備において１日に指定数量以上の動植物

油類を取り扱う場合については、払い出し先の形態に応じて一般取扱所の適用

となることがある。【平成元年７月４日消防危第64号】 

なお、一般取扱所となった場合は、前⑴によること。 
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例：払い出し先が複数の少量危険物貯蔵・取扱場所の場合は、１日に指定数

量以上の危険物が通過する配管は、一般取扱所となること。 

４ ナトリウム・硫黄電池を設置する一般取扱所【平成11年６月２日消防危第53号】 

ナトリウム・硫黄電池（以下「ＮＡＳ電池」という。）とは、第２類の危険物

の硫黄と第３類の危険物のナトリウムを密閉した金属円筒管に収めた電池（以下 

「単電池」という。）を複数組み合わせた電池（以下「モジュール電池」という。）

として使用されるものをいう。 

⑴ 一般取扱所に使用するＮＡＳ電池は、密閉構造の単電池を組み合わせてモジュー 

ル電池とした構造とし火災安全性能を有するもので、かつ、関連する電気設備

等（直交変換装置、変圧器、遮断機、開閉器、直交変換制御装置等）以外の設

備等を設置しない場合は、次によることができる。 

ア 専用の建築物に設置する場合 

ＮＡＳ電池を設置する一般取扱所が、次の（ア）及び（イ）に掲げる基準に適合す

るものについては、危政令第19条第１項において準用する危政令第９条第１

項の基準のうち第１号、第２号及び第４号並びに危政令第20条第１項の規定

は適用しないことができる。 

（ア） 保有空地 

ＮＡＳ電池を設置する建築物が壁、柱、床、はり及び屋根を耐火構造と

した建築物以外の建築物である場合には、ＮＡＳ電池施設の建築物の周囲

に３ｍ以上の幅（当該建築物の外壁から３ｍ未満の場所に防火上有効な塀

を設ける場合には、当該塀までの幅）の空地を保有すること。 

（イ） 消火設備 

あ 危政令別表第５に定める電気設備の消火に適応する第５種の消火設備

をＮＡＳ電池施設の床面積 100㎡以下ごとに１個設置すること。 

い ＮＡＳ電池施設の床面積が 200㎡以上となる場合には、危政令別表第 

５に定める電気設備の消火に適応する第３種の消火設備を設置すること。 

イ 建築物の一部に設置する場合 

ＮＡＳ電池を設置する一般取扱所の範囲を建築物の一部に設ける室に限る

場合、次の（ア）から（ウ）に掲げる基準に適合するものについては、危政令第19条

第１項において準用する危政令第９条第１項の基準のうち第１号、第２号及

び第４号から第８号まで並びに危政令第20条第１項の規定は適用しないこと
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ができる。 

（ア） 建築物の構造 

ＮＡＳ電池を設置する室は、壁、柱、床、はり及び屋根（上階がある場

合には、上階の床）を耐火構造とすること。 

（イ） 窓及び出入口 

ＮＡＳ電池を設置する室の窓及び出入口には、防火設備を設けること。

ただし、延焼のおそれのある外壁及び当該室以外の部分との隔壁には、出

入口以外の開口部を設けないこととし、当該出入口には、随時開けること

ができる自動閉鎖の特定防火設備を設けること。 

また、当該室の窓又は出入口にガラスを用いる場合は、網入りガラスと

すること。 

（ウ） 消火設備 

あ 危政令別表第５に定める電気設備の消火に適応する第５種の消火設備

をＮＡＳ電池施設の床面積 100㎡以下ごとに１個設置すること。 

い ＮＡＳ電池施設の床面積が 200㎡以上となる場合には、危政令別表第 

５に定める電気設備の消火に適応する第３種の消火設備を設置すること。 

⑵ 危険物取扱者 

ＮＡＳ電池を設置する一般取扱所におけるＮＡＳ電池の監視、制御等は危険

物の取扱いに該当するものであり、法第13条第３項の規定に従って行うことが

必要であること。 

⑶ ＮＡＳ電池の監視・制御 

ＮＡＳ電池の監視、制御等は、当該施設の所在する場所と異なる場所におい

て行うことができる。この場合、ＮＡＳ電池の監視、制御等が当該施設の所在

する市町村の区域外において行われるときには、当該電池の監視、制御等をす

る施設の設置される区域を管轄する市町村長と必要に応じ情報交換等を行う必

要があること。 

⑷ 緊急連絡先の掲示 

ア 一般取扱所の入口又は入口直近の見やすい場所に緊急連絡先等を掲示する

こと。 

イ 掲示内容は、次の事項を記載すること。 

（ア） 遠隔監視場所の所在地、電話番号及び担当責任者の氏名 
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（イ） 遠隔監視場所において、制御装置から異常を監視装置に移報された場合

に、現場確認又は初期対応をさせるために緊急連絡する電力会社の営業所

等及びＮＡＳ電池製造メーカーの所在地、電話番号及び担当責任者名 

５ トラックターミナルの一般取扱所【昭和57年８月11日消防危第82号】 

「一般取扱所として規制されるトラックターミナル」とは、貨物の荷さばきを

するための中継基地として、一般貨物のほか指定数量以上の危険物を取り扱う施

設をいう。 

⑴ 規制範囲 

一般取扱所として規制する範囲は、荷扱場（プラットホーム）及び停留所、

集配車発着所並びに荷扱場と一体の事務所とすること。 

⑵ 危険物の品名 

当該一般取扱所において取り扱う危険物は、特殊引火物を除く第４類危険物 

とする。ただし、第１石油類及び第２石油類は、塗料及び塗料溶剤とすること。 

⑶ 危険物の取扱い 

ア 当該一般取扱所では、一般貨物も取り扱うことができること。 

イ 危険物の取扱いは、運搬容器入りのままでの荷おろし、仕分け、一時保管

及び荷積みに限ること。 

ウ 前イの取扱場所は、荷扱場に限ること。 

エ 一時保管は危険物を置く場所を明示し、一般貨物と区別して置くこと。 

⑷ 危険物の数量 

ア 当該一般取扱所の危険物の数量は、瞬間最大停滞量をもって算定すること。 

イ 危険物取扱数量は、指定数量の50倍以下とすること。 

⑸ 位置、構造及び設備 

ア 保有空地は、危政令第16条第１項第４号の規定を準用すること。 

イ 荷扱場の床はコンクリート舗装とするが、荷さばき作業の都合から、ため

ますを設置しないことができること。 

ウ 荷扱場床面にためますを設置しない場合については、その代替として、油

吸着剤又は乾燥砂を備蓄すること。 

エ 停留場所及び集配車発着場所はコンクリート舗装とし、当該場所の外周部

は白線等で明示すること。 

なお、排水溝には油分離装置を設置しないことができること。 
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⑹ 消防用設備等 

ア 消火設備 

一般貨物対応として第１種消火設備（屋外消火栓）、危険物対応として荷

扱場に第４種消火設備を半径30ｍの円の面積に１個以上設置すること。 

また、危険物を取り扱う運輸業者の占有場ごとに第５種消火設備を１個以

上設置すること。 

イ 警報設備 

自動火災報知設備を設置すること。 

⑺ その他 

上記以外については、法令の定める基準どおりとすること。 

６ 危政令第19条第２項に規定される一般取扱所 

⑴ 危政令第19条第２項第４号（充填）、第５号（詰替え）以外は、同一建築物

内に複数設置することができること。【平成元年７月４日消防危第64号】 

⑵ 危政令第19条第２項に規定される一般取扱所であっても、危政令第23条の適

用を否定するものではないこと。 

また、危政令第19条第２項各号に掲げられた取扱形態以外の形態を有する一

般取扱所のうち、危政令第19条第２項各号と同等の安全性を有すると判断され

るものについても、危政令第23条の適用を否定するものではないこと。【平成

10年３月４日消防危第19号】 

⑶ 区画室単位の一般取扱所 

ア 同一建物内に複数の区画室単位の一般取扱所を設ける場合、隣接して設置

することができ、壁を共用することができること。 

イ 危険物を取り扱う工程と連続して危険物を取り扱わない工程がある場合は、

その工程も含めて危政令第19条第２項の一般取扱所にすることができること。 

【平成元年７月４日消防危第64号】 

⑷ 設備単位の一般取扱所 

ア 危政令第19条第２項各号の設備単位の一般取扱所で、危険物取扱設備を複

数設置する場合は、複数の危険物取扱設備を１の一般取扱所として、その周

囲に３ｍ以上の空地を保有することで足りる。【平成元年７月４日消防危第

64号】 
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イ 同一室内に設備単位の一般取扱所を複数設置する場合は、危険物を取り扱

う設備の周囲に保有する３ｍの空地が相互に重ならないこと。【平成元年３

月１日消防危第14号】 

 

 

 

 

 

 

ウ 危険物を取り扱う設備から３ｍ未満となる建築物の壁及び柱について、耐

火構造とする範囲は、当該設備から水平距離３ｍ未満となる範囲に存する壁

及び柱と解して良い。【平成２年３月31日消防危第28号】 

 なお、当該壁には出入口以外の開口部がないこと（出入口は随時開けるこ

とができる自動閉鎖の特定防火設備であること。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボイラー  ボイラー  

空地  

３ｍ以上  

ボイラー  油圧装置  ３ｍ以上  ３ｍ以上  

空地  

認められない例 

ボイラー  

３ｍ以上  

耐火構造の壁  

３ｍ未満  

随時開けることができる自動閉鎖の特定防火設備  
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⑸ 塗装、印刷、塗布作業を行う一般取扱所（危政令第19条第２項・危規則第28

条の54第１号・危規則第28条の55） 

ア 該当する作業形態としては、次のようなものがある。 

（ア） 焼付け塗装、静電塗装、はけ塗り塗装、吹付塗装、浸漬塗装等の塗装作     

業 

（イ） 凸版印刷、平板印刷、凹版印刷、グラビア印刷等の印刷作業 

（ウ） 光沢加工、ゴム糊・接着剤等の塗布作業 

イ 危規則第28条の55第２項第２号に規定する「これと同等以上の強度を有す

る構造」には、「高温高圧蒸気養生された軽量気泡コンクリート製パネルで

厚さ75mm以上のもの」（平成12年建設省告示第1399号第１第１号ト）が含ま

れる。【平成２年10月31日消防危第 105号】 

ウ 危規則第28条の55第２項第７号に規定する可燃性蒸気又は可燃性微粉を屋

外の高所に排出する設備については、別記１「換気設備等」によること。 

⑹ 洗浄作業の一般取扱所（危政令第19条第２項・危規則第28条の54第１号の２・

危規則第28条の55の２） 

ア 前⑸イ及びウによること。 

イ 洗浄作業には危険物を吹き付けて行うもの、液体に浸すもの、液体と一緒

にかく拌
はん

するものなどがあり、洗浄されるものは、原則として非危険物の固

体に限られること。 

ウ 危規則第28条の55の２第２項第２号に規定する「過熱を防止することがで

きる装置」には、過熱する設備を温度制御装置により、一定温度以上になっ

た場合に停止させるもの、オイルクーラー（水冷、空冷等）や低温液体又は

気体内にコイル配管を挿入し、温度を低下させる装置等があること。 

⑺ 焼入れ、放電加工機の一般取扱所（危政令第19条第２項・危規則第28条の54

第２号・危規則第28条の56） 

前⑸イ（危規則第28条の56第２項第１号における場合）、ウによるほか、次

によること。 

ア 焼入れ装置には、過熱装置（炉）及び焼入れ槽が一体となったもの、分離

しているものがあるが、いずれも本基準を適用できるものであること。 

イ 放電加工機については、「放電加工機の取扱いについて」【昭和61年１月

31日消防危第19号】別添１「放電加工機の火災予防に関する基準」に適合す
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るよう指導すること。（＊） 

 なお、危険物保安技術協会が実施した試験確認の適合品は、当該基準に適

合しているものとすること。 

⑻ ボイラー等の一般取扱所（危政令第19条第２項・危規則第28条の54第３号・

危規則第28条の57） 

前⑸イ（危規則第28条の57第２項第１号において準用する場合）、ウによる

ほか、次によること。 

ア 危規則第28条の54第３号に規定する「ボイラー、バーナーその他これらに

類する装置」には、ディーゼル発電設備等も含まれること。【平成元年７月

４日消防危第64号】 

イ 航空機や自動車等のエンジンの性能試験等を行う装置は、危政令第19条第

１項として規制すること。 

ウ 危規則第28条の57第２項第２号に規定する「地震時及び停電時等の緊急時

に危険物の供給を自動的に遮断する装置」には、次の装置が該当すること。 

（ア） 対震安全装置 

地震動を有効に検出し、危険な状態となった場合に危険物の供給を自動

的に遮断する装置で復帰方法は手動式とすること。 

なお、対震安全装置は、公的機関等により性能が確認されているものと

すること。 

（イ） 停電時安全装置 

ボイラーが作動中に電源が遮断された場合に、危険物の供給を自動的に

遮断する装置で再通電された場合でも危険がない構造であること。 

（ウ） 炎監視装置 

起動時にバーナーに着火しなかった場合、又は作動中何らかの原因によ

りバーナーの炎が消えた場合に、危険物の供給を自動的に遮断する装置で

復帰方法は手動式であること。 

（エ） からだき防止装置 

ボイラーに水を入れないで運転した場合、又は給水が停止した場合に、

危険物の供給を自動的に遮断する装置であること。 

（オ） 過熱防止装置 

温度調節装置（平常運転時における温水、蒸気温度又は蒸気圧力を調節
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できる装置）の機能停止、又は異常燃焼等により加熱した場合に、危険物

の供給を自動的に遮断する装置で復帰方法は手動式であること。 

エ 屋上に設置するボイラー等の一般取扱所は次によること。 

（ア） 危険物を取り扱う設備、危険物を取り扱うタンク、制御装置及びこれら

の附属装置（以下「ボイラー等」という。）は一の許可施設単位ごとに設

置すること。 

（イ） 基準に適合する場合には、複数のボイラー等の一般取扱所を設けること

ができること。 

  この場合、周囲に保有する３ｍの空地が相互に重ならないようにするこ

と。 

（ウ） 危規則第28条の57第４項第３号に規定する「高さ0.15ｍ以上の囲い」に

は、油が外部に漏れない構造のキュービクル式設備の鋼板製の外箱を代替

とすることができること。 

（エ） 危規則第28条の57第４項第４号に規定する採光、照明は、当該設備の点

検等において十分な明かりがとれる場合に限り、省略することができる。 

（オ） 危規則第28条の57第４項第７号の空地に架台等により段差がある場合、

架台等が延焼の媒体となるおそれがないものであって、かつ、当該段差が

50㎝以下であれば、当該段差がある部分も含めて保有空地として認めて差

し支えないこと。【平成29年10月30日消防危第 216号】 

（カ） 危規則第28条の57第４項第８号に規定する貯留設備及び油分離装置を屋 

上に設置することが困難な場合は、地上の火災予防上安全な場所に設置し、

屋上から配管により導くものとすることができること。 

また、前（ウ）の構造のものは、貯留設備及び油分離装置を設ける場合と同

等の措置として認められること。 

    （キ） 危規則第28条の57第４項第10号に規定する「ダンパー等」には、防火ダ

ンパーの他、引火防止金網が該当すること。 

なお、危険物を取り扱う設備のうち一般社団法人日本内燃力発電設備協

会の認証を受けたキュービクル式の発電設備は、ダンパー等を設置しない

ことができること。（＊） 

    （ク） 危険物配管は、危政令第９条第１項第21号の規定によること。 

    （ケ） タンクを鋼板製の外箱に収納されているタンク（以下「キュービクル式
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タンク」という。）とする場合は、次によること。 

     あ キュービクル式タンクの外箱底部の囲い（タンク容量以上の容量）を

もって、当該設備の周囲に設ける危規則第13条の３第２項第１号の規定

の例による囲い及び貯留設備とすることができる。この場合、外箱の底

部に傾斜がなくても差し支えない。 

     い キュービクル式タンクの外箱の周囲に幅３ｍ以上の空地を保有しなく

ても差し支えない。 

     う キュービクル式タンクの採光、照明は、当該設備の点検等において十

分な明かりがとれる場合に限り、省略することができる。 

     え キュービクル式タンクには、換気設備を設けること。 

       なお、換気設備に防火ダンパーを設けること。 

     お キュービクル式タンクと一体の不燃性の架台等をコンクリート製のベ

タ基礎に設ける場合、当該タンクの外箱底部を耐火構造の床とみなすこ

とができる。 

 

     例図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タンク 

ベタ基礎 

不燃性の架台等 

ためます 

キュービクル式 

タンク 
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     か キュービクル式タンクの外側の見やすい箇所に「一般取扱所危険物取

扱タンク」等の表示をすること。 

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

     き キュービクル式タンクの外箱の内部に自動火災報知設備の感知器を設

けるよう指導すること。（＊） 

⑼ 充てんの一般取扱所（危政令第19条第２項・危規則第28条の54第４号・危規

則第28条の58） 

ア 危規則第28条の58第２項第４号に規定する車両に固定されたタンクに注入

するための設備と第５号に規定する容器に詰め替えるための設備を兼用する

場合には、当該設備の空地も兼用することができること。 

また、第４号及び第５号の空地に講ずる滞留及び流出を防止する措置につ

いても、兼用することができること。 

イ 容器に詰め替えるための設備として固定された注油設備を設ける場合には、

危規則第25条の２（第２号ハからヘまで及び第４号を除く。）に掲げる固定 

給油設備等の構造基準の例により指導すること。（＊） 

⑽ 詰替えの一般取扱所（危政令第19条第２項・危規則第28条の54第５号・危規

則第28条の59） 

ア 危規則第28条の59第２項第８号に規定する「敷地境界線」とは、一般取扱

所として許可を受けることとなる敷地の境界であり、設置者が所有等をする

隣地境界線とは異なること。 

 

 

 

地は白色・文字は黒色 

0.3ｍ以上 

一
般
取
扱
所 

 
 

 

危
険
物
取
扱
タ
ン
ク 

0.6ｍ以上 
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イ 同一の敷地内には、複数の一般取扱所を設けることができること。 

⑾ 油圧装置又は潤滑油循環装置を設置する一般取扱所（危政令第19条第２項・

危規則第28条の54第６号・危規則第28条の60） 

前⑸ウによるほか、次によること。 

油圧装置等に内蔵されているもの以外で指定数量の５分の１以上の地下貯蔵

タンクを除く別置タンクは、20号タンクに該当するものであること。 

⑿ 切削装置等の一般取扱所（危政令第19条第２項・危規則第28条の54第７号・

危規則第28条の60の２） 

前⑸ウによるほか、次によること。 

ア 切削装置等とは、切削、研削油等の危険物を用いる旋盤、ボール盤、フラ

イス盤、研削盤等の工作機械をいうものであること。 

イ 切削、研削油等は、工作機械で被工作物（金属製の棒や板等）の切削や研 

削加工において、工具と被工作物、工具と切り屑との摩擦の低減（潤滑油用）、

冷却等などを行う場合に用いるものであること。 

⒀ 熱媒体油循環装置を設置する一般取扱所（危政令第19条の２・危規則第28条

の54第８号・危規則第28条の60の３） 

前⑸イ（危規則第28条の60の３第２項における場合）、ウによるほか、次に

よること。 

ア 危険物の体積膨張による危険物の漏えいを防止する構造にタンクを用いる

場合の指定数量の５分の１以上のタンクは、20号タンクに該当するものであ

Ａ：道路境界線からの距離  

  注油ホース長に１ｍ加えた長さ以上  

Ｂ：建築物からの間隔  

  ２ｍ以上  

Ｃ：敷地境界線からの間隔  

  １ｍ以上  

固定注油設備  

Ａ 

Ｃ 

建築物 
Ｂ 

道路境界線  

道路  
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ること。 

イ 熱媒体油を引火点以上に加熱する場合は、第３種消火設備を設けるよう指

導すること。（＊） 

７ 複数の取扱形態を有する一般取扱所【平成10年３月16日消防危第28号】 

⑴ 次のア（ア）から（キ）までに掲げる危険物の取扱形態のみを複数有する一般取扱所

であって、イ及びウに適合し、かつ、⑵アからシまでに適合するものは、危政

令第23条を適用し、危政令第19条第１項において準用する危政令第９条第１項

第１号、第２号及び第４号から第11号までの規定（ア（オ）及び（カ）に掲げる取扱形

態以外の取扱形態を有しない一般取扱所は第18号及び第19号の規定を含む。）

を適用しないことができる。 

ア 危険物の取扱形態 

（ア） 塗装、印刷又は塗布のために危険物（第２類の危険物又は第４類の危険

物（特殊引火物を除く。）に限る。）を取り扱う形態 

（イ） 洗浄のために危険物（引火点が40℃以上の第４類の危険物に限る。）を

取り扱う形態 

（ウ） 焼入れ又は放電加工のために危険物（引火点が70℃以上の第４類の危険

物に限る。）を取り扱う形態 

（エ） ボイラー、バーナーその他これらに類する装置で危険物（引火点が40℃

以上の第４類の危険物に限る。）を消費する取扱形態 

（オ） 危険物を用いた油圧装置又は潤滑油循環装置（高引火点危険物のみを 

100℃未満の温度で取り扱うものに限る。）としての危険物の取扱形態 

（カ） 切削油として危険物を用いた切削装置、研削装置又はこれらに類する装

置（高引火点危険物のみを 100℃未満の温度で取り扱うものに限る。）と

しての危険物の取扱形態 

（キ） 危険物以外の物を加熱するため危険物（高引火点危険物に限る。）を用

いた熱媒体油循環装置としての危険物の取扱形態 

イ 建築物に設けられた一般取扱所であること。 

ウ 指定数量の倍数が30未満であること。 

⑵ 一般取扱所の位置、構造及び設備 

ア 建築物の一般取扱所の用に供する部分は、地階を有しないものであること。

（前⑴ア（エ）及び（オ）に掲げる危険物の取扱形態のみを有する場合を除く。） 
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イ 建築物の一般取扱所の用に供する部分は、壁、柱、床及びはりを耐火構造

とすること。 

ウ 建築物の一般取扱所の用に供する部分は、出入口以外の開口部を有しない

厚さ70mm以上の鉄筋コンクリート造又はこれと同等以上の強度を有する構造

の床又は壁で当該建築物の他の部分と区画されたものであること（前⑴ア（オ）

及び（カ）に掲げる危険物の取扱形態のみを有する場合を除く。）。 

エ 建築物の一般取扱所の用に供する部分は、屋根（上階がある場合は上階の

床）を耐火構造とすること。ただし、前⑴ア（ア）又は（イ）に掲げる危険物の取扱

形態を有しない場合は、屋根を不燃材料で造ることができる。 

オ 前⑴ア（エ）に掲げる危険物の取扱形態を有する場合は、危険物を取り扱うタ

ンクの容量の総計を指定数量未満とすること。 

カ 危険物を取り扱うタンク（容量が指定数量の５分の１未満のものを除く。）

の周囲には、危規則第13条の３第２項第１号の規定の例による囲いを設ける 

こと。ただし、前⑴ア（オ）及び（カ）に掲げる危険物の取扱形態のみを有する場合

は、建築物の一般取扱所の用に供する部分の敷居を高くすることにより囲い

に代えることができること。 

キ 建築物の一般取扱所の用に供する部分には、前⑴ア (ウ)に掲げる危険物の取

扱形態により取り扱われる危険物が危険な温度に達するまでに警報を発する

ことができる装置を設けること。 

ク 危険物を加熱する設備（前⑴ア（イ）又は（キ）の危険物の取扱形態を有する設備

に係るものに限る。）には、危険物の過熱を防止することができる装置を設

けること。 

ケ 前⑴ア（キ）の危険物の取扱形態を有する設備は、危険物の体積膨張による危

険物の漏えいを防止することができる構造のものとすること。 

コ 可燃性の蒸気又は微粉（霧状の危険物を含む。）を放散するおそれのある

設備と火花又は高熱等を生ずる設備を併設しないこと。ただし、放散された

可燃性の蒸気又は微紛が滞留するおそれがない場所に火花又は高熱等を生ず

る設備を設置する場合は、この限りでない。 

サ 危規則第33条第１項第１号に該当する一般取扱所以外の一般取扱所には、 

危規則第34条第２項第１号の規定の例により消火設備を設けること。ただし、 

第１種、第２種及び第３種の消火設備を当該一般取扱所に設けるときは、当
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該設備の放射能力範囲内の部分について第４種の消火設備を設けないことが

できること。 

シ 危規則第28条の55第２項第３号から第８号まで及び危規則第28条の57第２

項第２号の基準に適合するものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4－1 

 

第４章 消火設備に関する審査基準 

 

第１ 消火設備の設置上の留意事項 

１ 屋内消火栓設備等の予備動力源として内燃機関を使用するものについては、地

震等による停電時においても当該消火設備の遠隔起動等の操作回路の電源等が確

保されているものであり、当該消火設備が有効に作動できるものであること。  

【平成元年３月22日消防危第24号】 

２ 第３種の消火設備について、泡消火設備にあっては固定式及び移動式、二酸化  

炭素消火設備、ハロゲン化物消火設備及び粉末消火設備にあっては全域放出方式、  

局所放出方式及び移動式の区分が設けられたが、これらの区分は、消防法施行令

における区分と同様のものであること。【平成元年３月22日消防危第24号】 

３ 危規則第32条の10ただし書は第１種、第２種又は第３種の消火設備と併置する

場合の第４種の消火設備についての緩和規定であり、第32条の11ただし書は第１

種から第４種までの消火設備と併置する場合の第５種の消火設備の緩和規定であ

るが、それぞれ第４種又は第５種の消火設備の設置を免除するものではなく、防

護対象物から設置場所に至る歩行距離等に関する規定を適用しないことを定めた

ものであること。【平成元年３月22日消防危第24号】 

４ 屋内消火栓設備及び移動式の第３種の消火設備は、火災のときに煙が充満する

おそれのない場所等火災の際容易に接近でき、かつ、火災等の災害による被害を

受けるおそれが少ない場所に限って設けることができること。【平成元年３月22

日消防危第24号】 

５ 屋外消火栓設備は、製造所等に屋外消火栓設備を設ける場合であっても建築物

の１階及び２階の部分のみを放射能力範囲内とすることができるものであり、当

該製造所等の建築物の地階及び３階以上の階については、他の消火設備を設ける

こと。 

また、屋外消火栓設備を屋外の工作物の消火設備とする場合においても、有効

放水距離等を考慮した放射能力範囲に応じて設置する必要があること。【平成元

年３月22日消防危第24号】 

６ 水蒸気消火設備は、第２類の危険物のうち硫黄及び硫黄のみを含有するものを

溶融したもの又は引火点が 100℃以上の第４類の危険物を貯蔵し、又は取り扱う

タンクに限り設けることができること。【平成元年３月22日消防危第24号】 
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７ 危規則第33条第１項第１号に規定する製造所等のタンクで、引火点が21℃未満

の危険物を貯蔵し、又は取り扱うもののポンプ設備、注入口及び払出口（以下 

「ポンプ設備等」という。）には、第１種、第２種又は第３種の消火設備をポン

プ設備等を包含するように設けること。この場合において、ポンプ設備等に接続

する配管の内径が 200㎜を超えるものについては、移動式以外の第３種の消火設

備を設けなければならないこと。【平成元年３月22日消防危第24号】 

８ 地盤面下に埋設する消火設備の配管は、危険物配管の基準に準じ防食措置を講

ずるよう指導すること。（＊） 

９ 工場の一部に製造所等がある場合の消防用設備等は、当該製造所等の部分は、

法第10条第４項により設置し、これを除いた部分には法第17条の規定による消防

用設備等を設置すること。【昭和42年11月29日自消丙予発第 102号】 

10 危険物を取り扱わない部分を有する一般取扱所について 

一棟規制の一般取扱所（建築物等全体を一の規制範囲とする一般取扱所）の一

部に、事務室等の危険物を取り扱わない部分が存する場合、危険物を取り扱う部

分と出入口（随時開けることができる自動閉鎖の特定防火設備に限る。）以外の

開口部を有しない厚さ70㎜以上の鉄筋コンクリート造又は高温高圧蒸気養生され

た軽量気泡コンクリートパネルで厚さ75㎜以上（平成12年建設省告示第1399号第

１第１号ト）の床又は壁で防火上安全に区画した場合に限り、危険物を取り扱わ

ない部分の消火設備については、危政令第23条を適用し、法第17条に規定する消

防用設備等の技術上の基準に準じて設置することができる。 

 

第２ 消火設備の耐震措置 

第１種、第２種及び第３種の消火設備の耐震措置については、次のとおりとす

る。【平成８年10月15日消防危第 125号】 

１ 貯水槽 

⑴ 鉄筋コンクリート造のもの 

危険物の規制に関する規則の一部を改正する省令（平成６年自治省令第30号） 

附則第５条第２項第１号に定める基準に適合しない地盤に設置するものにあっ

ては、防火水槽と同等の強度を有する構造又は地震によってコンクリートに亀 

裂が生じても漏水を防止するライニング等の措置が講じられた構造とすること。 

この場合において、「防火水槽と同等の強度を有する構造」とは、消防防災 
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施設整備費補助金交付要綱（平成14年４月１日消防消第69号）別表第３中、第

１、耐震性貯水槽の規格又は第３、防火水槽（林野分）の規格に適合するもの

であること。 

 なお、設計水平震度 0.288に対し、発生応力が許容応力度以内の強度を有す

る貯水槽については、同等のものとして取り扱うことができる。 

⑵ 鋼製のもの 

地上に設置する場合にあっては、貯水槽の規模に応じた屋外貯蔵タンクと同

等以上の強度を、地下に設置する場合にあっては地下貯蔵タンクと同等以上の

強度を有すること。 

この場合において、容量 1,000ｋＬ以上の屋外貯蔵タンクと同等の強度とは、

平成６年政令第 214号によって改正された危険物の規制に関する政令の一部を 

改正する政令（昭和52年政令第10号）附則第３項第２号の基準に適合すること

をいうものであること。 

２ 消火薬剤の貯蔵槽 

前１⑵に定める地上に設置する鋼製貯水槽と同等以上の強度を有すること。 

３ 加圧送水装置、加圧送液装置及び予備動力源 

ポンプ、モーター等については、同一の基礎上に設置する等、地震によって生

じる変位により機能に支障を生じない措置を講ずること。 

４ 配管 

配管継手部は、機器と一体となる箇所を除き、溶接接続又はフランジ継手（継

手と配管の接合が溶接であるものに限る。）とすること。ただし、機器を取り付

ける末端配管部分については、この限りでない。 

５ その他 

消火設備は、地震時における周辺の工作物の被害により損傷するおそれのない

場所に設けること。 

 

第３ 消火設備に関する運用指針 

１ 屋内消火栓設備の基準【平成元年３月22日消防危第24号・平成24年３月30日消

防危第90号】 

危規則第32条の規定によるほか、屋内消火栓設備の基準の細目は、次によるこ

と。 
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⑴  屋内消火栓の開閉弁及びホース接続口は、床面からの高さが 1.5ｍ以下の位

置に設けること。 

⑵ 屋内消火栓の開閉弁及び放水用器具を格納する箱（以下「屋内消火栓箱」と

いう。）は、不燃材料で造るとともに、点検に便利で、火災のとき煙が充満す

るおそれのない場所等火災の際容易に接近でき、かつ、火災等の災害による被

害を受けるおそれが少ない箇所に設けること。 

⑶  加圧送水装置の始動を明示する表示灯（以下「始動表示灯」という。）は、

赤色とし、屋内消火栓箱の内部又はその直近の箇所に設けること。ただし、⑷

イにより設けた赤色の灯火を点滅させることにより加圧送水装置の始動を表示

できる場合は、表示灯を設けないことができる。 

⑷  屋内消火栓設備の標示は、次に定めるところによること。 

ア 屋内消火栓箱には、その表面に「消火栓」と表示すること。 

イ 屋内消火栓箱の上部に、取付面と15度以上の角度となる方向に沿って10ｍ

離れたところから容易に識別できる赤色の灯火を設けること。 

⑸  水源の水位がポンプより低い位置にある加圧送水装置には、次に定めるとこ

ろにより呼水装置を設けること。 

ア 呼水装置には専用の呼水槽を設けること。 

イ 呼水槽の容量は、加圧送水装置を有効に作動できるものであること。 

ウ 呼水槽には、減水警報装置及び呼水槽へ水を自動的に補給するための装置

が設けられていること。 

⑹  屋内消火栓設備の予備動力源は、自家発電設備又は蓄電池設備によるものと

し、次に定めるところによること。ただし、次のアに適合する内燃機関で、常

用電源が停電したときに速やかに当該内燃機関を作動するものである場合に限

り、自家発電設備に代えて内燃機関を用いることができる。 

ア 容量は、屋内消火栓設備を有効に45分間以上作動させることができるもの    

であること。 

イ 消防法施行規則第12条第１項４号ロ（自家発電設備の容量に係る部分を除

く。）、ハ（蓄電池設備の容量に係る部分を除く。）及びニに定める基準の

例によること。 

⑺  操作回路及び前⑷イの灯火の回路の配線は、消防法施行規則第12条第１項第

５号に定める基準の例によること。 
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⑻  配管は、消防法施行規則第12条第１項第６号に定める基準の例によること。 

⑼  加圧送水装置は、消防法施行規則第12条第１項第７号に定める基準の例に準

じて設けること。 

⑽  加圧送水装置は点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受けるおそ

れの少ない箇所に設けること。 

⑾  貯水槽、加圧送水装置、予備動力源、配管等（以下「貯水槽等」という。）

には、地震による震動等に耐えるための有効な措置を講ずること。 

⑿  屋内消火栓設備は、湿式（配管内に常に充水してあるもので、加圧送水装置

の起動によって直ちに放水できる方式をいう。以下同じ。）とすること。ただ

し、寒冷地において水が凍結するおそれがある場合は、湿式としないことがで

きる。 

２ 屋外消火栓設備の基準【平成元年３月22日消防危第24号・平成24年３月30日消

防危第90号】 

危規則第32条の２の規定によるほか、屋外消火栓設備の基準の細目は、次によ

ること。 

⑴  屋外消火栓の開閉弁及びホース接続口は、地面盤からの高さが 1.5ｍ以下の

位置に設けること。 

⑵  放水用器具を格納する箱（以下「屋外消火栓箱」という。）は、不燃材料で

造るとともに、屋外消火栓からの歩行距離が５ｍ以下の箇所で、火災の際容易

に接近でき、かつ、火災等の災害による被害を受けるおそれが少ない箇所に設

けること。 

⑶  屋外消火栓設備の設置の標示は、次に定めるところによること。 

ア 屋外消火栓箱には、その表面に「ホース格納箱」と表示すること。ただし、 

ホース接続口及び開閉弁を屋外消火栓箱の内部に設けるものについては、 

「消火栓」と表示することをもって足りる。 

イ 屋外消火栓には、その直近の見やすい箇所に「消火栓」と表示した標識を

設けること。 

⑷ 貯水槽等には、地震による震動等に耐えるための有効な措置を講ずること。 

⑸ 加圧送水装置、始動表示灯、呼水装置、予備動力源、操作回路の配線、配管

等は、屋内消火栓設備の例に準じて設けること。 

⑹ 屋外消火栓設備は、湿式とすること。ただし、寒冷地において水が凍結する
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おそれがある場合は、湿式としないことができる。 

３ スプリンクラー設備の基準【平成元年３月22日消防危第24号・平成24年３月30 

日消防危第90号】 

危規則第32条の３の規定によるほか、スプリンクラー設備の基準の細目は、次

によること。 

⑴ 開放型スプリンクラーヘッドは、防護対象物の全ての表面がいずれかのヘッ

ドの有効射程内にあるように設けるほか、消防法施行規則第13条の２第４項第

２号に定める基準の例によること。 

⑵ 閉鎖型スプリンクラーヘッドは、防護対象物の全ての表面がいずれかのヘッ

ドの有効射程内にあるように設けるほか、消防法施行規則第13条の２第４項第

１号及び第14条第１項第７号に定める基準の例によること。 

⑶ 開放型スプリンクラーヘッドを用いるスプリンクラー設備には、一斉開放弁

又は手動式開放弁を次に定めるところにより設けること。 

ア 一斉開放弁の起動操作部又は手動式開放弁は、火災のとき容易に接近する

ことができ、かつ、床面からの高さが 1.5ｍ以下の箇所に設けること。 

イ 前アに定めるもののほか、一斉開放弁又は手動式開放弁は、消防法施行規

則第14条第１項第１号（ハを除く。）に定める基準の例により設けること。 

⑷ 開放型スプリンクラーヘッドを用いるスプリンクラー設備に二以上の放射区

域を設ける場合は、火災を有効に消火できるように、隣接する消火区域が相互

に重複するようにすること。 

⑸ スプリンクラー設備には、消防法施行規則第14条第１項第３号に定める基準

の例により、各階又は放射区域ごとに制御弁を設けること。 

⑹ 自動警報装置は、消防法施行規則第14条第１項第４号に定める基準の例によ

ること。 

⑺ 流水検知装置は、消防法施行規則第14条第１項第４号の４及び第４号の５に

定める基準の例によること。 

⑻ 閉鎖型スプリンクラーヘッドを用いるスプリンクラー設備の配管の末端には、 

消防法施行規則第14条第１項第５号の２に定める基準の例により末端試験弁を

設けること。 

⑼ スプリンクラー設備には、消防法施行規則第14条第１項第６号に定める基準

の例により消防ポンプ自動車が容易に接近することができる位置に双口型の送
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水口を附置すること。 

⑽ 起動装置は、消防法施行規則第14条第１項第８号に定める基準の例によるこ

と。 

⑾ 乾式又は予作動式の流水検知装置が設けられているスプリンクラー設備につ

いては、スプリンクラーヘッドが開放した場合に１分以内に当該スプリンクラ

ーヘッドから放水できるものとすること。 

⑿ 貯水槽等には、地震による地震等に耐えるための有効な措置を講ずること。 

⒀ 加圧送水装置、呼水装置、予備動力源、操作回路の配線、配管等は、屋内消

火栓設備の例に準じて設けること。 

４ 水蒸気消火設備の基準【平成元年３月22日消防危第24号・平成24年３月30日消

防危第90号】 

危規則第32条の４の規定によるほか、水蒸気消火設備の基準の細目は、次によ

ること。 

⑴ 予備動力源は、１時間30分以上水蒸気消火設備を有効に作動させることがで

きる容量とするほか、屋内消火栓設備の基準の例によること。 

⑵ 配管は金属製等耐熱性を有するものであること。 

⑶ 水蒸気発生装置は、点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受ける

おそれが少ない箇所に設けること。 

⑷ 水蒸気発生装置及び貯水槽等には、地震による振動等に耐えるための有効な

措置を講ずること。 

５ 水噴霧消火設備の基準【平成元年３月22日消防危第24号・平成24年３月30日消

防危第90号】 

危規則第32条の５の規定によるほか、水噴霧消火設備の基準の細目は、次によ

ること。 

⑴ 水噴霧消火設備に２以上の放射区域を設ける場合は、火災を有効に消火でき

るように、隣接する放射区域が相互に重複するようにすること。 

⑵ 高圧の電気設備がある場所においては、当該電気設備と噴霧ヘッド及び配管

との間に電気絶縁を保つための必要な空間を保つこと。 

⑶ 水噴霧消火設備には、各階又は放射区域ごとに制御弁、ストレーナ及び一斉

開放弁を次に定めるところにより設けること。 

ア 制御弁及び一斉開放弁は、スプリンクラー設備の基準の例によること。 
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イ ストレーナ及び一斉開放弁は、制御弁の近くで、かつ、ストレーナ、一斉

開放弁の順に、その下流側に設けること。 

⑷ 起動装置は、スプリンクラー設備の基準の例によること。 

⑸ 貯水槽等には、地震による振動等に耐えるための有効な措置を講ずること。 

⑹ 加圧送水装置、呼水装置、予備動力源、操作回路の配線、配管等は、屋内消

火栓設備の例に準じて設けること。 

６ 泡消火設備の基準 

危規則第32条の６、製造所等の泡消火設備の技術上の基準の細目を定める告示

（平成23年総務省告示第 559号。以下「泡消火設備告示」という。）の規定によ

るほか、次によること。 

⑴ 第４類の危険物のうち、水に溶けないもの以外のものに用いる泡消火薬剤に

ついては、水溶性液体用泡消火薬剤であって、泡消火設備告示別表第５又は第

６に定める試験において消火性能を確認したものであれば、「泡消火薬剤の技

術上の規格を定める省令」（昭和50年自治省令第26号）第２条に定める泡消火

薬剤の種別にかかわらず、当該泡消火薬剤を用いて差し支えないものであるこ

と。【平成24年３月30日消防危第92号】 

⑵ 貯水槽等には、地震による振動等に耐えるための有効な措置を講ずること。 

⑶ 泡消火設備告示第19条第１項第３号ロに規定する「火災の熱等の影響を受け

ないように設置」とは、合成樹脂製の管及び管継手を地盤面下に埋設して設置

する場合又は雨水等の進入を防止できる耐火性能を有する蓋をした地下ピット

に設置する場合が該当すること。【令和元年８月27日消防危第 119号】 

７ 不活性ガス消火設備の基準 

危規則第32条の７及び製造所等の不活性ガス消火設備の技術上の基準の細目を

定める告示（平成23年総務省告示第 557号。以下「不活性ガス消火設備告示」と

いう。）の規定によるほか、次によること。 

⑴ ガソリン、灯油、軽油若しくは重油（以下「ガソリン等」という。）を貯蔵

し、又は取り扱う製造所等で、当該製造所等に設置される危険物を取り扱う設 

備等において少量の潤滑油や絶縁油等の危険物が取り扱われる場合であっても、 

当該製造所等は不活性ガス消火設備告示第５条第２号に規定されている「ガソ

リン等を貯蔵し、又は取り扱う製造所等」として扱うこと。【平成24年３月30

日消防危第92号】 
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⑵ 不活性ガス消火設備告示第５条第２号表中の製造所等の区分のうち、「ガソ

リン等を貯蔵し、又は取り扱う製造所等であって、防護区画の体積が 1,000㎥

未満であるもの」に該当しない製造所等に窒素、ＩＧ－55若しくはＩＧ－ 541

の不活性消火剤を放射する消火設備を設置する場合、当該製造所等で貯蔵し、

又は取り扱う危険物に対する有効性や当該消火設備が設置される防護区画の構 

造等から防火安全上支障がないと認められる場合には、危政令第23条を適用し、

当該消火設備を設置することができること。【平成24年３月30日消防危第92号】 

⑶ 不活性ガス消火設備告示第５条第４号に規定する「これと同等以上の強度を

有する構造」には、「高温高圧蒸気養生された軽量気泡コンクリート製パネル

で厚さ75mm以上のもの」（平成12年建設省告示第1399号第１第１号ト）が含ま

れるものであること。 

８ ハロゲン化物消火設備の基準 

危規則第32条の８及び製造所等のハロゲン化物消火設備の技術上の基準の細目 

を定める告示（平成23年総務省告示第 558号。以下「ハロゲン化物消火設備告示」

という。）の規定によるほか、次によること。 

⑴ ガソリン等を貯蔵し、又は取り扱う製造所等で、当該製造所等に設置される

危険物を取り扱う設備等において少量の潤滑油や絶縁油等の危険物が取り扱わ

れる場合であっても、当該製造所等はハロゲン化物消火設備告示第５条第２号

に規定されている「ガソリン等を貯蔵し、又は取り扱う製造所等」として扱う

こと。【平成24年３月30日消防危第92号】 

⑵ ハロゲン化物消火設備告示第５条第２号表中の製造所等の区分のうち、「ガ

ソリン等を貯蔵し、又は取り扱う製造所等であって、防護区画の体積が 1,000

㎥未満のもの」に該当しない製造所等にＨＦＣ－23若しくＨＦＣ－ 227eaのハ 

ロゲン化物消火剤を放射する消火設備を設置する場合、当該製造所等で貯蔵し、 

又は取り扱う危険物に対する有効性や当該消火設備が設置される防護区画の構 

造等から防火安全上支障がないと認められる場合には、危政令第23条を適用し、

当該消火設備を設置することができること。【平成24年３月30日消防危第92号】 

⑶ ハロゲン化物消火設備告示第５条第４号に規定する「これと同等以上の強度

を有する構造」には、「高温高圧蒸気養生された軽量気泡コンクリート製パネ

ルで厚さ75㎜以上のもの」（平成12年建設省告示第1399号第１第１号ト）が含

まれるものであること。 
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９ 粉末消火設備の基準【平成元年３月22日消防危第24号・平成24年３月30日消防

危第90号】 

危規則第32条の９の規定によるほか、粉末消火設備の基準の細目は、次による

こと。 

⑴ 全域放出方式の粉末消火設備の噴射ヘッドは、次に定めるところにより設け

ること。 

ア 放射された消火剤が危規則第32条の７第１号の区画された部分（以下「防

護区画」という。）の全域に均一に、かつ、速やかに拡散するように設ける

こと。 

イ 噴射ヘッドの放射圧力は 0.1Ｍ㎩以上であること。 

ウ ⑶アに定める消火剤の量を30で除して得られた量以上の量を毎秒当たりの

放射量として放射できるもの 

⑵ 局所放出方式の粉末消火設備の噴射ヘッドは、前⑴イの例によるほか、次に

定めるところにより設けること。 

ア 噴射ヘッドは、防護対象物全ての表面がいずれかの噴射ヘッドの有効射程

内にあるように設けること。 

イ 消火剤の放射によって危険物が飛び散らない箇所に設けること。 

ウ ⑶イに定める消火剤の量を30で除して得られた量以上の量を毎秒当りの放

射量として放射できるもの 

⑶ 粉末消火剤の貯蔵容器又は貯蔵タンクに貯蔵する消火剤の量は、次によるこ

と。 

ア 全域放出方式の粉末消火設備については、次の（ア）から（ウ）までに定めるとこ

ろにより算出された量以上の量とすること。 

（ア） 次の表に掲げる消火剤の種別に応じ、同表に掲げる量の割合で計算した   

量  
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消火剤の種別 
防護区画の体積１㎥当たりの消

火剤の量（㎏） 

炭酸水素ナトリウムを主成分とするもの

（以下「第１種粉末」という。） 
0.60 

炭酸水素カリウムを主成分とするもの（以

下「第２種粉末」という。）又はりん酸塩

類等を主成分とするもの（りん酸アンモニ

ウムを90％以上含有するものに限る。以下

「第３種粉末」という。） 

0.36 

炭酸水素カリウムと尿素の反応生成物（以

下「第４種粉末」という。） 
0.24 

特定の危険物に適応すると認められるも

の（以下「第５種粉末」という。） 

特定の危険物に適応すると認め

られる消火剤に応じて定められ

た量 

（イ） 防護区画の開口部に自動閉鎖装置（防火設備又は不燃材料で造った戸で 

消火剤が放射される直前に開口部を自動的に閉鎖する装置をいう。）を設

けない場合については、（ア）により算出された量に、次の表に掲げる消火剤

の種別に応じ、同表に掲げる量の割合で計算した量を加算した量 

消火剤の種別 開口部の面積１㎡当たりの消火剤の量（㎏） 

第１種粉末 4.5 

第２種粉末又は第３

種粉末 
2.7 

第４種粉末 1.8 

第５種粉末 
特定の危険物に適応すると認められる消火剤に応

じて定められた量 

（ウ） 防護区画内において貯蔵し、又は取り扱う危険物に応じ【別表】に定め

る消火剤に応じた係数を前（ア）及び（イ）により算出された量に乗じて得た量。 

 ただし、【別表】に掲げられていない危険物については、「粉末消火薬剤

に係る係数を定めるための試験方法」により求めた係数を用いること。 

イ 局所放出方式の粉末消火設備については、次の（ア）又は（イ）により算出された 

量に、貯蔵し、又は取り扱う危険物に応じ前ア、（ウ）に定める係数を乗じ、さ 

らに 1.1を乗じた量以上の量とすること。 

（ア） 面積式の局所放出方式 

液体の危険物を上面に開放した容器に貯蔵する場合その他火災のときの

燃焼面が一面に限定され、かつ、危険物が飛散するおそれがない場合につ

いては、次の表に掲げる液表面積及び放射方法に応じ、同表に掲げる数量

の割合で計算した量 
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消火剤の種別 防護対象物の表面積分※１㎡当たりの消火剤の量（㎏） 

第１種粉末 8.8 

第２種粉末又は

第３種粉末 
5.2 

第４種粉末 3.6 

第５種粉末 
特定の危険物に適応すると認められる消火剤に応じて定

められた量 

※ 当該防護対象物の一辺の長さが 0.6ｍ以下の場合については、当該辺

の長さを 0.6 として計算した面積とする。 

（イ） 容積式の局所放出方式 

     前（ア）に掲げる場合以外の場合については、次の式によって求められた量

に防護空間（防護対象物の全ての部分から 0.6ｍ離れた部分によって囲ま

れた空間の部分をいう。以下同じ。）の体積を乗じた量 

Ｑ=Ｘ－Ｙ
ａ

 Ａ 
 

Ｑ：単位体積当りの消火剤の量（単位：㎏／㎥） 

ａ：防護対象物の周囲に実際に設けられた固定側壁（防護対象物の部分

から 0.6ｍ未満の部分にあるものに限る。以下同じ。）の面積の合計 

（単位：㎡） 

      Ａ：防護空間の全周の側面積（実際に設けられた固定側壁の面積と固定

側壁のない部分に固定側壁があるものと仮定した部分の面積の合計を

いう。）（単位：㎡） 

Ｘ及びＹ：次の表に掲げる消火剤の種別に応じ、それぞれ、同表に掲げ

る値 

消火剤の種別 Ｘの値 Ｙの値 

第１種粉末 5.2 3.9 

第２種粉末又は第３

種粉末 
3.2 2.4 

第４種粉末 2.0 1.5 

第５種粉末 
特定の危険物に適応すると認められる消火剤

に応じて定められた量 

 

 

ウ 全域放出方式又は局所放出方式の粉末消火設備において同一の製造所等に

防護区画又は防護対象物が二以上存する場合には、それぞれの防護区画又は

防護対象物について前ア及びイの例により計算した量のうち、最大の量以上
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の量とすることができる。ただし、防護区画又は防護対象物が互いに隣接す

る場合については、一の貯蔵容器を共用することはできない。 

エ 移動式の粉末消火設備については、一のノズルにつき次の表に掲げる消火

剤の種別に応じ、同表に掲げる量以上の量とすること。 

消火剤の種別 消火剤の量（㎏） 

第１種粉末 50 

第２種粉末又は第３

種粉末 
30 

第４種粉末 20 

第５種粉末 
特定の危険物に適応すると認められる消火剤に

応じて定められた量 

オ 全域放出方式又は局所放出方式の粉末消火設備は、消防法施行規則第21 

条第４項に定める基準に準じて設けること。 

カ 移動式の粉末消火設備は、消防法施行規則第21条第５項に定める基準に 

準じて設けること。 
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【別表】 

 粉   末 

第１種 第２種 第３種 第４種 

アクリロニトリル 1.2 1.2 1.2 1.2 

アセトアルデヒド － － － － 

アセトニトリル 1.0 1.0 1.0 1.0 

アセトン 1.0 1.0 1.0 1.0 

アニリン 1.0 1.0 1.0 1.0 

エタノール 1.2 1.2 1.2 1.2 

塩化ビニル － － 1.0 － 

ガソリン 1.0 1.0 1.0 1.0 

軽油 1.0 1.0 1.0 1.0 

原油 1.0 1.0 1.0 1.0 

酢酸 1.0 1.0 1.0 1.0 

酢酸エチル 1.0 1.0 1.0 1.0 

酸化プロピレン － － － － 

ジエチルエーテル － － － － 

ジオキサン 1.2 1.2 1.2 1.2 

重油 1.0 1.0 1.0 1.0 

潤滑油 1.0 1.0 1.0 1.0 

テトラヒドロフラン 1.2 1.2 1.2 1.2 

灯油 1.0 1.0 1.0 1.0 

トルエン 1.0 1.0 1.0 1.0 

ナフサ 1.0 1.0 1.0 1.0 

菜種油 1.0 1.0 1.0 1.0 

二硫化炭素 － － － － 

ピリジン 1.0 1.0 1.0 1.0 

ブタノール 1.0 1.0 1.0 1.0 

プロパノール 1.0 1.0 1.0 1.0 

ヘキサン 1.2 1.2 1.2 1.2 

ヘプタン 1.0 1.0 1.0 1.0 

ベンゼン 1.2 1.2 1.2 1.2 

ペンタン 1.4 1.4 1.4 1.4 

ボイル油 1.0 1.0 1.0 1.0 

メタノール 1.2 1.2 1.2 1.2 

メチルエチルケトン 1.0 1.0 1.2 1.0 

モノクロルベンゼン － － 1.0 － 

 

  備考 －印は、当該危険物の消火剤として使用不可 

 

 

 

危険物  
消火剤の種別  
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粉末消火薬剤に係る係数を定めるための試験方法 

 

１ 器材 

器材は次のものを用いる。 

⑴ １ｍ×１ｍ× 0.1ｍの鉄製の燃焼槽 

⑵ 噴射ヘッド１個（オーバーヘッド用で放出角度90°のフルコーン型。等価噴    

口面積は、流量の 0.7の値を目途として、ヘッドの吐出圧力と圧力容器で調整

する。） 

⑶ 消火剤容器 体積20Ｌ以上（消火剤の種別により定める。） 

⑷ 消火剤重量 12±１㎏（消火剤の種別により定める。） 

２ 試験方法 

⑴ 前１、⑴の燃焼槽に対象危険物を深さ３㎝となるように入れて点火する。 

⑵ 点火１分後に下図の噴射ヘッドから表に示す標準放出量Ｑs、（㎏／秒）の消  

火剤を放出圧力（ノズル圧力） 100±20ｋ㎩で、30秒間放出する。 

⑶ 消火しない場合は、前⑴及び⑵の操作について放出量を増して行い、消火す

るまで繰り返して、消火した時の放出量を記録する。 

⑷ 前⑴から⑶までの操作を３回以上繰り返し、その平均放出量Ｑ（㎏／秒）を

求める。 

３ 係数の求め方 

   当該危険物の係数Ｋは、次の式により求める。 

    Ｋ＝Ｑ／Ｑs 

    Ｋは、小数点以下第２位を四捨五入し、 0.2刻みとして切り上げる。 

    （計算例：第１種粉末消火薬剤の場合の平均放出量が0.25㎏／秒の場合、 

Ｋ＝0.25／ 0.2＝1.25≒ 1.3 → 1.4となる。） 
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表 粉末消火剤の種別と標準放出量 

消火薬剤の種別 標準放出量(㎏／秒) 

第１種粉末 0.20 

第２種粉末又は第３種粉末 0.12 

第４種粉末 0.08 
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第４ 第４種消火設備（危規則第32条の10） 

 平屋建て以外の製造所等については、階ごとに設置すること。 

 

第５ 第５種消火設備（危規則第32条の11） 

１ 平屋建て以外の製造所等については、階ごとに設置すること。 

２ 能力単位の算定においては、第４類の危険物はＢ火災で算定し、その他の危険

物についてはＡ火災能力単位で算定する。（消火器の技術上の規格を定める省令

（昭和39年自治省令第27号）第１条の２第13号、第14号） 

 

第６ 著しく消火困難な製造所等の消火設備（危規則第33条） 

１ 危規則第33条第１項第１号の「消火活動上有効な床面」とは、必ずしも建築物

の床に限られるものでなく、火災時において第４種の消火設備等による消火活動

を有効に行い得るものであればよいこと。【平成元年３月22日消防危第24号】 

２ 危規則第33条第１項第１号に規定する「地盤面若しくは消火活動上有効な床面

から高さが６ｍ以上の部分において危険物を取り扱う設備」の中には、塔槽類も

含まれるものであること。【平成元年７月４日消防危第64号】 

３ 危規則第33条第１項第１号、第２号及び第４号に規定する「開口部のない耐火

構造の床又は壁で区画」の開口部には、換気設備又は排出設備のダクト等の床又

は壁の貫通部分が含まれるが、当該貫通部分に防火上有効なダンパーを設けた場

合は、開口部とはみなさないものであること。（＊） 

４ 著しく消火困難な製造所等で、高さ６ｍ以上の部分において危険物を取り扱う

密封構造の塔槽類については、消火に十分な量の窒素ガスを保有する窒素ガス送 

入設備を設けることにより、危政令第23条の規定を適用し、第３種消火設備を設

けないことができる。【平成２年５月22日消防危第57号】 

５ 危規則第33条第１項第３号に規定する「高さ６ｍ以上のもの」のタンク高さの

算定は、防油堤内の地盤面からタンク側板の最上段の上端（最上段の上端にトッ

プアングルを有する場合にあっては、トップアングルを含む。）までの高さとす

ること。 

６ 危規則第33条第２項第１号の表中の「火災のとき煙が充満するおそれのある場 

所等」には、上屋のみで壁が設けられていない場所は該当しないものであること。

【平成元年７月４日消防危第64号】 
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７ 塊状の硫黄専用の屋外貯蔵所のうち著しく消火困難な製造所等に該当する場合

において、屋外消火栓設備を設置するものについては、当該屋外消火栓設備に設

けるノズルは、噴霧に切替えのできる構造のものとすること。【昭和54年７月30

日消防危第80号】 

８ 給油取扱所の消火設備（一方開放型上階付き屋内給油取扱所に限る。） 

⑴ 泡消火設備の泡放出口は、フォームヘッド方式とすること。 

⑵ フォームヘッドは次の防護対象物の全ての表面を有効な射程内とするよう設

けること。【平成元年３月３日消防危第15号】 

ア 固定給油設備等を中心とした半径３ｍの範囲 

イ 危規則第25条の10第１項第２号の注入口の漏えい局限化設備の周囲 

⑶ 放射方式は、原則として全域放射方式とし、防護対象物相互間の距離が離れ、 

 かつ、火災発生時延焼推移上支障がない場合は、個別放射とすることができる。 

⑷ 起動方式は、閉鎖型スプリンクラーヘッドを感知ヘッドとする自動起動方式

及び手動方式を併用すること。 

⑸ 感知ヘッドの警戒面積は、20㎡以下ごとに１個とすること。 

 

第７ 消火困難な製造所等の消火設備（危規則第34条） 

第１種から第３種までの消火設備の放射能力範囲内の部分については、第４種

の消火設備を設けないことができるが、この場合における第１種から第３種まで

の消火設備は、危政令第20条第１項第１号に定める技術上の基準に従い、又は当

該技術上の基準の例により設置されているものでなければならないものであるこ

と。【平成元年３月22日消防危第24号】 

 

第８ その他の製造所等の消火設備（危規則第35条） 

   第１種から第４種までの消火設備の放射能力範囲内の部分については、第５種

の消火設備を、必要とされる能力単位の数値の５分の１以上となるように設ける

ことで足りることとされているが、この場合における第１種から第４種までの消

火設備は、危政令第20条第１項第１号若しくは第２号に定める技術上の基準に従

い、又は当該技術上の基準の例により設置されているものでなければならないも

のであること。【平成元年３月22日消防危第24号】 
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第９ 電気設備の消火設備（危規則第36条） 

   電気設備に設ける消火設備は、電気設備のある場所の面積 100㎡ごとに適応す

る第３種、第４種又は第５種の消火設備のいずれかを１個以上設けること。 

なお、電気設備のある場所とは分電盤、電動機等のある場所が該当し、電気配

線、照明器具のみが存在する場所は該当しないものとする。 

 

第10 製造所等別の算定基準 

１ 製造所及び一般取扱所 

⑴ 設置区分 

区分 規模等 

著
し
く
消
火
困
難 

高引火点危険物以外のもの 高引火点危険物 

・延べ面積 1,000 ㎡以上のもの 

・指定数量 100 倍以上（危規則第 72 条第１

項の危険物〔火薬類〕を除く。） 

・高さ６ｍ以上の部分で危険物を取り扱う設

備（高引火点のみを 100℃未満の温度で取

り扱う設備を除く。） 

・部分設置の一般取扱所（他の部分と開口部

のない耐火構造の床又は壁で区画された

ものを除く。） 

・延べ面積 1,000 ㎡以上のもの 

消
火
困
難 

上記以外のもので 

・延べ面積 600 ㎡以上 

・指定数量 10 倍以上（危規則第 72 条第１項

の危険物〔火薬類〕を除く。） 

・危政令第 19 条第２項の吹付塗装作業、洗

浄作業、焼入れ作業、ボイラー等、油圧装

置等、切削装置等、熱媒体油循環装置の一

般取扱所 

上記以外のもので 

・延べ面積600㎡以上のもの 

そ
の
他 

上記以外のもの全て 上記以外のもの全て 

⑵ 著しく消火困難となる製造所及び一般取扱所 

ア 第１種から第３種消火設備 

製造所及び一般取扱所の建築物その他の工作物及び危険物を包含するよう

に消火設備を設けること（高引火点危険物のみを 100℃未満の温度で取り扱

う場合は、建築物その他の工作物を包含するように設けることをもって足り

ること。）。 
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イ 第４種消火設備 

次のいずれかに該当する場合は、当該危険物の火災の消火に有効な位置に

第４種消火設備を設けること。ただし、（ア）に該当する場合は、第１種から第

３種の消火設備の放射能力範囲内については、第４種消火設備を設けないこ

とができる。 

（ア） 高引火点危険物のみを 100℃未満の温度で取り扱う場合 

（イ） 可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそれがある建築物又は室 

（ウ） 作業工程上、消火設備の放射能力範囲に当該製造所等において貯蔵し、

又は取り扱う危険物の全部を包含することができない場合 

ウ 第５種消火設備 

（ア） 次のいずれかに該当する場合は、危険物の所要単位の数値に達するよう

第５種消火設備を設けること。（第４類はＢ単位、第４類以外はＡ単位） 

あ 高引火点危険物のみを 100℃未満の温度で取り扱う場合 

い 可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそれがある建築物又は室 

う 作業工程上、消火設備の放射能力範囲に当該製造所等において貯蔵し、    

又は取り扱う危険物の全部を包含することができない場合 

 

 

 

（イ） 電気設備のある場所の 100 ㎡ごとに、１個以上設けること。 

 

 

 

⑶ 消火困難となる製造所及び一般取扱所 

ア 第４種消火設備 

第４種消火設備の放射能力範囲が建築物その他の工作物及び危険物を包含

するように設けること。ただし、第１種から第３種の消火設備を設ける場合

は、当該設備の放射能力範囲内については、第４種消火設備を設けないこと

ができる。 

イ 第５種消火設備 

（ア） 危険物の所要単位の数値の５分の１以上になるように設けること（第４

消火器の能力単位
＝Ａ本（少数点以下切上げ） 

電気設備のある場所の面積

 ㎡
＝Ｂ本（少数点以下切上げ） 

倍数の 10 分の１ 

100 
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類はＢ単位、第４類以外はＡ単位）。 

 

 

 

（イ） 電気設備のある場所の 100㎡ごとに、１個以上設けること。 

 

 

 

⑷ その他の製造所及び一般取扱所 

第５種消火設備の能力単位の数値が建築物その他の工作物及び危険物の所要

単位の数値に達するように設けること。ただし、第１種から第４種の消火設備

を設ける場合は、当該設備の放射能力範囲内について、第５種消火設備をその

能力単位の数値が当該所要単位の数値の５分の１以上になるように設けること

をもって足りる。 

ア 建築物その他の工作物（能力単位はＡ単位） 

（ア） 建築物の外壁が耐火構造 

 

 

 

（イ） 建築物の外壁が耐火構造以外 

 

 

 

 

 

 

イ 危険物の所要単位の数値に達するよう設けること（第４類はＢ単位、第 

４類以外はＡ単位）。 

 

 

 

延べ面積

  ㎡
＝Ｘ（所要単位） 

延べ面積

   ㎡
＝Ｙ（所要単位） 

電気設備のある場所の面積

㎡
＝Ｂ本（少数点以下切上げ） 

消火器の能力単位
＝Ｂ本（少数点以下切上げ） 

Ｘ＋Ｙ

消火器の能力単位
＝Ａ本（少数点以下切上げ） 

消火器の能力単位
×５分の１＝Ａ本（少数点以下切上げ） 

100 

100 

50 

倍数の 10 分の１ 

倍数の 10 分の１ 
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ウ 電気設備のある場所の 100㎡ごとに、１個以上設けること。 

 

 

 

２ 屋内貯蔵所 

⑴ 設置区分 

区分 規模等 

著
し
く
消
火
困
難 

高引火点危険物以外のもの 高引火点危険物 

・軒高６ｍ以上の平屋建てのもの 

・指定数量150倍以上（危規則第72条第１項

の危険物〔火薬類〕を除く。） 

・延べ面積 150 ㎡を超えるもの 

 ただし、次のいずれかに該当するものを除

く。 

➢150 ㎡以内ごとに開口部のない隔壁で不

燃区画されたもの 

➢第２類（引火性固体を除く。）のみのも

の 

➢第４類（引火点 70℃未満のものを除く。）

のみのもの 

・危政令第 10 条第３項の屋内貯蔵所 

ただし、次のいずれかに該当するものを除

く。 

➢他の部分と開口部のない耐火構造の床

又は壁で区画されたもの 

➢第２類（引火性固体を除く。）のみのも

の 

➢第４類（引火点 70℃未満のものを除く。）

のみのもの 

・軒高６ｍ以上の平屋建て

のもの 

消
火
困
難 

上記以外のもので 

・危政令第10条第２項の屋内貯蔵所 

・特定屋内貯蔵所 

・危政令第10条第２項の屋内貯蔵所及び特定

屋内貯蔵所以外で、指定数量の10倍以上 

（危規則第72条第１項の危険物〔火薬類〕を

除く。） 

・延べ面積150㎡を超えるもの 

・危政令第10条第３項の屋内貯蔵所 

上記以外のもので 

・危政令第10条第２項の屋

内貯蔵所 

・特定屋内貯蔵所 

・延べ面積150㎡を超えるも 

 の 

・危政令第10条第３項の屋

内貯蔵所 

そ
の
他 

上記以外のもの全て 上記以外のもの全て 

 

 

電気設備のある場所の面積

  ㎡
＝Ｃ本（少数点以下切上げ） 

100 
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⑵ 著しく消火困難となる屋内貯蔵所 

ア 第１種から第３種消火設備 

屋内貯蔵所の建築物その他の工作物及び危険物を包含するように消火設備

を設けること。 

イ 第４種消火設備 

可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそれがある建築物又は室には、

当該危険物の火災の消火に有効な位置に第４種消火設備を設けること。 

ウ 第５種消火設備 

（ア） 可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそれがある建築物又は室に

は、危険物の所要単位の数値に達する第５種消火設備を設けること（第４

類はＢ単位、第４類以外はＡ単位）。 

 

 

 

（イ） 電気設備のある場所の 100 ㎡ごとに、１個以上設けること。 

 

 

 

⑶ 消火困難となる屋内貯蔵所 

前１⑶の例によること。 

⑷ その他の屋内貯蔵所 

前１⑷の例によること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消火器の能力単位
＝Ａ本（少数点以下切上げ） 

電気設備のある場所の面積

  ㎡
＝Ｂ本（少数点以下切上げ） 

倍数の 10 分の１ 

100 
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３ 屋外タンク貯蔵所 

⑴ 設置区分 

区分 

規模等 

高引火点危険物及び第６類

危険物以外のもの 

高引火点

危険物 

第６類 

危険物 
固体の危険物 

著
し
く
消
火
困
難 

・液表面積が40㎡以上のもの 

・高さ６ｍ以上のもの 

・地中タンク又は海上タンク

に係るもの 

― ― 100 倍以上のもの 

消
火
困
難 

上記以外のもの全て ― ― 上記以外のもの全て 

そ
の
他 

― 全て 全て ― 

⑵ 著しく消火困難となる屋外タンク貯蔵所 

ア 第３種消火設備 

屋外タンク貯蔵所の建築物その他の工作物及び危険物を包含するように消

火設備を設けること。 

イ 第５種消火設備 

第４類の危険物を貯蔵し、又は取り扱う場合は、第５種消火設備を２個以

上設けること。 

⑶ 消火困難となる屋外タンク貯蔵所 

第４種及び第５種消火設備をそれぞれ１個以上設けること。ただし、第３種

の消火設備を設ける場合は、当該設備の放射能力範囲内については、第４種消

火設備を設けないことができる。 

⑷ その他の屋外タンク貯蔵所 

第５種消火設備の能力単位の数値が建築物その他の工作物及び危険物の所要

単位の数値に達するように設けること。ただし、第１種から第４種の消火設備

を設ける場合は、当該設備の放射能力範囲内について第５種消火設備を、その

能力単位の数値が当該所要単位の数値の５分の１以上になるように設けること

をもって足りる。 
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ア 屋外貯蔵タンクを建築物その他の工作物とみなして、当該タンク１基につ

き、第５種消火設備を１個以上設けること。 

イ 危険物の所要単位の数値に達するよう設けること（第４類はＢ単位、第４

類以外はＡ単位）。 

 

 

 

４ 屋内タンク貯蔵所 

⑴ 設置区分 

区

分 

規模等 

高引火点危険物及び第６類危険物以

外のもの 
高引火点危険物 第６類危険物 

著
し
く
消
火
困
難 

・液表面積が40㎡以上のもの 

・高さ６ｍ以上のもの 

・平屋建て以外の建築物に設けるも

ので引火点が40℃以上70℃未満の

危険物に係るもの（他の部分と開

口部のない耐火構造の床又は壁で

区画されたものを除く。） 

― ― 

消
火
困
難 

上記以外のもの全て ― ― 

そ
の
他 

― 全て 全て 

⑵ 著しく消火困難となる屋内タンク貯蔵所 

ア 第３種消火設備 

屋内タンク貯蔵所の建築物その他の工作物及び危険物を包含するように消

火設備を設けること。 

イ 第４種消火設備 

次のいずれかに該当する場合は、当該危険物の火災の消火に有効な位置に

第４種消火設備を設けること。 

（ア）  可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそれがある建築物又は室 

（イ） 作業工程上、消火設備の放射能力範囲に当該製造所等において貯蔵し、

又は取り扱う危険物の全部を包含することができない場合 

消火器の能力単位
＝Ａ本（少数点以下切上げ） 

倍数の 10 分の１ 
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ウ 第５種消火設備 

（ア） 次のいずれかに該当する場合は、危険物の所要単位の数値に達するよう

第５種消火設備を設けること（第４類はＢ単位、第４類以外はＡ単位）。 

あ 可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそれがある建築物又は室 

い 作業工程上、消火設備の放射能力範囲に当該製造所等において貯蔵し、 

又は取り扱う危険物の全部を包含することができない場合 

 

 

 

（イ） 第４類の危険物を貯蔵し、又は取り扱う場合は、第５種消火設備を２個

以上設けること。 

（ウ） 電気設備のある場所の 100㎡ごとに１個以上設けること。 

 

 

 

（エ） 第５種消火設備の必要個数は、（ア）又は（イ）により算出した数の大なる数に

（ウ）を加えた個数とする。 

⑶ 消火困難となる屋内タンク貯蔵所 

ア 前３⑶の例によること。 

イ 電気設備のある場所の 100㎡ごとに１個以上設けること。 

 

 

 

⑷ その他の屋内タンク貯蔵所 

前１⑷の例によること。 

 

 

 

 

 

 

消火器の能力単位
＝Ａ本（少数点以下切上げ） 

電気設備のある場所の面積

    ㎡
＝Ｂ本（少数点以下切上げ） 

電気設備のある場所の面積

  ㎡
＝Ａ本（少数点以下切上げ） 

倍数の 10 分の１ 

100 

100 
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５ 屋外貯蔵所 

⑴ 設置区分 

区分 規模等 

著
し
く
消
火
困
難 

高引火点危険物以外のもの 高引火点危険物 

・塊状の硫黄等の囲いの面積（２以上の囲いの場合は合

算）が100㎡以上のもの 

・危政令第16条第４項の屋外貯蔵所（第２類の引火性固

体（引火点が21℃未満のものに限る。）又は第４類の

第１石油類若しくはアルコール類を貯蔵し、又は取り

扱うもの）で指定数量の100倍以上のもの 

― 

消
火
困
難 

上記以外のもので 

・塊状の硫黄等の囲いの面積（２以上の囲いの場合は合

算）が５㎡以上 100㎡未満のもの 

・危政令第16条第４項の屋外貯蔵所（第２類の引火性固

体（引火点が21℃未満のものに限る。）又は第４類の

第１石油類若しくはアルコール類を貯蔵し、又は取り

扱うもの）で指定数量の倍数が10倍以上 100倍未満の

もの 

・上記以外のもので指定数量の 100倍以上のもの 

― 

そ
の
他 

上記以外のもの全て 全て 

⑵ 著しく消火困難となる屋外貯蔵所 

第１種から第３種消火設備 

屋外貯蔵所の建築物その他の工作物及び危険物を包含するように消火設備を

設けること。 

⑶ 消火困難となる屋外貯蔵所 

ア 第４種消火設備 

第４種消火設備の放射能力範囲が建築物その他の工作物及び危険物を包含

するように設けること。ただし、第１種から第３種の消火設備を設ける場合

は、当該設備の放射能力範囲内については、第４種消火設備を設けないこと

ができる。 

イ 第５種消火設備 

危険物の所要単位の数値の５分の１以上になるように設けること（第４類

はＢ単位、第４類以外はＡ単位）。 
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⑷ その他の屋外貯蔵所 

第５種消火設備の能力単位の数値が建築物その他の工作物及び危険物の所要

単位の数値に達するように設けること。ただし、第１種から第４種の消火設備

を設ける場合は、当該設備の放射能力範囲内について第５種消火設備を、その

能力単位の数値が当該所要単位の数値の５分の１以上になるように設けること

をもって足りること。 

ア 屋外貯蔵所の区画を建築物その他の工作物とみなして所要単位を算定する

こと。 

（能力単位はＡ単位） 

 

 

 

 

 

 

イ 危険物の所要単位の数値に達するよう設けること。 

 

 

 

６ 給油取扱所 

⑴ 設置区分 

区分 規模等 

著
し
く
消
火
困
難 

・一方開放型上階付き屋内給油取扱所 

・顧客に自ら給油等をさせる給油取扱所 

消火器の能力単位
×５分の１＝Ａ本（少数点以下切上げ） 

延べ面積

  ㎡
＝Ｘ（所要単位） 

Ｘ

消火器の能力単位
＝Ａ本（少数点以下切上げ） 

消火器の能力単位
＝Ｂ本（少数点以下切上げ） 

倍数の 10 分の１ 

100 

倍数の 10 分の１ 
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消
火
困
難 

・上記以外の屋内給油取扱所 

・メタノール又はエタノールを取り扱う給油取扱所 

そ
の
他 

上記以外のもの全て 

⑵ 著しく消火困難となる給油取扱所 

ア 第３種消火設備 

危険物（引火点40℃未満のもので、顧客が自ら取り扱うものに限る。）を

包含するように設けること。 

イ 第４種消火設備 

第４種消火設備の放射能力範囲が、建築物その他工作物及び危険物（第３ 

種消火設備に包含されるものを除く。）を包含するように設けること。 

なお、可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそれのある建築物又は

室には、別途設けなくても差し支えないこと。 

ウ 第５種消火設備 

（ア） 危険物の所要単位の数値の５分の１以上に達するように設けること。 

 

 

 

(ｲ) 電気設備のある場所の 100㎡ごとに１個以上設けること。 

なお、「電気設備のある場所の面積」とは、建築物（固定給油設備等が

あるキャノピーを含む。）の延べ面積をいい、屋外の設備については算定

しない。 

 

 

 

⑶ 消火困難となる給油取扱所 

ア 第４種消火設備 

第４種消火設備の放射能力範囲が、建築物その他の工作物及び危険物を包

含するように設けること。ただし、第３種の消火設備を設ける場合は、当該 

消火器の能力単位
×５分の１＝Ａ本（少数点以下切上げ） 

電気設備のある場所の面積

  ㎡
＝Ｂ本（少数点以下切上げ） 

倍数の 10 分の１ 

100 
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設備の放射能力範囲内については、第４種消火設備を設けないことができる。 

イ 第５種消火設備 

（ア） 危険物の所要単位の数値の５分の１以上に達するように設けること。 

 

 

 

（イ） 電気設備ある場所の 100㎡ごとに１個以上設けること。 

なお、「電気設備のある場所の面積」とは、建築物（固定給油設備等が

あるキャノピーを含む。）の延べ面積をいい、屋外の設備については算定

しない。ただし、建築物が一切ない場合は、電気設備用として１個設ける

こと。 

 

 

 

⑷ その他の給油取扱所 

第５種消火設備の能力単位の数値が建築物その他の工作物及び危険物の所要

単位の数値に達するように設けること。ただし、第３種又は第４種の消火設備

を設ける場合は、当該設備の放射能力範囲内について第５種消火設備を、その

能力単位の数値が当該所要単位の数値の５分の１以上になるように設けること

をもって足りること。 

ア 建築物その他工作物 

（ア） 建築物の外壁が耐火構造 

 

 

（イ） 建築物の外壁が耐火構造以外 

 

 

 

 

 

 

消火器の能力単位
×５分の１＝Ａ本（少数点以下切上げ） 

電気設備のある場所の面積

  ㎡
＝Ｂ本（少数点以下切上げ） 

延べ面積

  ㎡
＝Ｘ（所要単位） 

延べ面積

  ㎡
＝Ｙ（所要単位） 

Ｘ＋Ｙ

消火器の能力単位
＝Ａ本（少数点以下切上げ） 

100 

倍数の 10 分の１ 

100 

50 
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（ウ） 危険物の所要単位の数値に達するよう設けること。 

 

 

 

イ 電気設備のある場所の 100㎡ごとに１個以上設けること。 

なお、「電気設備のある場所の面積」とは、建築物（固定給油設備等があ 

るキャノピーを含む。）の延べ面積をいい、屋外の設備については算定しな 

い。ただし、建築物が一切ない場合は、電気設備用として１個設けること。 

 

 

 

 

７ 販売取扱所 

⑴ 設置区分 

区分 規模等 

消
火
困
難 

第２種販売取扱所 

そ
の
他 

第１種販売取扱所 

 

⑵ 消火困難となる販売取扱所 

前１⑶の例によること。 

⑶ その他の販売取扱所 

前１⑷の例によること。 

 

 

 

 

 

消火器の能力単位
＝Ｂ本（少数点以下切上げ） 

電気設備のある場所の面積

  ㎡
＝Ｃ本（少数点以下切上げ） 

倍数の 10 分の１ 

100 
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第５章 警報設備及び避難設備に関する審査基準 

 

第１ 警報設備の設置上の留意事項 

１ 危規則第38条第２項によるほか、自動火災報知設備の基準の細目は、次による

こと。【平成元年３月22日消防危第24号】 

⑴ 感知器等の設置は、消防法施行規則第23条第４項から第８項までの規定の例

によること。 

⑵ 前⑴に定めるもののほか、消防法施行規則第24条及び第24条の２の規定の例

によること。 

２ 危規則第37条第２号に規定する「消防機関に報知ができる電話」は、危険物施

設内でなくても同一敷地のうち、速やかに通報ができる位置にあることでよいも

のであること。 

３ 危規則第37条第３号から第５号までに規定する「非常ベル装置、拡声装置、警

鐘」は、消防法施行令第24条第４項及び消防法施行規則第25条の２第２項の基準

の例により設けること。 

４ 危規則第25条の７に規定する「屋内給油取扱所で発生した火災を建築物の屋内

給油取扱所の用に供する部分以外の部分に自動的に、かつ、有効に報知できる自

動火災報知設備その他の設備」は、給油取扱所に設けられた自動火災報知設備の

感知器等と連動して作動する地区音響装置を給油取扱所以外の用途部分に次の例

により設けること。【平成元年５月10日消防危第44号】 

⑴ 給油取扱所以外の部分に自動火災報知設備が設置されていない場合は、給油

取扱所の用に供する部分以外に地区音響装置を設けること。 

 

      

 

 

図１  図２  



5－2 

 

⑵ 給油取扱所以外の部分に自動火災報知設備が設置されている場合は、建築物

の屋内給油取扱所の用に供する部分以外に設置されている受信機と接続し、地

区音響装置を兼用することができる。  

なお、屋内給油取扱所の用に供する部分以外の受信機と兼用し、屋内給油取

扱所に受信機を設けないこととすることはできない。  

     

 

 

第２ 避難設備の設置上の留意事項 

誘導灯の基準は、次によること。【平成元年３月３日消防危第15号】 

１ 避難口及び避難口に通ずる出入口の誘導灯は、屋内の各部分から容易に見通せ

るものであること。 

２ 誘導灯は、Ａ級、Ｂ級又はＣ級のものとすること。 

３ 非常電源は、20分作動できる容量以上のものであること。 
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第６章 申請に対する標準処理期間の基準 

 

第１ 標準処理期間 

申請に基づき許認可等を行うために要する事務処理期間は、申請に係る施設の

規模、申請内容等により必ずしも一定ではないが、標準処理期間としておおむね

第２に示すとおりとする。 

 

第２ 申請に対する標準処理期間 

   申請に対する標準処理期間は、次のとおりとする。 

 
申請区分 

標準処理

期間（日） 
期間起算日 期間終了日 

１ 仮貯蔵・仮取扱承認申請 ５ 申請日の翌日 承認書交付日 

２ 設置許可申請 21 申請日の翌日 許可証交付日 

３ 変更許可申請 14 申請日の翌日 許可証交付日 

４ 完成検査申請 ５ 検査完了日の翌日 検査済証交付日 

５ 仮使用承認申請 14 申請日の翌日 承認書交付日 

６ 完成検査前検査申請 ５ 検査完了日の翌日 
タンク検査済証 

交付日 

７ 
予防規程制定・変更認可申

請 
15 申請日の翌日 認可書交付日 

８ 漏れの点検期間延長申請 ５ 申請日の翌日 承認書交付日 

９ 許可証等再交付申請 ５ 申請日の翌日 許可証等再交付日 

10 完成検査済証再交付申請 ５ 申請日の翌日 検査済証再交付日 

11 危険物基準の特例適用申請 ５ 申請日の翌日 承認書交付日 

備考 

１ 標準処理期間の算定日数には、次の日及び期間を含まない。 

   ⑴ 土曜、日曜、祝日及び年末年始等の閉庁日 

   ⑵ 危険物保安技術協会（ＫＨＫ）へ審査委託等を行う申請等については、そ 

の審査委託期間（委託書類等の送付日から審査結果等の到着日まで） 

 ⑶ 申請者又は申請代理者による書類の補正に要する期間 
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２ 申請日とは、申請等を受領した日（受付印に記された受付日）をいう。 

３ 交付日とは、許認可書等については、許認可年月日を示し、検査済証、通知

書については、証書が申請者に交付できる状態になった日を示す。 

４ 不許可等により、許可証等が交付できないときは、通知日を期間終了日とす

る。 



別記１ 換気設備等 

１ 換気設備 

製造所等に設ける換気設備には、自然換気設備（給気口と排気口により構成され

るもの）、強制換気設備（給気口と回転式又は固定式ベンチレーターにより構成さ

れるもの等）又は自動強制換気設備（給気口と自動強制排風機により構成されるも

の等）がある。 

⑴ 換気は、室内の空気を有効に置換するとともに、室温を上昇させないためのも

のであること。 

 

   

        

        

 



⑵ 壁体、床又は天井を耐火構造としなければならない部分に換気口を設ける場合、  

又は換気ダクトを貫通させる場合には、当該部分に温度ヒューズ付の防火ダンパー

を設けること。 

なお、温度ヒューズは、70℃から80℃で溶解するものを標準として使用するこ

と。 

          

⑶ 換気設備の設置方法 

 

製造所等 危政令 種類 換気口の位置 

製造所 

一般取扱所 

危政令第９条第１項第10号、危

政令第９条第２項 

自然、強制若し

く は 自 動 強 制

換気  

換 気 が 十 分 に

できる位置  

屋内貯蔵所 

（屋内タンク貯蔵所、簡易タ

ンク貯蔵所の専用室で、準用

する場合を含む。） 

危政令第10条第１項第12号、危

政令第10条第２項、第３項、第

４項、第５項、第６項 

屋外タンク貯蔵所のポン

プ室 

（屋内タンク貯蔵所、地下タ

ンク貯蔵所のポンプ室で、準

用する場合を含む。） 

危政令第 11条第１項第 10号の

２リ 

給油取扱所のポンプ室等 危政令第17条第１項第20号ロ、

危政令第17条第２項 

 

 



２ 排出設備 

排出設備には、強制排出設備（回転式ベンチレーター、排出ダクト、フード等に

より構成されるもの）又は自動強制排出設備（自動強制排風機、排出ダクト、フー

ド等により構成されるもの）がある。  

⑴ 強制排出設備又は自動強制排出設備により、室内の空気を有効に置換すること

ができ、かつ、室温が上昇するおそれのない場合には、換気設備を併設する必要

がないこと。 

⑵ 壁体、床又は天井を耐火構造としなければならない部分に排出口を設ける場合、 

又は排出ダクトを貫通させる場合には、当該部分に温度ヒューズ付の防火ダンパー

を設けること。 

なお、温度ヒューズは、70℃から80℃で溶解するものを標準として使用するこ

と。 

⑶ 自動強制排出設備の能力は、１時間当たり５回以上とすること。 

⑷ 可燃性蒸気又は可燃性微粉が滞留する場所が一部に限定される場合は、その部

分に排出設備を設ければよいこと。 

⑸ 強制排出設備及び自動強制排出設備の排出ダクトは専用とし、その材質は不燃

材料とすること。 

⑹ 危政令第17条第１項第20号ハに規定するポンプ室等に設ける「蒸気を屋外に排

出する設備」は、ポンプ設備に通電中、これに連動して作動する自動強制排出設

備とするとともに、その先端は、建築物の開口部、敷地境界線及び電気機械器具

から 1.5ｍ以上離れた敷地内とすること。 

⑺ 危険物を大気にさらす状態で貯蔵し、又は取り扱う場合は、設備ごとに当該設 

備から放出される可燃性蒸気又は可燃性微粉を有効に排出できるものとすること。 

       



⑻ ためますを設置した場合は、排出ダクトの下端をためますの上部で、かつ、床

面からおおむね 0.1ｍ以上の間隔を保つように設けること。  

    

 

⑼ 自動強制排出設備は、可燃性蒸気又は可燃性微粉を有効に排出できるものとす

ること。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



⑽ 排出設備の設置方法 

製造所等 危政令 種類 排出口の位置 

製造所 

一般取扱所 

危政令第９条第１項第 11号

（引火点40℃未満の危険物

又は、引火点40℃以上の危険

物を引火点以上で貯蔵し、又

は取り扱う場合） 

自動強制排出設備  軒高以上、かつ、地

上高４ｍ以上  

（軒高が４ｍを超え

る場合は、地上高４

ｍ以上）  

屋内貯蔵所 

（屋内タンク貯蔵所、簡易タ

ンク貯蔵所の専用室で、準用

する場合を含む。） 

危政令第10条第１項第12号、

危政令第10条第２項、第３項

第４項 

（引火点70℃未満の危険物を貯

蔵し、又は取り扱う場合） 

強制排出設備又は

自動強制排出設備  

地上高４ｍ以上  

（平屋建ては屋根上）  

危政令第10条第３項 

（引火点40℃未満の危険物を貯

蔵し、又は取り扱う場合） 

自動強制排出設備  地上高４ｍ以上   

（平屋建ては屋根上）  

屋外タンク貯蔵所のポン

プ室 

（屋内タンク貯蔵所、地下タ

ンク貯蔵所のポンプ室で、準

用する場合を含む。） 

危政令第11条第１項第10号

の２ヌ 

（引火点40℃未満の危険物を貯

蔵し、又は取り扱う場合） 

自動強制排出設備  地上高４ｍ以上   

（平屋建ては屋根上）  

給油取扱所のポンプ室等 危政令第17条第１項第20号

ハ、危政令第17条第２項 

（引火点40℃未満の危険物を貯

蔵し、又は取り扱う場合） 

自動強制排出設備  前(6)による。 

販売取扱所（配合室） 危政令第18条第１項９号ヘ、

危政令第18条第２項 

（引火点40℃未満の危険物を貯

蔵し、又は取り扱う場合） 

自動強制排出設備  地上高４ｍ以上  

（平屋建ては屋根上） 

 

 

 

 



別記２ 電気設備 

電気設備は、危政令第９条第１項第17号の規定により「電気設備に関する技術基準

を定める省令」（平成９年通商産業省令第52号）によるほか、次の基準によるものと

する。 

１ 防爆構造の適用範囲 

⑴ 引火点が40℃未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う場合 

⑵ 引火点が40℃以上の危険物であっても、その可燃性液体を当該引火点以上の状

態で貯蔵し、又は取り扱う場合 

⑶ 可燃性微粉（危険物、非危険物を問わない。）が滞留するおそれのある場合 

２ 危険場所の分類 

⑴ 特別危険箇所 

特別危険箇所とは、連続し、長時間にわたり、又は頻繁に、ガス又は蒸気が爆

発の危険のある濃度に達するおそれのある場所をいう。特別危険箇所となりやす

い場所を例示すれば次のとおりである。 

ア 引火性液体の容器又はタンク内の液面上部の空間部などのように、通常、爆

発性ガスの濃度が連続して爆発下限界以上となる場所 

イ 可燃性ガスの容器、タンクなどの内部 

ウ 開放された容器における引火性液体の液面付近又はこれに準じる場所 

⑵ 第１類危険箇所 

第１類危険箇所とは、通常の状態において特別危険箇所及び第２類危険箇所に

該当しない場所をいう。第１類危険箇所となりやすい場所を例示すれば次のとお

りである。 

ア ドラム缶などの容器に引火性液体を充填
じゅうてん

している場合の開口部付近 

イ 移動タンク貯蔵所のタンクに引火性液体を充填
じゅうてん

している場合の注入口付近 

⑶ 第２類危険箇所 

第２類危険箇所とは、通常の状態において、ガス又は蒸気が爆発の危険にある

濃度に達するおそれが少なく、又は達している時間が短い場所をいう。第２類危

険箇所となりやすい場所を例示すれば次のとおりである。 

ア 可燃性ガス又は引火性液体の容器類が腐食劣化などにより破損して、それら

が漏出するおそれがある場所 

イ 強制排出設備及び自動強制排出設備の故障により、爆発性ガスが停滞して危

険雰囲気を生成するおそれのある場所 



３ 危険場所の範囲 

⑴ 屋内の危険場所 

ア 屋内の危険場所の例は、次によること。 

 （ア） 引火性危険物（前１⑴及び⑵に掲げる危険物をいう。以下同じ。）を建築

物（当該危険物が壁及び天井又は屋根によって区画されている場合は、当該

区画された部分とする。以下同じ。）内において取り扱う場合は、原則とし

て当該建築物の全域を危険場所とすること。 

（イ） 引火性危険物を取り扱う開放設備で、移動して使用するものについては、

移動範囲内に当該開放設備があるものとみなすものであること。 

（ウ） 貯蔵タンク、取扱いタンク、容器、継手（溶接継手を除く。）を有する配

管等その他密閉された設備を用いて引火性危険物を貯蔵し、又は取り扱う建

築物の全域を危険場所とすること。 

イ 危険場所の範囲の例 

（ア） 引火性危険物を大気にさらす状態で取り扱う設備については、当該設備か

ら蒸気が放出される開口面の直径（開口面が円形以外のものである場合は、

当該開口面の長径）に相当する幅（その幅が 0.9ｍ未満の場合は、 0.9ｍと

する。）以上で包含し、その覆われた水平投影面で床まで達する範囲を第１

類危険箇所、その他の部分を第２類危険箇所として扱うこと。 

 

 

 

 

  

 

 

第１類危険箇所 

第２類危険箇所 

0.9ｍ  



（イ） 注入口を有する容器等に詰替えをするものについては、 0.9ｍ以上の幅で

それぞれ開口面及び注入口を包含し、その覆われた水平投影面で床まで達す

る範囲を第１類危険箇所、その他の部分を第２類危険箇所として扱うこと。 

 

    

 

（ウ） ポンプ室は、室内の全てを第２類危険箇所として扱うこと。 

（エ） 屋内貯蔵所は、次の図の例によること。 

 

    

 

（オ） 屋内タンク貯蔵所のタンク専用室は、前（エ）の例によること。 

（カ） 給油取扱所の油庫は、第２類危険箇所として扱うこと。 

（キ） 給油取扱所の整備室は、次の図の例によること（２面が開放されているも

のを除く。）。 

 

 

 

 

 

容器 

 0.9ｍ  



  

（ク） 販売取扱所の配合室は、室内の部分を第２類危険箇所とすること。 

（ケ） 貯蔵タンク、取扱いタンク、容器、継手（溶接継手を除く。）を有する配

管等その他密閉された設備を用いて引火性危険物を貯蔵し、又は取り扱う建

築物内は第２類危険箇所として扱うこと。 

（コ） 屋外と同程度の換気が行われる上屋を有するローリー積場及び容器充填
じゅうてん

所

等の施設については、次の図の例によること。 

 

    

 

⑵ 屋外の危険場所 

ア 屋外の危険場所の例は、次によること。 

（ア） 移動性のある設備は、前⑴ア（イ）の例によるものであること。 

   （イ） 貯蔵タンク、取扱いタンク、容器、継手（溶接継手を除く。）を有する配

管等その他密閉された設備を用いて引火性危険物を貯蔵し、又は取り扱う場

合の当該設備に接する場所 

イ 危険場所の範囲の例 

（ア） 屋外タンク貯蔵所は、次の図の例によること。 

 

 

第２類危険箇所  



 

 

   

（イ） 地下貯蔵タンクのマンホール内は第２類危険箇所として扱うこと。 

（ウ） 通気管は、次の図の例によること。 

     

 

（エ） 貯蔵タンクの遠方注入ロは、次の図の例によること。 

        

 

（オ） 移動タンク貯蔵所の防護枠内は、第２類危険箇所として扱うこと。 

（カ） 簡易貯蔵タンクは、（キ）いの例に準じること。 

（キ） 給油取扱所は、次の例によること。【平成13年３月30日消防危第43号・平成

第２類危険箇所 

第２類危険箇所  

第２類危険箇所  



24年３月16日消防危第77号】 

あ 固定給油設備等の周辺における管理区域について 

ベーパーバリアの高さより上方の固定給油設備等周辺 600㎜の範囲は、

安全を確保するための措置を講ずる必要がある区域（以下「管理区域」と

いう。）とする。 

     （あ） 管理区域と固定給油設備等内部の可燃性蒸気滞留範囲との境界に用い 

      る外装材は、開口部のないものとすること。ただし、構造上等でやむを      

得ず開口部が存する場合には、次のａからｄまでに掲げる措置を講ずる

ことにより、開口部のない外装材と同等の扱いとすることができる。 

 ａ 隙部には、パッキンなどのシール部材により隙をふさぐ処置を施す

こと。 

ｂ パッキン等のシール部材による処理を施さない場合には、隙寸法が

３mmを超えないものとすること。 

ｃ 水抜き穴等が存する場合には、直径３mm 以下の円形とすること。 

ｄ その他パネル等は、くぼみ等を作らない構造とすること。  

 （い） 管理区域に設置する設備は、次のａからｄまでに掲げる措置を講ずる

こと。 

ａ 管理区域に配管、ホース機器等が存する場合、危険物の漏れがない

構造であること（ねじ込み接続、溶接構造等）。  

ｂ 給油ホースは、著しい引張力が加わったときに安全に分離するとと

もに、分離した部分からの危険物の漏えいを防止することができる構

造のものとすること。 

ｃ 管理区域には、給油作業に係る機器以外は設置しないこと。 

ｄ 裸火等の存する可能性がある機器及び高電圧機器等は設置しないこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 



い 固定給油設備（可燃性蒸気流入防止構造以外） 

 

 

う 固定給油設備（可燃性蒸気流入防止構造） 

 

 

え 固定給油設備（可燃性蒸気流入防止構造） 

 

 

 

 

 

 

６  

６  

（第２類危険箇所） 

（第２類危険箇所） 

可燃性蒸気滞留範囲（第２類危険箇所） 



お 固定給油設備（可燃性蒸気流入防止構造） 

 

 

か 固定給油設備（可燃性蒸気流入防止構造） 

 

 

き 懸垂式固定給油設備（ホース機器が可動式の場合） 

      

 

 

 

 

６  

６  

（第２類危険箇所） 

（第２類危険箇所） 

可燃性蒸気滞留範囲（第２類危険箇所） 



く 混合燃料調合器 

           

 

(ｸ) 貯蔵タンク、取扱いタンク、容器、継手（溶接継手を除く。）を有する配

管等その他密閉された設備を用いて引火性危険物を貯蔵し、又は取り扱う場 

合の当該設備に接して設置する電気機器は、第２類危険箇所として扱うこと。 

４ 使用する電気設備 

危険場所の分類に応じ、次に定める構造の電気機器を用いること。 

⑴ 特別危険箇所には、本質安全防爆構造、樹脂充填
じゅうてん

防爆構造又はこれらと同等以

上の防爆性能を有する特殊防爆構造のものを使用すること。 

⑵ 第１類危険箇所には、耐圧防爆構造、内圧防爆構造、安全増防爆構造、油入防

爆構造、本質安全防爆構造、樹脂充填
じゅうてん

防爆構造又はこれらと同等以上の防爆性能

を有する特殊防爆構造のものを使用すること。 

⑶ 第２類危険箇所には、耐圧防爆構造、内圧防爆構造、安全増防爆構造、油入防

爆構造、本質安全防爆構造、樹脂充填
じゅうてん

防爆構造、非点火防爆構造又は特殊防爆構

造のものを使用すること。 

５ 配線工事 

引火性危険物を貯蔵し、又は取り扱う場所の配線工事は、電気設備の技術基準の

解釈（平成25年20130215商局第４号）第 176条「可燃性ガス等の存在する場所の施

設」、引火性危険物以外の危険物を貯蔵し、又は取り扱う場所は、第 177条「危険

物等の存在する場所の施設」によること。 

 

可燃性蒸気滞留範囲（第２類危険箇所） 



別記３ 強化プラスチック製配管 

危険物を取り扱う配管及び通気管には、金属製以外のものとして強化プラスチック

製配管を次により使用することができるものであること。【平成10年３月11日消防危

第23号・平成21年８月４日消防危第 144号】 

１ 設置場所 

強化プラスチック製配管は、火災等による熱により悪影響を受けるおそれのない 

よう地下に直接埋設すること。ただし、蓋を鋼製、コンクリート製等とした地下ピッ 

トに設置することができる。 

２ 取り扱うことができる危険物 

指定なし。 

３ 配管・継手 

⑴ 強化プラスチック製配管に係る管及び継ぎ手は、JISK7013「繊維強化プラスチッ 

ク管」附属書２「石油製品搬送用繊維強化プラスチック管」及びJISK7014「繊維

強化プラスチック管継手」附属書２「石油製品搬送用繊維強化プラスチック管継

手」に定める基準に適合するもので、使用圧力、取り扱う危険物の種類等の使用

条件に適合していること。 

⑵ 強化プラスチック製配管は、呼び径 100Ａ以下のものであること。 

４ 接続方法 

⑴ 強化プラスチック製配管相互の接続は、JISK7014「繊維強化プラスチック管継

手」附属書３「繊維強化プラスチック管継手の接合」に規定する突き合せ接合、

重ね合せ接合又はフランジ継手による接合とすること。 

⑵ 強化プラスチック製配管と金属製配管との接合は、⑶のフランジ継手による接

合とすること。 

⑶ 突き合せ接合又は重ね合せ接合は、危政令第９条第１項第21号ホ及び危規則第

20条第３項第２号に規定する「溶接その他危険物の漏えいのおそれがないと認め

られる方法により接合されたもの」に該当する。 

なお、フランジ継手による接合は、当該事項に該当しないものであり、接合部

分からの危険物の漏えいを点検するため、地下ピット内に設置する必要がある。 

⑷ 地上に露出した金属製配管と地下の強化プラスチック製配管を接続する場合に

は、次のいずれかの方法によること。 

ア 金属製配管について、地盤面から65cm以上の根入れ（管長をいう。）をとり、 

地下ピット内で強化プラスチック製配管に接続すること。 



 

   

 

イ 金属製配管について、耐火板により地上部と区画した地下ピット内において

耐火板から 120mm以上離した位置で強化プラスチック製配管に接続すること。 

なお、施工に当たっては次の点に留意すること。 

（ア） 地上部と地下ピットを区画する耐火板は、次表に掲げるもの又はこれらと

同等以上の性能を有するものとすること。 

（イ） 耐火板の金属製配管貫通部の隙間を金属パテ等で埋めること。 

（ウ） 耐火板は、火災発生時の消火作業による急激な温度変化により損傷するこ

とを防止するため、鋼製の板等によりカバーを設けること。 

 

    

 

 

 

 

 

※地下配管の防食措置が必要な配管  

Ｌ１+Ｌ２：根入れ（管長） 

強化プラスチック配管 



    

 

⑸ 強化プラスチック製配管と他の機器との接続部分において、強化プラスチック 

製配管の曲げ可撓
か と う

性が地盤変位等に対して十分な変位追従性を有さない場合には、

金属製可撓
か と う

管を設置し接続すること。 

⑹ 強化プラスチック製配管に附属するバルブ、ストレーナー等の重量物は、直接

強化プラスチック製配管が支えない構造であること。 

⑺ 強化プラスチック製配管の接合は、適切な技能を有する者により施工されるか、 

又は適切な技能を有する者の管理の下において施工されるものであること。 

５ 埋設方法 

⑴ 強化プラスチック製配管の埋設深さ（地盤面から配管の上面までの深さをいう。）

は、次のいずれかによること。 

ア 地盤面を無舗装、砕石敷き又はアスファルト舗装とする場合、60cm以上の埋

設深さとすること。 

イ 地盤面を厚さ15cm以上の鉄筋コンクリート舗装とする場合、30cm以上の埋設

深さとすること。 

         

単位：㎝以上  



         

 

  

 

⑵ 強化プラスチック製配管の埋設の施工は次によること。 

ア 掘削面に厚さ15cm以上の山砂又は６号砕石等（単粒度砕石６号又は３～20mm

の砕石（砂利を含む。）をいう。以下同じ。）を敷き詰め、十分な支持力を有

するよう小型ビブロプレート、タンパー等により均一に締め固めを行うこと。 

イ 強化プラスチック製配管を並行して設置する際には、相互に10cm以上の間隔

を確保すること。 

ウ 強化プラスチック製配管を埋設する際には、応力の集中等を避けるため、以

下の点に留意すること。 

（ア） 枕木等の支持材を用いないこと。 

（イ） 芯出しに用いた仮設材は、埋め戻し前に撤去すること。 

（ウ） 配管がコンクリート構造物と接触するおそれのある部分は、強化プラスチッ

ク製配管にゴム等の緩衝材を巻いて保護すること。 

エ 強化プラスチック製配管の上面より５cm以上の厚さを有し、かつ、舗装等の

構造の下面に至るまで山砂又は６号砕石等を用い埋め戻した後、小型ビブロプ

レート、タンパー等により締め固めを行うこと。 

 



別記４ 容量 500ｋＬ未満の屋外貯蔵タンクの耐震及び耐風圧構造計算例  

地震動による慣性力及び風圧力に対するタンク本体の安全性の検討は、転倒と滑動

の可能性について行う。 

１ 計算例 

⑴ タンク構造 

ア タンク容量        ：460ｋＬ 

イ タンクの内径［Ｄ］    ： 7.9ｍ 

ウ タンク高さ［Ｈ］    ：10.27ｍ 

エ 屋根高さ［Ｈ１］    ： 0.43ｍ 

オ 地盤面からのタンク高さ［Ｈ２］ ：10.77ｍ 

カ 液面高さ［ｈ］     ：  9.4ｍ 

キ 底板、側板の板厚     ：   ６㎜ 

ク 屋根板の厚さ    ：  4.5㎜ 

ケ 鋼板の比重    ：   7.85 

⑵ 計算条件 

ア 貯蔵する危険物     ：重油（比重0.93） 

イ 設計水平震度［Ｋh ］    ：0.3（0.48を指導） 

ウ 設計鉛直震度［ＫＶ ］    ：0.15（0.24を指導） 

エ 風力係数［ｋ］        ：0.7 

オ タンク底板と基礎上面との間の摩擦係数［μ］ ：0.5（0.65まで可） 

カ 風荷重：危告示第４条の19第１項により算出したもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＧＬ 

Ｄ 
ｈ 

Ｈ Ｈ２ 

Ｈ１ 



⑶ 自重の計算 

タンク自重をＷＴ、危険物の重量をＷＬとする。 

ＷＴ＝底板＋側板＋屋根板＋屋根骨＋付属品＝160.7ｋＮ 

ＷＬ＝（460,000×0.93）[㎏]×9.8[m／s２ ]≒4192.4ｋＮ  重力加速度：9.8m／s２ 

⑷ 転倒の検討 

ア 地震時（満液時） 

転倒モーメント＝（ＷＴ×Ｋh×
Ｈ＋Ｈ１

２
 ）＋（ＷＬ×Ｋh×

ｈ

２
 ） 

＝（160.7×0.3×
         

２
 ）＋（4192.4×0.3×

   

２
 ） 

≒6169.2ｋＮ･ｍ 

 

    抵抗モーメント＝（ＷＴ＋ＷＬ）×（１－ＫＶ）×
Ｄ

２
 

＝（160.7＋4192.4）×（１－0.15）×
   

２
 

≒14615.5ｋＮ･ｍ 

 

抵抗モーメント>転倒モーメントとなるので転倒しないものと考えられる。 

 

イ 風圧時（空液時） 

 

ＰＷ＝（風荷重）×（タンクの垂直断面積） 

  ＝（0.588×ｋ√Ｈ２  ）×（タンクの垂直断面積） 

  ＝（0.588×0.7×√     ）×（7.9×10.27＋
        

２
 ） 

  ≒111.9[ｋＮ] 

 

 

 

 

10.27＋0.43 9.4 

7.9 

10.77 

7.9×0.43 



転倒モーメント＝ＰＷ×
Ｈ＋Ｈ１

２
 

       ＝111.9×
        

２
 

      ≒598.7[ｋＮ･ｍ] 

 

抵抗モーメント＝ＷＴ×
Ｄ

２
 

＝160.7×
    

２
 

       ≒634.8[ｋＮ･ｍ] 

 

抵抗モーメント＞転倒モーメントとなるので転倒しないものと考えられる。 

 

⑸ 滑動の検討 

ア 地震時 

μ（１－ＫＶ）＝0.5×（１－0.15） 

       ＝0.425 

Ｋh＝0.3 

μ（１－ＫＶ）＞Ｋhとなるので空液時及び満液時とも滑動しないものと考え 

られる。 

イ 風圧時（空液時） 

滑動力＝ＰＷ 

  ＝111.9[ｋＮ] 

抵抗力＝ＷＴ×μ 

  ＝160.7×0.5 

＝80.4[ｋＮ] 

 

抵抗力<滑動力となるので、このタンクは強風が予想されるときに空液とし 

てはならない。 

この場合、払い出しノズルで払い出しのできない危険物（デッドストック） 

の量を滑動に対する抵抗力に算入できる。 

10.27＋0.43 

7.9 



別記５ 防油堤の構造等に関する運用基準【昭和52年11月14日消防危第 162号】 

屋外タンク貯蔵所に設ける鉄筋コンクリート、盛土等による防油堤の構造は、次の

基準によるものとする。 

なお、既設防油堤の補強、かさ上げ等においても同様とする。  

１ 荷重 

防油堤は、次に示す荷重に対し安定で、かつ、荷重によって生ずる応力に対して

安全なものであること。 

⑴ 自重の算出には、次の表に示す単位重量を用いること。  

 

 

⑵ 土圧 

土圧は、クーロンの式により算出するものとすること。  

⑶ 液圧 

ア 液圧は、次式により算出するものとすること。  

Ｐｈ＝Ｗｏ・ｈ 

Ｐｈ：液面より深さｈ（ｍ）のところの液圧（ｋＮ／㎡） 

Ｗｏ：液の単位体積重量（ｋＮ／㎥） 

ｈ：液面よりの深さ（ｍ） 

イ 液重量及び液圧は、液の単位体積重量を  9.8ｋＮ／㎥として算出するものと

すること。ただし、液の比重量が  9.8ｋＮ／㎥以上の場合は、当該液の比重量

によるものとすること。 

⑷ 地震の影響 

ア 地震の影響は、次の（ア）から（ウ）を考慮するものとすること。  

（ア） 地震時慣性力 

（イ） 地震時土圧 

（ウ） 地震時動液圧 

イ 地震の影響を考慮するのに当たっての設計水平震度は、次式により算出する

※この値は平均的なものであるから、現地の実情に応じて増減することができる。  



ものとすること。 

Ｋh＝0.15α・ν１・ν２  

  Ｋh：設計水平震度  

 ν１：地盤別補正係数で危告示第４条の20第２項表イの中欄に掲げる地域

区分に応じ、同表の下欄に掲げる値とする。  

 ν２：地盤別補正係数で、下表の左欄に掲げる防油堤が設置される地盤の  

区分に応じ、同表の右欄に掲げる値とする。  

α：補正係数で 1.0とすること。ただし、防油堤内に液が存する場合は 0.5

とする。 

ウ 地震時動液圧は、地表面以上に作用するものとし、次式により算出するもの

とすること。 

Ｐ＝
７

12
 Ｋh・Ｗｏ・ｈ２ 

ｈｇ＝
２

５
 ｈ 

 Ｐ：防油堤単位長さ当たりの防油堤に加わる全動液圧（ｋＮ／ｍ）  

 Ｗｏ：液の単位体積当たりの重量（ｋＮ／㎥） 

 ｈ：液面よりの深さ（液面から地表面までとする。）（ｍ）  

 ｈｇ：全動液圧の合力作用点の地表面からの高さ（ｍ）  

      

 

 

エ 照査荷重 



照査荷重は、20ｋＮ／㎡の等分布荷重とし、防油堤の高さに応じ地表面から

防油堤の天端までの間に、地表面と平行に載荷するものとすること。ただし、

防油堤の高さが３ｍを超えるときは、地表面から３ｍの高さまで載荷すればよ

いものとする。 

オ 温度変化の影響  

温度変化の影響を考慮する場合、線膨張係数は、次の値を使用するものとす

ること。 

鋼構造の鋼材：12×10－６／℃ 

コンクリート構造のコンクリート、鉄筋：10×10－６／℃ 

２ 材料 

⑴ セメント 

セメントは、JISR5210「ポルトランドセメント」及びこれと同等以上の品質を

有するものであること。 

⑵ 水 

水は、油、酸、塩類、有機物等コンクリートの品質に悪影響を与える有害物を

含んでいないこと。  

また、海水は用いないこと。  

⑶ 骨材 

骨材の最大寸法は、25㎜を標準とし、清浄、強硬、かつ、耐久的で適当な粒度

を有し、コンクリートの品質に悪影響を与える有害物を含んでいないこと。  

⑷ 鉄筋 

鉄筋は、JISG3112「鉄筋コンクリート用棒鋼」に適合するものであること。  

⑸ 鋼材 

鋼材はJISG3101「一般構造用圧延鋼材」及びJISG3106「溶接構造用圧延鋼材」

に、鋼矢板はJISA5528「熱間圧延鋼矢板」に適合するものであること。 

⑹ ＰＣ鋼材 

ＰＣ鋼線及びＰＣ鋼より線はJISG3536「ＰＣ鋼線及びＰＣ鋼より線」に、ＰＣ

鋼棒はJISG3109「ＰＣ鋼棒」に適合するものであること。 

３ 許容応力度 

部材は、コンクリート、鋼材の作用応力度がそれぞれの許容応力等以下になるよ

うにすること。 

⑴ コンクリートの許容応力度  



ア コンクリートの設計基準強度及び許容応力度は、次の表によること。  

       

イ 許容支圧応力度は、 0.3σｃｋ以下とすること。ただし、支圧部分に補強筋

を入れる場合は、0.45σｃｋ以下とすることができる。 

ウ プレストレストコンクリートの許容引張応力度は、 1.5Ｎ／㎟以下とするこ

と。ただし、地震時及び照査荷重作用時に対しては、３Ｎ／㎟まで割り増すこ

とができる。 

⑵ 鉄筋の許容引張り応力度  

鉄筋の許容引張応力度は、次の表によること。 

      

⑶ 鋼材の許容応力度  

鋼材の許容応力度及び鋼矢板の許容応力度は、次の２表によるものであること。  

 

 

 



 

⑷ ＰＣ鋼材の許容引張応力度  

プレストレストコンクリート部材内のＰＣ鋼材の許容引張応力度は、設計荷重

作用時において 0.6σｐｕ又は0.75σｐｙのうち、いずれか小さい値以下とする

こと。 

σｐｕ：ＰＣ鋼材の引張強度  

σｐｙ：ＰＣ鋼材の降伏点応力度  

降伏点応力度は、残留ひずみ  0.2％の応力度とする。  

⑸ 許容応力度の割増係数 

前⑴ア及びイ並びに⑵及び⑶の許容応力度は、満液時におけるものとし、地震

時及び照査荷重時の許容応力度は、割増係数  1.5を乗じることができるものとす

ること。 

４ 地盤 

⑴ 調査 

土質条件の決定は、ボーリング、土質試験等の結果に基づいて行うものとする

こと。 

なお、既往のデータがある場合は、これによることもできるものとすること。  

⑵ 地盤の支持力 

地盤の支持力は、次式により算出するものとすること。  

ｑｄ＝α・ｃ・Ｎｃ＋β・γ１・Ｂ・Ｎγ＋γ２・Ｄｆ・Ｎｑ  

ｑｄ：支持力（ｋＮ／㎡） 

α、β：形状係数で、α＝ 1.0、β＝ 0.5とすること。  

γ１：基礎底面下にある地盤の単位体積重量（ｋＮ／㎥） 

（地下水位下にある場合は、水中単位体積重量をとる。）  

γ２：基礎底面より上方にある地盤の単位体積重量（ｋＮ／㎥） 

（地下水位下にある部分については、水中単位体積重量をとる。）  

ｃ：基礎底面下にある地盤の粘着力（ｋＮ／㎡） 

Ｎｃ、Ｎγ、Ｎｑ：支持力係数で、次の表によるものとすること。  

Ｄｆ：基礎の根入れ深さ（ｍ）  



Ｂ：基礎幅（ｍ） 

               

     

 

５ 鉄筋コンクリートによる防油堤  

⑴ 荷重の組合せ 

防油堤は、次の表の荷重の組合せに対し安定で、かつ、十分な強度を有するも

のとすること。 

     

 

 

 

 

 

Ｎｃ  Ｎγ  Ｎｑ  



⑵ 安定に関する安全率 

防油堤は、支持力・滑動・転倒の安定に対し、それぞれ次の表の安全率を有す

るものとすること。  

   

鉄筋コンクリート造防油堤の安定計算において、転倒に対する抵抗モーメント

及び滑動に対する水平抵抗力は、次の項目を考慮することができるものとするこ

と。 

ア 抵抗モーメントと考えるもの  

（ア） 防油堤自重（上載土砂等を含む。）によるもの  

（イ） 液重量によるもの  

（ウ） 常時及び地震時の前面受働土圧によるもの  

イ 水平抵抗力と考えるもの  

（ア） フーチング底面の摩擦抵抗によるもの  

（イ） 常時及び地震時の前面受働土圧によるもの  

⑶ 一般構造細目 

ア 部材厚 

部材厚は、場所打ちコンクリートにあっては20㎝以上、プレキャストコンク

リートにあっては15㎝以上とすること。 

イ 鉄筋の直径 

鉄筋の直径は、主鉄筋にあっては13㎜以上、その他の鉄筋にあっては９㎜以

上とすること。 

ウ かぶり 

鉄筋及びＰＣ鋼材のかぶりは５㎝以上とすること。  

エ 目地等 

   （ア） 防油堤には、防油堤の隅角から壁高（躯体天端からフーチング上面までの

高さをいう。）のおおむね３から４倍の長さ離れた位置及びおおむね20ｍ以

内ごとに伸縮目地を設けるものとし、目地部分には、銅等の金属材料の止液

板を設けること。 

また、目地部分においては、水平方向の鉄筋を切断することなく連続して



配置すること。ただし、スリップバーによる補強措置をした場合はこの限り

でない。 

スリップバーによる補強の方法によった防油堤のうち、その全部又は一部

が液状化のおそれのある地盤に設置されるものについては、別添の「防油堤

目地部の漏えい防止措置について」で定めるところにより、目地部の漏えい

防止借置を講じること。 

 （イ） 防油堤は、隅角部でコンクリートを打ち継がないこと。  

オ フーチングの突起  

フーチングに突起を設ける場合の計算上有効な突起の高さは、次の表及び図

によるものとすること。 

  

          

カ 溝渠
こうきょ

等 

溝渠
こうきょ

等は、防油堤の基礎に支障を生じさせるおそれのある位置に設けないこ

と。 

また、防油堤の基礎底面と地盤との間に空間を生ずるおそれがある場合は、

矢板等を設けることにより液体が流出しないよう措置を講じること。  

 

 

 

 

 



 

 

 

６ 盛土等による防油堤 

⑴ 天端幅 

天端幅は、１ｍ以上とすること。 

⑵ 法面勾配 

法面勾配は、１：（ 1.2以上）とすること。ただし、土留めの措置を講じる場

合はこの限りでない。 

⑶ 盛土表面の保護処理 

盛土表面は、コンクリート、コンクリートブロック、アスファルトモルタル、

芝生等により被覆すること。  

⑷ 盛土材料 

盛土材料は、透水性の小さい細砂、シルト等の土質を選定すること。やむを得  

ず透水性が大きい盛土材料を用いる場合には、防油堤の中央部に粘土、コンクリー  

ト等で造った壁を設けるか、又は盛土表面を不透水材で被覆すること。  

⑸ 盛土の施工 

盛土は、締固めを行いながら構築すること。  

また、まき出し厚さは30㎝を超えないものとし、ローラ等の締固め機械を用い

て十分に締め固めること。 

 

鉄筋コンクリート造の防油堤の例  



  

 

 

７ 仕切堤の構造 

危規則第22条第２項第10号に規定する仕切堤の構造は、前６盛土等による防油堤

に準じるものとすること。 

８ 既設防油堤の改修指針 

既設防油堤のうち、所定の強度又は容量が不足するものの補強及びかさ上げの改

修については、「防油堤の構造等に関する運用基準について」【昭和52年11月14日

消防危第 162号】の別記２「既設防油堤の改修指針」によること。 

９ 配管貫通部の保護 

危規則第22条第２項第12号の防油堤に損傷を与えないための必要な措置は、次に

より行うこと。 

⑴ 配管の配置制限 

ア 防油堤の１の箇所において、２以上の配管が貫通する場合における配管相互 

の間隔は、隣接する配管のうち、その管径の大きい配管の直径の 1.5倍以上で、

かつ、特定屋外貯蔵タンクを収納する防油堤にあっては 0.3ｍ以上、特定屋外 

貯蔵タンク以外のタンクのみを収納する防油堤にあっては 0.2ｍ以上とするこ 

と。 

イ 防油堤を貫通する配管は、原則として、防油堤と直交するように配置するこ

と。 

⑵ 防油堤の補強 

ア 鉄筋コンクリート造防油堤の配管貫通箇所は、直径９㎜以上の補強鉄筋を用

いて補強すること。 

イ 鉄筋コンクリート造防油堤の配管貫通部には、耐油性を有する緩衝材等を充

てんすること。 

 

盛土等による防油堤の例 



⑶ 防油堤の保護措置 

防油堤の配管貫通箇所の保護措置は、鉄筋コンクリート、盛土等によるものと

し、その措置は次によるものとすること。 

ア 鉄筋コンクリートによる場合 

防油堤の配管貫通箇所の保護措置を鉄筋コンクリートにより行う場合は、次

に掲げる鉄筋コンクリートの壁体（以下「保護堤」という。）で囲む措置又は

これと同等以上の効果を有する措置を講じること。 

（ア） 保護堤は、当該保護堤の設置に係る防油堤の強度と同等以上の強度を有 

するものであること。 

（イ） 保護堤の配管貫通箇所は、前⑵アの補強を行うこと。 

（ウ） 保護堤の配管貫通部には、前⑵イの措置を講じること。 

（エ） 保護堤を貫通する配管相互の間隔は、前⑴アに準じること。 

（オ） 保護堤と配管との間隔は、保護堤に最も近接して配置される配管の直径以

上で、かつ、 0.3ｍ以上とすること。 

（カ） 保護堤内は、土砂による中詰を行うこと。 

（キ） 保護堤内の土砂の表面は、アスファルトモルタル等の不透水材で被覆する

こと。 

 

 

      

 

 

 

 

鉄筋コンクリートによる配管貫通部の保護措置の例  

（例１）  



      

 

イ 盛土による場合 

防油堤の配管貫通箇所の保護措置を盛土により行う場合は、次によること。 

（ア） 防油堤の配管貫通箇所の保護のための盛土（以下「保護盛土」という。）

は、防油堤内若しくは防油堤外のいずれか一方の側又は両方の側に設けるも

のとすること。 

（イ） 保護盛土の天端幅は１ｍ以上とし、法面勾配は１：（ 1.2以上）とするこ

と。 

（ウ） 保護盛土の材料は、透水性の小さい土質を選定すること。 

（エ） 保護盛土の表面は、コンクリート、コンクリートブロック、アスファルト

モルタル、芝生等により被覆するものとすること。 

 

 

         

 

 

盛土等による配管貫通部の保護措置の例  

（例１）  

（例２）  



         

 

        

 

ウ その他小口径配管の貫通部の措置 

防油堤を貫通する配管の呼び径が 100Ａ（４Ｂ）以下のものである場合につ

いては、次に掲げる方法又はこれと同等以上の効果を有する方法により措置す

ることができるものであること。 

（ア） 防油堤の配管貫通部には、耐油性緩衝材等を充てんするとともに、配管貫

通部の両側を金具等により固定すること。 

（イ） 配管貫通箇所は、直径９㎜以上の補強鉄筋を用いて補強するとともに、必

要に応じて当該箇所の防油堤の断面を増す等の措置を講じること。 

（例２）  

（例３）  



 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小口径配管貫通部の保護措置の例  



別添 防油堤目地部の漏えい防止措置について 

 

１ 漏えい防止措置 

漏えい防止措置は可撓
か と う

性材又は盛土により行うこと。 

⑴ 可撓
か と う

性材による漏えい防止措置 

ア 可撓
か と う

性材は、ゴム製、ステンレス製等のもので、十分な耐候性、耐油性、耐

熱性及び耐クリープ性を有するものであること。 

イ 可撓
か と う

性材は、防油堤の軸方向、鉛直方向及びこれらに直角な方向の３方向そ

れぞれ 200㎜の変位に対し、変位追随性能を有するものであること。 

ウ 可撓
か と う

性材は、防油堤内又は防油堤外のいずれかにアンカーボルト、押さえ板

等により止液性を確保して取り付けること。 

エ 可撓
か と う

性材は、土被りが十分な防油堤にあっては防油堤の直壁部に取り付ける

とともに、フーチング部を帆布等の耐久性のある材料で保護することとし、土

被りが十分でない防油堤にあっては防油堤の天端からフーチング下端まで取り

付けること。 

なお、「土被りが十分」とは、土被り厚がおおむね40㎝以上ある場合をいう

ものであること。 

 

      

 

⑵ 盛土による漏えい防止措置 

盛土による漏えい防止措置を行う場合には、次の事項に留意し措置を行うこと。 

ア 盛土は、防油堤内又は防油堤外のいずれかに設置すること。 

イ 盛土の天端幅は、おおむね１ｍ以上とすること。 

ウ 盛土の天端高は、防油堤の高さのおおむね90％以上の高さとすること。 

エ 盛土の天端の延長は、伸縮目地部を中心に壁高のおおむね２倍以上の長さと

すること。 



オ 盛土の法面勾配は、おおむね６分の５以下とすること。 

カ 盛土表面は、コンクリート、コンクリートブロック、アスファルトモルタル、

芝生等により被覆すること。 

キ 盛土材料は、透水性の小さい細砂又はシルトとすること。 

ク 盛土は、締固めを行いながら構築すること。 

また、まき出し厚さはおおむね30㎝を超えないものとし、ローラ等の締固め

機械を用いて十分に締め固めること。 

ケ 盛土に土留め壁を設ける場合は、防油堤と一体的な構造とすること。 

⑶ その他 

前⑴又は⑵による漏えい防止措置を講じた場合には、止液板を設けないことが

できるものであること。 

２ 液状化の判定方法 

液状化のおそれのある地盤とは、砂質土であって危告示第４条の８各号に該当す

るもの（標準貫入試験値は第３号の表のＢを用いる。）をいうものであること。 

また、これらの判断は、ボーリングデータに基づき行われるものであること。 

なお、地盤改良を行う等液状化のおそれがないよう措置されたものについては、

漏えい防止措置を講じないことができるものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記６ 既設の地下貯蔵タンクに対する流出事故防止対策等に係る運用  

【平成22年７月８日消防危第 144号】 

１ 腐食のおそれが特に高い地下貯蔵タンク等の要件  

⑴ 対象となる地下貯蔵タンクは、地盤面下に直接埋設された鋼製一重殻の地下貯

蔵タンクのうち、「腐食のおそれが特に高い地下貯蔵タンク」、「腐食のおそれ

が高い地下貯蔵タンク」に該当するものである。 

⑵ 対象となる地下貯蔵タンクに係る設置年数、塗覆装の種類及び設計板厚の定義

は、次のとおりとする。 

ア 設置年数は、当該地下貯蔵タンクの設置時の許可に係る完成検査済証の交付

年月日を起算日とした年数をいうこと（変更許可により埋設した地下貯蔵タン

クは、当該変更許可に係る完成検査済証の交付年月日が起算日となる。）。 

イ 塗覆装の種類は、危告示第４条の48第１項に掲げる外面保護の方法をいうこ

と。 

ウ 設計板厚は、当該地下貯蔵タンクの設置時の板厚をいい、設置又は変更の許

可の申請における添付書類に記載された数値で確認すること。 

なお、タンクの部位により板厚が異なる場合は、薄い方の板厚とすること。 

⑶ 腐食のおそれが特に高い地下貯蔵タンクの要件は、次の表に掲げるものである

こと。 

設置年数 塗覆装の種類 設計板厚 

50年以上 

アスファルト 

（危告示第４条の48第１項第２号に定めるも

の。以下同じ。） 

全ての設計板厚 

モルタル 

（危告示第４条の48第１項第１号に定めるも

の。以下同じ。） 

8.0mm未満 

エポキシ樹脂又はタールエポキシ樹脂 

（危告示第４条の48第１項第３号に定めるも

の。以下同じ。） 

6.0mm未満 

強化プラスチック 

（危告示第４条の48第１項第４号に定めるも

の。以下同じ。） 

4.5mm未満 

40年以上50年未満 アスファルト 4.5mm未満 



 

⑷ 腐食のおそれが高い地下貯蔵タンクの要件は、次の表に掲げるものであること。 

設置年数 塗覆装の種類 設計板厚 

50年以上 

モルタル 8.0㎜以上 

エポキシ樹脂又はタールエポキシ樹脂 6.0mm以上 

強化プラスチック 
4.5㎜以上 

12.0㎜未満 

40年以上50年未満 

アスファルト 4.5mm以上 

モルタル 6.0mm未満 

エポキシ樹脂又はタールエポキシ樹脂 4.5mm未満 

強化プラスチック 4.5mm未満 

30年以上40年未満 
アスファルト 6.0mm未満 

モルタル 4.5mm未満 

20年以上30年未満 アスファルト 4.5mm未満 

２ 腐食のおそれが特に高い地下貯蔵タンクに講ずる措置 

腐食のおそれが特に高い地下貯蔵タンクに講ずる措置は、次のいずれかによるこ

と。 

⑴ 内面の腐食を防止するためのコーティング  

⑵ 電気防食 

３ 腐食のおそれが高い地下貯蔵タンクに講ずる措置  

腐食のおそれが高い地下貯蔵タンクに講ずる措置は、次のいずれかによること。  

⑴ 内面の腐食を防止するためのコーティング  

⑵ 電気防食 

⑶ 直径 0.3mm以下の開口部からの危険物の漏れを常時検知することができる設備

例として次のものがあり、いずれの場合も一般財団法人全国危険物安全協会等の

機関が性能評価したものとするよう指導すること。 

ア 高精度液面計 

イ 統計的手法を用いて分析を行うことにより、直径 0.3mm以下の開口部からの

危険物の流出の有無を確認することができる方法（ＳＩＲ）【平成22年７月23

日消防危第 158号】 

４ 内面の腐食を防止するためのコーティングの施工に関する事項 

内面の腐食を防止するためのコーティングを実施する場合は、「既設の地下貯蔵



タンクに対する流出防止対策等に係る運用について」【平成22年７月８日消防危第 

 144号】の別添１「内面の腐食を防止するためのコーティングについて」によるこ

と。 

５ 休止している地下貯蔵タンクの流出防止対策の措置期限の延長 

腐食のおそれが特に高い地下貯蔵タンク又は腐食のおそれが高い地下貯蔵タンク

に該当する地下貯蔵タンクについて、危険物の貯蔵及び取扱いを休止している間、

次の要件を満たした場合に限り、危政令第23条を適用して流出防止対策の措置を講

じなくても差し支えないこと。 

⑴ 危険物が清掃等により完全に除去されていること。 

⑵ 危険物又は可燃性の蒸気が流入するおそれのある注入口又は配管に閉止板を設

置する等、誤って危険物が流入するおそれがないようにするための措置が講じら

れていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記７ ふたを鉄筋コンクリート造の支柱によって支える例  

１ ふたを支柱によって支える例 

 

 

２ 支柱の配置例 

 

 

３ 支柱１本当たりの最大許容軸方向荷重 

⑴ 支柱を帯鉄筋柱とした場合 

ア 計算式 

ＰＯ＝
α

３
（0.85×σｃｋ×Ａｃ＋σｓｙ'×Ａs） 

ＰＯ    ：最大許容軸方向荷重[Ｎ] 

σｃｋ ：コンクリートの28日設計基準強度[Ｎ／㎟] 

Ａｃ   ：帯鉄筋柱のコンクリート断面積[㎟] 

σｓｙ'：軸方向鉄筋の圧縮降伏点応力度[Ｎ／㎟] 

Ａs   ：軸方向鉄筋の全断面積[㎟] 

α    ：補正係数（ｈｅ  ／ｄ≦15のとき、α＝１ 15＜ｈｅ  ／ｄ≦40のと 

き、α＝1.45－0.03ｈｅ  ／ｄ） 

鉄筋コンクリートのふた  

鉄筋コンクリートの支柱  



ｈｅ  ：柱の有効長さ[㎝]、ｄ：帯鉄筋柱の最小横寸法[㎝] 

イ 計算例 

ｄ＝200㎜、ｈｅ＝3,000㎜より、ｈｅ／ｄ＝15となるので、 

α＝１ 

     σｃｋ＝18Ｎ／㎟ 

     Ａｃ＝ｄ２＝40,000㎟ 

     σｓｙ'＝210Ｎ／㎟（ＳＲ235） 

     Ａs＝452㎟ 

∴ＰＯ＝
１

３
（0.85×18×40,000＋210×452） 

   ＝235,640Ｎ≒235.6ｋＮ 

 

したがって、支柱１本当たりの最大許容軸方向荷重ＰＯは、235.6ｋＮとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ ヒューム管を用いた支柱の場合 

最大軸方向荷重は、帯鉄筋柱の例により計算する。ただし、前⑴、アの計算式

におけるＡｃは、次式により求める。 

Ａｃ＝
π

４
Ｄ２ [㎠] 

Ｄ：ヒューム管の内径[㎝] 

ｈｅ＝3000 

ふた 

タンク基礎 

ｄ＝200 

帯鉄筋の直径 

φ６＠140 

軸方向鉄筋の直径 

φ12 ４本（ＳＲ235） 

ふた 

（単位㎜） 



４ 支柱の必要本数 

支柱の必要本数は、ふたの重量Ｌ［ｔ］とふたにかかる重量20［ｔ］との和をＰＯ  

［ｔ］で除して求めることができる。 

 

支柱の必要本数≧ 
ＰＯ 

Ｌ＋20 



別記８ 浮力に関する計算例 

１ 浮上しない条件  

タンクが浮上しないためには、埋土及び基礎重量がタンクの受ける浮力より大で

なければならない。  

ＷＳ＋ＷＣ＞Ｆ 

ＷＳ：埋土重量の浮力に対する有効値  

ＷＣ：基礎重量の浮力に対する有効値 

Ｆ ：タンクの受ける浮力 

⑴ タンクの受ける浮力：Ｆ  

タンクが排除する水の重量から、タンク自重を減じたものであるから  

Ｆ＝Ｖｔ×d１－Ｗｔ 

Ｖｔ×d１：タンクが排除する水の重量 

（Ｖｔ：タンクの体積 d１：水の比重（1.0）） 

Ｗｔ：タンクの自重 

 

Ｖｔ＝πｒ２（ℓ＋
ℓ１＋ℓ２

３
） 

Ｗｔ＝（２πｒℓｔ１＋２πｒ２ｔ２＋ｎπｒ２ｔ３）×ｄ２ 

 ｒ   ：タンクの半径    ｔ１：胴板の厚み   ｎ ：仕切り板の数 

 ℓ   ：タンクの胴長    ｔ２：鏡板の厚み   ｄ２：鉄の比重（7.8） 

ℓ１、ℓ２：タンクの鏡板の張出  ｔ３：仕切板の厚み 

⑵ 埋土重量の浮力に対する有効値 : Ｗs 

埋土の自重から埋土が排除する水の重量を減じたものであるから  

ＷＳ＝ＶＳ×ｄＳ－ＶＳ×d１＝ＶＳ×（ｄＳ－d１） 

ＶＳ：埋土の体積 

ｄＳ：埋土の比重（1.8） 

d１：水の比重（1.0） 

ＶＳ＝Ｌ１×Ｌ２×Ｈ１－（Ｖｔ＋0.7ｎ１×Ｌ２×ｈ１×Ｔ） 

ＶＳ：埋土の体積 

0.7：基礎台の切込部分を概算するための係数 

Ｖｔ：タンクの体積 

ｎ１：基礎台の数 



Ｌ１、Ｌ２、Ｈ１、ｈ１、Ｔ：図１及び図２による。 

 

⑶ 基礎重量の浮力に対する有効値：ＷＣ 

基礎重量から基礎が排除する水の重量を減じたものであるから  

ＷＣ＝ＶＣ×ｄＣ－ＶＣ×ｄ１＝ＶＣ×（ｄＣ－ｄ１） 

ＶＣ×ｄＣ：基礎の重量（ＶＣ：基礎の体積 ｄＣ：コンクリートの比重（2.4）） 

ＶＣ×ｄ１：基礎が排除する水の重量（ｄ１：水の比重（1.0）） 

ここで、ＶＣ＝Ｌ１×Ｌ２×ｈ２＋0.7ｎ１×Ｌ２×ｈ１×Ｔ 

２ バンドの所要断面積 

タンクを基礎に固定するためのバンドは、タンクが受ける浮力によって切断され

ないだけの断面積を有しなければならない。 

Ｓ≧
      

２σＮ
  

Ｓ：バンドの所要断面積（バンドを固定するためのボルトを設ける部分のうち、

ボルトの径を除いた部分の断面積） 

Ｆ：タンクの受ける浮力 

ＷＢ：図２に示すＢ部分の埋土重量の浮力に対する有効値 

σ：バンドの許容引張応力度（ SS400の場合156.8Ｎ／㎟） 

Ｎ :バンドの数 

ＷＢ＝{２ｒＨ２（ℓ＋ℓ１＋ℓ２）－
𝜋ｒ２

２
（ℓ＋

ℓ１＋ℓ２

３
）}（ｄＳ－d１） 

  ｒ ：タンクの半径 

 Ｈ２ ：図２による。 

  ℓ  ：タンクの胴長 

 ℓ１、ℓ２：タンクの鏡板の張出 

図１  図２  

（Ｆ－ＷＢ） 



３ アンカーボルトの所要直径 

バンドを基礎に固定するためのアンカーボルトは、バンドに働く力によって切断

されないだけの直径を有しなければならない。 

 ｄ≧1.128√
   

     
 

  ｄ：アンカーボルトの所要直径（谷径） 

   Ｆ：タンクの受ける浮力 

  ＷＢ：図２に示すＢ部分の埋土重量の浮力に対する有効値 

  σｔ：アンカーボルトの許容引張応力度（SS400の場合117.6Ｎ／㎟） 

   Ｎ：バンドの数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ－ＷＢ  

２σｔＮ 



別記９ 給油取扱所に電気自動車用急速充電設備を設置する場合における技術上の

基準【平成24年３月16日消防危第77号】 

１ 急速充電設備の定義 

  急速充電設備とは、電気自動車に充電する設備（全出力20ｋＷ以下のもの及び全

出力50ｋＷを超えるものを除く。）をいうこと。 

 なお、急速充電設備は、危政令第17条第１項第21号に規定する電気設備に該当す

ること。 

２ 急速充電設備に係る安全対策 

  急速充電設備は、次の措置が講じられた構造とすること。 

⑴ 急速充電設備の筐
きょう

体は不燃性の金属材料で造ること。 

⑵ 堅固に床、壁、支柱等に固定すること。 

⑶ 雨水等の浸入防止措置を講ずること。 

⑷ 急速充電設備と電気自動車が確実に接続されていない場合には、充電を開始し

ない措置を講ずること。 

⑸ 急速充電設備と電気自動車の接続部に電圧が印加されている場合には、当該接

続部が外れないようにする措置を講ずること。 

⑹ 充電を開始する前に、急速充電設備と電気自動車との間で自動的に絶縁状況の

確認を行い、絶縁されていない場合には、充電を開始しない措置を講ずること。 

⑺ 漏電、地絡又は制御機能の異常を自動的に検知する構造とし、漏電、地絡又は

制御機能の異常を検知した場合には、急速充電設備を停止させる措置を講ずるこ

と。 

⑻ 電圧及び電流を自動的に監視する構造とし、電圧又は電流の異常を検知した場

合には、急速充電設備を停止させる措置を講ずること。 

⑼ 急速充電設備において、異常な高温とならない措置を講ずること。 

また、異常な高温となった場合には、急速充電設備を停止させる措置を講ずる

こと。 

⑽ 急速充電設備を手動で緊急停止させることができる措置を講ずること。 

⑾ 急速充電設備のうち、蓄電池を内蔵しているものについては、前⑴から⑽に掲

げる措置のほか、当該蓄電池について次に掲げる措置を講ずること。 

  ア 電圧及び電流を自動的に監視する構造とし、電圧又は電流の異常を検知した

場合には、急速充電設備を停止させる措置を講ずること。 

  イ 異常な高温とならない措置を講ずること。 



また、異常な高温となった場合には、急速充電設備を停止させる措置を講ず

ること。 

３ 急速充電設備を給油取扱所に設置する場合の安全対策 

前２に掲げる安全対策を講じた急速充電設備を給油取扱所に設置する場合には、

次の安全対策を講ずること。 

⑴ 急速充電設備の電源を緊急に遮断できる装置を設ける場合 

  ア 急速充電設備の電源を緊急に遮断できる装置（以下「緊急遮断装置」という。） 

は、ガソリン等の流出事故が発生した場合に容易に操作することが可能な場所

（例えば、事務所等）に設けること。 

  イ 次に掲げる範囲は可燃性蒸気が滞留するおそれのある範囲であることから、

急速充電設備はこの範囲以外の場所に設置すること（別紙１参照）。 

 なお、この場合において、急速充電設備を設置する場所は給油又は注油に支

障のない場所である必要があり、少なくとも給油空地又は注油空地以外の場所

で、車両が給油し、退出する際に支障とならない場所とすること。 

   (ｱ) 懸垂式以外の固定給油設備にあっては、固定給油設備の端面から水平方向

６ｍまでで、基礎又は地盤面からの高さ60㎝までの範囲、かつ、固定給油設

備の周囲60㎝までの範囲 

 また、懸垂式の固定給油設備にあっては、固定給油設備のホース機器の引

出口から地盤面に下ろした垂線（当該引出口が可動式のものについては、可

動範囲の全ての部分から地盤面に下ろした垂線とする。）から水平方向６ｍ

までで、地盤面からの高さ60㎝までの範囲、かつ、固定給油設備の端面から

水平方向60㎝までで、地盤面までの範囲 

   (ｲ) 通気管の先端の中心から地盤面に下ろした垂線の水平方向及び周囲 1.5ｍ

までの範囲 

  ウ 急速充電設備を設置した給油取扱所では、ガソリン等の給油・注油等の作業 

状況に加え、急速充電設備の使用状況も、常時適切に監視する必要があること。

したがって、従業員等が目視により急速充電設備の使用状況を監視することが 

できない場合には、監視カメラの設置等により適切な監視体制を構築すること。 

 なお、この場合の「従業員等が目視により急速充電設備の使用状況を監視す

ることのできない場合」については、給油取扱所の勤務体制、設置場所等の実

態により個別に判断する必要があるが、次の場合は監視することができるもの

として取り扱う。 



(ｱ) 顧客に自ら給油等をさせる給油取扱所 

 あ 制御卓から急速充電設備が直接視認可能な場合 

    い 可搬式の制御機器を設け、当該機器を使用できる場所から急速充電設備

が目視可能な場合 

(ｲ) 前（ア）以外の給油取扱所 

固定給油設備等から急速充電設備が目視可能な場合 

⑵ 緊急遮断装置を設けない場合 

ア 次に掲げる範囲は可燃性蒸気が滞留するおそれのある範囲であることから、

急速充電設備はこの範囲以外の場所に設置すること（別紙２参照）。 

  なお、この場合において、急速充電設備を設置する場所は給油又は注油に支

障のない場所である必要があり、少なくとも給油空地又は注油空地以外の場所 

で、車両が給油し、退出する際に支障とならない場所とすること。 

(ｱ) 固定給油設備の周囲60㎝までの範囲、かつ、固定給油設備の中心から排水

溝までの最大の下り勾配となっている直線から水平方向11ｍまでで、基礎又

は地盤面からの高さ60㎝までの範囲 

また、懸垂式の固定給油設備については、固定給油設備の端面から水平方

向60㎝までで、地盤面までの範囲、かつ、固定給油設備のホース機器の中心

から地盤面に垂線を下ろし、その交点から排水溝までの最大の下り勾配とな

っている直線から水平方向11ｍまでで、地盤面からの高さ60㎝までの範囲 

(ｲ) 専用タンク等のマンホールの中心から排水溝までの最大の下り勾配となっ

ている直線から水平方向14ｍまでで、地盤面からの高さ60㎝までの範囲 

(ｳ) 専用タンクへの注入口の中心から排水溝までの最大の下り勾配となってい

る直線から水平方向16ｍまでで、地盤面からの高さ60㎝までの範囲 

(ｴ) 通気管の先端の中心から地盤面に下ろした垂線の水平方向及び周囲 1.5ｍ

までの範囲 

  イ 急速充電設備を設置した給油取扱所では、ガソリン等の給油・注油等の作業 

状況に加え、急速充電設備の使用状況も、常時適切に監視する必要があること。 

したがって、従業員等が目視により急速充電設備の使用状況を監視することが

できない場合には、監視カメラの設置等により適切な監視体制を構築すること

が必要であること。 

 なお、この場合の「従業員等が目視により急速充電設備の使用状況を監視す

ることができない場合」については、前⑴ウによること。 



４ その他 

⑴ 給油取扱所においても、電気自動車の利用者自らが急速充電設備を用いて充電

を行うことが可能であること。 

⑵ 屋内給油取扱所のうち、一方又は二方のみが開放された給油取扱所については、 

壁等の影響により可燃性蒸気の滞留するおそれのある範囲が前３に示すものより

も広範囲となるおそれがあることから、別途検討する必要があることに留意する

こと。 

⑶ 急速充電設備以外の電気自動車用の充電設備（全出力20ｋＷ以下のもの又は全

出力50ｋＷを超えるもの）であって、今後、新たに設置されるものについても、

前３に掲げる安全対策の例により設置することができるものであること。 

 なお、この場合、駿東伊豆消防組合火災予防条例第11条の２に規定する位置、 

構造及び管理の技術上の基準に適合する必要があること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１ 

急速充電設備の電源を緊急に遮断できる装置を設ける場合における可燃性蒸気が滞

留するおそれのある範囲（イメージ図） 

   

※斜線部分は可燃性蒸気滞留範囲 

固定給油設備（エアーギャップがない場合）の周囲の可燃性蒸気滞留範囲 

 

 

 

 

 

※斜線部分は可燃性蒸気滞留範囲 

懸垂式の固定給油設備の周囲の可燃性蒸気滞留範囲 

 

 



 

※斜線部分は可燃性蒸気滞留範囲 

通気管の周囲の可燃性蒸気滞留範囲 

 

 

 

 

 

※斜線部分は可燃性蒸気滞留範囲 

給油取扱所の可燃性蒸気滞留範囲（平面図） 

 

 



別紙２ 

 急速充電設備の電源を緊急に遮断できる装置を設けない場合における可燃性蒸気が

滞留するおそれのある範囲（イメージ図） 

          

 

 ※斜線部分は可燃性蒸気滞留範囲 

固定給油設備（エアーギャップがない場合）の周囲の可燃性蒸気滞留範囲 

 

 

 

 

 ※斜線部分は可燃性蒸気滞留範囲 

懸垂式の固定給油設備の周囲の可燃性蒸気滞留範囲 

 



 

 ※斜線部分は可燃性蒸気滞留範囲 

通気管の周囲の可燃性蒸気滞留範囲 

 

 

 

 

 ※斜線部分は可燃性蒸気滞留範囲 

給油取扱所の可燃性蒸気滞留範囲（平面図） 
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